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（注）１.「当社」は中国人民財産保険株式会社を指す。

 

２．「香港ドル」は香港の法定通貨を指す。本書において記載されている香港ドルから日本円への換算は、１香港ドル

＝15.35円（株式会社三菱東京UFJ銀行が発表した2015年４月30日の対顧客電信売買相場の中値）の換算率により行

われている。

 

３．「人民元」は中国の法定通貨を指す。本書において記載されている人民元から日本円への換算は、１人民元＝19.41

円（中国国家外為管理局が発表した2015年４月30日の基準為替レートに基づく）の換算率により行われている。

 

４．当社の事業年度は暦年である。

 

５．本書の表で計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。

 

６．本書において、別段の記載がある場合を除き、下記の用語は下記の意味を有する。

 

「当社」………………………………………… 中国会社法に基づき2003年７月７日に有限責任の株式会社

として中国で設立された、中国人民財産保険株式会社

（PICC Property and Casualty Company Limited、中国人

民財産保険股份有限公司））のことをいい、また文脈上、

設立以前の時期について言及する場合は、その前任機関が

営み、その後グローバル・オファリングを視野にいれた再

編により中国人民財産保険株式会社が承継した事業および

業務を意味する。

「ＣＩＲＣ」…………………………………… 中国の保険市場を管理、監督する責任を負う規制当局であ

る、中国保険監督管理委員会（China Insurance

Regulatory Commission）のことをいう。

「中国会社法」………………………………… 1993年12月29日付で第８期全国人民代表大会常務委員会に

おいて制定され、1994年７月１日より施行され、随時改正

される、中華人民共和国公司法（the Company Law of the

PRC）のことをいう。

「コーポレート・ガバナンス・コード」…… 香港証券取引所上場規則付属書類14に記載されたコーポ

レート・ガバナンス・コードおよびコーポレート・ガバナ

ンス報告書に含まれる、コーポレート・ガバナンス・コー

ド・セクションをいう。

「ＣＳＲＣ」…………………………………… 中国の国内証券市場を管理・監督する責任を負う規制当局

である、中国証券監督管理委員会（China Securities

Regulatory Commission）のことをいう。

「国内株式」…………………………………… 中国国民および中国で設立された法人により人民元で引受

けられ、または全額払込まれた、当社が発行する額面1.00

人民元の普通株式のことをいう。

「ガイドライン」……………………………… 保険会社のコーポレート・ガバナンス体制の規制に関する

ガイドライン（試行）をいう。

「Ｈ株式」……………………………………… 額面1.00人民元の当社の普通株式資本中の海外上場外国投

資株式のことをいい、香港ドルで引受けおよび取引が行わ

れ、香港証券取引所で上場および取引される。

「香港」………………………………………… 中国の香港特別行政区のことをいう。

「香港証券取引所」…………………………… 香港証券取引所（The Stock Exchange of Hong Kong

Limited）のことをいう。

「香港証券取引所上場規則」または「上場規

則」………………………………………………

香港証券取引所上場証券管理規則（随時改定される）のこ

とをいう。
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「保険法」……………………………………… 1995年６月30日付で第８期全国人民代表大会常務委員会に

おいて制定され（1995年10月１日施行）、随時改正され

る、中華人民共和国保険法（the Insurance Law of the

PRC）のことをいう。

「必須条款」…………………………………… 1994年８月27日付で国務院の旧中国証券委員会および旧国

家経済体制改革委員会が共同で公布し、その後随時改正お

よび補足または修正された、海外で上場を予定する中国国

内で設立された会社が定款に必ずその規定を盛り込む必要

がある「海外上場会社定款必須条款（the Mandatory

Provisions for Articles of Association of Companies

Listed Overseas）」のことをいう。

「中国財政部」………………………………… 国の歳入、歳出、財政および課税方針ならびに金融機関の

全般的な監督を管理する責任を持つ部である、中国財政部

（the PRC Ministry of Finance）のことをいう。

「ＰＢＯＣ」…………………………………… 中国の中央銀行である、中国人民銀行（the People's Bank

of China）のことをいう。

「ＰＩＣＣ　ＡＭＣ」………………………… ＰＩＣＣアセット・マネジメント・カンパニー・リミテッ

ドのことをいう。

「ＰＩＣＣグループ」………………………… 中国人民保険集団股份有限公司（The People's Insurance

Company (Group) of China Limited）のことをいう。

「中国」または「ＰＲＣ」…………………… 中華人民共和国のことをいう。ただし、本書において（文

脈上要求されない限り）香港、マカオ特別行政区および台

湾地域を含まない。

「省レベルの支社」…………………………… 省、自治区、直轄市または単独行政都市にある支社のこと

をいう。

「再編」………………………………………… 本書「第一部－第２－２．沿革」の項に詳細な記述のあ

る、2002年９月30日に効力が発生したＰＩＣＣグループに

よる当社への一定の資産および負債の注入に関する再編の

ことをいう。

「ＳＡＦＥ」…………………………………… 外国為替管理に関する事項を管轄する中国政府機関であ

る、中国国家外為管理局（the PRC State Administration of

Foreign Exchange）のことをいう。

「ＳＡＴ」……………………………………… 中国の中央政府税務当局である、中国国家税務総局（the

PRC State Administration of Taxation）のことをいう。

「ＳＦＯ」……………………………………… 香港証券先物令（香港法第571章）（the Securities and

Futures Ordinance）のことをいう。

「株式」………………………………………… 国内株式とＨ株式で構成される、額面1.00人民元の当社の

普通株式のことをいう。

「特別規定」…………………………………… 1994年７月４日付で国務院により制定され、1994年８月４

日付で公布および施行され、その後随時改定、補足または

修正された、「株式会社による株式の海外募集および上場

に関する国務院特別規定（the Special Regulations of the

State Council on the Overseas Offering and Listing of

Shares by Joint Stock Limited Companies）」のことをい

う。

「国家」または「中国政府」………………… すべての地方公共団体（省、市およびその他地域または地

方政府を含む）ならびにその系列機関を含む中国の中央政

府のことをいう。

「国務院」……………………………………… 中国国務院（the State Council of the PRC）のことをい

う。
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「ＡＩＧ」……………………………………… デラウェア州法人であるアメリカン・インターナショナ

ル・グループ・インクおよび／または文脈によりその特定

の完全所有子会社を指す。

「最終配当」…………………………………… 取締役会が提案した当年度の最終配当をいう。

「当年度」……………………………………… 2013年12月31日に終了した年度を指す。
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第一部【企業情報】
 

第１【本国における法制等の概要】
 

１【会社制度等の概要】

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

中国の法的および制度的規制

　1993年12月29日、第８期全国人民代表大会常務委員会は中国会社法を採択し、これは1994年７月１日より発効した。その

後、中国会社法は、第９期全国人民代表大会常務委員会により1999年12月25日に第１回の修正が行われ、第10期全国人民代

表大会常務委員会により2004年８月28日および2005年10月27日に修正され、さらに第12期全国人民代表大会常務委員会によ

り2013年12月28日に修正された。中国会社法の最新版（以下「新中国会社法」という。）は、2014年３月１日より発効し

た。

　以下は中国会社法、特別規定および必須条款の主要規定の概要である。特別規定は1994年７月４日、国務院の常務委員会

第22回会議において可決され、1994年８月４日に公布および施行された。特別規定は、株式会社の海外における株式の募集

および上場に関して策定された。必須条款は、国務院証券委員会と国家経済体制改革委員会が共同で1994年８月27日に公布

し、海外上場を行う株式会社の定款に盛り込むべき規定を定めたものである。従って、必須条款は当社の定款に盛り込まれ

ている。ここでいう「会社」とは、中国会社法に基づいて設立され、海外上場外国投資株式を有する株式会社を指す。

 

概要

　「株式会社」とは、中国会社法に基づいて設立された法人を指す。株式会社の株主の義務は彼らが出資した株式の範囲に

限定され、会社の義務は会社の資産総額の範囲とする。

　会社は、法律、行政上の規制、社会的および商業的倫理、および誠意に従って事業を行わなければならない。会社は、他

の事業体に対し投資を行うことができる。ただし、法律に別段の定めがある場合を除き、当該事業体の負債に対して投資者

としての共同責任を負わない。

 

設立

　会社は発起あるいは公募により設立することができる。

　会社は最低２名、最大200名の発起人により設立でき、発起人の少なくとも半数は中国内に住所を有していなければならな

い。

　発起により設立された会社とは、その全登録資本が発起人により引受けられた会社のことである。会社が公募によって設

立される場合、法律および行政上の規制に別段の定めがある場合を除きその全株式の35％以上は発起人が引受けなければな

らず、残りの株式は一般に募集される。

　発起により設立された会社の登録資本とは、所管する工商管理局に登録された発行済資本の総額である。公募により設立

された会社の登録資本とは、所管する工商管理局に登録された払込済資本の総額である。

　発行株式が全額払込まれてから30日以内に発起人は設立総会を招集し、設立総会の15日前までにその開催日につき全ての

引受人へ通知をなすか公告を行う。設立総会は、50％を超える株式を所有する引受人の出席をもってのみ開催される。設立

総会においては、出資者が作成した設立前活動報告書の検討、定款の採択、会社取締役会および監査役会の選任、会社の設

立にかかった費用の検証および発起人が株式の対価としての現金の支払に代えて拠出した資産の評価等の事項が議案とな

る。不可抗力によってまたは経営状況の重大な変化によって会社が設立できなくなった場合、会社を設立しない旨の決議を

採択することができる。決議はすべて、議決権の半数以上を有する出席株式引受人の承認を必要とする。

　設立総会終了後30日以内に、取締役会は登録機関に会社設立の登記を申請する。所管する工商管理局から登記の承認が与

えられ、営業許可が発行された後、会社は正式に設立され、法人としての地位を得る。公募により設立された会社は、国務

院の会社登録機関に対し証券規制機関が発行した承認書類を提出する。

　会社の発起人には、以下の責任がある。(i)会社が設立出来なかった場合、設立過程において発生した費用および債務の単

独または連帯による支払、(ⅱ)会社が設立出来なかった場合、預かり期間中の銀行金利での利息を含めて払込金額の引受人

への単独または連帯による払戻し、および(ⅲ)会社設立過程において発起人の不履行の結果会社が蒙った損害。1993年４月

22日付で国務院が公布した「株式の発行および取引の管理に関する暫定規定」（この規制は中国内の株式の発行および取引

ならびにその関連業務のみに適用される。）に従い、会社が公募により設立される場合、かかる会社の発起人は目論見書の

内容の正確性につき連帯責任を引受け、目論見書に虚偽および深刻な誤解を招く表現が含まれないよう、また重要情報の欠

落がないよう確認することを要求される。

 

株式資本
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　発起人は現金でもしくは現物でまたは、法律および行政上の規制で禁止されていない現金評価ならびに移転が可能な、資

産、知的所有権、土地利用権ならびにその他の現金以外の資産をそれぞれの評価額に基づき、出資することにより資本拠出

を行うことができる。

　資本拠出が現金以外でなされる場合、拠出された財産の評価および査定を行わなければならない。

　会社は記名式あるいは無記名式の株券を発行することができる。ただし、発起人、または法人に発行する株式はすべて記

名式とするものとし、異なる名義または代理人名義で登録してはならない。

　特別規定によれば、外国投資家に発行し海外で上場されている株式は記名式に限られ、額面金額は人民元建てで表示され

るが外貨により引受けられる。

　必須条款の規定によれば、外国投資家ならびに香港、マカオおよび台湾の各地域の投資家に対し発行され、外貨で引受け

が行われ、海外で上場されている株式は、海外上場外国投資株式とされ、また上記の地域を除く中国内の投資家に対し発行

される株式は、国内投資株式とされている。

　会社は、国務院証券管理部門の承認のもと、海外で株式募集を行うことができる。特別措置は個々に国務院が策定する。

特別規定に基づき会社は、証券委員会の承認を得て、引受けられた株式数を計上した後、発行予定の海外上場外国投資株式

の総数の15％以下を留保することに、海外上場外国投資株式の発行に関する引受契約において同意することができる。

　株式の募集価格は、額面と同額あるいは上回る額にすることができるが、額面を下回ってはならない。

　株主による株式の譲渡は、合法的に設立された証券取引所またはその他の国務院の法規で指定された方法で行わなければ

ならない。株主による記名式株式の譲渡は、裏書もしくは法律またはその他の行政上の規制で規定された手段により行わな

ければならない。無記名式の株券の譲渡は当該株券を譲受人に引き渡すことにより行われる。

発起人が保有する株式は、会社の設立後１年間は譲渡することができない。会社の上場前に発行された株式は、会社が証

券取引所に上場された後１年間は譲渡することができない。会社の取締役、監査役および上級管理職は、その任期中に、１

年につき所有株式の25％以上を譲渡することができず、前述の取締役、監査役および上級管理職が保有する株式は、会社が

証券取引所に上場された後１年間、またはその解任もしくは辞任後6ヶ月間は譲渡することができない。中国会社法では、株

主の株式所有比率の制限は定められていない。

　法律に別段の定めがある場合を除き、株式の譲渡は株主総会開催日前の20日間または配当支払のための基準日前の５日間

は株主名簿に記載することができない。

 

資本の増加

　中国会社法によれば、会社が新株式を発行することにより資本を増加する場合、定款に従い、株主総会での株主の承認を

得なければならない。

公募の場合、国務院の証券管理部門の承認を得る必要がある。

　会社は、新発行株式の払込が完了した後、所管する工商管理局において登記変更を行い、公告をしなければならない。

 

株式資本の減少

　会社は登録資本を中国会社法に規定された以下の手続きに従い減少することができる。

・　会社は貸借対照表と財産目録を作成する。

・　登録資本の減少は株主総会において株主により承認されなければならない。

・　会社は減資を承認する決議の可決後、10日以内に資本減少につき債権者に通知し、30日以内に新聞紙上に減資の公告

を掲載する。

・　債権者は通知の受領後30日以内もしくは通知を受領できなかった場合は公告の発行後45日以内に、会社に債務の支払

または債務に対する担保の提供を要求できる、および

・　会社は所管する工商管理局に登録資本の減少を登記するため申請を行わなければならない。

 

株式買戻し

　会社は、以下の目的以外の目的で、自社の株式を購入することはできない。

ア．株式を消却して資本を減少させる

イ．会社の株式を所有する他の会社と合併するた

ウ．会社の従業員に報酬として株式を与える、または

エ．会社の合併もしくは分割の決議に反対する株主の株をその要請に従って購入する

必須条款によると、会社定款に従って承認を得、また関係監督当局から承認を得た場合、会社は上記の目的のため、株主

への同一割合での一般募集により自社の発行済株式を買戻し、または証券取引所を通じ、もしくは市場外契約により自社の

発行済株式を買入れることができる。

　中国会社法によれば、会社は、上述のア．に従い自社株式を買戻した後10日以内に買戻した株式を消却しなければならな

い。会社は、上述のイ．およびエ．に従ってなされた買戻しについては、買戻した株式を6ヶ月以内に譲渡または消却しなけ
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らばならない。上述のウ．に従ってなされた買戻しについては、買戻した株式は発行済株式総数の5％を超えてはならず、１

年以内に会社の従業員に譲渡しなければならない。

 

株式の譲渡

　株式は、関連法令に従い譲渡することができる。

　株主は、適法に設立された証券取引所においてのみ、株式の譲渡を行うことができる。記名式株式の譲渡は、株主が株券

の裏面に署名を裏書することにより、あるいは適用法令および行政上の規制により指定されたその他の方法により、行うこ

とができる。

　発起人に発行された株式は、会社の設立後1年間は譲渡することができない会社の上場前に発行された株式は、会社が証券

取引所に上場された後１年間は譲渡することができない。会社の取締役、監査役および上級管理職は、その任期中に、１年

につき所有株式の25％以上を譲渡することができず、会社が証券取引所に上場された後１年間またはその解任もしくは辞任

後6ヶ月間は譲渡することができない。

　中国会社法では、株主の株式所有比率の制限は定められていない。

 

株主

　株主は、会社の定款に明記された権利および義務を有する。会社の定款は各株主に対し拘束力を有する。

　中国会社法に基づき、株主は以下の権利を有する。

・　株主総会に本人または本人に代わり代理人が出席し、所有株式の数に従って議決権を行使する。

・　中国会社法および会社の定款に従い、適法に設立された証券取引所において株式を譲渡する。

・　会社の定款、株主名簿、社債券、株主総会議事録、取締役会議事録、監査役会議事録および財務会計報告書を検査

し、会社の業務に関する提案あるいは質問を行う。

・　株主総会あるいは取締役会において採択された決議が、いずれかの法律あるいは行政上の規制に違反する場合、ある

いは法的に認められた株主の権利および利益を侵害する場合、人民法院において違法な侵害行為を中止するよう求め

る訴訟を起こす。

・　所有株式の数に従って配当を受け取る。

・　所有株式に按分比例して会社解散時の剰余財産を受ける、および

・　会社定款に記載のその他の株主の権利。

　株主の義務には、会社定款に従う義務、申込み株式に関する申込金の支払義務、株主が引受ける株式に関して支払うこと

を同意した申込金の範囲で会社の債務および負債について責任を負う義務、およびその他会社定款に記載の株主の義務が含

まれる。

 

株主総会

　株主総会は会社としての権能を有する機関であり、中国会社法に従いその権限を行使する。

　株主総会は以下の権限を行使する。

・　会社の業務方針および投資計画の決定。

・　会社の従業員でない取締役および監査役の選任および解任ならびに取締役および監査役の報酬に関する事項の決定。

・　取締役会の報告の検討および承認。

・　監査役会の報告の検討および承認。

・　会社の年次予算案および決算の検討および承認。

・　会社の利益処分計画案および損失回復計画案の検討および承認。

・　会社の登録資本増減の決定。

・　会社の社債発行の承認。

・　会社の合併、分割、解散または清算および会社形態の変更の決定。

・　会社定款の修正、ならびに

・　会社定款において規定されるその他の権限。

　株主総会は毎年１回開催しなければならない。以下のいずれかの状況が発生した場合、その後２ヶ月以内に臨時株主総会

を開催しなければならない。

・　取締役の員数が中国会社法に定める員数を下回った場合、もしくは会社定款記載の員数の３分の２を下回った場合。

・　補填されていない累積損失が会社の払込株式資本総額の３分の１に達した場合。

・　単独であれ共同であれ会社株式の10％以上の所有者による請求がある場合。

・　取締役会が必要とみなした場合。

・　監査役会による要請がある場合、または

・　定款において規定されるその他の場合。

EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

  7/305



　株主総会は取締役会が招集し、取締役会会長が議長を務める。

　株主総会の通知はすべての株主に対し、中国会社法によれば株主総会の20日前、特別規定および必須条款によれば株主総

会の45日前までになされる。かかる通知には会議事項を明記する。特別規定および必須条款に基づき、株主総会に出席しよ

うとする株主は総会の20日前までに出席の旨の書面による確認を当社に提出しなければならない。中国会社法に基づき、単

独であれ共同であれ会社株式の3％以上の所有者は、株主総会の10日前に株主総会ですべき新決議案を書面で取締役会に提出

する権利がある。取締役会は、かかる決議案を受領後2日以内に、他の株主に通知し、かかる決議案が株主総会の権限の範囲

内にあり明確な議題をもち具体的事項であれば、当該株主総会の会議事項に含めなければならない。特別規定に基づき、会

社の年次株主総会において、議決権の５％以上を所有する株主は株主総会で検討すべき新決議案を書面で提出する権利があ

り、かかる決議案は株主総会の権限の範囲内であれば当該株主総会の会議事項に含められなければならない。

　株主総会に出席する株主は、所有する各株式につき１議決権を有する。

　株主総会の決議は、総会に出席している株主（議決権代理人を含む。）による投票の半数以上により可決される。ただ

し、会社の合併、分割または解散および会社形態の変更に関する事項については、総会に出席している株主（議決権代理人

を含む。）の所有する議決権の少なくとも３分の２をもって、承認されなければならない。定款の修正、株式資本の増減お

よび社債の発行の決議に関しては、総会に出席している株主の所有する議決権の少なくとも３分の２をもって、承認されな

ければならない。

　必須条款に基づき、株式資本の増減、債券および社債の発行、定款の修正ならびに普通決議に基づき会社に重大な影響を

及ぼしかつ特別決議の採択が必要であるとみなされるその他の事項については、総会に出席している株主の所有する議決権

の少なくとも３分の２をもって、承認されなければならない。

　株主は、議決権行使の範囲を明記した書面による指名書類により、代理人を指名して株主総会に出席させることができ

る。

　中国会社法は、株主総会の定足数をなす株主の数について、特に規定を設けていない。しかし、特別規定および必須条款

は、議決権の50％を表章する株式を所有する株主からの総会通知に対する返答が、総会開催予定日の20日前までに受領され

た場合、会社の年次株主総会を開催できる旨を規定している。かかる50％の水準が充たされない場合、会社はかかる返答受

領の最終日から５日以内に、総会の議案ならびに開催場所および日時を公告をもって株主に通知した場合にのみ、年次株主

総会を開催することができる。必須条款は、種類株主の権利の修正または廃棄の場合、種類株主総会を開催する旨を規定し

ている。この場合において、国内投資株式の所有者と海外上場外国投資株式の所有者は異なる種類の株主とみなされる。

 

取締役

　会社は５名から19名の構成員からなる取締役会を置く。中国会社法に基づき、各取締役の任期は３年を超えてはならな

い。取締役は再選されれば何期でも連続して務めることができる。

　取締役会は少なくとも年に２回招集される。取締役会の通知は、全取締役および監査役に対し、開催日の10日前に行われ

る。取締役会は、臨時取締役会の招集に関し、通知の方法と通知期間について異なった方法を定めることができる。

　中国会社法に基づき、取締役会は以下の権限を行使する。

・　株主総会の招集および株主への業務報告。

・　総会において株主が可決した決議の実施。

・　会社の事業計画および投資計画案の決定。

・　会社の年次予算案および決算の策定。

・　会社の利益処分案および損失回復計画の策定。

・　会社の登録資本の増減および社債発行に関する提案の策定。

・　会社の合併、分割、会社形態の変更または解散計画の準備。

・　社内経営構造の決定。

・　会社の社長の選任または解任、社長の助言に基づく副社長および財務責任者の選任または解任、ならびにその報酬の

決定。

・　会社の基本的管理体制の策定、ならびに

・　会社の定款において規定されるその他の権限。

　さらに、必須条款は取締役会が定款修正案の策定についても責任を負う旨を規定している。

　取締役会は、取締役の過半数が出席する場合にのみ開催される。取締役会決議は、全取締役の過半数の賛成票により可決

される。

　取締役が取締役会に出席できない場合、かかる取締役は他の取締役をその代理人に指名することができる。この際、代理

人として会議に出席する権限の範囲を明記した書面による委任状により指名する。

　取締役会の決議が法律、行政上の規制、会社定款または総会で株主が可決した決議案に違反し、その結果会社が重大な損

害を被った場合、議案可決に参加した取締役は、会社に対し補償を行う責任を負う。ただし、ある取締役がかかる決議の採
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択が行われた際に明確に反対した旨が証明され、かつかかる反対票が取締役会議事録に記録された場合、かかる取締役は補

償責任を負わない。

　中国会社法に基づき、以下の者は会社取締役に就任することができない。

・　民事上の行為に関する能力を有さずまたは制限されている者。

・　汚職、贈収賄、横領、財産流用、または社会経済秩序を乱した罪を犯し、有罪判決を受け、その刑の執行が終了した

日より５年超が経過していない者。あるいは、犯罪行為により政治的権利を剥奪され、かかる剥奪の実施完了時から

５年超が経過していない者。

・　経営不良により破産し清算された会社または企業の元取締役、工場長または社長で、かかる会社または企業の破産に

関し個人的に責任のある者で、かかる会社または企業の破産および清算終了日から３年超が経過していない者。

・　違法行為により営業許可を取消されたもしくは営業停止命令を受けた会社または企業の法的代表者およびかかる取消

しに個人的に責任のある者で、かかる営業許可取消し日から３年超が経過していない者。

・　比較的多額の未払いの債務を負う者。

　取締役として行為する上でのその他の欠格事由は必須条款に定められており、当社の定款に盛り込まれている。

　取締役会は過半数の取締役の承認により会長を選任する。会長は会社の法的代表者であり、以下の権限などを行使する。

・　株主総会の議長を務める、また取締役会を招集しその議長を務める。

・　取締役会決議の実施を審査する。

・　会社が発行する株券および社債に署名する、および

・　取締役会によって付与されたその他の権限。

　特別規定は、会社の取締役、監査役、社長およびその他の役員が受託者義務および職務を勤勉に果たす義務を負う旨を規

定している。かかる者は、職務を忠実に果たし、会社の利益を守り、また個人的利得のためにその立場を濫用しないことを

求められている。必須条款、およびそれを組み込んだ当社定款は、かかる義務についてさらに詳細な規定を含んでいる。
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監査役

　会社は、３名以上の監査役による監査役会を置く。各監査役の任期は３年間で、再選されれば何期でも連続して務めるこ

とができる。

　監査役会は、株主代表者および適切な割合の会社従業員の代表により構成される。会社従業員の代表は、監査役会の合計

人数の3分の１以上とする。取締役、社長および財務担当役員が監査役を兼任することはできない。

　監査役会は以下の権限を行使する。

・　会社の財務状態を検証する。

・　取締役および上級管理職の責務遂行を監督し、法規、行政上の規制、会社定款、あるいは株主総会決議に違反してい

る取締役および上級管理職の解任の提案。

・　取締役および上級管理職の行為が会社の利益に損害を与える場合、かかる行為を修正するよう要請する。

・　臨時株主総会の招集を提案し、取締役会が株主総会を招集しその議長を務める責任を果たさない場合に、株主総会を

招集しその議長を務める。

・　株主総会へ決議事項を提出する。

・　関係法令に基づき取締役および上級管理職に法的措置を講じる、ならびに

・　会社の定款に明記されたその他の権限。

　上記の取締役就任の欠格事由は、監査役に関しても準用される。

　特別規定に基づき、会社の取締役および監査役は受託者義務を有するものとする。取締役および監査役は、職務を忠実に

果たし、会社の利益を守り、また個人的利得のためにその立場を濫用しないことを要求される。

 

社長および役員

　会社は、取締役会が指名あるいは解任できる社長を置く。社長は取締役会に対し説明責任を負い、以下の権限を行使する

ことができる。

・　会社の生産、業務および管理を監督し、取締役会決議を実施するための手配を行う。

・　事業および投資計画を実施するための手配を行う。

・　社内管理構造構築の計画を策定する。

・　会社の基本経営管理体制を策定する。

・　会社の内部規則を策定する。

・　副社長および財務責任者の選任または解任を提言し、その他の経営管理職役員（取締役会により選任または解任され

ることを要する者は除く。）を選任または解任する。

・　投票権を有さない代表者として取締役会に出席する、ならびに

・　取締役会または会社定款により付与されたその他の権限。

　特別規定および必須条款は、会社の上級管理職として財務責任者、取締役会秘書役および会社の定款に定められたその他

の役員が含まれる旨を規定している。

　上記の取締役就任の欠格事由は、社長および役員に関しても準用される。

　会社の定款は、当該会社の株主、取締役、監査役、社長およびその他の執行役員に対し拘束力を持つ。かかる者は、定款

に従いその権利を行使する権利、調停の申請をする権利、および提訴する権利を持つ。会社の上級管理職に関する必須条款

の規程は、当社定款に組み入れられている。

 

取締役、監査役、社長および役員の義務

　中国会社法は、取締役、監査役、社長および役員が関連法令および会社の定款に従うこと、職務を誠実に果たすこと、お

よび会社の利益を守ることを義務付けている。また、取締役、監査役、社長および役員は、守秘義務に従うことを要請され

ており、また、関連法令または株主により許可された場合を除き、会社の秘密情報の漏洩を禁止されている。

　取締役、監査役、社長または役員が、その職務の遂行において法令または会社定款に反し、かかる行為が会社に損失をも

たらした場合、かかる者は個人的に会社に対し責任を負う。

　特別規定および必須条款は、取締役、監査役、社長および役員が、会社に対し受託者義務を負い、また職務を忠実に果た

し、会社の利益を守り、また個人的利得のためにその立場を濫用しないことを規定している。
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財務および会計

　会社は、法律、行政上の規制および担当部局である国務院財務部門が定めた規則に従って、財務および経理システムを設

定し、また各事業年度末に財務書類を作成して、法に規定されたところに従い会計事務所の監査と検証を受ける。

　会社は、年次株主総会招集の少なくとも20日前までに、株主による検討のため財務書類を会社に据え置く。また、上場会

社はその財務書類を公表しなければならない。

　会社は、各年度の税引後利益を配分する際、税引後利益の10％は法定準備金へ繰入れる。ただし、累積法定準備金が登録

資本の50％に達している場合は、繰入れの必要はない。

　会社の法定準備金が前年度の損失を回復するのに十分でない場合、現在年度の利益を法定準備金への割当前にかかる損失

の回復に充当しなければならない。

　株主は、株主総会において、会社の税引後利益から法定の準備金への必要額の繰入後、任意額を任意準備金に繰入れる決

議を行うことができる。

　税引後利益から、損失を回復し、法定準備金へ繰入後、残額は株主に対しその株式保有比率に従って配分される。

　会社の準備金は法定準備金、任意準備金および資本準備金により構成される。

　会社の資本準備金は会社株式の額面超過金および国務院財務部門により資本準備金として扱うものとされているその他の

金額から構成される。

　会社の準備金は以下の目的に充当する。

・　損失の回復。ただし、資本準備金が本目的に充当されない場合は除く。

・　会社の事業運営の拡大、および

・　会社の登録資本への変換。ただし、法定準備金が登録資本に変換される場合、かかる変換後の法定準備金の残額は、

変換前の登録資本の25％未満であってはならない。

 

会計監査人の選任および辞任

　会計監査人の選任および辞任は、定款に規定されている通り、株主総会または取締役会により決議される。

　監査役会は、会社の経営状態の異常に気付いた場合は調査を実施することができる。必要な場合、当該調査を支援するた

めに会計事務所を利用することができ、関連する費用は会社が負担する。

　特別規定は、会社の年次報告を監査し他の財務報告を検討および検証するために、会社が中国の関連規則に合致する資格

のある独立した監査法人を雇用する旨を規定している。

　会計監査人の任期は、年次株主総会終了時から次回の年次株主総会の終了時までとする。

　会社が会計監査人を解任する場合またはその雇用更新をしない場合、特別規定に従い、会社は会計監査人に事前の通知を

行い、会計監査人は株主総会において株主の面前で表明を行う権利を得る。会計監査人の選任、解任または非再任は、株主

により決議され、ＣＳＲＣに登記される。

 

利益分配

　特別規定は、海外上場外国投資株式の所有者へ支払う配当およびその他の分配金は、人民元で宣言し、計算し、外貨で支

払うものとする旨を規定している。必須条款に基づき、株主への外貨の支払いは受取代理人を通して行われる。

 

定款変更

　会社の定款の変更は、かかる定款に定められた手順に従って行われなければならない。必須条款に従って定款に組み込ま

れた規定を変更する場合は、国務院により授権された企業認可部門および証券委員会の承認を得た後にのみ有効となる。会

社の登記情報に影響を与える事項の場合、企業登記当局における会社の登記も変更されなければならない。

 

解散と清算

　中国会社法に基づき、会社は以下の事由により解散することができる。

ア．会社定款に規定された会社の業務の期間が満了した場合、あるいは会社の定款に明記された解散事由が生起した場

合。

イ．株主が会議または株主総会において会社の解散を決議した場合、あるいは

ウ．会社が合併あるいは会社分割により解散する場合。

エ．関連法に基づき、会社の事業許可が無効とされた、または会社の業務停止または中止の命令を受けた、または

オ．会社の運営が極めて困難であり、当該問題の解決方法が他になく会社の存続により株主が多大の損害を被る状況にお

いて、会社の議決権総数の10％以上を代表する株主による要請に応じて、会社の解散が人民裁判所により宣言され

た。
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　上記のア．イ．エ．またはオ．に述べられた状況で会社が解散した場合、清算が行われた15日以内に清算委員会を設立し

なければならない。清算委員会の構成員は取締役または株主総会において株主が選任した人物とする。

　規定の期間内に清算委員会が設立されていない場合、会社の債権者は人民法院に対しその設立を申請することができる。

　清算委員会は、その設立から10日以内に会社の債権者に通知を行い、また60日以内に新聞紙上に公告を掲載する。債権者

は通知受領後30日以内、あるいは通知を受け取らなかった場合は公告発表の45日以内に、清算委員会に対し申し立てを行

う。

　清算委員会は清算期間中次のような権限を行使する。

・　会社の資産処理を行い、貸借対照表と資産目録を作成する。

・　債権者に通知を行う、あるいは公告を発表する。

・　会社の未決済の事業について処理と決済を行う。

・　未払い税金および清算期間中に発生した税金を支払う。

・　会社の金融的請求権および金融負債を決済する。

・　負債の返済が完了した後、会社の剰余財産を処理する、ならびに

・　民事訴訟において会社を代表する。

　会社の資産がその負債を埋め合わせるのに十分な場合は、会社財産は、清算費用の支払い、従業員の給与および社会保険

費用、法定の賠償金、未払い税金および会社の負債のために充当される。剰余財産がある場合は、会社の株主に、その所有

株式数に従って配分される。

　会社は、清算期間中に清算とは関係のない事業運営に従事してはならない。

　清算委員会は、会社財産がその負債を埋め合わせるのに十分でないと認識した場合、法令に従い人民法院に破産宣告の申

請を行わなければならない。

　人民裁判所により会社の破産宣告の決定が下された場合、清算委員会は清算に係るすべての業務を人民法院に引き渡す。

　清算完了にともない、清算委員会は株主総会あるいは人民裁判所に対し検証のため清算報告書を提出する。かかる後に、

当該報告書は会社の登記を抹消するため会社登記当局に提出され、会社の解散に関する公告が発表される。

 

海外上場

　証券取引法の規定のとおり、会社の株式は、国務院の証券規制当局による承認を得た後にのみ海外で上場できる。上場

は、国務院により規定された手順に従って進めなければならない。

　特別規定に基づき、証券委員会により承認された会社の海外上場外国投資株式および国内株式の発行計画は、証券委員会

の承認を得た後15ヶ月以内に、会社の取締役会により別個の発行として実施することができる。

 

株券の紛失

　株主は、中国の民事訴訟法に規定された関連規定に従い、記名式株式の株券が盗難あるいは紛失により失われた場合、人

民法院に対してかかる株券が無効である旨の宣告の申請を行うことができる。かかる宣告を得た後、株主は代替株券の発行

を会社に対し申請することができる。

　必須条款は、Ｈ株式の紛失に関し別の手順を規定しており、これは当社の定款に組み込まれている。

 

合併および会社分割

　会社の合併や分割は、株主総会で株主により決定される。

　会社は、吸収合併により、あるいは合併事業体を新設することにより合併することができる。吸収合併の場合、吸収され

た会社は解散する。新設合併の場合は双方の会社が解散する。

　会社合併に際しては合併契約が締結されなければならず、関連する会社はそれぞれ貸借対照表および財産目録を作成す

る。かかる会社は合併を決議した後10日以内にそれぞれの債権者に通知を行い、また合併決議後30日以内に新聞紙上に債権

者への公告を掲載する。書面による通知を受領しなかった債権者は、公告が発表された日から45日以内に、あるいは書面に

よる通知を受領した後30日以内に、当該会社に対し、未払い債務の返済、あるいは担保の場合は同等の担保の提供を要請す

ることができる。新設の合併事業体は、合併に関与した会社の負債および債務に関して責任を負う。

　会社が分割されて２つの会社となる場合、それぞれの資産も分割されなければならず、また別個の財務書類を作成しなけ

ればならない。

　会社の株主が会社の分割を承認した場合、会社はかかる決議の可決から10日以内に全債権者に対し通知を行い、また同様

の内容の公告を30日以内に新聞紙上に掲載する。かかる会社の債務または義務は、分割前に会社と債権者による書面での別

段の合意がなければ、分割後の会社が連帯して引き受ける。

　会社の登記事項に、合併や分割によって変更が生じた場合、かかる変更は適用法律に従い登記されなければならない。

 

（２）【提出会社の定款等に規定する制度】
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退任、選任および解任

　取締役会会長およびその他の取締役会構成員の任期は３年を超えてはならない。取締役は再選されれば何期でも連続して

務めることができる。

　非従業員代表取締役は株主総会により選任および解任される。従業員代表取締役は、従業員代表大会もしくは従業員総会

においてまたはその他の民主的形態を通じて、選任および解任される。取締役は当社の株式を保有する義務はない。

　取締役会は13名の取締役から構成され、そのうち４名は執行取締役、４名は非執行取締役（社外取締役）および５名は独

立取締役である。独立取締役は当社および当社株主から独立した立場にあり、当社において他の役職に就いていない取締役

である。取締役会は会長１名および副会長１名を置く。取締役会会長および副会長は取締役の過半数により選任および解任

される。

　下記の者は当社の取締役、監査役、社長および上級管理職のその他役員に就任することができないものとする。

・　法的な行為をなす能力を有さないか、限定的な能力しか有さない者。

・　汚職、贈収賄、横領、財産流用、または社会経済秩序を乱した罪を犯し、かかる罪を犯したことにより罰せられた

者、あるいは政治的権利を剥奪された者で、かかる刑罰および剥奪の実施完了時から５年超が経過していない者。

・　その他の刑罰を科され、かかる刑罰期間の満了から３年以上が経過していない者。

・　法律または規則に違反したことにより、金融機関の取締役、監査役および上級管理職として行為する資格を金融規制

当局より取消されたまたは廃止された者で、当該資格が取消または廃止された日から５年以上が経過していない者。

・　金融規制当局により市場への参加を禁止された者で、当該禁止期間の満了から５年以上経過していない者。

・　政府機関の公職から免職された者で、当該免職の決定日から５年以上経過していない者。

・　以前に弁護士、公認会計士または資産評価、認証もしくはその他の組織の専門職員であったが法律または規則に違反

したことにより専門資格を取消された者で、当該専門資格の取消の日から５年以上経過していない者。

・　破産に陥り清算された会社または企業の元取締役、工場長または社長で、かかる会社または企業の破産に関し個人的

に責任のある者で、かかる会社または企業の破産による清算終了日から３年超が経過していない者。

・　違法行為により営業許可を取消され、閉鎖を命じられた会社または企業の法的代表者ならびにかかる取消しおよび閉

鎖について個人的に責任を負った者で、かかる営業許可取消し日から３年超が経過していない者。

・　比較的多額の未払いの債務を有する者。

・　前年中にCIRCから警告または罰金による行政処分を課された者。

・　重大な違法活動に関与した疑いがあり、かつ当該事件が決着していないため、現在CIRCによる捜査下にある者。

・　その他の行政管理当局により行政処分を課された者で、２年以上経過していない者。

・　香港、マカオ、台湾もしくは中国国外において刑事罰を科されたことがある者で、当該刑罰期間の満了から５年以上

経過していない者、または、重大な法律違反により有罪を宣告され行政処分を課された者で、当該刑罰期間の満了か

ら３年以上経過していない者。

・　刑法の違反に関する司法機関による強制調査下にある者で、かかる調査がいまだ完了していない者。

・　法律および行政上の規制に基づき企業の指導的地位に就任する資格を有さない者。

・　自然人ではない者。

・　証券関係の規制に違反した旨で管轄当局から有罪を宣告された者。ただし、かかる有罪の決定が詐欺または不正行為

の裁定であり、かつかかる有罪決定の日から５年超が経過していない者。

・　その他、法律、行政規則またはCIRCの要件にしたがい、当社の取締役、監査人、社長またはその他の上級管理職とし

て行為することが不適当であると認められる者。

　当社に代わり、取締役、社長または上級管理職のその他役員が行う行為の有効性は、善意の第三者に関連して、当該取締

役、社長または上級管理職のその他役員の職務、選任または資格におけるいかなる不正によっても影響されない。

 

決議－多数決制

　株主総会の決議は、普通決議および特別決議に区分される。

　普通決議の採択のためには、総会に出席した株主（議決権代理人を含む）により代表される議決権の過半数に相当する賛

成票を得て可決されなければならない。

　特別議決の採択のためには、総会に出席した株主（議決権代理人を含む）により代表される議決権の３分の２以上に相当

する賛成票を得て可決されなければならない。

 

議決権

　株主（議決権代理人を含む）は、株主総会における採決の際、議決権付き株式の数に応じて議決権を行使できる。１株当

たりに、１議決権が付随する。
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　株主総会における株主の議決は、投票によらなければならない。ただし、純粋に手続上のまたは経営管理上の議案の決議

に関し、議長が、挙手により採決することを信義に従い誠実に承認する場合はこの限りではない。当社は香港証券取引所上

場規則に定める方法で当該投票の結果を公表しなければならない。

　総会の議長の選出、または総会の延期の問題について、投票による採決が要求された場合、直ちに実施される。その他の

問題について、投票による採決が要求された場合、総会の議長が指示した時刻に実施され、かつ投票による採決が要求され

た議事以外の議事については、投票による採決が実施されるまで、これを進行できる。投票による採決の結果は、かかる投

票による採決が要求された総会の決議とみなされる。総会において実施される投票による採決において、２票以上に権利を

有する株主（議決権代理人を含む）は、全ての票を賛否の一方に投じる必要はない。

 

年次株主総会の要件

　取締役会は年１回かつ前事業年度の終了から６ヶ月以内に年次株主総会を招集する。

 

会計および監査

　当社は、法律、行政上の規制および国務院財政当局により策定された中国の会計基準に従い、財務および会計システムを

確立する。当社は法に基づき保証金、保険保護基金および全ての保険責任準備金を用意し、支払い、ならびに利用する。

　取締役会は、法律、行政上の規制あるいは管轄権を有する規制当局により公布された指示により当社が作成を求められる

財務報告書を、各年次株主総会において株主に対し提出する。かかる財務報告は提出までに検証される。

　当社の財務報告書は、株主の閲覧に供するよう各年次株主総会の日の20日前までに備え置かれる。各株主は当該財務報告

書の写しを入手することができる。当社は、当社株式が上場される場所の関連要件に従った書式および内容の財務報告要約

を株主に公表することができる。

　当社の財務書類は、中国の会計基準および規制に従い作成され、それに加え、国際会計基準または当社株式が上場される

海外の会計基準に従い作成される。当社が税引後利益を分配する場合、かかる２つの財務書類に記載された税引後利益のう

ち低い方の金額が採用される。

　当社のソルベンシー・マージン比率が150％以下となる場合、利益分配は以下を下回る金額を基準とする。

・　財務書類に記載された税引き後利益。

・　保険会社の支払い余力に関する報告書の作成に関する規則に従い決定された残余連結利益。

　また、当社が公表または開示する中間決算または中間財務情報も中国の会計基準および規制に従い作成および提出されな

ければならず、同時に国際会計基準または当社株式が上場される海外の会計基準にも従い作成および提出される。

　当社は各事業年度に２回財務報告書を公表する。すなわち、中間財務報告書が、各事業年度の上半期終了から60日以内に

公表され、かつ、年次財務報告書が、各事業年度終了から120日以内に公表される。

 

総会の招集通知および総会で審議される議案

　株主総会は当社としての権能を有する機関であり、法に従いその職能および権限を行使する。

　当社は、株主総会において株主の事前の承認を得ることなく、取締役、監査役、社長または上級管理職のその他役員を除

くいかなる者との間にも、かかる者に対し、当社の事業の全部または大部分の管理を委ねるような契約を締結しない。

　株主総会は、年次株主総会および臨時株主総会に区分される。株主総会は、取締役会により招集される。

　以下のいずれかの場合には、取締役会は２ヶ月以内に臨時株主総会を招集する。

・　取締役の員数が、中国会社法に定める員数、または本定款に定める員数の３分の２を下回った場合。

・　当社の回復されざる損失が、当社の払込済株式資本総額の３分の１に達した場合。

・　当社の発行済議決権付き株式の10％以上を（個人でまたは集団で）保有する株主が、書面により臨時株主総会の招集

を要求した場合。

・　取締役会が必要とみなし、または監査役会が要求した場合。

・　２名以上の独立取締役が臨時株主総会の招集を要求した場合。

　当社が株主総会を招集する場合、株主名簿に記載される株主の全てに対し、会日の45日前に書面による株主総会の招集通

知を付与し、総会の議事ならびに会日および会場を通知する。総会に出席する意思を有する株主は、当社に対し、会日の20

日前までに、総会に出席する旨の書面による回答を送付する。

　当社が年次株主総会を招集する場合、当社の議決権付き株式総数の３％以上を保有する株主は、総会において検討すべき

新たな決議案を年次株主総会開催日の10日前までに取締役会に対し書面で提出する権利を有し、また取締役会は株主総会の

職能および権限の範囲内で、提起された議案の事項を他の株主に２日以内に通知し、議事日程に加えるものとする。

　臨時株主総会においては、株主総会の招集通知に記載されていない事項について、決定しない。

　当社は、株主総会の会日の20日前に株主から受領した書面による回答に基づき、総会に出席する意思を有する株主により

代表される議決権付き株式の数を算定する。総会に出席する意思を有する株主により代表される議決権付き株式の数が、当
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社の議決権付き株式総数の半数以上である場合、当社は総会を開催できる。そうでない場合、当社は株主に対し、５日以内

に公告により、総会の議事ならびに会日および会場を通知する。当社は、当該公告を行った後に株主総会を開催できる。

　株主総会の招集通知は、以下の要件を満たすものとする。

(1）書面によること。

(2）総会の会場および日時を明示すること。

(3）総会の議事を記載すること。

(4）議事について、十分な情報に基づき決定を下せるよう、株主に対し必要な情報および説明を提供すること。上記の一

般性を制限することなしに、当社を別会社と合併させたり、株式を買戻したり、株式資本を再編成したり、当社をそ

の他の方法で再編するための提案がなされた場合、提案された取引の条件が提案された契約の写し（もしあれば）と

ともに詳細に提供される必要があり、またかかる提案の理由および影響について適切に説明される必要がある。

(5）提案された取引における取締役、監査役、社長または上級管理職のその他役員の重大な利益（もしあれば）の性質お

よび範囲ならびに株主としての資格におけるそれらの者に対する提案された取引の影響が同じ種類の株主の利益に対

する影響と異なる限りにおいてかかる影響の開示を含むこと。

(6）総会において決議すべく提出される特別決議案の全文を記載すること。

(7）総会に出席しかつ議決権を行使できる株主は、自らに代わり総会に出席しかつ議決権を行使する１名以上の議決権代

理人を指名する権利を有し、かつ議決権代理人は、当社の株主である必要がないことを明示的な書面により表明する

こと、ならびに

(8）株主総会の議決権委任状の提出時刻および提出場所を明示すること。

　株主総会の招集通知は、株主に対し（当該株主が、総会において議決権を行使できると否とを問わない）、直接手渡し

で、または株主名簿に記載される株主の住所宛てに郵便、料金前納郵便もしくは電子メールまたはその他の手段を用いて送

付することにより交付される。法律、行政上の規制、規則および当社が上場する場所の上場規則に従い、かかる通知は当社

のウェブサイト上および当社が上場する場所の規制当局が指定するウェブサイト上に掲載することにより交付することがで

きる。国内株式の所有者については、株主総会の招集通知は、公告によっても発せられる。

　かかる公告は、株主総会の日の45日前から50日前までに、中国証券規制当局が指定する１紙以上の新聞において行う。公

告後、国内株式の所有者は、株主総会の招集通知を受領したとみなされる。株主総会の招集通知が、これを受領する権利を

有する者に対し、偶発的要因のために通知されず、またはかかる者により受領されなかった場合でも、当該総会および当該

総会において採決された決議は無効にならない。

　以下の各号の事項は、株主総会において普通決議により決議される。

(1）取締役会および監査役会の業務報告。

(2）取締役会が作成した利益処分案および損失回復計画。

(3）取締役会および監査役会の構成員の選任および解任、取締役会および監査役会の構成員の報酬および支払方法。

(4）当社の年次予算案および年次最終予算、貸借対照表および損益計算書、ならびにその他の財務書類。

(5）当社の経営方針および投資計画、ならびに

(6）法律、行政上の規制または本定款により、特別決議による採択を要する事項以外の事項。

　以下の各号の事項は、株主総会において特別決議により決議される。

(1）株式資本の増資または減資、ならびにあらゆる種類の株式、ワラントおよびその他これらに準ずる証券の発行。

(2）当社による社債の発行。

(3）当社の分割、合併、解散および清算。

(4）本定款の修正、

(5）株主総会において検討されるその他の事項のうち、その性質上、当社に重大な影響を及ぼす可能性があり、かつ、特

別議決により決議されることが、株主総会において普通決議により可決された事項、ならびに

(6) その他定款に従い特別決議により承認されるべき事項。

 

株式の譲渡

　全額払込済みのＨ株式はすべて、本定款に従って自由に譲渡できる。ただし、下記の要件が満たされない限り、取締役会

は、理由を示すことなく、譲渡証書の確認を拒否できる。

・　Ｈ株式の所有権に関し、またはＨ株式の所有権に影響を及ぼすＨ株式に係る株式譲渡証書およびその他の文書の登録

のため、当社に対し、譲渡証書ごとに2.50香港ドルの手数料、または香港証券取引所が同意したこれよりも高い料金

を支払うこと。

・　譲渡証書が、Ｈ株式のみに関わるものであること。

・　譲渡証書に課せられる印紙税の全額が、支払済みであること。

・　関連する株券およびＨ株式の譲渡を行うにあたっての譲渡人の権利を表明するものとして呈示することを取締役会が

合理的に要請した証拠が、提出されていること。
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・　株式が共同所有者に対して譲渡される場合、共同所有者の上限を４名とすること、ならびに

・　譲渡される株式にいかなる担保権も設定されていないこと。

　株主名簿の各部分の変更または訂正は、当該部分が備え置かれる場所の法律に従って行われる。

　株主総会の直前の30日間または配当の分配のため当社が定めた日の直前の５日間は、株式譲渡に起因するいかなる変更

も、株主名簿に施すことができない。ただし、上場会社の株主名簿になされた変更に関し、別途、法律により規定されてい

る場合は、法律上の要件が優先する。
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株主名簿

　当社は、以下の各号の事項を記録するため、株主名簿全文を保管する。

・　各株主の氏名、住所（居住地）、職業または職種。

・　各株主が保有する株式の種類および数。

・　各株主が保有する株式に関しての支払済み金額または支払うべき金額。

・　各株主が保有する株式の一連番号。

・　各株主が登録された日付、ならびに

・　各株主が株主でなくなった日。

　反証がない限り、株主名簿は、株主が当社株式を保有することを証明するに十分な証拠であるものとする。

 

配当およびその他の利益分配の方法

　当社は以下の方法で配当を分配することができるものとする。

(1）現金、または

(2）株式。

　国内投資株式の所有者に支払われるために当社により宣言された現金配当またはその他支払いは人民元で支払われる。海

外上場外国投資株式の所有者に支払われる配当またはその他支払いは人民元で宣言および算定され、香港ドルで支払われ

る。

　当社は、海外上場外国投資株式の所有者のために受取代理人を任命するものとする。かかる受取代理人は、当社が宣言す

る配当および当社が海外上場外国投資株式の所有者に対して支払うべきその他一切の金員を、かかる株主を代理して受領す

る。

　当社が任命する受取代理人は、当社株式が上場されている証券取引所の在する場所の法律あるいはかかる証券取引所の関

連規則によって定められた要件を満たすものとする。

　Ｈ株式の所有者のために任命された受取代理人は、それぞれ香港信託条例に基づく信託会社として登録された会社である

ものとする。

 

（３）Ｈ株式の概要

　以下は、当社定款、中国会社法、香港証券取引所の上場規則およびその他の選択された適用法令に基づく当社の株式資

本、特にＨ株式およびＨ株式所有者の権利に関する情報の概要である。

　国内株式およびＨ株式は、当社株式資本中の普通株式である。国内株式は、中国（香港、マカオおよび台湾を除く。）の

法人および自然人またはＣＳＲＣにより認められた適格外国機関投資家および適格戦略投資家の間でのみ申込および取引を

行うことができ、人民元で申込および取引を行わなくてはならない。一切の国内株式の配当は、当社により人民元にて支払

われる。

　当社の定款は、Ｈ株式を、香港証券取引所に上場を許可され、その額面金額は人民元建てで、香港ドルにて申込まれ取引

されている「海外上場外国投資株式」と定義している。国内株式の所有者とＨ株式の所有者は、それぞれの利害に影響を持

つ様々な事由から、別種の株主とみなされる。たとえば、当社が議決権株式の増加を提案した場合、Ｈ株式の所有者は同提

案に関して別の種類として議決を行うことができる。

 

株主の権利の根拠

　現在、株主の権利の主要根拠は当社定款、中国会社法および香港証券取引所上場規則であり、それらは、当社、当社取締

役および当社支配株主に対し、とりわけ、行為、公平および開示に関する一定の基準を課すものである。当社定款は、ＣＳ

ＲＣの要求に従い、1994年に採択された必須条款の条項が組み込まれている。これらの条項の変更は、国務院およびＣＳＲ

Ｃに授権された所管の政府当局による承認を得た後にのみ有効となる。香港証券取引所上場規則は、かかる必須条款に加

え、いくつかの追加的規定を、当社の定款に含めることを要件としている。

　更に、Ｈ株式の上場時およびＨ株式が香港証券取引所に上場されている限り、当社は香港証券取引所に上場する会社に適

用される関連条例、規則および規制－とりわけ香港証券取引所上場規則、香港会社条例、証券および先物条例および香港買

収および買戻し規則を含むがこれらに限定されない－に従わなければならない。

　別段の記載がない限り、以下に記載する一切の権利、義務および保護は当社定款および／または中国会社法に依拠する。

 

株主の権利の執行

　中国では、定款または中国会社法に基づくＨ株式所有者の権利のＨ株式の所有者による法的執行に関する公の報告、また

は中国における株式会社に適用される中国または香港の規制条項の適用または解釈に関する公の報告はない。
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　2006年1月1日以前は当社株主は企業を不当に扱ったといわれる人（会社役員、取締役または支配株主を含む。）への賠償

請求を企業自身が直接執行しなかった場合、かかる企業を不当に扱ったといわれる人に対して株主が株主としての権利を直

接執行することはできない。かかる訴訟は企業の代理としての株主により主張されるのではなく、企業によって起こされる

べきだからである。従って、当社株主は、行政手続等の他の方法により自身の権利を直接執行しなければならないことがあ

る。

　（必要に応じて）取締役会または監査役会が、資格を有する株主の要請に基づく当該権利の執行を行わなかった場合、ま

たは状況により当該権利の直接の執行が正当であると認められる場合は、不正行為により企業に損害をもたらした取締役、

上級管理職、監査役または第３者に対してですら自己の名前で訴訟を起こすことができる。この場合に適用される資格を有

する株主とは、単独または共同で180日間連続して1％の企業の株式を保有する株主である。

　さらに、中国会社法に基づき、取締役または上級管理者の不正行為により、株主の権利が侵害された場合、株主は人民裁

判所において当該人物に対して直接訴訟を起こすことができる。

　当社定款は、当社定款に規定された権利義務から生じる範囲における全ての紛争または賠償請求、および当社に関連する

中国会社法または他の関連法律または行政規制により付与された権利または課された義務は、一定の例外を除き、中国国際

経済貿易仲裁委員会または香港国際仲裁センターの仲裁に付託されなければならない旨定めている。中国人民法院と香港特

別行政区法院の間で、中国および香港特別行政区でそれぞれの法に従い決定された仲裁裁定書を相互に執行するための取決

めが成立し、2000年から発効した。

　仲裁に付託されなければならない事項は以下の紛争または賠償請求を含む。

・　Ｈ株式所有者と当社間、もしくは

・　Ｈ株式所有者と当社取締役、監査役、社長もしくはその他の上級管理職間、または

・　Ｈ株式所有者と国内株式所有者間。

　当社定款は、上記仲裁は最終的かつ決定的なものである旨規定している。

　Ｈ株式の所有者は、香港証券取引所上場規則違反に対する訴えを提起することはできず、香港証券取引所にその規則の執

行を委ねなければならない。香港買収および買戻し規則には法的強制力がなく、香港における買収および合併取引および株

式の買戻しに関して容認可能であるとみなされる商業的行為の基準を規定するのみである。

　さらに中国は、米国、英国、日本またはその他の大部分の経済協力開発機構加盟国と相互承認および法廷判決の執行を規

定する条約に参加していない。当社株主は、Ｈ株式の保有から生じる、またはその保有に基づく、日本の裁判所による判決

（日本の証券取引法の民事責任規定に起因するまたは基づく判決を含む。）を中国において執行するのに困難に直面する可

能性がある。

 

株式の譲渡制限

中国国内の一定の機関投資家を除き、原則としてＨ株式は中国外の法人または自然人である投資家間においてのみ売買す

ることができ、中国国内の投資家に売却することはできない。中国国務院の証券規制部局の規定および当社定款に従い、当

社の国内株式はＨ株式に転換することができる。転換された株式は海外の投資家に譲渡することができ、海外の証券取引所

へ上場し当該取引所で売買することができる。ただし、当該転換および転換された株式の取引は社内での必要な承認および

ＣＳＲＣを含む関連規制当局の承認を受けなければならない。また、かかる転換および取引はすべての面で中国国務院の証

券規制部局が定める規則、関連する海外証券取引所が定める要件および手続きを遵守しなければならない。定款にしたが

い、国内株式およびＨ株式の株主は、株主の持分に影響するさまざまな事項に関し異なるクラスの株主とみなされる。ま

た、各クラスの株式の一部または全部を他のクラスに転換することおよびかかる転換の承認は、特定のクラスの株主の権利

の変更もしくは廃止とみなされる。いずれかのクラス株主に付与された権利は、株主総会の特別決議による承認および定款

にしたがい開催される個別の会議におけるクラス株主の承認なしに、変更されまたは廃止されることはない。この点につい

て、国内株式の株主が、香港証券取引所への上場およびそこでの取引を目的として国内株式を海外の投資家に譲渡する場

合、かかる譲渡および転換についてはＣＳＲＣを含む関連する中国の規制当局の承認ならびに株主総会の特別決議による承

認および個別の会議におけるクラス株主の承認を受けなければならない。

Ｈ株式は中国外の法人または自然人である投資家間でのみ取引することができ、中国内の投資家へは売却することができ

ない。中国人株主が所有する国内株式を中国外の人に売却しかかる中国外の人がこれによってＨ株式を受領する場合、かか

る売却は当社定款に基づきそれぞれ適法に開催された国内株主総会およびＨ株主総会、かつ適法に開催された国内株式およ

びＨ株式合同の株主総会において、当社国内株主およびＨ株主の３分の２の承認を得なければならない。かかる売却はま

た、国有資産監督管理委員会、ＣＳＲＣおよび他の関連政府当局の承認を得なければならない。中国法または当社定款上で

は、中国居住者でない投資家がＨ株式を保有することに関する制限はない。

　全ての既存国内株式はＰＩＣＣグループが発起人株式（中国会社法に定義されている。）として保有している。中国会社

法に基づき、発起人の株式は会社の設立日から1年間は譲渡することができない。

　香港に上場される全額払込済みの海外上場外国投資株式の全ては、当社定款に従って自由に譲渡できる。ただし、下記の

要件が満たされない限り、取締役会は、理由を示すことなく、譲渡証書の確認を拒否できる。
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・　香港に上場されるＨ株式に関する譲渡証書あるいは株式所有権に関するまたは香港に上場されるＨ株式の所有権に影

響を及ぼすあるいは変更をもたらすようなその他の文書の登録のため、当社に対し、譲渡証書一通につき2.50香港ド

ルの手数料、または香港証券取引所が同意したこれよりも高い料金を支払うこと。

・　譲渡証書が、香港に上場されるＨ株式のみに関わるものであること。

・　それに関して課せられる印紙税が、支払済みであること。

・　関連する株券および香港に上場されるＨ株式を譲渡するための譲渡人の権利があることを示すため当社取締役会が合

理的に要求できるそのようなその他の証拠。

・　株式が共同所有者に対して譲渡される場合、当該共同所有者の上限を４名とすること。

・　当該株式には、当社のいかなる担保権も存在しないこと。

 

配当

　当社取締役会は何時でも配当の分配を提案することができる。当社取締役会は、中間配当の決定権限を株主総会によって

付与されている。事業年度の最終配当は株主総会の承認を得なければならない。配当は、現金または株式の形式で分配する

ことができる。ただし、株式の分配は株主総会の特別決議による承認を得なければならない。

　配当は、以下の事項につき引当金を確保した後にのみ分配することができる。

・　損失（もし、あれば）の回復。

・　中国の会計規則に基づき定められた、また当社の定款が要求する通り法定準備金へ当社純利益の10％の計上。

　当社がソルベンシー・マージンに関する規制要件をを満たすことができない場合、配当は行われない。

　当社定款は、Ｈ株式に関して当社が宣言した配当をかかる株主の代りに受け取るため、香港受託者条例に基づく信託会社

として登記されている受取代理人を、当社がＨ株主のために指名することを規定している。当社定款は、Ｈ株式に関する現

金配当は当社により人民元建てで宣言され香港ドル建てで支払われることを規定している。

　当社が当該年度の純利益を計上しなかった場合、通常、当該年度の配当は行われない。

　配当の支払いは中国の源泉徴収税を課せられることがある。

 

議決権および株主総会

　いずれの種類株主に対し付与された権利（「株式の種類別権利」）も、株主総会における特別決議の承認、および当社定

款に従い開催される別個の総会における種類株主の特別決議の承認がない限り、変更または廃止されないものとする。

　種類株主の決議は、当社の定款に従い、当該種類株主総会における議決権を有し、かつ当該種類株主総会に出席した種類

株主の３分の２以上に相当する票により可決されるものとする。

　他の種類の株式の所有者に加え、国内株式の所有者および海外上場外国投資株式の所有者は、異なる種類の株式の所有者

とみなされるものとする。

　以下の各号の状況のいずれかに該当する場合、別個の種類株主による承認の特別手続は、適用されないものとする。

・　株主総会の特別決議による承認に基づき、当社が、別個であると同時であるとを問わず、12ヶ月ごとに１度、当社の

既存の発行済国内株式および海外上場外国投資株式の各々の20％以下相当を発行する場合。

・　設立時に国内株式および海外上場外国投資株式を発行する当社の計画が、中国証券規制当局の認可日から15ヶ月以内

に実行される場合。

　香港証券取引所上場規則は香港証券取引所の強行規定による当社定款の一部の章について当社が修正を許可してはならな

い旨を規定する。かかる章には、以下に関する規定が含まれる。

・　株式の譲渡および登録

・　正式証書

・　配当

・　取締役

・　口座

・　株主の権利および議決権

・　株主への通知

・　償還可能株式

・　資本構造

・　無議決権株式または議決権制限付株式

・　代理人

・　利益の開示

・　所在不明株主

　さらに当社の定款の様々な修正に際しては関連する中国規制当局の承認と同意を要する。

　中国の法令または当社定款に抵触する株主決議は無効とする。
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清算の権利

　当社清算の場合、Ｈ株式は国内株式と同順位であり、当社の残余財産からの債務支払は、適用法規に規定された順序で行

われるものとする。かかる基準が存在しない場合、当社または中国人民法院が指名した清算委員会が公正かつ合理的と考え

る方法に従い行われるものとする。債務支払後、当社は残余財産を株式の種類および割合に応じて株主に分配するものとす

る。

 

減資および当社による株式買戻しならびに株式買戻しの一般権限

　当社は株主の特別決議による承認およびある特定の状況においては関係中国政府機関の承認を得た場合にのみ、登録株式

資本を減資できる。買戻し可能なＨ株式数については、香港買収および買戻し規則ならびに香港証券取引所上場規則に従う

ものとする。

 

大株主または支配株主に対する制限

　法律および行政上の規制により課される、あるいはＨ株式が上場されている証券取引所の上場規則により課される義務に

加えて、当社定款は、支配株主が当社または他の株主の法的権利および利益に損害を与える方法で議決権を行使してはなら

ない旨を定める。

　支配株主は当社の定款により単独または他者と協力して行為する以下の者と定義される。

・　取締役の半数以上を選任する地位にある、

・　当社議決権の30％以上を行使する権限または行使を支配する権限を持つ、

・　当社発行済未償還株式の30％以上を所有する、

・　その他の方法で当社を事実上支配する、または

・　当社の登録資本の50％以上の株式を保有する、または前述のように50％に満たない場合でも、保有株式に表象される

議決権により株主総会の決議内容に重大な影響を及ぼす。

　ＰＩＣＣグループが当社の唯一の支配株主である。

 

開示

2013年１月１日より、香港証券取引所上場規則が改正され、当社は香港証券先物令第14Aの内部情報規定（香港証券取引所

上場規則において定義される）に基づく内部情報および当社の証券に関する市場の間違いを防ぐために必要な情報を開示す

ることが求められている。

　当社は香港証券取引所上場規則に基づき、資産または（香港証券取引所上場規則において定められた条項に従い）関連取

引の各種買収もしくは売却の詳細につき事前に株主の承認を得る、および／または株主に開示しなければならない。
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２【外国為替管理制度】

 

　中国の法定通貨は人民元である。中国は外国為替管理制度を採用しているため、人民元は現時点では自由に外貨に換える

ことができない。ＳＡＦＥは、ＰＢＯＣの支配下で、外国為替管理規則の施行を含む外国為替に関連する事項を管理する機

能を付与されている。

　1993年12月28日、ＰＢＯＣは国務院の授権を得て外国為替管理制度の改革推進に関する国務院通知の改善のための実務的

問題についての通知を発し、同通知は1994年１月１日から施行された。その他の主要な規則および施行令には、1996年１月

29日に国務院により公布され1996年４月１日から施行され、1997年１月14日および2008年８月５日にそれぞれに改正された

中国外国為替管理条例（以下「条例」という）ならびに中国の国内企業、個人、経済組織および社会組織による外国為替の

決済、売却および支払いに関する規制を詳細に規定する1996年６月20日にＰＢＯＣにより公布され1996年７月１日から施行

された外国為替の決済、売却、支払管理暫定規定が含まれる。

　ＰＢＯＣは、毎営業日に、他の主要外貨に対する人民元の為替相場を公表している。かかる相場は、前日の銀行間外国為

替市場における人民元と主要外貨との売買相場を参照して設定される。

　一般に、中国国内の組織および個人はすべて、その経常的な外貨収入を指定銀行に売却するかまたは指定銀行に保持され

ている外国通貨口座に合計金額を預け入れることが義務づけられている。他方で、外資系企業は、その経常的な外貨収入の

一定の割合を留保することが許されており、留保金額は指定銀行に有する外貨銀行口座に預け入れることが可能である。重

要な外貨はＳＡＦＥの承認を受けた外貨銀行口座に預け入れ、当該外貨を指定銀行に保持するか、またはＳＡＦＥの事前の

承認を受けて、指定銀行に売却しなければならない。

　現在の中国外国為替管理制度のもとでは、貿易業務および職員報酬の支払いなど中国法上「経常収支」項目に該当する経

常活動のために外貨を必要とする企業は、外貨を指定銀行から購入するか、またはＳＡＦＥの事前の承認を受けて、指定銀

行に売却することが可能である。

　さらに、外資系企業による外国人投資家に対する利益分配など配当金の支払いのために企業が外貨を必要とする場合は、

かかる配当金に課される租税の正当な支払いを条件として、指定外貨銀行に有する外貨銀行口座における資金から必要金額

を引き出すことが可能である。また、外貨資金額が不足する場合は、企業は指定銀行から外貨を追加購入することが可能で

ある。

　中国国内企業がオフショア企業からの外貨建ローンの借入れ、オフショア企業の利益となる第三者のための外国為替保

証、中国国外での投資またはその他の外貨購入を伴う資本勘定取引を行う前には、今もなおＳＡＦＥの承認を受けることが

義務づけられている。

　指定銀行は、実際に外国為替取引を行う際、ＰＢＯＣにより設定された為替相場の上下一定の範囲内であれば、適用する

為替相場を決定することが可能である。

　非居住者や外国籍の所有者が、配当を送金する権利においてはいかなる制約も設けていない。

 

３【課税上の取扱い】

有価証券保有者に対する課税

　以下はＨ株式を購入しＨ株式を資本資産として所有する投資家がかかるＨ株式を所有することにより生起する、中国およ

び香港における税効果の概要である。以下の概要は、Ｈ株式への投資に関連するすべての税効果を扱うものではなく、また

一部特殊な規則に従っている可能性のある特定の投資家の特定の状況を勘案したものではない。以下の概要は提出日付で有

効な中国税法および香港税法に基づいており、これは今後遡及効力をもって変更または解釈上変更される可能性がある。

　本議論は、香港税制あるいは中国税制の所得税、キャピタル・ゲインに対する課税、印紙税および遺産税以外の側面につ

いて検討したものではない。投資を検討中の方は、Ｈ株式の所有および譲渡に対する中国、香港およびその他の税効果に関

して税務アドバイザーに相談することを勧める。

 

配当金に対する課税

中国税制

個人投資家

　1980年９月10日付で第５期全国人民代表大会常務委員会において制定され、1993年10月31日、1990年８月30日、2005年10

月27日、2007年６月29日、2007年12月29日および2011年６月30日付で改正された「中華人民共和国個人所得税法」および

1994年１月28日付で国務院において公布・発効し、2005年12月19日、2008年２月28日および2011年７月19日付で修正された

同法実施条例によると、中国の会社が支払う配当には通常一律20％の中国源泉税が課せられる。中国に居住しない外国人の

場合、適用租税条約による軽減がない限り、中国にある会社から受け取った配当は通常20％の源泉税を課せられる。2011年

１月３日以前は、1993年７月21日付で中国の国家税務総局（以下「ＳＡＴ」という。）が発行した国税通知（Guoshuifa）

[1993]第45号により規定された税金の免除として、中国企業が外国の個人に支払ったＨ株式等、海外の証券取引所に上場さ
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れている株式（以下「海外株式」という。）に関する配当には中国の源泉税を課さないとしている。ただし、国税通知

（Guoshuifa）[1993]第45号および同通知による免税はＳＡＴ通達2011年第２号によって撤回された。国税通知

（Guoshuifa）[1993]第45号の廃止後における個人所得税の徴収および管理に関する問題についての国家税務総局の通知に基

づき、2011年１月４日以降、中国の会社のＨ株式の配当金を受領した個人は以下の規則に従い個人所得税の課税の対象とな

る。

・　香港およびマカオの居住者ならびに中国との間で配当に対する源泉税を10％と定める租税条約を締結している国の居

住者である個人のＨ株式投資家について、当該個人は10％の税率による源泉所得税が課される。

・　中国との間で配当に対する税率を10％未満と定める租税条約を締結している国の居住者である個人のＨ株式投資家に

ついて、当社は当該投資家のために10％の個人所得税を源泉徴収する。租税条約に基づく非居住者の優遇措置の管理

方法に関する国家税務総局の通知（案）（国税通知（Guoshuifa）[2009]第124号）に従い、当社は当該個人投資家に

代わり、適用ある租税条約に基づく税の優遇措置を申請することができ、また、管轄の税務当局による検討および承

認の後、源泉徴収された追加の金額が還付される。

・　中国との間で配当に対する税率を10％超20％未満と定める租税条約を締結している国の居住者である個人のＨ株式投

資家について、当社は当該租税条約に定める実際の税率で個人所得税を源泉徴収する。

・　中国との間で配当に対する税率を20％と定める租税条約を締結している国もしくは中国との間で租税条約を締結して

いない国の居住者である個人のＨ株式投資家またはその他の状況下の個人のＨ株式投資家について、当社は当該個人

Ｈ株式投資家のために20％の個人所得税を源泉徴収する。

 

企業

　2008年1月1日に施行された「中華人民共和国企業所得税法」および同法施行規則により、中国企業により中国国内におい

て機構、拠点を設置していない外国企業に対して支払われた配当金は、通常は一律10％の源泉徴収課税の対象となる。中国

と当該外国企業投資家が居住者である国（地域）との間で締結された適用ある租税条約によって優遇税率が定められている

場合、管轄税務当局による検討および承認後に当該優遇税率を適用することができる。

 

香港税制

　実務上、香港において当社が支払う配当金に関し支払うべき租税はない。

 

キャピタル・ゲインに対する課税

中国税制

　中華人民共和国個人所得税法および中華人民共和国個人所得税法施行規則にしたがい、中国国内を源泉とする財産の移転

により生じた利得は、通常20％の個人所得税が課される。個人が得た株式売却による利得は、1994年６月20日付、1996年２

月９日付、1998年３月30日付のＳＡＴおよび中国財政部の通知により暫定的に個人所得税を免除されている（1994年6月20日

付および1996年2月9日付の通知は撤回された）。実務上いくつかの中国税務当局は、かかる免税措置が中国の証券取引市場

（すなわち上海証券取引所および深セン証券取引所）に上場されている株式にのみ適用されるとの見解を有する。かかる暫

定免税措置が中国の証券取引市場に上場されている株式にのみ適用されると判断される場合またはかかる暫定免税措置が取

消されもしくは失効した場合、適用される二重課税に関する条約によって税が軽減または免除される場合を除き、20％の

キャピタル・ゲインに対する税を課せられることになる。

　中国の企業所得税法および企業所得税法施行規則にしたがい、外国企業投資家が中国企業の株式の譲渡により生じた外国

企業の所得は、適用ある二重課税に関する条約によって税が軽減される場合を除き、10％の源泉所得税が課される。

 

香港税制

　香港においては、Ｈ株式のような財産の売却によるキャピタル・ゲインに対していかなる租税も課せられない。香港にお

いて事業を営み、香港においてかかる事業により利益を得ている者が財産の売却により得た取引利益には、香港所得税（収

益税）が課せられ、その現行の税率は、法人に対しては16.5％、個人に対しては最高15％である。香港証券取引所で行われ

たＨ株式売却による取引利益は、香港において生じたものとみなされる。香港で証券のトレーディングまたはディーリング

業務に携わる者が行ったＨ株式の売却に基づく取引利益に関しては、香港所得税（収益税）の納税義務が発生する。

 

配当およびキャピタル・ゲインに対する中国による課税に租税条約が及ぼす影響

　中国内に居住せず、中国との間に二重課税に関する条約を締結する国に居住する投資家は、中国に居住しない当社の投資

家に対する配当金の支払に課せられる源泉税の軽減を受ける権利を有する可能性がある。中国は現在、以下の国を含む複数

国と二重課税に関する条約を締結している：オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、日本、マレーシア、オランダ、

シンガポール、英国および米国等。
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　所得に対する租税に関する二重課税の回避および脱税の防止のための中国と日本国との間の条約（以下「租税条約」とい

う。）は1984年６月26日以降効力を生じている。租税条約の第10条に基づき、中国政府は、中国の会社が日本の適格なＨ株

式所有者に対して支払う配当金につき、当該配当の総額に対して10％を限度とする税率により所得税を課すことができる。

この規定は配当に充てられる利得についての当該会社に対する課税に影響を及ぼすものではない。「適格な日本の所有者」

とは、(1)租税条約の適用上、日本国の居住者に該当する者で、(2)中華人民共和国内に、Ｈ株式が帰属し、またはそこを通

じて配当の受益者が事業を行っている、もしくは行ってきた、恒久的施設または固定的施設を有しておらず、(3)Ｈ株式に関

連して得られる所得または利益につき租税条約に基づく実質所有者である、日本の所有者をいう。

 

中国税制に関するその他の事項

中国印紙税

　暫定規定の下で中国の公開企業の株式譲渡に課せられる中国の印紙税は、「中華人民共和国印紙税暫定条例」により、中

国人以外の投資家が中国国外でＨ株式を取得および譲渡する場合には適用されない。本条例は1988年10月１日に施行された

もので、中国の印紙税が中国国内において作成または受領され、中国国内で法的効力を有し、中国法の保護を受ける文書に

のみ課せられる旨を定めている。

 

遺産税

　中国の法律下では、Ｈ株式を保有する中国国籍を有さない者に対して、いかなる遺産税の納税義務も生じない。

 

香港税制に関するその他の事項

印紙税

　香港印紙税は、Ｈ株式購入のたびに購入者に、およびＨ株式売却のたびに売却者に、課せられる。本税は購入者および売

却者にそれぞれ1,000香港ドルにつき1.00香港ドルまたはその一部の従価方式により譲渡価額または評価額のいずれか高い方

について課税される（すなわち、現在Ｈ株式の通常の売買取引については1,000香港ドルにつき合計で2.00香港ドルまたはそ

の一部の割合で課税される）。さらに、現在、株式の譲渡証書毎に定額租税５香港ドルを支払わなければならない。売買の

一方当事者が香港外居住者であり、従価方式で必要な印紙税を支払わない場合、支払われなかった税は（譲渡証書があると

きは）譲渡証書に対して課されるものとし、譲受人が納税義務を負う。

 

遺産税

　2006年2月11日、香港において歳入法2005（「遺産税撤廃」）が発効した。香港遺産税は課税されず、2006年2月11日以降

死亡したＨ株式の所有者に関する代理権付与の申請の際に、遺産税の清算書類は必要とされない。

 

日本における課税上の取扱い

　適用ある租税条約、所得税法、法人税法、相続税法およびその他の日本の現行の関連法令に従い、またこれら法令上の制

限を受けるが、日本の個人または日本法人の所得（および、個人に関しては相続財産）が上記の香港税制に関する記述に述

べられた香港の租税の対象となる場合、かかる香港の租税は、当該個人または法人が日本において支払うこととなる租税の

計算上税額控除の対象となる場合がある。

　「第一部－第８　本邦における提出会社の株式事務等の概要－２．日本における実質株主の権利行使に関する手続－(5）

本邦における配当等に関する課税上の取扱い」も参照。

 

４【法律意見】

(1）当社の中国における法律顧問であるキング・アンド・ウッド・マレソンズより、大要下記の趣旨の法律意見書が関東財

務局長宛てに提出されている。

　本書に記載されている中国の法令に関するすべての事項（当社の法的事項およびＨ株式に関する課税に関する記述を含

む。）はすべての重要な点で真実かつ正確に記述されている。

(2）当社の香港における（税務を除く）法律顧問であるリンクレイターズ・エルエルピーより、大要下記の趣旨の法律意見

書が関東財務局長宛てに提出されている。

本書日付現在、本書において「Ｈ株式の概要」の標題下に記載されている記述は、かかる記述が香港の法令の概要を記

述する限りにおいて、香港法に基づき言及される法律または規制に関する事項のすべての重要な点において正確である。

(3）当社の香港における税務顧問であるベーカー・アンド・マッケンジーより、大要下記の趣旨の法律意見書が関東財務局

長宛てに提出されている。

本書日付現在、本書において「課税上の取扱い－配当金に対する課税－香港税制」、「課税上の取扱い－キャピタル・

ゲインに対する課税－香港税制」および「課税上の取扱い－香港税制に関するその他の事項」の標題下に記載されている

記述が、かかる記述が香港の法令の概要を記述する限りにおいて、すべての重要な点において真実かつ正確である。
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第２【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

財務情報（注１）　　　　　　　　　　　　　 （単位：１株当たり金額（単位：人民元）および％表示を除き、百万人民元）

(下段の括弧内の数値は１株当たり金額（単位：円）および％表示を除き、百万円)

 
2010年

（修正再表示）
2011年 2012年 2013年 2014年

総保険料 154,307 173,962 193,487 223,525 253,037

 (2,995,099) (3,376,602) (3,755,583) (4,338,620) (4,911,448)

保険引受利益／（損失） 2,780 8,016 7,581 5,960 7,291

 (53,960) (155,591) (147,147) (115,684) (141,518)

投資利益 3,968 6,529 8,387 9,939 12,141

 (77,019) (126,728) (162,792) (192,916) (235,657)

実現および未実現投資純利益／
（損失）

1,127 (2,600) (913) (342) 1,319

(21,875) ((50,466)) ((17,721)) ((6,638)) (25,602)

税引前利益 6,596 10,286 13,349 13,439 19,441

 (128,028) (199,651) (259,104) (260,851) (377,350)

法人税 (1,308) (2,259) (2,944) (2,881) (4,326)

 ((25,388)) ((43,847)) ((57,143)) ((55,920)) ((83,968))

親会社の株主に帰属する当期利益 5,288 8,027 10,405 10,558 15,115

 (102,640) (155,804) (201,961) (204,931) (293,382)

資産合計 203,557 265,644 290,424 319,424 366,130

 (3,951,041) (5,156,150) (5,637,130) (6,200,020) (7,106,583)

負債合計 176,951 230,484 244,974 261,920 280,355

 (3,434,619) (4,473,694) (4,754,945) (5,083,867) (5,441,691)

　：劣後債 14,157 19,299 19,427 19,562 22,449

 (274,787) (374,594) (377,078) (379,698) (435,735)

純資産額 26,606 35,160 45,450 57,504 85,775

 (516,422) (682,456) (882,185) (1,116,153) (1,664,893)

損害率（注２） 67.4% 65.8% 63.6% 66.2% 64.4%

事業費率（注３） 30.3% 28.2% 31.5% 30.5% 32.1%

コンバインド・レシオ（注４） 97.7% 94.0% 95.1% 96.7% 96.5%

（注１）上記に掲げる主要な経営指標等は、2011年、2012年、2013年および2014年の各12月31日終了年度の連結財務書類（香

港証券取引所上場規則で要求される会計監査人による監査済）に基づいている。2010年の数値は、2011年の会計方針

の変更による遡及的調整が行われた。

（注２）損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料

（注３）事業費率＝（保険獲得費用＋その他の保険引受費用＋管理費）÷正味収入保険料

（注４）コンバインド・レシオ＝損害率＋事業費率
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２【沿革】

　当社は、中国の最大の損害保険会社である。当社は、当社の唯一の発起人でありのちにＰＩＣＣグループと改称し再登記

した中国人民保険公司（The People's Insurance Company of China、以下「ＰＩＣＣ」という。）とともに、2003年７月に

設立された。ＰＩＣＣグループは、そのすべての商業保険業務を、関連する資産および負債とともに、当社に資本拠出に

よって譲渡した。2003年11月に当社がＨ株式3,455,980,000株の発行を通して香港証券取引所メインボードに成功裏に上場し

た際、当社は海外市場に上場した中国国内初の金融機関となった。当社は現在Ｈ株式14,828,510,202株の株式資本を所有し

ており、そのうち69％をＰＩＣＣグループが保有している。

 

３【事業の内容】

概要

　当社は中国における最大の損害保険会社である。当社の主要な活動には、人民元建てまたは外貨建ての自動車保険、企業財

産保険、住宅保険、貨物保険、賠償責任保険、事故傷害保険、短期医療保険、船舶保険、農業保険および保証保険ならびにこ

れらの再保険があり、また、中国の関連法令に基づき許可されている投資および基金設定事業も行っている。

 

商品ライン

 

自動車保険

　当社の自動車保険商品は、商業自動車保険および自動車損害賠償責任保険商品から構成される。商業自動車保険商品は、主

に自損事故傷害保険、盗難保険、第三者損害賠償責任保険、乗客損害賠償責任保険および対応する乗務員損害賠償責任保険か

ら構成される。自動車損害賠償責任保険に関する規則によれば、中国国内で運転する全ての自動車の所有者および管理者は自

動車損害賠償責任保険に加入しなければならない。自動車損害賠償責任保険は、対人傷害および責任限度内で被保険自動車お

よび被保険者以外の者による対物損害をカバーしている。

 

企業財産保険

　当社の企業財産保険商品は、主に、基本保険、総合保険、オールリスク保険、設備故障保険および事業中断保険から構成さ

れる。当社の基本保険商品は、火災、爆発、落雷、飛来物または落下物により生じた、企業が所有する財産への損害を補償対

象としている。当社の総合保険商品は、前述の全ての原因および豪雨、洪水、暴風およびその他の一定の自然災害により生じ

た企業が所有する財産への損害を補償対象としている。当社のオールリスク保険商品は、当該保険契約において明確に除外さ

れたリスクを除き、あらゆるリスクに対して企業が所有する財産を補償するものである。当社の設備故障保険商品は、被保険

設備および附属設備の予測不能な故障による直接の損害を補償対象としている。当社の事業中断保険商品は、保険事故による

物的損害に起因する売上高の損失を補償するものである。

 

賠償責任保険

　当社の賠償責任保険商品には、とりわけ使用者賠償責任保険、一般損害賠償責任保険、製造物賠償責任保険および専門職業

賠償責任保険が含まれ、被保険者の第三者への金銭的損害賠償責任のリスクを補償している。

 

貨物保険

　当社の貨物保険商品は、水上輸送、陸上輸送、航空輸送あるいは複数の輸送手段等で輸送される貨物に対し、輸送中に生起

した損害を補償対象としている。

 

事故傷害および医療保険

　当社の事故傷害保険商品は、当該保険契約の条項に従い、事故に起因する被保険者の死亡、けがおよび身体的障害を補償対

象としている。医療保険商品は、被保険者に対し、入院および外来による治療に関する費用の補償、入院のための日額の給

付、被った重大な疾病に対する保険金支払いを行っている。事故傷害および医療保険契約は１年以下の期間の短期保険契約で

ある。

 

農業保険

当社の農業保険は、主に作物保険、家畜保険および森林保険を含み、自然災害、事故、伝染病ならびに耕種農業、林業、牧

畜および漁業の生産における疾病など契約において合意された保険事故に起因する財産損失に関し、保険契約者に対する保険

金支払義務を確保することを目的とした農業保険契約に基づく当社の保険活動をさす。

 

その他の保険商品
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　当社は、その他の保険商品として、とりわけ、建設工事保険、船舶保険、住宅所有者保険、信用保険、保証保険、特別リス

ク保険等を扱っている。

 

業務運営構造

　当社は垂直的権限体系に基づいて業務を運営している。この体系に基づき、事業発展計画、商品開発および保険料設定、保

険引受、分配、支払請求管理およびリスク管理について本社が最高決定権を有している。本社はまた、高額な保険金額かつ高

リスクを有する保険契約に関する保険引受と支払請求管理を直接担当している。当社は省レベルの支社、地域・市レベルの支

社、および地区・県レベルの支社を有しているが、それらは全てあらかじめ設定された制限に従い一定の決定権を与えられて

いる。当社の地区・県レベルの支社は、主に営業、マーケティングおよび顧客サービスを担当している。

 

投資

　当社の投資ポートフォリオは当社の事業の不可欠な部分をなしている。当社の資金力、保険引受能力および営業成績は、あ

る程度当社の投資ポートフォリオの質と運用成績に依存している。

　法令上の要件に従い、保険基金は銀行に預金するかまたはとりわけ債券、株式、投資信託およびその他の有価証券への投資

もしくは不動産、非上場会社の株式、インフラ整備社債投資プラン、銀行の資産運用商品、信託スキーム、金融デリバティブ

および海外投資プロジェクトへの投資に利用することができる。

　当社は主に受託運用および資産保管の手法により投資を行っており、ＰＩＣＣアセット・マネジメント・カンパニー・リミ

テッド（以下「ＰＩＣＣ ＡＭＣ」という。）およびウェリントン・インベストメント・マネジメント・リミテッドそれぞれに

対し当社の国内および海外投資を委託している。また、バンク・オブ・チャイナおよびＪ．Ｐ．モルガン・チェースを国内お

よび海外において資産を預かるカストディアンとして契約している。2003年以来、当社は、ＰＩＣＣ ＡＭＣを、当社の国内投

資運用会社として当社が委託した全資産について当社とＰＩＣＣ ＡＭＣとの間で締結された資産運用契約に基づき、法令およ

び当社取締役会が認めた投資計画に従って投資運用サービスを提供させるため採用している。また、ＰＩＣＣ ＡＭＣは香港市

場への当社の投資も管理している。2007年より、当社はウェリントン・インベストメント・マネジメント・リミテッドを当社

の海外投資運用会社として採用しており、主に海外債券に対する投資を管理させている。当社の経営陣は当社の投資活動を監

視している。
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４【関係会社の状況】

（１）親会社

    （2014年12月31日現在）

名称 所在地 資本金（人民元） 業種
議決権の所
有割合

備考

中国人民保険集団股
イ分有限公司（「Ｐ
ＩＣＣグループ」）
 

中国100052、北京、宣
武区、Dong He Yan
Street 69号

42,423,990,583 持株会社 69.0％
香港証券取引所に上
場

中国人民保険集団股イ分有限公司は、有価証券報告書を提出している。

 

（２）子会社

　主な子会社は以下のとおりである。

（2014年12月31日現在）

名称 所在地 資本金

（百万人民元）

持株比率 主な事業 企業関係

人保社会保険銷售服務有限公

司＊（注）

中国本土 50.0 100％ 保険代理業 大株主

人保汽車保険銷售服務有限公

司＊

中国本土 50.0 90％ 保険代理業 大株主

海口人保財険トレーニングセ

ンター有限責任公司＊

中国本土 0.1 100％ 研修サービス 大株主

　＊　中国会社法に基づき登記された有限責任会社である。

　　　これらの子会社は、いずれも当年度末現在において社債を発行していないかった。

　　　取締役の見解では、当グループ内に重要な非支配持分を有する子会社はない。そのため、完全所有子会社以外の子会社

に関する詳細は記載していない。

（注）人保社会保険銷售服務有限公司は、2014年度に中国本土で設立された当社の完全子会社である。
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（３）関連会社

　関連会社は以下のとおりである。

（2014年12月31日現在）

名称 所在地 資本金

（百万人民元）

持株比率 主な事業 企業関係

中国人民人寿保険股份有限公司

（「ＰＩＣＣライフ」）

中国本土 25,761 8.615％ 生命保険商品販売 大株主

航天投資控股有限公司

（「航天投資」）

中国本土 7,425 16.835％ 投資保有 大株主

 

 

５【従業員の状況】

2014年度末現在の当社の従業員数は161,310名であった。2014年度の当社および子会社の人件費は計21,342百万人民元であっ

た。主な内訳は、基本給、業績連動ボーナスおよび中国の関連法令に基づく各種保険や福利厚生費である。当社および子会社

は、多様なキャリアプランの提供や従業員研修の強化、人事考査の実施やその他の対策を中心に、従業員の実績や業務効率の

向上を図っている。当社は、当社および子会社と従業員との関係は良好であると考えている。
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第３【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

以下の議論と分析は、「第６　経理の状況」に記載されている監査済連結財務諸表およびその注記と併せて読むべきもので

ある。以下に言及する財務データは監査済連結財務諸表から引用されている。

 

概観

 

2014年度において、中国経済は「中高速度」の成長、構造の改善、新たな原動力と多くの挑戦を特徴とする「新常態」の段

階に入った。経済成長率の鈍化と熾烈化する市場競争を背景に複雑化した状況に直面して、当社は改革と革新に向けてさらな

る努力を重ね、基礎レベルの構造を強化し、リスク管理を向上させるとともに発展のための基盤を固めることにより、事業の

確かな成長と資本の増強を達成し、経営成績における過去最高記録を再び更新した。

 

・　　 さらに安定した事業の成長と市場の主導的地位の維持

2014年度においては、当社および子会社の総保険料は、前年比13.2％増の253,037百万人民元に達し、中国の財産

保険市場の33.5％(注)を占める市場占有率を達成し安定的に維持した。当社の７つの省支社の当期の保険料収益はそ

れぞれ100億人民元を超え、特に江蘇省支社の当期の保険料収益は200億人民元を突破した。自動車保険セグメントの

総保険料は前年比13.3％増の185,054百万人民元、非自動車保険事業の総保険料は前年比12.8％増の67,983百万人民

元であった。

 

・　　 さらに強固な収益性と経営体質の絶え間ない改善

2014年度には、当社および子会社の合算比率は、0.2ポイント減の96.5％となった。保険引受利益は前年比22.3％

増の7,291百万人民元となった一方で、投資収益の総額は前年比42.3％増の13,767百万人民元に達しており、保険引

受と投資との間に収益性をもたらすプラスの相互作用が形成された。親会社の株主に帰属する当期純利益は新たに過

去最高の経営成績となる15,115百万人民元、株主資本利益率は前年比0.6ポイント増の21.1％となり、これにより業

界の主導的地位を維持している。

 

・　　 内在価値のさらなる向上と着実な資本力増強

2014年度末現在、当社および子会社の総資産は、2013年度末比14.6％増の366,130百万人民元に達した。株主資本

総額は2013年度末比49.2％増の85,775百万人民元となった。投資資産総額は堅調に増加して295,128百万人民元に到

達した。ソルベンシーマージン比率は、2013年度末比で59ポイント大幅増の239％であり、継続的にレベルⅡのソル

ベンシーの十分性を維持している。着実な資本力増強を受けて、当社はムーディーズから、中国本土における非政策

主導型の金融機関に付与された最も高い財務力格付けであるA1の格付けを７年連続で付与された。当社の株価は引き

続き市場の水準を上回っており、当社は３年連続で香港上場企業の「総合力トップ100」に選定された。

 

・　　 さらに卓越したサービス能力とブランド価値の継続的向上

2014年度の当社および子会社の保険金総額は206.6兆人民元であり、同期間のGDPの約3.25倍に等しい。当社および

子会社は25,707,400件のあらゆる種類の請求を処理し、総額137,852百万人民元の保険金を支払った。「2014年最も

信頼できる損害保険会社」、「2014年優れた競争力を有する損害保険会社」、「社会的責任における卓越した中国企

業」、「2014年中国の最も賞賛される知識企業」および「2014年中国最優秀雇用主トップ10」をはじめ、当社が受賞

した数々の賞が示すように、顧客満足度は継続的に上昇している。

 

（注）：中国保険監督管理委員会公式ウェブサイトで公表された2014年の中国保険業界データに基づき算出した。

 

複雑で変化する市場に直面して、当社は、変革と改善の方向性を確認し、プロセス管理になお一層の努力を払い、継続的に

開発能力と収益性を改善し、サービス能力を著しく向上させた。

 

(Ⅰ) 市場ベンチマークの強化と競争的状況の利用により開発能力が持続的に増強

常に市場を指標として、当社は市場の競争的状況を利用し、開発の機会を捉え、その販売能力を高めることにより、市場に

おけるその主導的地位を確かなものとした。当社は、テレマーケティングとオンライン販売チャネルの統合への取組みを強化

し、電子商取引事業においてマイルストーンとなる展開を達成し、保険料収益における業界最大の保険業者としての地位を確

保した。当社の自動車保険事業は、インターネット・ベースの戦略的計画の実行およびテレマティックス技術の幅広い導入に
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より、安定的な成長を達成した。当社の非自動車保険事業もまたその開発において新たな進歩を遂げ、近年最も高い成長率を

記録し、傷害および医療保険、損害賠償保険の当期保険料収益はいずれも100億人民元を超過した。政策支持型の事業もまた成

長の兆しとともに安定的傾向を示し、都市部と農村部のネットワークの構築のさらなる取組みにより、農業保険事業は市場の

主導的地位を維持した。また重大疾病保険も著しい成長を遂げ、27省、143都市/地域および約719郡/地区にわたり、238百万人

の被保険者を対象としてサービスを提供した。深圳支社および寧波支社の主導による大災害保険試験計画は正式に開始され

た。

 

(Ⅱ) コストリーダーシップ戦略の追求、構造調整とリスク管理の強化により収益性が継続的に改善

当社はコストリーダーシップ戦略の実践を追求した。資源配分を最適化し、契約の更改、事業譲受および新規保険契約に係

るプロセスの管理を強化したことによって、高品質の事業を獲得する能力はさらに向上した。包括的な予算管理と原価管理の

厳格化によって価値創造能力は継続的に増大した。保険金支払の包括的な改善、医療追跡システム、人身傷害管理モデル、予

備部品および時間当たり労務費に係る有利な価格を追求する価格交渉力の改善によって、保険金支払において生じる損失はさ

らに縮小された。当社は、リスク管理の情報化構築に係る時間を短縮し、強化された内部統制と安定運用を確保するためのIT

システムに支援された統合リスク管理プラットフォームの初期構築を行った。

 

(Ⅲ) 顧客情報管理の強化とサービスのアップグレードによりサービス能力が著しく向上

当社は顧客志向理念の追求、顧客情報管理の強化、新たな顧客サービスの導入、サービスの業績評価の向上と標準化された

サービスの構築により、サービス品質管理システムをさらに改善した。「より多く、より早く、よりすばらしく、より無駄の

ない」保険金支払サービスの実現、「二者間事故における迅速な保険金支払」サービスの提供（事故に関与する両当事者が当

社の自動車保険に加入する顧客である場合）、非自動車保険の保険金支払の財源の統合、保険金決済の専門チームの設置およ

び保険金支払補助システムの推進を通じて、当社は顧客経験価値を著しく改善し、継続的に顧客維持能力を増強している。

 

 

保険引受業務

 

下表は、表示期間における当社および子会社の保険業務の財務指標および正味収入保険料に占める割合を示したものであ

る。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 ％ 百万人民元 ％

正味収入保険料  211,169  100.0  182,546  100.0

正味支払保険金  (135,947) (64.4) (120,902) (66.2)

事業費総額  (67,931) (32.1) (55,684) (30.5)

保険引受利益  7,291  3.5  5,960  3.3

 

総保険料

 

下表は、表示期間における当社および子会社の総保険料を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 百万人民元

自動車保険  185,054 163,276

企業財産保険  12,929 12,581

傷害および医療保険  14,161 9,934

賠償責任保険  10,041 8,446

貨物保険  3,556 3,664

農業保険  17,143 16,566

その他保険  10,153 9,058

合計  253,037 223,525
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下表は、表示期間における当社および子会社の販売チャネル別の元受保険料を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 ％ 百万人民元 ％

保険代理店  145,095 57.5 133,962 60.0

内訳：         

個人代理店  77,395 30.7 72,835 32.6

　兼業代理店  52,012 20.6 49,505 22.2

　専業代理店  15,688 6.2 11,622 5.2

直販  93,421 37.0 76,843 34.5

保険ブローカー  13,903 5.5 12,200 5.5

合計  252,419 100.0 223,005 100.0

 

2014年度の当社および子会社の総保険料は253,037百万人民元で、2013年度の223,525百万人民元から29,512百万人民元

（13.2％）増加した。事業全体の安定的な成長は、自動車保険、傷害および医療保険、賠償責任保険事業に大きく起因する。

これらのセグメントのうち、特に重要なものは以下の通りである。

 

自動車保険セグメントの総保険料は185,054百万人民元で、2013年度の163,276百万人民元から21,778百万人民元（13.3％）

増加した。2014年度における中国国内の自動車保険市場の継続的な販売不振のため、当社は積極的に新たな自動車保険市場を

探索し、既存契約の更新および契約移転の事業機会の探索を深めた。更新および契約移転に係る契約からの保険料収益は、自

動車保険事業全体の保険料収益を上回る速さで増加しており、また、自動車保険事業の平均保険料収益は基本的に依然安定し

ていることから、当社の引受額は安定的成長を達成した。

 

企業財産保険セグメントの総保険料は12,929百万人民元で、2013年度の12,581百万人民元から348百万人民元（2.8％）増加

し、同期間の企業財産保険市場における成長率を上回る成長率となった。当社は、契約別管理法を導入し、積極的に海外事業

を展開することにより、不振の市場環境に積極的に対処し、契約当たり平均保険料の安定的成長を達成した。

 

傷害および医療保険セグメントの総保険料は14,161百万人民元で、2013年度の9,934百万人民元から4,227百万人民元

（42.6％）増加した。2014年度において、当社は、傷害保険に関して「団体保険事業への専業化と個別事業のチャネル化」の

開発戦略を導入し、事業構造を全体的な事業展開の前提条件に合わせて調整・最適化し、学生および幼児、自動車の運転者や

搭乗者および借手に関連した傷害保険の安定的な展開を達成し、比較的高い収益性をもたらした。一方で、当社は重大疾病保

険事業において急成長を続けており、医療保険事業において市場占有率の安定的増加を達成した。

 

賠償責任保険セグメントの総保険料は10,041百万人民元で、2013年度の8,446百万人民元から1,595百万人民元（18.9％）増

加した。2014年度において、政府は、賠償責任保険システムの社会管理機能を継続的に深く追求し、環境保護法、労働安全

法、医療賠償責任保険関連業務の強化に関する意見書、および製造物品質安全責任保険関連業務の開始に関する告知といった

規制・政策を相次いで公布した。これらを好機と捉え、当社は事業協力を深めるとともに事業の推進と研修を強化し、公的賠

償責任、雇用主賠償責任、労働安全、医療および製造物の賠償責任保険において比較的急速な成長を遂げている。

 

世界経済動向の影響を受けて、貨物保険事業の保険料率は減少した。当社および子会社の貨物保険セグメントの総保険料は

3,556百万人民元で、2013年度の3,664百万人民元から108百万人民元の減少（-2.9％）となった。

 

当社の農業保険事業の対象地域は基本的に全国へと拡大しており、農業保険事業は安定的成長段階に入った。農業保険セグ

メントの2014年度の総保険料は17,143百万人民元で、2013年度の16,566百万人民元から577百万人民元（3.5％）増加した。

 

その他保険セグメントの総保険料は10,153百万人民元で、2013年度の9,058百万人民元から1,095百万人民元（12.1％）増加

した。国家基盤建設計画からの恩恵を受けて、2014年度に当社は建設工事保険事業において比較的急速な成長を遂げた。他方

で、当社は、管理可能リスクに基づき、金融機関向けの短期輸出信用保険、貸倒損失信用保険およびローン保証保険の開発に

多大な労力を費やし、信用および保証保険事業の総保険料の比較的急速な成長を達成した。
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EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

 32/305



 

下表は、表示期間における当社および子会社の販売チャネル別の正味収入保険料を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 百万人民元

自動車保険  164,606 141,810

企業財産保険  7,921 7,818

傷害および医療保険  11,324 7,520

賠償責任保険  7,302 6,189

貨物保険  2,523 2,474

農業保険  12,426 12,313

その他保険  5,067 4,422

合計  211,169 182,546

 

2014年度の当社および子会社の正味収入保険料は211,169百万人民元で、2013年度の182,546百万人民元から28,623百万人民

元（15.7％）増加した。
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正味支払保険金

 

下表は、表示期間における当社および子会社の正味支払保険金および各保険セグメントの正味収入保険料に占める割合

（「損害率」）を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  
正味

支払保険金
 損害率  

正味

支払保険金
 損害率

  百万人民元 ％ 百万人民元 ％

自動車保険  (106,587) (64.8) (94,486) (66.6)

企業財産保険  (4,663) (58.9) (5,734) (73.3)

傷害および医療保険  (9,063) (80.0) (5,441) (72.4)

賠償責任保険  (4,062) (55.6) (3,343) (54.0)

貨物保険  (1,261) (50.0) (1,006) (40.7)

農業保険  (7,385) (59.4) (8,293) (67.4)

その他保険  (2,926) (57.7) (2,599) (58.8)

合計  (135,947) (64.4) (120,902) (66.2)

 

2014年度の当社および子会社の正味支払保険金は135,947百万人民元で、2013年度の120,902百万人民元から15,045百万人民

元（12.4％）増加した。2014年度の損害率は64.4％で、2013年度の66.2％から1.8ポイント減少した。これらのセグメントのう

ち、重要なものは以下のとおりである。

 

自動車保険セグメントの正味支払保険金は106,587百万人民元で、2013年度の94,486百万人民元から12,101百万人民元

（12.8％）増加した。2014年度の損害率は64.8％で、2013年度の66.6％から1.8ポイント減少した。2014年度においては、当社

は、引受業務に対する統制と管理を継続的に強化し、引受業務の品質を著しく改善した。加えて、当社はさらに人身傷害補

償、予備部品、作業工数の管理、コスト管理ならびに修理店舗および4S店の管理を強化した。様々な措置を講じた結果、自動

車保険セグメントの損害率は、前年比で減少した。

 

2014年度においては、自然災害の発生の頻度と重要な保険金請求件数の双方が前年度と比較して一定程度減少したことか

ら、企業財産保険セグメントの正味支払保険金は4,663百万人民元で、2013年度の5,734百万人民元から1,071百万人民元の減少

（-18.7％）となった。2014年度の損害率は58.9％で、2013年度の73.3％から14.4ポイント減少した。

 

傷害および医療保険セグメントの正味支払保険金は9,063百万人民元で、2013年度の5,441百万人民元から3,622百万人民元

（66.6％）増加した。2014年度の損害率は80.0％で、2013年度の72.4％から7.6ポイント増加した。2014年度においては、当社

の重大疾病保険事業の本格稼動に伴い、その引受条件において広い補償範囲と補償金額が高く設定されていることから、傷害

および医療保険セグメントの全体的な損害率は増加した。

 

2014年度においては、人身傷害の補償基準の引上げに起因して、人身傷害賠償責任保険の保険金額は増加した。賠償責任保

険セグメントの正味支払保険金は4,062百万人民元で、2013年度の3,343百万人民元から719百万人民元（21.5％）増加した。

2014年度の損害率は55.6％で、2013年度の54.0％から1.6ポイント増加した。

 

2014年度においては、自由貨物保険、国内貨物保険および輸入貨物保険において、請求金額が１百万人民元を超える請求事

案の件数が著しく増加したことから、これらの保険の請求率は増加した。貨物保険セグメントの正味支払保険金は1,261百万人

民元で、2013年度の1,006百万人民元から255百万人民元（25.3％）増加した。2014年度の損害率は50.0％で、2013年度の

40.7％から9.3ポイント増加した。

 

農業保険セグメントの正味支払保険金は7,385百万人民元で、2013年度の8,293百万人民元から908百万人民元の減少（-

10.9％）となった。2014年度の損害率は59.4％で、2013年度の67.4％から8.0ポイント減少した。2014年度においては全国的に

大規模な自然災害は発生しておらず、当社の農業保険が対象とする地域は中国全域に拡大しており、引受リスクは実質的に地

理的に多様化している。他方で、当社は継続的に農業保険事業の構造を最適化しており、引受業務と保険金請求の検証手続の

管理と統制を強化したことにより、引受業務の品質を改善した。
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事業費総額

 

下表は、表示期間における当社および子会社の事業費総額および各保険セグメントの正味収入保険料に占める割合（「事業

費率」）を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  事業費総額  事業費率  事業費総額  事業費率

  百万人民元 ％ 百万人民元 ％

自動車保険  (54,229) (32.9) (44,255) (31.2)

企業財産保険  (3,086) (39.0) (3,001) (38.4)

傷害および医療保険  (2,210) (19.5) (1,771) (23.6)

賠償責任保険  (2,773) (38.0) (2,150) (34.7)

貨物保険  (1,027) (40.7) (655) (26.5)

農業保険  (2,965) (23.9) (2,623) (21.3)

その他保険  (1,641) (32.4) (1,229) (27.8)

合計  (67,931) (32.1) (55,684) (30.5)

 

当社および子会社の2014年度の事業費総額は67,931百万人民元で、2013年度の55,684百万人民元から12,247百万人民元増加

した。2014年度の事業費率は32.1％で、2013年度の30.5％から1.6ポイント増加した。当社は、中央政府の「８項規定」に基づ

く該当要求事項を率先して実行し、本社および支社における徹底した倹約を提唱し、コストリーダーシップ戦略を導入し、原

価および費用の管理統制規則を精緻化し、調達業務の集中管理による利点を十分に活かしたことにより、前年度比で0.1ポイン

ト減少の3.7％の管理費率を達成した。他方で、当社は継続して精緻化したマーケティング戦略をさらに推進し、販売費の配分

における差別化に注力し、販売網システムの構築を積極的に実施し、質の高い業務を調達する能力を向上しており、これらす

べての結果として前年度比で1.7ポイント増加の28.4％の保険引受関連費率を達成しており、市場において比較的低い水準と

なっている。

 

保険引受利益

 

下表は、表示期間における当社および子会社の保険引受利益/(損失)および対応する保険セグメントの正味収入保険料に占め

る割合（「保険引受利益/(損失)率」）である。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  
保険引受

利益
 

保険引受

利益率
 
保険引受利益

/(損失)
 
保険引受利益

/(損失)率

  百万人民元 ％ 百万人民元 ％

自動車保険  3,790  2.3  3,069  2.2

企業財産保険  172  2.1  (917)  (11.7)

傷害および医療保険  51  0.5  308  4.0

賠償責任保険  467  6.4  696  11.3

貨物保険  235  9.3  813  32.8

農業保険  2,076  16.7  1,397  11.3

その他保険  500  9.9  594  13.4

合計  7,291  3.5  5,960  3.3

 

当社および子会社は、2014年度において7,291百万人民元の保険引受利益を計上し、2013年度の5,960百万人民元から1,331百

万人民元（22.3％）増加した。また、保険引受利益率は、2013年度の3.3％から0.2ポイント減少の3.5％であった。

 

投資業績
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投資資産の構成

 

下表は、以下の日現在における当社および子会社の投資資産の内訳を示したものである。

 

  2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

  残高  割合  残高  割合

  百万人民元 ％ 百万人民元 ％

投資資産による区分：         

現金および現金同等物  24,157  8.2  16,272  6.8

定期預金  88,236  29.9  64,373  26.9

債券  107,789  36.5  105,682  44.1

株式  40,951  13.9  28,964  12.1

貸付金および債権  21,752  7.4  12,910  5.4

投資不動産  4,684  1.6  4,591  1.9

関連会社株式  4,750  1.6  3,973  1.7

その他投資資産（注）  2,809  0.9  2,725  1.1

投資資産合計  295,128  100.0  239,490  100.0

 

注：その他投資資産には主にデリバディブ金融資産および取引証拠金が含まれていた。

 

2014年度においては、当社の保険引受業務は着実に成長し、投資業務に必要なキャッシュ・フローを安定して供給した。投

資資産の期末残高は前年比で55,638百万人民元（23.2％）増加した。当社は投資資産の規模全体を拡大するとともに、金融市

場および資本市場の運用状況およびリスク選好に基づいて投資資産の構成を適時調整し、投資ポートフォリオの質を高め、収

益とリスクのバランスを図った。

 

2014年度においては、当社は譲渡性預金、信用格付が高く優良な債券投資スキーム、資産運用商品および資産担保証券への

投資の割合を増やすとともに、好況な国内資本市場から収益を得たことにより、投資収益合計において相当な増額を計上し

た。
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投資収益

 

下表は、表示期間における当社および子会社の投資収益を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 百万人民元

投資不動産のリースによる収益  210  205

利息収益  10,823  8,755

配当収益  1,108  979

投資収益合計  12,141  9,939

 

2014年度の当社および子会社の投資収益は12,141百万人民元で、2013年度の9,939百万人民元から2,202百万人民元

（22.2％）増加した。当社は慎重かつ健全な投資戦略を採用し、収益率の安定した譲渡性預金、債券投資スキーム、資産運用

商品および資産担保証券への投資配分を増加し、利息収益は前年比で2,068百万人民元（23.6％）増加した。2014年度において

は、上場会社の配当分配水準の増加に伴い、配当収益は前年度比で129百万人民元（13.2％）増加した。

 

実現および未実現投資純利益/(損失)

 

下表は、表示期間における当社および子会社の実現および未実現投資純利益/(損失)を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 百万人民元

実現投資利益  1,458  871

未実現投資利益╱(損失)  299  (19)

減損損失  (502)  (1,344)

投資不動産公正価値評価益  64  150

実現および未実現投資純利益╱(損失)合計  1,319  (342)

 

2014年度においては、当社は、市場における運用機会を積極的に捉え、株式投資ポートフォリオの構成をさらに最適化した

ことにより、実現投資利益を前年度比で587百万人民元（67.4％）増加させた。他方で、債券市場における金利の変動により債

券ファンドの公正価値が増加したことから、当期の未実現投資利益は299百万人民元となった。
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全体の業績

 

下表は、表示期間または以下の日現在における当社および子会社の全体の業績を示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 百万人民元

税引前利益  19,441  13,439

法人所得税  (4,326)  (2,881)

親会社の株主に帰属する利益  15,115  10,558

総資産（注）  366,130  319,424

注：2014年12月31日および2013年12月31日現在のデータに基づく。

 

税引前利益

 

上記の結果、2014年度の当社および子会社の税引前利益は19,441百万人民元で、2013年度の13,439百万人民元から6,002百万

人民元（44.7％）増加した。

 

法人所得税

 

2014年度の当社および子会社の法人所得税は4,326百万人民元で、2013年度の2,881百万人民元から1,445百万人民元増加し

た。

 

親会社の株主に帰属する利益

 

上記の結果、2013年度には当社および子会社は全体として安定的な増益を実現し、2014年度の親会社の株主に帰属する利益

は15,115百万人民元で、2013年度の10,558百万人民元から4,557百万人民元（43.2％）の増加となった。2014年度の親会社の株

主に帰属する基本的１株当たり利益は1.061人民元となった。

 

キャッシュ・フロー

 

下表は、表示期間における当社および子会社のキャッシュ・フローを示したものである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

  百万人民元 百万人民元

営業活動によるキャッシュ・フロー純額  31,467  21,409

投資活動により使用されたキャッシュ・フロー純額  (25,140)  (13,517)

財務活動により調達/(使用)されたキャッシュ・フロー純額  1,558  (4,510)

現金および現金同等物の純増加額  7,885  3,382

 

2014年度の当社および子会社の営業活動によるキャッシュ・フロー純額は31,467百万人民元で、2013年度の21,409百万人民

元から10,058百万人民元増加した。2014年度においては、事業の成長を維持しつつ未収保険料に係る手続の管理統制を重視し

たことにより、当社は増分受取保険料の著しい増加と引受利益の安定的な成長を記録した。

 

2014年度の当社および子会社の投資活動に使用されたキャッシュ・フロー純額は25,140百万人民元で、2013年度の13,517百

万人民元から11,623百万人民元増加した。特に満期３ヶ月超の銀行預金の預入に使用されたキャッシュ・フロー純額は前年度

比で15,668百万人民元増加した。

 

2014年度の当社および子会社の財務活動により調達されたキャッシュ・フロー純額は1,558百万人民元で、2013年度において

は当社および子会社の財務活動により使用されたキャッシュ・フロー純額は4,510百万人民元であった。2014年度において、株
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主割当増資および期限付劣後債を通じて当社が調達した資金の純額は、それぞれ7,220百万人民元および3,000百万人民元で

あった。一方、2013年度において、株主割当増資を通じて当社が調達した資金の純額は5,754百万人民元であった。

 

2014年12月31日現在の当社および子会社の現金および現金同等物は24,157百万人民元であった。

 

流動性

 

当社および子会社のキャッシュ・フローは、主に受取保険料を中心とした営業活動によるキャッシュ・フローから調達され

る。また、追加的な資金源には、利息および配当収入、投資有価証券の満期償還、資産の売却および財務活動が挙げられる。

当社および子会社の主な資金需要は、保険金の支払、保険契約に係わるその他債務の履行、資本的支出、営業経費、税金の納

付、配当金支払および投資需要などである。

 

当社は2014年10月に80億人民元、2011年６月に50億人民元、2010年６月に60億人民元、2006年12月に30億人民元の固定金利

期限付劣後債を発行した。これらは中国内機関投資家向けの10年物で、主に当社のソルベンシー・マージンを引き上げるため

に発行された。

 

前述の劣後債以外に、当社および子会社は借入れによる運転資金の調達は行っていない。

 

当社および子会社は、営業活動からのキャッシュ・フローで今後の運転資金需要に対応できると見込んでいる。また、当社

および子会社は十分な運転資金を保持している。

 

資本的支出

 

当社および子会社は、主に建設中の事業用不動産、社用車の取得、および情報システムの開発に対する資本的支出を行って

いる。2014年の当社および子会社の資本的支出は1,849百万人民元であった。

 

ソルベンシー・マージン要件

 

当社は規制ソルベンシー・マージンの維持や一定の資金および準備金の積立などの規制要件を含む、自社の財務活動に関す

る種々の法律や規制を遵守しなければならない。中国の保険関連の法令において、当社が維持しなければならない2014年12月

31日現在の最低ソルベンシー・マージンは33,290百万人民元であり、中国保険監督管理委員会の規定を元に算出した2014年12

月31日現在の実際のソルベンシー・マージンは79,440百万人民元、ソルベンシー・マージン十分性比率は239％であった

（注）。

 

注：ソルベンシー・マージンの算定に当たっては、保険契約債務には中国保険監督管理委員会の定める責任準備金評価基準

を継続的に適用し、保険契約債務以外には中国企業会計基準を適用している。

 

ギアリング・レシオ

 

2014年12月31日現在の当社および子会社のギアリング・レシオ（注）は70.4％で、2013年12月31日現在の75.9％ から5.5 ポ

イント減少した。

 

注：ギアリング・レシオとは、香港で一般に公正妥当と認められた会計原則が定める総資産に対する総負債（期限付劣後債

は除く）の比率である。

 

偶発事象

 

保険事業の特性上、通常の事業活動において当社および子会社は訴訟および調停において原告または被告になることがあ

る。こうした法的手続きの多くは当社および子会社の保険契約に係る保険金請求に関するものであるが、当該要因による損失

の一部は、再保険や残存物代位・請求権代位等の回収により補填される見込みである。現時点でこうした偶発事象、訴訟ある

いはその他法的手続きの結果を判断することはできないが、当社および子会社は、これらの要因から発生する債務が財政状況

や業績に重大な悪影響を及ぼすことはないと考えている。
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2014年度において、当社および子会社には係争中の訴訟案件がいくつか存在するが、専門家の意見を検討した結果、当社お

よび子会社の経営者はそれらの訴訟は当社および子会社に重大な損失を与えるものではないと認識している。

 

金利スワップ

 

当社が保有する利率変動型金融資産は、キャッシュ・フローに不確定要素をもたらす。そうした金利リスクをヘッジするた

めに、当社では固定金利を受け取り、変動金利を支払う金利スワップ契約を締結している。2014年12月31日現在、当社が保有

する金利スワップ契約の想定元本総額は1,050百万人民元である。

 

 

２【生産、受注及び販売の状況】

 

　上記「第３　事業の状況－１．業績等の概要」を参照。

 

 

３【対処すべき課題】

 

中国の経済発展は「新常態」の段階に入り、多様化した推進力を備えながら、より安定的な経済成長への傾向を示してい

る。経済構造の最適化および向上に伴い、市場の活力はさらに開放されると見込まれる。経済体制の変革の深化は、中国の経

済と社会に深遠な影響を及ぼすのみならず、保険業界の経済と社会への貢献においても新たな根本的変化をもたらすことか

ら、当社の変革と発展において新たな歴史的開発機会となることが予想される。2015年度において当社は、顧客志向の事業態

様に向けてあらゆる面でその変革を推し進め、新たな課題に対処するための新たな戦略とポジショニングをもって「新常態」

に適合していく意向である。年次経営目標の達成を確実とするために、当社は以下の６つの主要領域において堅実な手段を実

行していく意向である。

 

•　　　自動車保険の設計を高度化し、価格設定実務を精緻化し、差別化戦略をもって顧客価値への貢献を高めていく。

 

•　　　企業向け非自動車保険の設計を高度化し、潜在事業の開発と新規事業の開拓を強化し、新たな領域における事業の開

拓を通じて顧客の要求を満たす。

 

•　　　政策支持型の保険商品の設計を高度化し、開発機会を速やかに捉えて行動し、経済と社会への奉仕を通じて当社に

とっての開発の余地を探る。

 

•　　　当社の計画を指針として、市場ベンチマークを深化し、政策のレバレッジ効果がもたらす支援を十分に利用する。

 

•　　　イノベーションを推進力として、サービスと管理の向上、顧客志向の事業態様に向けた包括的変革を促進する。

 

•　　　基礎レベルの構造を強化し、継続的に働き方を改善し、かつ、組織全体の支援能力を強化する。

 

 

EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

 40/305



４【事業等のリスク】

 

金利リスク

金利リスクとは、市場金利の変動により金融商品の価額または将来キャッシュ・フローが変動するリスクをいう。当社およ

び子会社の金利リスクに関する方針では、固定金利商品と変動金利商品の適切な組み合わせを維持することで、金利リスクを

管理することを求めている。同方針では更に、利付金融資産と利付金融負債の満期状況を管理し、変動金利商品の利息を1年よ

り短い期間で再評価し、金利スワップ等の手段を通じて変動金利のリスクを管理することを求めている。固定金利商品の利息

は、金融商品の当初認識時の価値で計算し、満期まで変動しない。

 

信用リスク

信用リスクとは、当社および子会社の債務者が期日に元本や利息の支払いができないことにより引き起こされる経済的損失

のリスクのことをいう。当社および子会社の保険資産に関する債権、再保険貸、債券および商業銀行の預金が、信用リスクに

晒されている。

当社および子会社は、法人顧客または保険代理店を通じて保険の一部を購入する個人顧客に対してのみ信用取引を行ってい

る。当社では、保険料の適時回収を評価基準の１つに挙げている。当社の未収保険料は多様な顧客に関わるものであるため、

保険業務に関する債権につき重大な信用リスクの集中はない。

国有再保険会社以外では、当社および子会社は主にスタンダード＆プアーズによる信用格付がA-（またはA.M.ベスト、

フィッチ、ムーディーズ等のその他国際的な格付機関により付与される同等ランク）以上の再保険会社と再保険契約を結んで

いる。当社および子会社の経営者は、定期的に再保険会社の信用評価を行うことで再保険戦略を見直し、再保険貸に対する合

理的な引当金を決定している。

当社および子会社は、主に投資に先立って投資先企業の信用評価を行い、保険会社の投資対象である社債の格付けに関する

中国保険監督管理委員会が公布する規則に厳格に従うことにより、債券投資の信用リスク管理に努めている。当社および子会

社が保有する社債の大部分はAA以上の格付けを付与されている。

当社および子会社では預金の大部分を国有銀行や国有持株商業銀行に預け入れることで、銀行預金に係る信用リスクの管理

と低減を図っている。

 

為替リスク

当社および子会社は主に人民元で事業を行っており、人民元は機能通貨であり報告通貨でもある。事業の一部（企業財産保

険、国際貨物保険および航空保険事業の一部を含む）は、米ドルを主とする外国通貨で運営されている。当社および子会社が

保有する米ドルを主とする外貨建ての預金、債券等の資産および保険負債の一部もまた為替リスクに晒されている。

当社および子会社の資本勘定に属する外国為替取引は、外国為替管理および外貨管理局の承認に従っている。中国政府の外

貨政策により、為替相場が大きく変動する可能性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

 

管理契約

当社とＰＩＣＣ　ＡＭＣ（当社の支配株主の子会社。）との間で締結した資産管理契約に基づき、ＰＩＣＣ　ＡＭＣは、当

社の一定の資産に関して投資運用サービスを提供している。当社は、ＰＩＣＣ　ＡＭＣに対し管理手数料を支払い、運用成績

およびその他の要素が一定の合意条件を満たした場合に業績報酬を支払う。

 

重要な契約

2013年12月９日、当社は、当社の支配株主であるＰＩＣＣグループとの間で、88号発展公司に対する当社の保有持分30.41％

を約1,115百万人民元でＰＩＣＣグループに譲渡する契約を締結した。

 

 

６【研究開発活動】

 

2014年度において、当社は市場の注目点と顧客のニーズに着目し、保険監督当局に計463件の保険約款と保険料率の承認およ

び登録の申請をした。それらの内訳は、全国共通の保険約款と保険料率68件、地域限定の保険約款と保険料率395件、および主

契約の保険約款と保険料率312件、特約の保険約款と保険料率151件となっている。2014年12月31日現在、当社は合計6,756件の

約款を運用しており、その内訳は、全国共通の約款4,479件および地域限定の約款2,277件となっている。

 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　「第３－１．業績等の概要」を参照。
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第４【設備の状況】
 

１【設備投資等の概要】

　「第６　経理の状況」に記載されている財務書類の注記28および29を参照。

 

２【主要な設備の状況】

　投資財産を除く、建物や自動車等のその他の主要な設備は、主に当社の日常の事業および業務に使用されている。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　「第３－１．業績等の概要－資本的支出」を参照。
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第５【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

  （2014年12月31日現在）

授権株数（注） 発行済株式総数 未発行株式数（注）

－ 14,828,510,202株 －

（注）中国会社法では、授権株式の制度を定めていない。

 

②【発行済株式】

 
記名・無記名の別及び額
面・無額面の別

種類 発行数
上場証券取引所又は登
録証券業協会名

摘要

発行済株式
記名式額面株式
（額面１人民元）

国内株式 10,228,980,980 該当なし －

 
記名式額面株式
（額面１人民元）

Ｈ株式 4,599,529,222 香港証券取引所 －

 

（２）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項なし。

 

 

（３）【発行済株式総数及び資本金の推移】

年月日
発行済株式総数 資本金（人民元（日本円））

摘要
増減数 残高 増減額 残高

2010年12月31日 - 11,141,800,000 - 11,141,800,000

（216,262,338,000

円）

-

2011年12月31日 (国内株)

768,582,000

（H株）

345,598,000

(合計)

12,255,980,000

(国内株)

8,454,402,000

(H株)

3,801,578,000

1,114,180,000

(21,626,233,800

円)

（合計）

12,255,980,000

（237,888,571,800

円）

 

ライツ・イ

シュー

（注１）

2013年12月31日 (国内株)

929,984,220

(H株)

418,173,580

(合計)

13,604,137,800

(国内株)

9,384,386,220

(H株)

4,219,751,580

1,348,157,800

(26,167,742,898

円)

(合計)

13,604,137,800

(264,056,314,698

円）

ライツ・イ

シュー

（注２）

2014年12月31日 (国内株)

844,594,760

(H株)

379,777,642

(合計)

14,828,510,202

(国内株)

10,228,980,980

(H株)

4,599,529,222

1,348,157,800

(23,765,068,323

円)

(合計)

14,828,510,202

(287,821,383,021

円）

ライツ・イ

シュー

（注３）

（注1）当社は、2011年12月8日時点の登録株主が保有する既存のH株式および国内株式それぞれ10株に対しライツ株式１株の割

合で、H株式345,598,000株を１株当たり発行価格5.50香港ドルで、また、国内株式768,582,000株を１株当たり発行価格

4.49人民元で発行するライツ・イシューを実行した。
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（注2）当社は、2013年５月30日時点の登録株主が保有する既存のH株式および国内株式それぞれ10株に対しライツ株式1.1株の

割合で、H株式418,173,580株を１株当たり発行価格5.38香港ドルで、また、国内株式929,984,220株を１株当たり発行価

格4.30人民元で発行するライツ・イシューを実行した。

（注3）当社は、2014年11月17日時点の登録株主が保有する既存のH株式および国内株式それぞれ10株に対しライツ株式0.9株の

割合で、H株式379,777,642株を１株当たり発行価格7.46香港ドルで、また、国内株式844,594,760株を１株当たり発行価

格5.92人民元で発行するライツ・イシューを実行した。

 

（４）【所有者別状況】

   （2014年12月31日現在）

区分 株主数 株式数 発行済株式数に対する割合

政府および地方公共団体 １ 10,228,980,980株 69.0％

金融機関 - - -

証券会社 - - -

その他の法人 - - -

外国投資家（個人および企業） 5,985（注） 4,599,529,222株 31.0％

個人その他 - - -

合計 5,986 14,828,510,202株 100％

（注）2014年12月31日現在、H株式登録機関に登録されている当社のH株主は5,985名である。

 

（５）【大株主の状況】

   （2014年12月31日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数
発行済株式総数に対する所
有株式数の割合

ＰＩＣＣグループ
（注1および2）

中国100052、北京、宣武区、Dong
He Yan Street 69号

（国内株式）
10,228,980,980株

69.0％

ＡＩＧ（注1、3、4およ
び5）

米国 10270 ニューヨーク州、
ニューヨーク、パインストリート
70

（H株式）
1,103,038,000株

9.9％

バーミンガム・ファイ
アー・インシュアラン
ス・カンパニー・オブ・
ペンシルバニア (注１、
3、4および5)

米国 10270 ニューヨーク州、
ニューヨーク、パインストリート
70

（H株式）
562,549,380株

5.05％

コマース・アンド・イン
ダストリー・インシュア
ランス・カンパニー(注
1、3、4および5)

米国 10270 ニューヨーク州、
ニューヨーク、パインストリート
70

（H株式）
330,911,400株

2.97％

レキシントン・インシュ
アランス・カンパニー
(注1、3、4および5)

米国02109マサチューセッツ州、
ボストン、サマーストリート100

（H株式）
209,577,220株

1.88％

プラチナム・インベスト
メント・マネジメント・
リミテッド（注6）

オーストラリア、2000ニュー・サ
ウス・ウェールズ州、シドニー、
マクワリープレイス７、８階

（H株式）
219,663,799株

1.61％

ブラックロック・インク
米国19801デラウエア州、ウィル
ミントン、オレンジストリート
1209

（H株式）
ロングポジション：

235,056,821株
ショートポジション：

243,640株

 
 

1.59％
 

0.002％

（注 1）　当社は、2011年に既存株式10株当たりライツ株式１株の割合による最初のライツ・イシューを実施し、ライツ株式

は2011年12月30日に発行された（以下「2011年ライツ・イシュー」という。）。また、当社は2013年に、既存株式

10株当たりライツ株式1.1株の割合による２回目のライツ・イシューを実施し、ライツ株式は2013年６月25日に発行

された（以下「2013年ライツ・イシュー」という。）さらに、当社は2014年に、既存株式10株当たりライツ株式0.9
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株の割合による３回目のライツ・イシューを実施し、ライツ株式は2014年12月８日に発行された（以下「2014年ラ

イツ・イシュー」という。）2011年ライツ・イシュー、2013年ライツ・イシューおよび2014年ライツ・イシューを

総称して、「ライツ・イシュー」という。

（注 2）　ＰＩＣＣグループが保有する株式数およびその保有割合は、2014年12月31日現在の当社の国内株主名簿の記載に基

づいており、ライツ・イシュー完了後のＰＩＣＣグループによる保有状況を示している。

（注 3）　ライツ・イシューの完了後、H株主の保有するH株式数は変動したが、当社はH株主による当該ライツ・イシューに関

連する持分の開示通知を受領していない。上記の、H株主が保有するH株式数およびその保有割合は、2014年12月31

日現在、香港証券取引所のウェブサイトにおいて閲覧可能な持分の開示通知に基づいている。

（注 4）　バーミンガム・ファイア・インシュアランス・カンパニー・オブ・ペンシルバニア（現在の、AIGプロパティ・カ

ジュアルティ・カンパニー）、コマース・アンド・インダストリー・インシュアランス・カンパニーおよびレキシ

ントン・インシュアランス・カンパニーは、AIGの被支配会社である。AIGが行った直近の持分の開示通知によれ

ば、AIGは、バーミンガム・ファイア・インシュアランス・カンパニー・オブ・ペンシルバニア、コマース・アン

ド・インダストリー・インシュアランス・カンパニーおよびレキシントン・インシュアランス・カンパニーそれぞ

れの株式を100％保有している。

（注 5）　当社の知る限り、2014年12月31日現在、AIGは当社のH株式1,468,022,240株を保有している（当社発行済H株式総数

の約31.92％に相当し、当社発行済株式資本の9.9％に相当する）。かかるH株式はAIGの被支配会社である、バーミ

ンガム・ファイア・インシュアランス・カンパニー・オブ・ペンシルバニア（現在の、AIGプロパティ・カジュアル

ティ・カンパニー）がH株式748,691,343株を、コマース・アンド・インダストリー・インシュアランス・カンパ

ニーがH株式440,406,672株を、またレキシントン・インシュアランス・カンパニーがH株式278,924,225株保有して

いる。

2015年２月５日に当社がAIGより受領した通知によれば、AIGの被支配会社であるコマース・アンド・インダスト

リー・インシュアランス・カンパニーを通じてAIGが間接保有する当社に対する持分であるH株式440,406,672株が

AIGによる直接保有に変更され、したがってコマース・アンド・インダストリー・インシュアランス・カンパニーは

当社株式を保有していない。かかる譲渡によりAIGが保有する当社株式数に変更はなく、AIGの保有割合は依然とし

て約9.9％であった。2015年４月２日、AIGは、同社が直接保有する当社H株式256,000,000株を売却した。当該取引

後、AIGが保有する当社H株式は1,212,022,240株となり、保有割合は約8.2％となった。

（注 6）　ライツ・イシューの完了後、H株主の保有するH株式数は変動したが、当社はH株主による当該ライツ・イシューに関

連する持分の開示通知を受領していない。上記の、H株主が保有するH株式数およびその保有割合は、2014年12月31

日現在、香港証券取引所のウェブサイトにおいて閲覧可能な持分の開示通知に基づいている。当該H株主が保有する

H株式219,663,799株のうち、62,871,911株は投資顧問業者としての保有であり、156,791,888株は受託者（受動的受

託者を除く）としての保有である。

 

EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

 46/305



２【配当政策】

　当社取締役会は、当社Ｈ株式１株当たりの配当（もしあれば）を人民元で宣言し、かかる配当を香港ドルで支払う。ある

事業年度の最終的な配当は株主の承認を必要とする。当社取締役会は、中間配当の決定について株主総会より授権されてい

る。中国会社法および当社定款に従い、全ての株主は配当および分配に関し等しく権利を有する。Ｈ株式の所有者は、当社

取締役会が宣言した全ての配当およびその他分配に付き、１株当たりをベースに按分比例で分配を受ける。

　当社株主へ分配可能な配当水準を決定する際、当社取締役会は下記に挙げた要因を考慮する予定である。

・　当社の財務成績

・　当社株主の利益

・　一般的な事業環境および戦略

・　当社の資金需要

・　当社による株主への配当支払に関する契約上の制限

・　当社ソルベンシー・マージンの状況

・　当社の信用力に対する影響の可能性、および

・　その他関連があると当社取締役会が判断した要因。

　当社は適用ある法令に従い、当社は以下の割当てを行った後はじめて配当を行うことができる。

・　前年までの累積損失の回復（もしあれば）

・　法定準備金および一般リスク特別引当金への割当、および

・　法定準備金および一般リスク特別引当金への割当後で当社株主の承認を得た場合の任意積立金への割当て

　法定準備金および一般リスク特別引当金への積立総額は、中国ＧＡＡＰに従い決定される当社純利益のそれぞれ10％であ

る。中国法のもとでは、当社の分配可能利益は中国ＧＡＡＰ若しくは香港ＧＡＡＰに従って決定される当社純利益（どちら

か値の小さいほう）から法定準備金および任意積立金への割当額を控除したものに等しい。当社がある年度に純利益を計上

しない場合は、当社は通常は当該年度の配当を行うことが出来ない。当社がソルベンシー・マージンに関する法定要件を満

たすことができない場合、配当は行わない。ソルベンシー・マージン比率が150％以下の場合、利益の分配は以下を下回る金

額を基準とする。

・　財務書類に記載された税引き後利益。

・　保険会社の支払い余力に関する報告書の作成に関する規則に従い決定された残余連結利益。

2015年３月27日、取締役会は、１株当たり0.270人民元（適用ある税金を含む。）の当年度に関する最終配当の支払いを提

案した。最終配当の支払に関する提案は、2015年６月26日（金曜日）に開催される当社の年次株主総会における承認を受け

なければならない。承認された場合、当該最終配当金は2015年８月26日に株主に支払われる見込みであり、2015年７月９日

（木曜日）付で株主登録簿に指名が記載されている株主がその支払いの対象となる。

当社は、当年度中、いかなる中間配当も支払わなかった。
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３【株価の推移】

（１）香港証券取引所における最近５年間の事業年度別最高・最低株価

決算年月 2010年12月 2011年12月 2012年12月 2013年12月 2014年12月

最高
HK$12.42
(191円)

HK$14.80
(227円)

HK$11.50
(177円)

HK$13.44
(206円)

HK$16.24
(249円)

最低
HK$6.51
(100円)

HK$7.38
(113円)

HK$7.81
(120円)

HK$8.16
(125円)

HK$9.75
(150円)

 

（２）香港証券取引所における当該事業年度中最近６か月間の月別最高・最低株価

月別 2014年７月 2014年８月 2014年９月 2014年10月 2014年11月 2014年12月

最高
HK$12.94

(199円)

HK$13.40

(206円)

HK$14.90

(229円)

HK$14.96

(230円)

HK$15.74

(242円)

HK$16.24

(249円)

最低
HK$11.46

(176円)

HK$11.90

(183円)

HK$12.78

(196円)

HK$13.32

(204円)

HK$13.14

(202円)

HK$14.52

(223円)
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４【役員の状況】

 

　以下の表は当社取締役および上級管理職に関する情報である。（提出日現在）

氏名  役職
 任期満了日

（注）

取締役     

ウー・イェン  取締役会会長、執行取締役  2014年１月16日

グオ・シェンチェン  
取締役会副会長、執行取締役、

社長

 2014年１月16日

ワン・インチェン  非執行取締役  2014年１月16日

ユ・シャオピン  非執行取締役  2014年１月16日

リー・タオ  非執行取締役  2014年１月16日

ワン・ホー  執行取締役、執行副社長  2014年１月16日

ディン・ニンニン  独立非執行取締役  2012年１月17日

リャオ・リー  独立非執行取締役  2014年１月16日

リン・ハンチュアン  独立非執行取締役  2014年１月16日

 

（注）ディン・ニンニン氏の取締役としての任期は、2012年１月17日に、その他の全ての取締役の任期は2014年１月16日に満

了することとなっていた。現在、ディン・ニンニン氏およびその他の全ての取締役は、会社法の規定にしたがい、新た

に選任された取締役の任期が開始するまで引続き取締役として職務を行っている。

 

氏名  役職

監査役   

ワン・ユエシュウ  監査役会会長（注４）

シェン・ヘタイ  監査役（注５）

ル・ジェンフェイ  独立監査役（注５）

ツ・ヨンフアン  従業員代表監査役（注５）

シェン・ルイグオ  従業員代表監査役（注５）

その他の上級管理職   

ジャ・ハイマオ  執行副社長

ユン・ジェン  執行副社長

ワン・デディ  執行副社長

ジェン・ツアィス  執行副社長

リン・ジヨン  執行副社長

シ・シャオユ  執行副社長

ジャン・シャオリー

 

執行副社長、取締役会秘書役、

コンプライアンス担当役員兼監

査担当役員

グ・ウェイ  社長補佐

ホワ・シャン  社長補佐

シェン・ドン  財務担当役員

 

（注）シェン・ヘタイ氏、ル・ジェンフェイ氏、ツ・ヨンフアン氏およびシェン・ルイグオ氏の監査役としての任期は2014年

１月16日に満了することとなっていた。シェン・ヘタイ氏、ル・ジェンフェイ氏、ツ・ヨンフアン氏およびシェン・ル

イグオ氏は、現在、中国会社法の規定にしたがい、新たに選任された監査役の任期が開始するまで引続き監査役として

職務を行っている。
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取締役

役名及び職名
氏名

（生年月日）
略歴 所有株式数

取締役会会長

執行取締役

ウー・イェン

（1961年２月23

日）

当社取締役会会長、ＰＩＣＣグループ(*)の取締役会会長、およ

びジュネーブ協会のディレクターである。また、ＰＩＣＣライ

フ、ＰＩＣＣ ＡＭＣおよびＰＩＣＣヘルス・インシュランス・

カンパニー・リミテッドの取締役会会長でもあり、第17回および

第18回中国共産党全国代表大会のメンバーならびに第11回および

第12回中国人民政治協商会議のメンバーである。1985年から1998

年まで、新彊自治区共産主義青年団の副書記、伯楽市の共産党委

員会の書記長、ボルタラ（博爾塔拉)モンゴル族自治州共産党委

員会の常務委員、新彊自治区共産主義青年団の書記長、共産主義

青年団中央委員会組織部の副部長を歴任した。1998年から2003年

まで、中央金融工作委員会の統一戦線工作部および大型企業工作

部の副委員長、共産主義青年団中央委員会金融工作委員会の書記

長および全国金融青年連合会の主席を務めた。また、2003年から

2007年１月までチャイナ・ライフ・インシュランス（グループ）

カンパニー（中国人寿保険（集団）公司）の副社長、2003年から

2005年までチャイナ・ライフ・インシュランスＡＭＣの取締役お

よび社長、並びにチャイナ・ライフ・インシュランス・カンパ

ニー・リミテッド(**)の非執行取締役を務めた。2006年１月から

2007年１月までチャイナ・ライフ・インシュランス・カンパ

ニー・リミテッド(**)の執行取締役兼社長を務めた。2007年１月

から2012年３月までＰＩＣＣグループ(*)の取締役会会長兼社長

であった。同氏は2011年３月に中国国務院より政府特別手当を受

給した。同氏は新彊財経学院を卒業し、また中国社会科学院大学

院を卒業した（金融学、国際金融学および応用経済学を専攻し、

経済博士号を取得）。

 

*　香港証券取引所上場会社である。

**　ニューヨーク証券取引所、香港証券取引所および上海証券取

引所上場会社である。

０株

取締役会副会

長、執行取締役

グオ・シェン

チェン

（1955年３月７

日）

大学卒業、上級エコノミスト。当社取締役会副会長であり、執行

取締役兼社長である。同氏は1984年にＰＩＣＣに入社し、以前に

ＰＩＣＣ北京支社の部長補佐、副部長および部長を務めた。中国

金融および保険業界において41年間の業務および管理経験を有す

る。

０株

非執行取締役 ワン・インチェ

ン

（1960年８月10

日）

博士、上級会計士であり、当社非執行取締役である。ＰＩＣＣグ

ループ(*)の取締役会副会長、執行取締役および社長である。ま

た、中国保険協会の副会長である。1982年にＰＩＣＣに入社し、

以前にＰＩＣＣプロパティー・インシュランス・カンパニーの企

画財務部担当の副部長、ＰＩＣＣ深圳支社長、ＰＩＣＣ社長補佐

および当社の副社長、最高財務責任者、取締役会副会長および社

長を歴任した。同氏は、2003年７月から2013年12月４日まで、当

社の執行取締役を務めた。中南財経政法大学より経済学博士号を

取得し、同大学を卒業した。中国保険業界における33年間の業務

および管理経験を有する。

 

*　香港証券取引所上場会社である。

０株
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非執行取締役 ユ・シャオピン

（1957年４月９

日）

上級エコノミスト。当社の非執行取締役である。現在、ＰＩＣＣ

グループ(*)の副社長および北京西長安八十八号発展有限公司の

会長でもある。同氏は、以前に中国人民建設銀行において住宅

ローン課課長、住宅ローン部副部長、国際財務局の副局長、中国

建設銀行において武漢支店支店長および深セン支店支店長ならび

にＰＩＣＣグループ(*)において最高投資責任者を務めた。同氏

は1982年に上海同済大学において工学学士号を取得し卒業した。

また、1988年には中国人民大学において経済学学士号を取得し卒

業した。中国金融部門における33年間の業務および管理経験を有

する。

 

*　香港証券取引所上場会社である。

０株

非執行取締役 リー・タオ

（1966年３月６

日）

博士、上級エコノミスト。当社の非執行取締役であり、ＰＩＣＣ

グループ(*)の取締役会秘書役も務める。同氏は1985年に就職

し、以前は航空航天北京大学で講義を行っていた。1998年にＰＩ

ＣＣに入社し、以前はＰＩＣＣ研究開発センター副所長、ＰＩＣ

Ｃ戦略企画部副部長、当社取締役会秘書室長代理および秘書室

長、The People's Insurance Company (Group) of Chinaの開発

改革部長、政策調査室長および上級専門家を務めた。1993年に中

国人民大学より哲学修士号を取得して卒業し、1998年に中国共産

党学校より経済学博士号を取得、卒業した。管理および調査等に

関する30年の経験を有する。

 

*　香港証券取引所上場会社である。

０株

執行取締役、執

行副社長

ワン・ホー

（1957年12月１

日）

博士、上級エコノミスト。当社の執行取締役兼執行副社長であ

る。また、中国保険研究所の副書記長および中国保険数理協会の

副会長を務めている。1988年にＰＩＣＣに入社し、ＰＩＣＣ福建

省支社の業務部課長、ＰＩＣＣ厦門市支社副社長およびＰＩＣＣ

商品開発センター常任副所長を務めた。中国の保険業界において

27年間の業務および管理経験を有している。

 

０株

独立非執行取締

役

ディン・ニンニ

ン

（1947年４月22

日）

当社の独立非執行取締役である。博士。同氏は、現在、中国国務

院発展研究センター（DRC）の社会開発研究部門の研究員、中国

発展研究基金会のディレクター、中国エネルギー研究協会のディ

レクター、中国国際協会都市農村開発省のディレクターおよび華

宝国際控股有限公司(*)の非執行取締役である。1982年から33年

間にわたりDRCにおいて研究に従事し、1993年から1998年まで、

DRC企業経済研究部門のディレクターを務め、1998年から2008年

までDRC社会開発研究部門のディレクターを務めた。1993年から

2000年まで４会期にわたり、中国証券監督管理委員会（CSRC）の

上場会社監督委員会のメンバーであった。清華大学電気工学部に

おいて電気工学学士号を取得し、中国共産党中央委員会党学校に

おいて経済学第一博士課程を修了した。また、同氏は、英国オッ

クスフォード大学の中国研究センターにおいて英国の経済史研究

に従事し、経済研究の分野において豊富な経験を有する。

 

*　香港証券取引所上場会社である。

０株
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独立非執行取締

役

リャオ・リー

（1966年５月29

日）

当社の独立非執行取締役である。博士。同氏は現在、清華大学五

道口金融学院（「PBCSF」）の常任副学院長であり、PBCSFの金融

学部教授および博士課程指導教員を務めている。清華大学の中国

金融研究所のFinance@Internet研究室のディレクターも兼任して

いる。同氏は、1989年に清華大学電気工学部において工学学士号

を取得し卒業した。また1996年に清華大学経済管理学院より工業

経済学の博士号を取得し、1999年にマサチューセッツ工科大学ス

ローン経営大学院より金融工学の経営学修士号（MBA）を取得し

た。

０株

独立非執行取締

役

リン・ハンチュ

アン

（1949年２月19

日）

博士、教授、博士課程指導教員であり、中国国務院より政府特別

手当を受給している。当社の独立非執行取締役である。同氏は、

対外経済貿易大学の大学理事会メンバーであり学位委員会の副

ディレクターである。北京企業国際化経営研究所の主任専門家、

ならびに中国工業経済学会の副理事長および中国企業管理研究会

の常務理事を兼任している。同氏は、中南財経政法大学経済学院

院長を務めたことがあり、湖北凱楽科技股份有限公司(*)の独立

取締役を務めた。同氏は、省レベル以上の自治体から20を超す賞

を受賞しており、Sun Yefang経済学賞も受賞した。同氏は、中南

財経政法大学を卒業し、経済学博士号を取得した。同氏は、経済

および経営管理研究の分野における多くの経験を有する。

 

*　上海証券取引所上場会社である。
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監査役

　以下の表は当社監査役に関する一定の情報である。

役名及び職名
氏名

（生年月日）
略歴 所有株式数

監査役会会長 ワン・ユエシュ

ウ

（1955年３月１

日）

大学院卒業、上級エコノミスト。当社の党委員会副書記および規

律監督委員会秘書役であり、2013年11月より当社の監査役会会長

である。1979年にＰＩＣＣに入社し、ＰＩＣＣ河北省支社業務課

長、河北省のＰＩＣＣ邯鄲支社長、ＰＩＣＣ河北省支社首席エコ

ノミストおよび副支社長、当社河北省支社長およびＰＩＣＣヘル

ス・インシュランス・カンパニー・リミテッド副社長、ならびに

当社のコンプライアンス担当役員および監査担当役員を務めた。

中国の保険業界において36年間の業務管理経験を有している。

０株

監査役 シェン・ヘタイ

（1970年12月15

日）

博士、上級エコノミスト。2006年10月に当社の監査役に就任し

た。現在、ＰＩＣＣグループ(*)の副社長であり、ジョンシェ

ン・インターナショナル・インシュランス・ブローカーズ・カン

パニー・リミテッド、チャイナ・インシュランス・ブローカー

ズ・カンパニー・リミテッドにおいて取締役会会長を務めてい

る。1998年にＰＩＣＣに入社し、以前はＰＩＣＣマーケティング

開発事業部調査課の課長、ＰＩＣＣ商品開発センターの副所長、

中国人保持株会社の研究開発部副部長、自己資本管理部およびリ

スク管理部の部長を務めた。また、ＰＩＣＣグループ(*)におい

て社長補佐および戦略企画部部長も兼任した。同氏は、北京大学

を卒業、経済学の博士号を取得した。中国の保険業界における18

年間の管理経験を有する。

 

*　香港証券取引所上場会社である。

０株

独立監査役 ル・ジェンフェ

イ

（1963年11月７

日）

博士、教授および博士課程の指導教員であり、2011年1月より当

社の独立監査役を務めている。北京大学光華管理学院の副学部長

を務め、中国財政部が設立した中国会計基準委員会の顧問であ

る。また、中国会計協会専門委員会のエグゼクティブ・ディレク

ターおよび委員、中国会計監査協会のエグゼクティブ・ディレク

ター、中国税務協会のディレクターならびにチャイナ・コスト・

リサーチ・ソサエティのディレクターである。また、「会計研

究」および「審計研究」の編集委員でもある。中国外運股份有限

公司(*)、中国生物製薬有限公司(*)、中国中材股份有限公司

(*)、利安人寿保険股份有限公司、麦特汽車服務股份有限公司お

よびバンク・オブ・チャイナ・リミテッド(**)において独立非執

行取締役を務めている。以前、当社の独立非執行取締役を務めて

いた。2001年には北京において、社会科学理論に造詣が深い人物

として「リサーチプログラムの著名な100人」に選ばれ、2005年

には中国教育省“New Century Excellent Scholarship Program”

に選ばれた。2013年には中国財政部の会計専門家トレーニングプ

ロジェクトに、2014年には中国教育部の長江学者講座教授に選ば

れた。南京大学で経済学博士号を取得し、中国人民大学において

博士研究員として経済学（会計学）の研究を行った。

 

*　香港証券取引所上場会社である。

**　香港証券取引所および上海証券取引所上場会社である。

０株
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従業員代表監査

役

ツ・ヨンフアン

（1955年８月26

日）

上級会計士。当社の上級専門家であり、2011年1月より当社の従

業員代表監査役である。同氏は1983年にＰＩＣＣに入社し、チャ

イナ・インシュランス・グループ・インベストメント・カンパ

ニー・リミテッドの部長補佐、ニュー・センチュリー・セキュリ

ティーズ・リミテッドの副部長、The People's Insurance

Company (Group) of Chinaの監査部財産保険監査課の副課長、Ｐ

ＩＣＣにおいて企画・財務部会計課の課長および監査部副部長、

当社の資本業務部の副部長および部長、当社の上級専門家および

資本業務部部長の兼任、並びにＰＩＣＣ　ＡＭＣの取締役を務め

た。遼寧大学金融経済学部を卒業し、中国内外を問わず保険業務

および管理に関する32年間の幅広い経験を有する。

０株

従業員代表監査

役

シェン・ルイグ

オ

（1956年11月10

日）

大学院卒業、上級会計士。当社の監視部／監査部の部長であり、

2011年より当社の従業員代表監査役である。同氏は、1984年にＰ

ＩＣＣに入社し、以前は、吉林省のＰＩＣＣ長春支社において財

務会計課の副課長、課長および主任会計士、吉林省のＰＩＣＣプ

ロパティ・インシュランス・カンパニーの長春支社において主任

監査役、ＰＩＣＣプロパティ・インシュランス・カンパニー吉林

省支社長春市企画・財務課課長、ＰＩＣＣ吉林省支社の企画・財

務課課長、主任監査役および副支社長、当社吉林省支社長、中国

人保持株会社吉林省支社長、並びに当社の瀋陽監視／監査セン

ター所長を務めた。中国共産党吉林省委員会党学校を卒業し、中

国保険業界における31年間の業務管理経験を有する。

０株
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上級管理職

役名及び職名
氏名

（生年月日）
略歴 所有株式数

執行副社長 ジャ・ハイマオ

（1954年１月19

日）

上級エコノミスト。当社の執行副社長である。1984年にＰＩＣＣ

に入社し、ＰＩＣＣ自動車保険部の副部長および部長を務めた。

また、同時に当社の江蘇省支社長を務めた。中国の保険業界にお

ける31年間の業務管理経験を有している。

０株

執行副社長 ユン・ジェン

（1958年９月２

日）

大学卒業、上級エコノミスト。当社の執行副社長である。1985年

にＰＩＣＣに入社し、ＰＩＣＣフフホト中央支社の副支社長およ

び支社長、当社の内モンゴル支社の副支社長および支社長、当社

の山東省支社の支社長ならびにＰＩＣＣライフの副社長を務め

た。同氏は、中国の保険業界において30年間の業務管理経験を有

している。

０株

執行副社長 ワン・デディ

（1958年３月10

日）

上級エコノミスト、当社執行副社長である。1992年にＰＩＣＣに

入社し、遼寧省のＰＩＣＣ鞍山支社副支社長および支社長、ＰＩ

ＣＣ遼寧省支社の支社長補佐、副支社長および支社長ならびに当

社北京市支社長を務めた。中国の保険業界において23年間の業務

管理経験を有している。

０株

執行副社長 ジェン・ツァイ

ス

（1965年７月26

日）

博士号を有する。上級エコノミスト。当社執行副社長である。ま

た、同氏は現在、ＰＩＣＣ Youth Federation副会長、Shanghai

Institute of Marine Insurance所長ならびにChina Agriculture

Insurance and Reinsurance Communityの会長を務めている。

1988年にＰＩＣＣに入社し、米国ニューヨークに２年間出向し

た。またＰＩＣＣ天津支社国際保険部部長、ＰＩＣＣ天津支社副

支社長、ＰＩＣＣ損害保険部部長、当社団体保険マーケティン

グ・管理部部長および大規模取引信用保険部部長、当社深圳支社

長、当社農業保険部部長、The People's Insurance Company

(Group) of Chinaにおいて上級専門家および事業開発部長を兼任

した。中国の保険業界において27年間の業務管理経験を有してい

る。

０株

執行副社長 リン・ジヨン

（1963年３月24

日）

大学院卒業、修士号を有する。上級エコノミスト。当社の執行副

社長である。1980年にＰＩＣＣに入社し、以前はＰＩＣＣプロパ

ティ・インシュランス・カンパニー泉州支社副支社長および支社

長、ＰＩＣＣ福州支社において副支社長および支社長、ＰＩＣＣ

福建省支社において副支社長および支社長を務めた。1998年に

「全国メーデー労働表彰メダル」を受賞し、1999年には「全国優

秀共産党員」の称号を得た。2010年、「福建省優秀起業家」に選

出された。中国の保険業界において34年間の業務管理経験を有し

ている。

０株

執行副社長 シ・シャオユ

(1962年１月９

日)

大学院卒業、修士、研究員。当社の執行副社長である。2013年に

当社に入社し、中国国家中医薬管理局下の人事、労働、政策およ

び規則部において広報課課長代理および課長ならびに法務・宣伝

課課長、中国国家薬品管理監督局において秘書課課長および薬品

登録部部長代理、中国国家食品薬品監督管理局において薬品登録

部部長代理、食品安全監督部部長代理および食品認可部部長代

理、中国衛生部において薬事政策・必須医薬品制度部の必須医薬

品制度課課長、ならびにＰＩＣＣヘルス・インシュランス・カン

パニー・リミテッドにおいて健康管理最高執行責任者および副社

長を務めた。同氏は23年間の業務管理に関する幅広い経験を有す

る。

０株
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執行副社長、 ジャン・シャオ

リー

（1964年４月24

日）

大学院卒業、修士号を有する。当社執行副社長、取締役会秘書

役、コンプライアンス担当役員、監査担当役員、取締役会秘書室

長および監査役会事務局局長である。また、中国保険協会コーポ

レート・ガバナンス委員会の副ディレクターでもある。1980年か

ら2000年まで中国人民解放軍の指揮官であった。2000年にＰＩＣ

Ｃに入社し、ＰＩＣＣ統制監督事務局局長、当社監視部副部長並

びにＰＩＣＣライフ取締役事務局局長および社長室室長を務め

た。中欧国際工商学院において経営学修士号（MBA）を取得し

た。中国の保険業界において15年間の経営管理経験を有してい

る。

０株

社長補佐 グ・ウェイ

（1969年２月20

日）

大学院卒業、経済学修士号および経営学修士号を有する。当社の

社長補佐および保険金請求管理ユニットの最高保険金請求評価責

任者およびゼネラルマネージャーである。1995年にＰＩＣＣに入

社し、ＰＩＣＣ北京支社のマネージャーおよび支社長補佐、当社

北京支社の副支社長ならびに当社の保険金請求管理部部長を務め

た。同氏は、中国の保険業界において20年間の業務管理経験を有

している。

０株

社長補佐 ホワ・シャン

（1964年10月15

日）

大学院博士課程修了、経済学博士号およびを有する。当社の副社

長および江蘇省支社支社長である。1984年にＰＩＣＣに入社し、

ＰＩＣＣ無錫支社の副支社長、ＰＩＣＣ江蘇省支社の支社長補

佐、当社江蘇省支社の支社長補佐、当社江蘇省支社の副支社長兼

南京支社の支社長、ならびに当社の江蘇省支社の支社長を務め

た。同氏は、中国の保険業界において31年間の業務および経営管

理経験を有している。

０株

財務担当役員 シェン・ドン

（1968年８月21

日）

大学院卒業、上級エコノミスト。当社の財務担当役員であり、主

任会計士、財務会計部の部長である。1992年にＰＩＣＣへ入社

し、ＰＩＣＣ広西支社財務会計部および再保険部の部長補佐、副

部長および部長、当社広西支社副本部長並びに当社財務会計部の

副部長および部長を務めた。厦門大学より経済学学士号を取得し

て同大学を卒業し、その後北京航空航天大学よりソフトウエア工

学の修士号を取得して同大学を卒業した。中国の保険業界におい

て23年間の財務管理経験を有している。

０株

 

　当社は、報酬（法定の報酬を除く。）を支払うことなく１年以内に当社が決定できない役務契約を取締役および監査役との

間で締結しなかった。

 

2014年に取締役および監査役に支払われた報酬は以下の通りである。

 

 （単位：千人民元）

報酬 1,178

その他報酬金：  

　給与および手当 10,839

　業績連動型賞与 －

　社会保険、住宅基金およびその他の手当て 3,168

　　　　　　　　合　　計 15,185

 

一定の取締役および監査役は、当グループの経営成績を含む複数の要因によって決定される賞与を受け取る権利を有してい

る。

 

2014年に独立非執行取締役に支払われた報酬は以下の通りである。

 （単位：千人民元）

リク・キン・ユー・ピーター（注） 223
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ディン・ニンニン 223

リャオ・リー 223

リン・ハンチュワン 223

　　　　　　　　合　　計 892

上記の他に、当年度中に独立非執行取締役に支払われた報酬はない。

（注）リク・キン・ユー・ピーター氏は2015年１月12日に退任した。

 

2014年中に、取締役会会長、執行取締役、非執行取締役および監査役に支払われた報酬（手数料、給与、手当、現物給付お

よび業績連動型賞与ならびに年金拠出金を含む。）は以下の通りである。

 （単位：千人民元）

取締役会会長：　

　ウー・イェン

 

-

執行取締役：  

　グオ・シェンチェン（社長） 1,172

　ワン・ホー 1,037

  

独立非執行取締役：  

　ワン・インチェン（注１） -

　ジョウ・シュルイ（注１、２） -

　ユ・シャオピン（注１） -

　リー・タオ（注１） -

　チェ・セーウィン・エドモンド（注２） 63

  

監査役：  

　ワン・ユエシュウ（2013年11月６日より監査役会会長） 1,078

　シェン・ヘタイ -

　ツ・ヨンフアン 780

　シェン・ルイグオ 607

  

独立監査役：  

　ル・ジェンフェイ 223

　　　　　　　　合　　計 4,960

注１：これらの非執行取締役は当社から報酬を受領していない。

２：チェ・セーウィン・エドモンド氏は2014年７月10日付で退任した。ジョウ・シュルイ氏は2015年３月20日付で退任し

た。

 

中国財政部およびCIRCが公布した法令に従って、当社は中国本土に在住しない従業員向けに発行されるものを除き、2008年

にSARスキームを暫時停止することを決定した。「第６　経理の状況」に含まれる財務書類に対する注記45を参照のこと。

 

　中国の関連する監督当局の方針に従い、当社は、取締役会会長であるウー・イェン氏に対しいかなる報酬も支払わなかっ

た。2014年12月31日に終了した年度に関する主要役員の総合的な報酬パッケージは、現在中国の関連当局の方針に従いレ

ビューおよび承認の手続中である。未支給の報酬金額は当グループの2014年度連結財務書類に重要な影響を及ぼすことは予想

されていない。
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５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、健全なコーポレート・ガバナンスの維持が当社、当社の株主および利害関係者の利益になると考えている。当社

は、会社法、香港証券取引所上場規則、ガイドラインおよびその他の関連法令ならびに当社定款に従い、継続的に、コーポ

レート・ガバナンスを強化した。

2014年度、当社は、中国保険法、ＣＩＲＣが発行した保険会社の情報開示に関する管理方法、保険会社の内部監査ガイドラ

イン（試験運用）および保険会社の関係者取引管理に関する経過措置、並びにコーポレート・ガバナンス・コードの適用ある

条項の要件ならびに香港証券先物令に従い、継続的に、内部統制および監督機能を強化し、関係者取引に関する管理システム

を改善し、さらに法令順守構造および管理を強化した。

 

 

　当年度中、当社は、コーポレート・ガバナンス・コード第A.4.2条からの逸脱を除き、コーポレート・ガバナンス・コードの

全ての規定を遵守した。

コーポレート・ガバナンス・コード第A.4.2条にしたがい、各取締役は少なくとも３年に１度の交代により退任しなければな

らない。独立非執行取締役であるリク・キン・ユー・ピーター氏およびディン・ニンニン氏の取締役としての任期は、それぞ

れ2011年４月28日および2012年１月17日に満了となる予定であった。また、その他のすべての取締役の任期は、2014年１月16

日に満了となる予定であった。しかしながら、中国会社法の要件にしたがい、取締役の任期の満了に際し当該取締役がまだ再

選されていない場合または取締役の退任により取締役の人数が最低人数より少なくなる場合、新たに選ばれた取締役の任期が

開始するまでは、既存の取締役が取締役としての務めを続けなければならない。従って、リク・キン・ユー・ピーター氏およ

びディン・ニンニン氏ならびにその他のすべての取締役は、現在、新任取締役が選任および承認されるまで、引続き取締役を

務めた。結果として当社は、2011年４月29日以降本書の日付現在まで、コーポレート・ガバナンス・コード第A.4.2条の要件を

遵守することができなかった。当年度中、2014年７月10日にチェ・セーウィン・エドモンド氏が非執行取締役を退任し、2015

年１月12日にリク・キン・ユー・ピーター氏が独立非執行取締役を退任した。2015年３月20日に、ジョウ・シュルイ氏が非執

行取締役を退任した。

上場規則第3.10Aの要件にしたがって、上場会社の取締役会における独立非執行取締役の人数は取締役会の３分の１以上でな

ければならない。2015年１月12日にリク・キン・ユー・ピーター氏が独立非執行取締役を退任したことに伴い、取締役会は、

執行取締役３名、非執行取締役４名および独立非執行取締役３名の合計10名で構成されることとなり、上場規則第3.10Aの要件

を遵守していなかった。2015年３月20日にジョウ・シュルイ氏が非執行取締役を退任した後、取締役会の３分の１を独立非執

行取締役が占めることとなり、当社は再び上場規則3.10Aの要件を遵している。

 

　取締役会の権限および職務

取締役会は、当社の運営監視および管理、全体的な戦略、政策、予算および決算報告の策定、当社の年次業務計画および投

資計画の決定、基本的な管理体制および内部管理構造の決定、当社の業績評価および経営陣の業務の監督指導に関してリー

ダーシップを取る責任を負う。また、取締役会は、株主総会の開催、株主総会決議の実施、当社の利益配当および欠損回収計

画の策定、登録資本金の増額又は減額および社債発行についての計画の策定、定款変更の提案、当社の合併、分割、会社形態

の変更又は清算に関する計画の策定、社長、副社長、取締役会秘書役、コンプライアンス担当役員、財務担当役員、監査担当

役員および社長補佐の任命および解任ならびにこれら役員の報酬、賞与および罰則の決定等、取締役会委員会メンバーの選
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出、ならびに他社への投資または当社の株主もしくは実質的支配者以外の者に対する保証の提供の承認に関しても責任を負

う。取締役会は、当社の内部統制、リスク管理およびコンプライアンス管理に最終責任を負う。

取締役会は、当社の日常的業務管理を経営陣に委任する。ただし、法律上の取締役会の機能および権限は、原則として、取

締役会会長、いずれかの取締役個人またはその他の個人もしくは組織に委任してはならない。一定の意思決定事項の委任が必

要となる場合は、法律にしたがい取締役会の決議に基づき委任されなければならない。当該委任は事案ごとに付与されるもの

とし、いかなる場合も取締役会の権限および任務を他の組織または個人に対し一般的もしくは恒久的に委任することはできな

い。

 

　監査委員会の権限および職務

　当社の財務報告手続および内部統制体制の監視および検査、当社の財務情報の検討、監査人の任命および監査報酬の検討な

らびに当社の内部および外部監査に対する監視および指示等に責任を負う。

 

　任命、報酬および考課委員会の権限および職務

　取締役会の構造および構成の定期的な査定、取締役候補者の推薦、報酬方針および枠組みの策定、評価基準の策定ならびに

取締役、社長およびその他の上級管理職の年度評価の実施、取締役および上級管理職の報酬案の取締役会への提案等に責任を

負う。

 

　戦略企画委員会の権限および職務

当社の中長期開発戦略の策定、事業計画、重要な投資、資金調達計画、年次予算および決算報告、利益配分計画および損失

回復計画、重要資産の処分計画、株式および社債の発行計画、当社の組織構造の重大な変更の計画ならびに定款の修正提案の

検討、当社のコーポレート・ガバナンス方針および慣行の策定ならびに見直し等に責任を負う。

 

　リスク管理および投資決定委員会の権限および職務

リスク管理に関する当社全体としての目標、基本方針および作業システム、リスク管理のための組織構造並びに関連する権

限および職務、重要な決定のリスク評価に関する報告および重要なリスクに対する解決方法ならびに年次リスク評価報告の検

討、リスク管理体制の業務効率の監視、保険基金の利用のための管理システム、保険基金利用業務に関する規則、規定および

意思決定プロセスの検討、ならびに年次戦略的資産配分計画および資産の投資方針等の策定につき責任を負う。

 

　監査役会の権限および職務

会社法および定款にしたがい、監査役会は株主総会に対する説明責任を負う。また、監査役会は、当社の財務、取締役およ

び他の上級経営陣の監督義務の遂行、取締役会が株主総会を招集および統括する義務を遂行できない場合に株主総会を招集お

よび統括すること等につき責任を負う。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度（2013年） 当連結会計年度（2014年）

監査業務に関して支

払われた報酬額

非監査業務に関して

支払われた報酬額

監査業務に関して支

払われた報酬額

非監査業務に関して

支払われた報酬額

当社
14.73百万人民元

(285.91百万円)

0.97百万人民元

(18.83百万円)

13.95百万人民元

（270.77百万円）

0.35百万人民元

（6.79百万円）

当社連結子会社 - - - -

合計
14.73百万人民元

(285.91百万円)

0.97百万人民元

(18.83百万円)

13.95百万人民元

（270.77百万円）

0.35百万人民元

（6.79百万円）

 

②【その他重要な報酬の内容】

当社は監査人にその他の重要な報酬を支払っていない。

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当年度における非監査業務には、日本の関東財務局への2014年の年次および半期提出資料に関する翻訳レビュー業務ならび

に2014年ライツ・イシューに関し提供された専門業務および融資証明業務が含まれる。
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かかる業務の遂行および提供に関する当社および監査人のそれぞれの機能および責任に鑑み、当社はかかる非監査業務は監

査人の独立性および客観性に影響を与えるものではないとの見解である。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当なし。
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第６【経理の状況】
 

ａ. 本書記載の中国人民財産保険株式会社(以下「当社」という。)および子会社(以下合わせて「当社グループ」

という。)の邦文の財務書類(以下「邦文の財務書類」という。)は、香港における諸法令及び一般に公正妥当と

認められる会計原則に準拠して作成された本書記載の原文の財務書類(以下「原文の財務書類」という。)の翻訳

に、下記の円換算額を併記したものである。当社の財務書類の日本における開示については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。)第131条第

１項の規定が適用されている。

　邦文の財務書類には、財務諸表等規則に基づき、原文の財務書類中の人民元によって表示された金額のうち主

要なものについて円換算額が併記されている。日本円への換算には、2015年４月30日に中国の外国為替管理局が

公表した為替レートの仲値に基づく、１人民元＝19.41円の為替レートが使用されている。

　なお、財務諸表等規則に基づき、日本と香港との会計処理の原則および手続並びに表示方法の主要な相違につ

いては、第６の「４ 香港と日本における会計原則および会計慣行の主要な相違」に記載されている。

　円換算額および第６の「２ 主な資産・負債及び収支の内容」から「４ 香港と日本における会計原則および会

計慣行の主要な相違」までの事項は原文の財務書類には記載されておらず、当該事項における原文の財務書類へ

の参照事項を除き、下記ｂの監査証明に相当すると認められる証明の対象になっていない。

 

ｂ. 原文の財務書類は、外国監査法人等(「公認会計士法」(昭和23年法律第103号)第１条の３第７項に規定されて

いる外国監査法人等をいう。)であるデロイト・トウシュ・トーマツ(香港における公認会計士事務所)から、

「金融商品取引法」(昭和23年法律第25号)第193条の２第１項第１号に規定されている監査証明に相当すると認

められる証明を受けている。デロイト・トウシュ・トーマツの監査報告書の原文および訳文は、本書に添付され

ている。
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１【財務書類】

連結損益計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

2014年 2013年

注記 百万人民元 百万人民元

総保険料 5 253,037 223,525

正味収入保険料 5 211,169 182,546

正味支払保険金 6 (135,947) (120,902)

新契約費 7 (41,803) (34,437)

その他の保険引受費用   (18,297)  (14,368)

管理費 (7,831) (6,879)

保険引受利益 7,291 5,960

投資収益 8 12,141 9,939

実現および未実現投資純利益/(損失) 9 1,319 (342)

投資関連費用 (243) (208)

保険契約者預り金支払利息 - (1)

為替差益/(差損)、純額 9 (142)

その他の収益 425 401

その他の費用 (177) (185)

財務費用 10 (1,631) (2,060)

関連会社持分損益 307 77

税引前利益 11 19,441 13,439

法人所得税 14 (4,326) (2,881)

親会社の株主に帰属する当期純利益 15,115 10,558

親会社の株主に帰属する

基本的1株当たり利益（単位：人民元）
15

 

1.061

(再表示後)

0.763

 

当年度に承認された配当の詳細は、連結財務諸表に対する注記16に開示されている。
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連結損益計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

2014年 2013年

注記 百万円 百万円

総保険料 5 4,911,448 4,338,620

正味収入保険料 5 4,098,790 3,543,218

正味支払保険金 6 (2,638,731) (2,346,708)

新契約費 7 (811,396) (668,422)

その他の保険引受費用   (355,145)  (278,883)

管理費 (152,000) (133,521)

保険引受利益 141,518 115,684

投資収益 8 235,657 192,916

実現および未実現投資純利益/(損失) 9 25,602 (6,638)

投資関連費用 (4,717) (4,037)

保険契約者預り金支払利息 - (19)

為替差益/(差損)、純額 175 (2,756)

その他の収益 8,249 7,783

その他の費用 (3,436) (3,591)

財務費用 10 (31,658) (39,985)

関連会社持分損益 5,959 1,495

税引前利益 11 377,350 260,851

法人所得税 14 (83,968) (55,920)

親会社の株主に帰属する当期純利益 293,382 204,931

親会社の株主に帰属する

基本的1株当たり利益（単位：円）
15

 

20.594

(再表示後)

14.810

 

当年度に承認された配当の詳細は、連結財務諸表に対する注記16に開示されている。
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連結包括利益計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

2014年 2013年

注記 百万人民元 百万人民元

親会社の株主に帰属する当期純利益 15,115 10,558

その他の包括利益

後に純損益に振り替えられる可能性のある項目：

売却可能金融資産

－公正価値による評価益/(損) 11,824 (1,933)

－売却時に純損益に振り替えられた利益 (1,422) (787)

－減損損失 502 1,344

税効果 31 (2,726) 344

関連会社のその他の包括利益/(損失)に対する持分 508 (101)

8,686 (1,133)

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る純利益/(損失) 15 (30)

税効果 31 (4) 7

関連会社のその他の包括利益に対する持分    1  -

12 (23)

後の期間に純損益に振り替えられる可能性のあるその他

の包括利益/(損失)、純額 8,698 (1,156)

純損益に振り替えられることのない項目：

不動産および前払土地プレミアムの投資不動産への振

替に係る再評価益 338 278

税効果 31 (84) (69)

関連会社のその他の包括(損失)/利益に対する持分 (9) 6

245 215

後の期間に純損益に振り替えられることのないその他の

包括利益、純額 245 215

当期その他の包括利益/(損失)、税引後 8,943 (941)

親会社の株主に帰属する当期包括利益合計 24,058 9,617
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連結包括利益計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

2014年 2013年

注記 百万円 百万円

親会社の株主に帰属する当期純利益 293,382 204,931

その他の包括利益

後に純損益に振り替えられる可能性のある項目：

売却可能金融資産

－公正価値による評価益/(損) 229,504 (37,520)

－売却時に純損益に振り替えられた利益 (27,601) (15,276)

－減損損失 9,744 26,087

税効果 31 (52,912) 6,677

関連会社のその他の包括利益/(損失)に対する持分 9,860 (1,960)

168,595 (21,992)

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る純利益/(損失) 291 (582)

税効果 31 (78) 136

関連会社のその他の包括利益に対する持分    19  -

233 (446)

後の期間に純損益に振り替えられる可能性のあるその他

の包括利益/(損失)、純額 168,828 (22,438)

   

純損益に振り替えられることのない項目：    

不動産および前払土地プレミアムの投資不動産への振

替に係る再評価益 6,561 5,396

税効果 31 (1,630) (1,339)

関連会社のその他の包括(損失)/利益に対する持分 (175) 116

4,755 4,173

後の期間に純損益に振り替えられることのないその他の

包括利益、純額 4,755 4,173

当期その他の包括利益/(損失)、税引後 173,584 (18,265)

親会社の株主に帰属する当期包括利益合計 466,966 186,666
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連結財政状態計算書

2014年12月31日現在

 

2014年

12月31日

2013年

12月31日

注記 百万人民元 百万人民元

資産

現金および現金同等物 17 24,157 16,272

定期預金 18 88,236 64,373

デリバティブ金融資産 19 13 -

債券 20 107,789 105,682

株式 21 40,951 28,964

未収保険料、純額 22 17,400 24,870

未収還付税 - 73

再保険貸 23 25,681 26,431

貸付金および債権 24  21,752  12,910

前払費用およびその他の資産 25 13,500 12,534

関連会社に対する投資 26 4,750 3,973

投資不動産 28 4,684 4,591

有形固定資産 29 13,786 14,023

前払土地プレミアム 30 3,431 3,531

繰延税金資産 31 - 1,197

資産合計 366,130 319,424

負債

デリバティブ金融負債 19 - 2

再保険借 33 10,403 17,455

未払保険保護基金費用 34 755 698

買戻条件付売却有価証券 35  14,241  18,015

未払税金   818  -

その他の負債および未払費用 36 31,235 25,749

保険契約負債 37 198,137 178,486

保険契約者預り金 38 1,786 1,953

劣後債 39  22,449  19,562

繰延税金負債 31  531  -

負債合計 280,355 261,920

資本

資本金 41 14,828 13,604

剰余金 42 70,942 43,895

親会社の株主に帰属する資本 85,770 57,499

非支配持分 5 5

資本合計 85,775 57,504

負債および資本合計 366,130 319,424
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連結財政状態計算書

2014年12月31日現在

 

2014年

12月31日

2013年

12月31日

注記 百万円 百万円

資産

現金および現金同等物 17 468,887 315,840

定期預金 18 1,712,661 1,249,480

デリバティブ金融資産 19 252 -

債券 20 2,092,184 2,051,288

株式 21 794,859 562,191

未収保険料、純額 22 337,734 482,727

未収還付税 - 1,417

再保険貸 23 498,468 513,026

貸付金および債権 24  422,206  250,583

前払費用およびその他の資産 25 262,035 243,285

関連会社に対する投資 26 92,198 77,116

投資不動産 28 90,916 89,111

有形固定資産 29 267,586 272,186

前払土地プレミアム 30 66,596 68,537

繰延税金資産 31 - 23,234

資産合計 7,106,583 6,200,020

   

負債    

デリバティブ金融負債 19 - 39

再保険借 33 201,922 338,802

未払保険保護基金費用 34 14,655 13,548

買戻条件付売却有価証券 35  276,418  349,671

未払税金   15,877  -

その他の負債および未払費用 36 606,271 499,788

保険契約負債 37 3,845,839 3,464,413

保険契約者預り金 38 34,666 37,908

劣後債 39  435,735  379,698

繰延税金負債 31  10,307  -

負債合計 5,441,691 5,083,867

   

資本    

資本金 41 287,811 264,054

剰余金 42 1,376,984 852,002

親会社の株主に帰属する資本 1,664,796 1,116,056

非支配持分 97 97

資本合計 1,664,893 1,116,153

負債および資本合計 7,106,583 6,200,020
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連結資本変動計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

親会社の株主に帰属する資本

非支配

持分

資本

合計資本金

資本

剰余金

資産

再評価

差額
金**

売却

可能

投資

再評価

差額金

キャッ

シュ・

フロー・
ヘッジ

差額金

法定

準備
金***

一般

リスク

準備金

利益

準備金

利益

剰余金 合計

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

2014年１月１日残高 13,604 12,990 2,292 (3,335) (1) 22,887 3,940 - 5,122 57,499 5 57,504

当期純利益 - - - - - - - - 15,115 15,115 - 15,115

その他の包括利益 - - 245 8,686 12 - - - - 8,943 - 8,943

包括利益合計 - - 245 8,686 12 - - - 15,115 24,058 - 24,058

株主割当増資**** 1,224 6,020 - - - - - - - 7,244 - 7,244

株式発行費**** - (24) - - - - - - - (24) - (24)

法定準備金および一般

リスク準備金積立***** - - - - - 1,457 1,457 - (2,914) - - -

任意積立金積立***** - - - - - 4,330 - - (4,330) - - -

農業保険の利益準備金

積立***** - - - - - - - 721 (721) - - -

2013年最終配当****** - - - - - - - - (3,007) (3,007) - (3,007)

2014年12月31日残高 14,828 18,986* 2,537* 5,351* 11* 28,674* 5,397* 721* 9,265* 85,770 5 85,775

             

 

* これらの剰余金は2014年12月31日現在の連結財政状態計算書の連結剰余金70,942百万人民元（2013年12

月31日現在：43,895百万人民元）を構成している。

** 資産再評価差額金は、不動産の自社使用から投資不動産への用途変更に起因する。

*** 当準備金には、法定準備金および任意積立金の両方が含まれる。

**** 2014年6月27日、当社の株主は、株主総会において株主割当増資の議案を承認した。当社は2014年11月

17日現在の登録株主が保有するH株式および国内株式それぞれ10株につき引受権0.9株の割合で、H株式

引受権1株当たり発行価格7.46香港ドルによりH株380百万株、国内株式引受権1株当たり発行価格5.92人

民元により国内株式845百万株の株主割当増資を完了した。当社は7,244百万人民元の資金を調達し、こ

のうち1,224百万人民元を資本金に計上し、24百万人民元の株式発行費を控除した後の5,996百万人民元

を資本剰余金に計上した。

***** 2014年6月27日、当社の株主は株主総会において、法定準備金および一般リスク準備金積立後、2013年

度の親会社の株主に帰属する当期純利益の55％の5,800百万人民元を任意積立金に積み立てることを承

認した。2013年8月26日に当社の取締役会で承認された決議に基づき、当社は2013年12月31日に終了し

た事業年度に3,807百万人民元を既に任意準備金に積み立てているため、当事業年度は1,993百万人民元

を任意準備金に積み立てた。

 2014年8月22日、当社の取締役会は、法定準備金に779百万人民元、一般リスク準備金に779百万人民元

および任意準備金に2,337百万人民元を積み立てることを承認した。この積立額は、2014年6月30日に終

了する6ヵ月間における親会社の株主に帰属する純利益のそれぞれ10％、10％および30％に基づいてい

る。

****** 2014年6月27日、当社の株主は株主総会において、2013年12月31日に終了した事業年度の最終配当を、

普通株式１株当たり0.221人民元、合計3,007百万人民元とすることを承認した。
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連結資本変動計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

親会社の株主に帰属する資本

非支配

持分

資本

合計資本金

資本

剰余金

資産

再評価

差額
金**

売却

可能

投資

再評価

差額金

キャッ

シュ・

フロー・
ヘッジ

差額金

法定

準備
金***

一般

リスク

準備金

利益

準備金

利益

剰余金 合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2014年１月１日残高 264,054 252,136 44,488 (64,732) (19) 444,237 76,475 - 99,418 1,116,056 97 1,116,153

当期純利益 - - - - - - - - 293,382 293,382 - 293,382

その他の包括利益 - - 4,755 168,595 233 - - - - 173,584 - 173,584

包括利益合計 - - 4,755 168,595 233 - - - 293,382 466,966 - 466,966

株主割当増資**** 23,758 116,848 - - - - - - - 140,606 - 140,606

株式発行費**** - (466) - - - - - - - (466) - (466)

法定準備金および一般

リスク準備金積立***** - - - - - 28,280 28,280 - (56,561) - - -

任意積立金積立***** - - - - - 84,045 - - (84,045) - - -

農業保険の利益準備金

積立***** - - - - - - - 13,995 (13,995) - - -

2013年最終配当****** - - - - - - - - (58,366) (58,366) - (58,366)

2014年12月31日残高 287,811 368,518* 49,243* 103,863* 214* 556,562* 104,756* 13,995* 179,834*1,664,796 97 1,664,893

             

 

* これらの剰余金は2014年12月31日現在の連結財政状態計算書の連結剰余金70,942百万人民元（2013年12

月31日現在：43,895百万人民元）を構成している。

** 資産再評価差額金は、不動産の自社使用から投資不動産への用途変更に起因する。

*** 当準備金には、法定準備金および任意積立金の両方が含まれる。

**** 2014年6月27日、当社の株主は、株主総会において株主割当増資の議案を承認した。当社は2014年11月

17日現在の登録株主が保有するH株式および国内株式それぞれ10株につき引受権0.9株の割合で、H株式

引受権1株当たり発行価格7.46香港ドルによりH株380百万株、国内株式引受権1株当たり発行価格5.92人

民元により国内株式845百万株の株主割当増資を完了した。当社は7,244百万人民元の資金を調達し、こ

のうち1,224百万人民元を資本金に計上し、24百万人民元の株式発行費を控除した後の5,996百万人民元

を資本剰余金に計上した。

***** 2014年6月27日、当社の株主は株主総会において、法定準備金および一般リスク準備金積立後、2013年

度の親会社の株主に帰属する当期純利益の55％の5,800百万人民元を任意積立金に積み立てることを承

認した。2013年8月26日に当社の取締役会で承認された決議に基づき、当社は2013年12月31日に終了し

た事業年度に3,807百万人民元を既に任意準備金に積み立てているため、当事業年度は1,993百万人民元

を任意準備金に積み立てた。

 2014年8月22日、当社の取締役会は、法定準備金に779百万人民元、一般リスク準備金に779百万人民元

および任意準備金に2,337百万人民元を積み立てることを承認した。この積立額は、2014年6月30日に終

了する6ヵ月間における親会社の株主に帰属する純利益のそれぞれ10％、10％および30％に基づいてい

る。

****** 2014年6月27日、当社の株主は株主総会において、2013年12月31日に終了した事業年度の最終配当を、

普通株式１株当たり0.221人民元、合計3,007百万人民元とすることを承認した。
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連結資本変動計算書(続き)

2014年12月31日に終了した事業年度

 

親会社の株主に帰属する資本

非支配

持分

資本

合計資本金

資本

剰余金

資産

再評価

差額金**

売却可能

投資

再評価

差額金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

差額金

法定

準備金***

一般

リスク

準備金

利益

剰余金 合計

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

百万

人民元

2013年１月１日残高 12,256 8,584 2,077 (2,202) 22 12,285 2,886 9,542 45,450 - 45,450

当期純利益 - - - - - - - 10,558 10,558 - 10,558

その他の包括利益/(損
失) - - 215 (1,133) (23) - - - (941) - (941)

包括利益/(損失)合計 - - 215 (1,133) (23) - - 10,558 9,617 - 9,617

株主割当増資**** 1,348 4,439 - - - - - - 5,787 - 5,787

株式発行費**** - (33) - - - - - - (33) - (33)

法定準備金および一般

リスク準備金積立 - - - - - 1,054 1,054 (2,108) - - -

任意積立金積立***** - - - - - 9,548 - (9,548) - - -

2013年中間配当****** - - - - - - - (3,306) (3,306) - (3,306)

非支配株主による出資
（注記27） - - - - - - - - - 5 5

その他 - - - - - - - (16) (16) - (16)

2013年12月31日残高 13,604 12,990* 2,292* (3,335)* (1)* 22,887* 3,940* 5,122* 57,499 5 57,504

            

 

* これらの剰余金は2013年12月31日現在の連結財政状態計算書の連結剰余金43,895百万人民元（2012年12

月31日現在：33,194百万人民元）を構成している。

** 資産再評価差額金は、不動産の自社使用から投資不動産への用途変更に起因する。

*** 当準備金には、法定準備金および任意積立金の両方が含まれる。

**** 2013年1月16日、当社の取締役会は株主割当増資の議案を承認した。当社は、2013年5月30日現在の登録

株主が保有するH株式および国内株式それぞれ10株につき引受権1.1株の割合で、H株式引受権1株当たり

発行価格5.38香港ドルによりH株式418百万株、国内株式引受権1株当たり発行価格4.30人民元により国

内株式930百万株の株主割当増資を完了した。当社は5,787百万人民元の資金を調達し、このうち1,348

百万人民元を資本金に計上し、33百万人民元の株式発行費を控除した後の4,406百万人民元を資本剰余

金に計上した。

***** 2013年6月29日、当社の株主は株主総会において、法定準備金および一般リスク準備金積立後、2012年

度の親会社の株主に帰属する当期純利益の55％の5,741百万人民元を任意積立金に積み立てることを承

認した。

2013年８月26日、当社の取締役会は、法定準備金および一般リスク準備金積立後、2013年6月30日に終

了する6ヵ月間における親会社の株主に帰属する中間純利益の50％の3,807百万人民元を任意積立金に積

み立てることを承認した。

****** 2013年8月26日、当社の取締役会は2013年中間配当を普通株式１株当たり0.243人民元、合計3,306百万

人民元とすることを承認した。
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連結資本変動計算書(続き)

2014年12月31日に終了した事業年度

 

 親会社の株主に帰属する資本   

資本金

資本

剰余金

資産

再評価

差額金**

売却可能

投資

再評価

差額金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

差額金

法定

準備
金***

一般

リスク

準備金

利益

剰余金 合計

非支配

持分

資本

合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2013年１月１日残高 237,889 166,615 40,315 (42,741) 427 238,452 56,017 185,210 882,185 - 882,185

           

当期純利益 - - - - - - - 204,931 204,931 - 204,931

その他の包括利益/(損
失) - - 4,173 (21,992) (446) - - - (18,265) - (18,265)

包括利益/(損失)合計 - - 4,173 (21,992) (446) - - 204,931 186,666 - 186,666

株主割当増資**** 26,165 86,161 - - - - - - 112,326 - 112,326

株式発行費**** - (641) - - - - - - (641) - (641)

法定準備金および一般
リスク準備金積立 - - - - - 20,458 20,458 (40,916) - - -

任意積立金積立***** - - - - - 185,327 - (185,327) - - -

2013年中間配当****** - - - - - - - (64,169) (64,169) - (64,169)

非支配株主による出資
（注記27） - - - - - - - - - 97 97

その他 - - - - - - - (311) (311) - (311)

2013年12月31日残高 264,054 252,136* 44,488* (64,732)* (19)* 444,237* 76,475* 99,418*1,116,056 97 1,116,153

            

 

* これらの剰余金は2013年12月31日現在の連結財政状態計算書の連結剰余金43,895百万人民元（2012年12

月31日現在：33,194百万人民元）を構成している。

** 資産再評価差額金は、不動産の自社使用から投資不動産への用途変更に起因する。

*** 当準備金には、法定準備金および任意積立金の両方が含まれる。

**** 2013年1月16日、当社の取締役会は株主割当増資の議案を承認した。当社は、2013年5月30日現在の登録

株主が保有するH株式および国内株式それぞれ10株につき引受権1.1株の割合で、H株式引受権1株当たり

発行価格5.38香港ドルによりH株式418百万株、国内株式引受権1株当たり発行価格4.30人民元により国

内株式930百万株の株主割当増資を完了した。当社は5,787百万人民元の資金を調達し、このうち1,348

百万人民元を資本金に計上し、33百万人民元の株式発行費を控除した後の4,406百万人民元を資本剰余

金に計上した。

***** 2013年6月29日、当社の株主は株主総会において、法定準備金および一般リスク準備金積立後、2012年

度の親会社の株主に帰属する当期純利益の55％の5,741百万人民元を任意積立金に積み立てることを承

認した。

2013年８月26日、当社の取締役会は、法定準備金および一般リスク準備金積立後、2013年6月30日に終

了する6ヵ月間における親会社の株主に帰属する中間純利益の50％の3,807百万人民元を任意積立金に積

み立てることを承認した。

****** 2013年8月26日、当社の取締役会は2013年中間配当を普通株式１株当たり0.243人民元、合計3,306百万

人民元とすることを承認した。
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連結キャッシュ・フロー計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

2014年 2013年

注記 百万人民元 百万人民元

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 19,441 13,439

調整項目：

投資収益 8 (12,141) (9,939)

実現および未実現投資純(利益)/損失 9 (1,319) 342

保険契約者預り金支払利息 - 1

為替(差益)/差損、純額 (9) 142

関連会社持分損益 (307) (77)

有形固定資産減価償却費 11,29 2,219 1,744

前払土地プレミアム償却費 11,30 133 130

有形固定資産売却益、純額 11 (34) (21)

財務費用 10 1,631 2,060

投資費用 243 208

未収保険料に対する貸倒引当金 11,22 517 188

未収保険料の減少/(増加) 6,953 (2,396)

前払費用およびその他の資産の増加 (20) (63)

再保険借の(減少)/増加 (7,052) 788

未払保険保護基金費用の増加 57 123

その他の負債および未払費用の増加 5,275 2,091

保険契約負債の増加額、純額 20,401 15,163

営業活動による現金の増加 35,988 23,923

法人所得税支払額 (4,521) (2,514)

営業活動による正味キャッシュ・フロー 31,467 21,409

投資活動によるキャッシュ・フロー

受取利息 9,566 8,245

投資不動産による賃貸収入 210 205

株式からの配当金の受取額 1,107 979

資本的支出額 (1,849) (1,972)

有形固定資産の売却による収入 110 144

関連会社の増資および取得による支出 - (2,485)

債券および株式の購入による支出 (90,690) (87,692)

非上場債券の購入による支出 (8,842) (4,910)

関連会社から受領した配当収入  31  -

関連会社の売却による収入 - 1,115

子会社の株式発行による収入 - 5

債券および株式の売却による収入 89,075 82,513

当初満期3ヶ月超の銀行預金の預入 (25,935) (10,267)

当初満期3ヶ月超の銀行預金の回収 2,077 603

投資活動により使用された正味キャッシュ・フロー (25,140) (13,517)

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後債の発行による収入 39 8,000  -

株主割当増資による収入 7,220 5,754

劣後債の償還による支払 39 (5,000)  -

買戻条件付売却有価証券の減少、純額  (3,774)  (5,009)
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保険契約者預り金の減少 (167) (30)

利息の支払額 (1,714) (1,919)

配当金の支払額 (3,007) (3,306)

財務活動により調達/(使用)された正味キャッシュ・

フロー
1,558 (4,510)

現金および現金同等物の正味増加額 7,885 3,382

現金および現金同等物の期首残高 16,272 12,890

現金および現金同等物の期末残高 17 24,157 16,272
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連結キャッシュ・フロー計算書

2014年12月31日に終了した事業年度

 

2014年 2013年

注記 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 377,350 260,851

調整項目：    

投資収益 8 (235,657) (192,916)

実現および未実現投資純(利益)/損失 9 (25,602) 6,638

保険契約者預り金支払利息 - 19

為替(差益)/差損、純額 (175) 2,756

関連会社持分損益 (5,959) (1,495)

有形固定資産減価償却費 11,29 43,071 33,851

前払土地プレミアム償却費 11,30 2,582 2,523

有形固定資産売却益、純額 11 (660) (408)

財務費用 10 31,658 39,985

投資費用 4,717 4,037

未収保険料に対する貸倒引当金 11,22 10,035 3,649

未収保険料の減少/(増加) 134,958 (46,506)

前払費用およびその他の資産の増加 (388) (1,223)

再保険借の(減少)/増加 (136,879) 15,295

未払保険保護基金費用の増加 1,106 2,387

その他の負債および未払費用の増加 102,388 40,586

保険契約負債の増加額、純額 395,983 294,314

営業活動による現金の増加 698,527 464,345

法人所得税支払額 (87,753) (48,797)

営業活動による正味キャッシュ・フロー 610,774 415,549

   

投資活動によるキャッシュ・フロー    

受取利息 185,676 160,035

投資不動産による賃貸収入 4,076 3,979

株式からの配当金の受取額 21,487 19,002

資本的支出額 (35,889) (38,277)

有形固定資産の売却による収入 2,135 2,795

関連会社の増資および取得による支出 - (48,234)

債券および株式の購入による支出 (1,760,293) (1,702,102)

非上場債券の購入による支出 (171,623) (95,303)

関連会社からの配当金の受取額  602  -

関連会社の売却による収入 - 21,642

子会社の株式発行による収入 - 97

債券および株式の売却による収入 1,728,946 1,601,577

当初満期3ヶ月超の銀行預金の預入 (503,398) (199,282)

当初満期3ヶ月超の銀行預金の回収 40,315 11,704

投資活動により使用された正味キャッシュ・フロー (487,967) (262,365)

   

財務活動によるキャッシュ・フロー    

劣後債の発行による収入 39 155,280  -

株主割当増資による収入 140,140 111,685

劣後債の償還による支払 39 (97,050)  -
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買戻条件付売却有価証券の減少、純額  (73,253)  (97,225)

保険契約者預り金の減少 (3,241) (582)

利息の支払額 (33,269) (37,248)

配当金の支払額 (58,366) (64,169)

財務活動により調達/(使用)された正味キャッシュ・フ

ロー
30,241 (87,539)

現金および現金同等物の正味増加額 153,048 65,645

現金および現金同等物の期首残高 315,840 250,195

現金および現金同等物の期末残高 17 468,887 315,840
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財政状態計算書

2014年12月31日現在

 

2014年12月31日 2013年12月31日

注記 百万人民元 百万人民元

資産

現金および現金同等物 17 24,053 16,217

定期預金 18 88,236 64,373

デリバティブ金融資産 19 13 -

債券 20 107,789 105,682

株式 21 40,951 28,964

未収保険料、純額 22 17,400 24,870

未収還付税 - 73

再保険貸 23 25,681 26,431

貸付金および債権 24  21,752  12,910

前払費用およびその他の資産 25 13,500 12,534

関連会社に対する投資 26 4,273 4,273

子会社に対する投資 27 96 48

投資不動産 28 4,835 4,753

有形固定資産 29 13,740 13,975

前払土地プレミアム 30 3,430 3,530

繰延税金資産 31 - 1,169

資産合計 365,749 319,802

負債

デリバティブ金融負債 19 - 2

再保険借 33 10,403 17,455

未払保険保護基金費用 34 755 698

買戻条件付売却有価証券 35  14,241  18,015

未払税金   818  -

その他の負債および未払費用 36 31,235 25,749

保険契約負債 37 198,137 178,486

保険契約者預り金 38 1,786 1,953

劣後債 39  22,449  19,562

繰延税金負債 31 556 -

負債合計 280,380 261,920

資本

資本金 41 14,828 13,604

剰余金 42 70,541 44,278

資本合計 85,369 57,882

負債および資本合計 365,749 319,802
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財政状態計算書

2014年12月31日現在

 

2014年12月31日 2013年12月31日

注記 百万円 百万円

資産

現金および現金同等物 17 466,869 314,772

定期預金 18 1,712,661 1,249,480

デリバティブ金融資産 19 252 -

債券 20 2,092,184 2,051,288

株式 21 794,859 562,191

未収保険料、純額 22 337,734 482,727

未収還付税 - 1,417

再保険貸 23 498,468 513,026

貸付金および債権 24  422,206  250,583

前払費用およびその他の資産 25 262,035 243,285

関連会社に対する投資 26 82,939 82,939

子会社に対する投資 27 1,863 932

投資不動産 28 93,847 92,256

有形固定資産 29 266,693 271,255

前払土地プレミアム 30 66,576 68,517

繰延税金資産 31 - 22,690

資産合計 7,099,188 6,207,357

   
負債    
デリバティブ金融負債 19 - 39

再保険借 33 201,922 338,802

未払保険保護基金費用 34 14,655 13,548

買戻条件付売却有価証券 35  276,418  349,671

未払税金   15,877  -

その他の負債および未払費用 36 606,271 499,788

保険契約負債 37 3,845,839 3,464,413

保険契約者預り金 38 34,666 37,908

劣後債 39  435,735  379,698

繰延税金負債 31 10,792 -

負債合計 5,442,176 5,083,867

   
資本    
資本金 41 287,811 264,054

剰余金 42 1,369,201 859,436

資本合計 1,657,012 1,123,490

負債および資本合計 7,099,188 6,207,357

 
　　次へ
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連結財務諸表に対する注記

2014年12月31日に終了した事業年度

 

1． 企業情報

 

中国人民財産保険株式会社(以下「当社」という。)は、中華人民共和国(以下「中国」という。)で設立された株

式会社である。

 

当社の登録事務所の所在地は、中国北京市朝陽区建国門外大街2号院2号楼（郵便番号100022）である。

 

当社および子会社(以下総称して「当社グループ」という。)は損害保険事業に従事している。事業セグメントの

詳細は、当連結財務諸表に対する注記4に開示されている。

 

当社の取締役は、当社の親会社および最終持株会社は、中国で設立された中国人民保険集団股份有限公司(以下

「PICCグループ」という。)であると認識している。

 

2.1 準拠の表明

 

当連結財務諸表は、香港公認会計士協会によって公表された香港財務報告基準(以下「HKFRS」という。)(すべて

の香港財務報告基準、香港会計基準(以下「HKAS」という。)および解釈指針を含む。)に準拠して作成されてい

る。さらに、当連結財務諸表には、香港証券取引所の有価証券上場規則および香港会社条例において要求される開

示事項も記載されている。

 

2.2 作成の基礎

 

当連結財務諸表は、投資不動産、一定の金融商品および保険契約負債を除き、取得原価基準により作成されてい

る。また、当連結財務諸表は人民元で表示され、すべての金額は、別途記載のない限り百万人民元未満を四捨五入

している。

 

取得原価は、通常、財およびサービスとの交換で提供した対価の公正価値に基づいている。

 

連結の基礎

 

当連結財務諸表には、当社および当社が支配する企業(子会社)の財務諸表が含まれている。当社が以下の状況に

ある場合には支配は達成されている。

 

・　投資先に対するパワーを有する。

・　投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有する。

・　リターンに影響を及ぼすようにパワーを用いる能力を有する。

 

当社グループは、上記の支配の3要素のうち1つ以上に変化があったことを示す事実や状況がある場合には、投資

先を支配しているかどうかを再検討している。

 

　当社グループは、投資先の議決権の過半数を有していない場合でも、投資先の関連性のある活動を一方的に指

図する実質的な能力を得るのに十分な議決権を有しているときは、投資先に対するパワーを有している。当社グ

ループの投資先に対する議決権がパワーを得るのに十分かどうかを評価する際に、当社グループは、以下の事項を

含むすべての関連する事実と状況を考慮する。
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・　他の議決権保有者の保有の規模および分散状況との比較における当社グループの議決権保有の相対的な規模

・　当社グループ、他の議決権保有者または他の当事者が保有している潜在的議決権

・　他の契約上の取決めから生じる権利

・　意思決定を行う必要がある時に関連性のある活動を指図する現在の能力を、当社グループが有していること

または有していないことを示す追加的な事実および状況(過去の株主総会における投票パターンを含む。)

　

子会社の連結は、当社が子会社に対する支配を獲得した時に開始し、子会社に対する支配を喪失した時に終了す

る。具体的には、事業年度の途中で取得または売却した子会社については、当社が支配を獲得した日から当社が当

該子会社を支配しなくなった日までの収益および費用を連結損益計算書および連結包括利益計算書に含めている。

 

純損益およびその他の包括利益の各内訳項目は、当社の株主と非支配持分に帰属させている。非支配持分がマイ

ナスの残高となる場合も、子会社の包括利益の総額を当社の株主と非支配持分に帰属させている。

 

必要な場合には、子会社の会計方針を当社グループの会計方針と一致させるために、子会社の財務諸表に修正を

行っている。

 

当社グループ企業間の取引に関するグループ内のすべての資産および負債、資本、収益、費用ならびにキャッ

シュ・フローは、連結時に全額相殺される。

 

既存の子会社に対する当社グループの株主持分の変動

 

既存の子会社に対する当社グループの株主持分の変動のうち、当社グループの当該子会社に対する支配の喪失と

ならないものは、資本取引として会計処理される。当社グループの持分と非支配持分の帳簿価額は、当該子会社に

対する相対的持分の変動を反映するために修正される。非支配持分の修正額と支払対価または受取対価の公正価値

との差額は、資本に直接認識され、親会社の株主に帰属させる。

 

当社グループが子会社の支配を喪失した場合には、利益または損失が純損益に認識される。この利益または損失

は、(ⅰ) 受取対価の公正価値と留保持分がある場合はその公正価値の合計と、(ⅱ) 子会社の資産(のれんを含む)

および負債ならびに非支配持分(該当する場合)の従前の帳簿価額との差額として計算される。当該子会社に関連し

てその他の包括利益に過去に認識したすべての金額は、当社グループが当該子会社の関連する資産または負債を直

接売却した場合と同様に会計処理され、適用されるHKFRSの規定に従って純損益に振り替えられるか、または資本

の他の項目に振り替えられる。支配喪失日現在で旧子会社に対して留保する投資がある場合には、その公正価値は

HKAS第39号に基づくその後の会計処理における当初認識時の公正価値、または該当がある場合には、関連会社また

は共同支配企業に対する投資の当初認識時の原価とされる。
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2.3 新規または改訂後のHKFRSの適用

 

当社グループは、以下の改訂後のHKFRSおよび新解釈指針を当年度から適用した。

HKFRS第10号、HKFRS第12号およびHKAS第27号の改訂 投資企業

HKAS第32号の改訂 金融資産と金融負債の相殺

HKAS第36号の改訂 非金融資産の回収可能価額の開示

HKAS第39号の改訂 デリバティブの契約更改とヘッジ会計の継続

HK(IFRIC)解釈指針第21号 賦課金

 

HKFRS第10号、HKFRS第12号およびHKAS第27号の改訂－投資企業

 

　HKFRS第10号の改訂は投資企業を定義するとともに、投資企業の定義を満たす報告企業に対して、その子会社を

連結するのではなく、連結および個別財務諸表上において純損益を通じて公正価値で測定することを要求してい

る。

投資企業として適格となるには、報告企業は以下の条件を満たす必要がある。

 

・　投資者から、当該投資者に投資管理サービスを提供する目的で資金を得ている。

・　投資者に対して、自らの目的は資本増価、投資収益、またはその両方からのリターンのためだけに資金を投

資することであると確約している。

・　投資のほとんどすべての測定および業績評価を公正価値ベースで行っている。

 

投資企業に関する新しい開示要求の導入に伴い、HKFRS第12号およびHKAS第27号に対しても結果的に改訂が行わ

れている。

 

HKAS第32号の改訂－金融資産と金融負債の相殺

 

HKAS第32号の改訂は、金融資産と金融負債の相殺に関連する要求事項を明確にしている。具体的には、この改訂

は「法的強制力のある相殺権を現在有している」および「実現と決済を同時に行う」の意味を明確にしている。

 

HKAS第36号の改訂－非金融資産に係る回収可能価額の開示

 

HKAS第36号の改訂は、のれんまたは耐用年数を確定できないその他の無形資産が配分されていた資金生成単位

(以下「CGU」という。)に減損または減損の戻入がない場合に、関連するCGUの回収可能価額を開示する要求事項を

削除している。さらに、当該改訂基準は、資産またはCGUの回収可能価額が処分コスト控除後の公正価値で測定さ

れる場合に適用される追加の開示要求を導入している。これらの新しい開示には、HKFRS第13号「公正価値測定」

で要求される開示事項と一致する公正価値の階層、主要な仮定および使用した評価手法に関する記述が含まれる。

 

HKAS第39号の改訂－デリバティブの契約更改およびヘッジ会計の継続

 

HKAS第39号の改訂は、ヘッジ手段に指定されたデリバティブが一定の状況下で契約更改される場合にヘッジ会計

を中止する要求事項に係る救済措置を提供している。また、当該改訂基準は、当該契約更改から生ずるヘッジ手段

に指定されたデリバティブに係る公正価値の変動を、ヘッジの有効性の評価および測定に含めなければならないこ

とを明らかにしている。
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HK(IFRIC)第21号－賦課金

 

HK(IFRIC)第21号「賦課金」は、政府から課される賦課金を支払う際の負債の認識時期に関する問題を取り扱っ

ている。当該解釈指針は、賦課金を定義し、負債を生じさせる債務発生事象とは法令の規定により賦課金の支払を

引き起こす活動であることを明らかにしている。当該解釈指針は、異なる種類の賦課金の取決めの会計処理方法に

関する指針を提供しており、特に、経済的な強制や継続企業の前提での財務諸表の作成が、将来の営業活動により

生じる賦課金の支払義務を企業が現在有していることを示唆しないことを明らかにした。

 

　上記のHKFRSの改訂および新しい解釈指針の適用による、当社グループの連結財務諸表上の開示事項または認識

金額への重要な影響はなかった。

 

2.4 既に公表されているが発効していないHKFRS

 

当社グループは、既に公表されているが発効していない以下の新規または改訂後のHKFRSを当連結財務諸表にお

いて適用していない。

HKFRS第9号 金融商品1

HKFRS第14号 規制繰延勘定2

HKFRS第15号 顧客との契約から生じる収益3

HKFRS第11号の改訂 共同支配事業に対する持分の取得に関する会計処理5

HKAS第1号の改訂 開示に関する取組み5

HKAS第16号およびHKAS第38号の改訂 減価償却および償却の許容される方法の明確化5

HKAS第16号およびHKAS第41号の改訂 農業：果実生成型植物5

HKAS第19号の改訂 確定給付制度：従業員拠出4

HKAS第27号の改訂 個別財務諸表における持分法5

HKFRS第10号およびHKAS第28号の改訂

 

投資者とその関連会社または共同支配企業の間での資産

の売却または拠出5

HKFRS第10号、HKFRS第12号およびHKAS第28号の改訂 投資企業：連結の例外の適用5

HKFRSの改訂 HKFRSの年次改善2010年-2012年サイクル6

HKFRSの改訂 HKFRSの年次改善2011年-2013年サイクル4

HKFRSの改訂 HKFRSの年次改善2012年-2014年サイクル5

 
1 2018年1月1日以後開始する事業年度より発効。早期適用が認められる。

2 2016年1月1日以後開始する事業年度に係る最初のHKFRS年次財務諸表より発効。早期適用が認められる。

3 2017年1月1日以後開始する事業年度より発効。早期適用が認められる。

4 2014年7月1日以後開始する事業年度より発効。早期適用が認められる。

5 2016年1月1日以後開始する事業年度より発効。早期適用が認められる。

6 一部の限定的な例外を除き、2014年７月1日以後開始する事業年度より発効。早期適用が認められる。

 

当社グループへの関連性が見込まれる、これらのHKFRSに関する詳細は以下の通りである。

 

HKFRS第9号－金融商品

 

2009年に公表されたHKFRS第9号により、金融資産の分類および測定に関する新しい要求事項が導入された。

HKFRS第9号はその後、金融負債の分類および測定ならびに認識の中止に関する要求事項を含める目的で2010年に改

訂され、さらに2013年に、一般的なヘッジ会計に関する新しい要求事項を含める目的で改訂された。HKFRS第9号の

さらなる改訂版は2014年に公表され、主に a) 金融資産の減損に関する要求事項および b) 分類および測定の要求

事項に対する限定的な改訂が追加された。b)の限定的な改訂とは、特定の単純な負債性商品に「その他の包括利益

を通じて公正価値で測定する(以下「FVTOCI」という。)」という測定カテゴリーを導入することである。

 

HKFRS第9号の主要な要求事項は以下に記載する通りである。
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・　HKAS第39号「金融商品：認識および測定」の適用範囲内にあるすべての認識済金融資産は、償却原価または

公正価値で事後測定される。具体的には、契約上のキャッシュ・フローを回収することを目的としたビジネ

スモデルに基づいて保有される負債性商品に対する投資で、かつその負債性商品に対する投資の契約上の

キャッシュ・フローが元本および元本残高に係る利息の支払のみである場合、通常はその後の会計期間末時

点において償却原価で測定される。契約上のキャッシュ・フローの回収および金融資産の売却の両方により

その目的が達成されるビジネスモデルに基づき保有される負債性商品で、かつ特定の日に元本および元本残

高に係る利息の支払いのみのキャッシュ・フローを生じさせる金融資産の契約条項を有するものは、FVTOCI

で測定される。その他の負債性商品に対する投資および資本性商品に対する投資はすべて、その後の会計期

間末時点の公正価値で測定される。これに加えて、HKFRS第9号に基づき、企業は資本性商品に対する投資

(売買目的保有ではないもの)の公正価値における事後の変動をその他の包括利益に表示する取消不能の選択

をすることもできる。この場合は通常、配当収益のみを純損益に認識する。

 

・　純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債の測定に関して、HKFRS第9号は、金融負

債の公正価値の変動が当該負債の信用リスクの変動に起因する場合、当該変動をその他の包括利益に認識す

ることを要求している。ただし、当該負債の信用リスクの変動の影響をその他の包括利益に認識することに

より、純損益における会計上のミスマッチを創出および拡大する場合はこの限りではない。金融負債の信用

リスクの変動に起因する金融負債の公正価値の変動は、事後的に純損益に振り替えられない。HKAS第39号に

基づき、純損益を通じて公正価値で計上するものとして指定された金融負債の公正価値の変動は、すべて純

損益に表示されている。

 

・　金融資産の減損に関連して、HKFRS第9号では、HKAS第39号に基づく発生信用損失モデルと異なり、予想信用

損失モデルによることを企業に要求している。予想信用損失モデルは、当初認識以降の信用リスクの変動を

反映する目的で、各報告日現在における予想信用損失および予想信用損失の変動の会計処理を行うことを企

業に要求している。つまり、信用損失を認識する前に信用事象が発生済みであることは今後は要求されな

い。

 

・　通常のヘッジ会計に係る新しい要求事項は、引き続き3種類のヘッジ会計を維持している。ただし、ヘッジ

会計に適格である取引の種類については大きく柔軟化し、特に、ヘッジ手段として適格である金融商品の種

類およびヘッジ会計に適格である非金融商品項目のリスク要素の種類を拡大している。さらに、有効性の判

定は抜本的に見直され、「経済的関係」の原則に置き換えられた。ヘッジの有効性の遡及的評価も今後は要

求されない。また、企業のリスク管理活動に関する拡充された開示の要求事項も導入されている。

 

今後のHKFRS第9号の適用は、当社グループの金融資産および金融負債の報告金額に重要な影響を及ぼす可能性が

ある。ただし、詳細な検討が完了するまではその影響を合理的に見積ることは実務的に可能ではない。

 

HKFRS第15号－顧客との契約から生じる収益

 

2014年7月に、顧客との契約から生じる収益の会計処理を行う際に企業が利用する、単一の包括的なモデルを確

立するHKFRS第15号が公表された。HKFRS第15号はその発効に伴い、HKAS第18号「収益」、HKAS第11号「工事契約」

および関連する解釈指針から置き換わることになる。

 

　HKFRS第15号のコア原則では、企業は、約束した財またはサービスの顧客への移転を、企業が財またはサービス

と交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額で描写するように、収益を認識しなければならない。具体

的には、当該基準は収益認識の5ステップ・アプローチを導入している。

 

・　ステップ1：顧客との契約の識別

・　ステップ2：契約における履行義務の識別

・　ステップ3：取引価格の算定

・　ステップ4：契約における履行義務への取引価格の配分

・　ステップ5：履行義務の充足時点での(充足に伴う)収益認識
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HKFRS第15号に基づき、企業は、履行義務が充足される時点(充足に伴って)、すなわち特定の履行義務の基礎と

なる財またはサービスの「支配」が顧客に移転される時点で収益を認識する。具体的なシナリオに対応するため、

HKFRS第15号にはより規範的な指針が追加されている。さらに、HKFRS第15号は開示の拡充も要求している。

 

当社グループは、今後のHKFRS第15号の適用により、当社グループの連結財務諸表上の報告金額および開示事項

に重要な影響を及ぼす可能性があると予想している。ただし、詳細な検討が完了するまではHKFRS第15号の影響を

合理的に見積ることは実務的に可能ではない。

 

HKAS第16号およびHKAS第38号の改訂－減価償却および償却の許容される方法の明確化

 

HKAS第16号の改訂は、企業が有形固定資産項目に対して収益を基礎とした減価償却法を用いることを禁止してい

る。HKAS第38号の改訂は、無形資産の償却に際して収益は適切な基礎とはならないとする反証可能な推定を導入し

ている。この推定は、以下の2つの限定的な状況においてのみ反証可能である。

 

a) 無形資産が収益の測定値として示される場合、または

b) 収益と無形資産の経済的便益の消費について高い相関性を実証できる場合

 

HKAS第19号の改訂－確定給付制度：従業員拠出

 

HKAS第19号の改訂は、確定給付制度への従業員または第三者による拠出について、これらの拠出が従業員の勤続

年数に依存するものか否かに基づき、企業がどのように会計処理すべきであるかを明確にしている。

 

勤続年数に依存しない拠出の場合、企業は、関連する勤務が提供された期間の勤務費用の減額として、または予

測単位積増方式を用いて従業員の勤務期間に帰属させる方法のいずれかにより拠出を認識する。従業員の勤続年数

に依存する拠出の場合、企業はその従業員の勤務期間に拠出を帰属させることが要求されている。

 

HKAS第27号の改訂－個別財務諸表における持分法

 

当該改訂基準により、企業はその個別財務諸表において、子会社、共同支配企業および関連会社に対する投資を

以下のいずれかの方法で会計処理することが容認される。

 

・　取得原価で会計処理

・　HKFRS第9号「金融商品」(または、現時点でHKFRS第9号を適用していない企業についてはHKAS第39号「金融

商品：認識及び測定」)に準拠した会計処理、または

・　HKAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に記載された持分法を用いて会計処理

 

会計処理方法の選択は、投資の区分別に適用されなければならない。

 

さらにこの改訂では、親会社が投資企業ではなくなる場合、あるいは投資企業となる場合において、そのような

状況の変更が生じた時点から当該変更を会計処理すべきであることを明確にしている。

 

また、HKAS第27号の改訂に加えて、HKFRS第10号「連結財務諸表」との潜在的な矛盾を回避する目的において、

HKAS第28号およびHKFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」に対して結果的に改訂が行われている。

 

HKFRS第10号およびHKAS第28号の改訂－投資者とその関連会社または共同支配企業の間での資産の売却または拠出

 

　HKAS第28号の改訂は以下の通りである。

 

・　 企業とその関連会社または共同支配企業との間の取引から生じる利得および損失に関する要求事項は、そ

の取引が事業を構成しない資産に関連する場合についてのみ改訂されている。

EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

 83/305



 

・　企業とその関連会社または共同支配企業との間の事業を構成する資産を含むダウンストリーム取引から生じ

る利得または損失は、投資者の財務諸表で全額認識されなければならないとする新しい要求事項が導入され

ている。

 

・　別個の取引において売却または拠出された資産が事業を構成し、単一の取引として会計処理すべきか否かを

企業が検討する必要があるとする要求事項が追加されている。

 

HKFRS第10号の改訂は以下の通りである。

 

・　HKFRS第10号には、持分法で会計処理する関連会社または共同支配企業との取引における事業を構成しない

子会社の支配喪失について、利得または損失の全額認識に関する一般的な要求事項の例外規定が導入されて

いる。

 

・　こうした取引により生じる利得または損失について、関連会社または共同支配企業に対する関連のない投資

者の持分の範囲内でのみ、親会社の純損益に認識することを要求する新しい指針が導入されている。同様

に、現在は持分法で会計処理する関連会社または共同支配企業となっている旧子会社に対して保持する投資

を公正価値で再測定したことから生じる利得および損失は、新関連会社または新共同支配企業に対する関連

のない投資者の持分の範囲内でのみ、旧親会社の純損益に認識される。

 

HKFRS第10号、HKFRS第12号およびHKAS第28号の改訂－投資企業：連結の例外の適用

 

HKFRS第10号の改訂は、投資企業がその子会社すべてを公正価値で測定する場合に、連結財務諸表の表示の免除

規定がその投資企業の子会社である親会社に適用されることを明確にしている。また、子会社自身が投資企業では

なく、当該投資企業に対して支援サービスを提供する場合にのみ、当該子会社は連結されなければならず、それ以

外の投資企業の子会社は公正価値で測定されることも明確にしている。
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HKAS第28号の改訂は、投資企業である関連会社または共同支配企業に対する持分を有する非投資企業の投資者に

対して、持分法を適用する際に、投資企業である関連会社または共同支配企業がその子会社に対する持分に適用し

た公正価値測定を維持することを容認している。

 

HKFRS第12号の改訂は、HKFRS第9号に従ってすべての子会社を純損益を通じて公正価値で測定して財務諸表を作

成する投資企業に対して、HKFRS第12号により要求される投資企業に関する開示事項を表示することを要求してい

る。

 

HKFRSの年次改善　2010-2012サイクル、2011-2013サイクルおよび2012-2014サイクル

 

HKFRSの年次改善2010-2012サイクル、2011-2013サイクルおよび2012-2014サイクルは、HKFRSの基準書番号に対

する改訂を定めている。

 

HKFRS第9号およびHKFRS第15号を除き、上記の新規または改訂後のHKFRSのいずれも、当社グループの財政状態ま

たは経営成績に重要な影響を及ぼすことはないものの、これらのHKFRSにより追加的な開示が要求されることが予

想されている。取締役は、HKFRS第9号およびHKFRS第15号の影響に関する評価を行っている段階である。

 

2.5 重要な会計方針の要約

 

関連会社に対する投資

 

関連会社とは、当社グループが重要な影響力を有している企業である。重要な影響力とは、投資先の財務および

営業の方針決定に参加するパワーであるが、当該方針に対する支配または共同支配ではないものをいう。

 

関連会社の業績ならびに資産および負債は、持分法を適用して当連結財務諸表に組み込まれている。持分法によ

る会計処理を行うために使用された関連会社の財務諸表は、類似の状況における同様の取引および事象に関し、当

社グループの会計方針と統一した会計方針を用いて作成されている。持分法に基づいて、関連会社に対する投資

は、連結財政状態計算書上に取得原価で当初認識され、それ以後、関連会社の純損益およびその他の包括利益に対

する当社グループの持分を認識するために修正される。関連会社の損失に対する当社グループの持分が、当該関連

会社に対する当社グループの持分(当該関連会社に対する当社グループの正味投資の一部を実質的に構成する長期

の持分を含む。)を超過する場合には、当社グループはそれ以上の損失についての持分を認識しない。追加的な損

失は、当社グループに法的債務もしくは推定的債務が生じている範囲または関連会社に代わって支払を行った金額

の範囲でのみ認識される。

 

関連会社に対する投資は、投資先が関連会社となった日から持分法を適用して会計処理される。関連会社に対す

る投資の取得時には、投資原価が投資先の識別可能な資産および負債の正味の公正価値に対する当社グループの持

分を超過する額をのれんとして認識する。当該のれんは投資の帳簿価額に含まれる。当該識別可能な資産および負

債の正味の公正価値に対する当社グループの持分を超過する額は、再評価後、当該投資を取得した期間に直ちに純

損益に認識される。

 

当社グループの関連会社に対する投資に関して減損損失を認識する必要があるかどうかを決定するために、HKAS

第39号の要求事項を適用している。必要な場合には、HKAS第36号「資産の減損」に従って、当該投資全体の帳簿価

額(のれんを含む。)について、回収可能価額(使用価値と処分費用控除後の公正価値のいずれか高い方)を帳簿価額

と比較することにより、単一の資産として減損テストを行う。認識した減損損失は、投資の帳簿価額の一部を構成

する。当該減損損失の戻入れは、HKAS第36号に従って、投資の回収可能価額がその後に増加した範囲で認識され

る。

 

当社グループは、投資が関連会社ではなくなった日、または当該投資(またはその一部)が売却目的保有に分類さ

れた日から持分法の適用を中止する。売却目的保有に分類されていない関連会社に対する投資の留保部分は、持分

法により会計処理される。当社グループが重要な影響力を喪失し、持分法の適用を中止した関連会社に対する当社

グループの持分の売却または一部売却に当たっては、HKAS第39号の適用範囲内の留保持分は売却日現在の公正価値
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で測定され、売却日現在の関連会社に対する投資の帳簿価額と、当該関連会社に対する持分(または一部の持分)の

売却による収入および留保持分の公正価値との差額は、関連会社の売却損益に算入される。さらに、当社グループ

は、過去に当該関連会社に関連してその他の包括利益に認識した金額のすべてを、仮に当該関連会社が関連する資

産または負債を直接売却した場合に要求されるであろう基準に基づいて会計処理している。したがって、関連会社

が過去にその他の包括利益に認識した利得または損失を、関連する資産または負債の売却時に純損益に振り替える

場合には、当社グループが当該投資先に対して重要な影響力を喪失した際に、当社グループはその利得または損失

を資本から純損益に(組替調整額として)振り替える。

 

関連会社に対する当社グループの所有持分が減少したが持分法の適用を継続する場合において、過去にその他の

包括利益に認識した利得または損失が、関連する資産または負債の処分時に純損益に振り替えられるときには、当

社グループは、当該利得または損失のうち当該所有持分の減少に係る割合に相当する部分を純損益に振り替える。

 

グループ企業が当社グループの関連会社と取引(資産の売却または拠出等)を行う場合、当該関連会社との取引に

より生じる利益および損失は、関連会社に対する持分のうち当社グループに関連しない範囲でのみ、当社グループ

の連結財務諸表に認識される。

 

関連当事者

 

以下のいずれかの場合に該当する当事者は、当社グループの関連当事者として扱われる。

 

(a) 当事者が、個人、または当該個人の近親者であり、当該個人が以下のいずれかに該当する場合：

(i)　 当社グループに対する支配または共同支配を有している。

(ⅱ)　当社グループに対する重要な影響力を有している。

(ⅲ)　当社グループまたは当社グループの親会社の経営幹部の一員である。

(b) 当事者が、以下のいずれかの条件に該当する企業である場合：

(i)　 当該企業と当社グループが同一のグループの一員である。

(ⅱ)　一方の企業が他方の企業の関連会社または共同支配企業(または、他方の企業の親会社、子会社、ま

たは兄弟会社)である。

(ⅲ)　当該企業と当社グループが同一の第三者の共同支配企業である。

(ⅳ)　一方の企業が第三者の共同支配企業であり、他方の企業が当該第三者の関連会社である。

(ⅴ)　当該企業が当社グループまたは当社グループと関連がある企業のいずれかの従業員の給付のための退

職後給付制度である。

(ⅵ)　当該企業が(a)に示した個人に支配または共同支配されている。

(ⅶ)　(a)(i)に示した個人が当該企業に対する重要な影響力を有しているか、または当該企業(もしくはそ

の親会社)の経営幹部の一員である。
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有形固定資産と減価償却費

 

有形固定資産(建設仮勘定を除く。)は、減価償却累計額および減損損失累計額を控除した後の取得原価で表示さ

れている。有形固定資産の取得原価には、購入価格および当該資産を目的どおりに利用するために必要な場所及び

状態に置くことに直接起因するコストが含まれる。修繕維持費など有形固定資産が稼働した後に発生した費用は、

通常発生した期間に損益計算書に計上される。大規模な検査に係る費用は、認識規準が満たされる場合には、取替

資産として資産の帳簿価額に資産計上される。有形固定資産の重要な構成部分の取替えが一定期間ごとに必要とな

る場合、当社グループは当該部分を固有の耐用年数をもつ個別資産として認識し、適切に減価償却を行う。

 

減価償却費は、有形固定資産項目(建設仮勘定を除く。)ごとの取得原価をその見積耐用年数にわたって残存価額

まで償却するように定額法で計算される。減価償却に使用する主な年率は以下の通りである。

 

土地および建物 2.77％ ‐ 19.40％

自動車 16.17％ ‐ 24.25％

事務用機器、器具備品 9.70％ ‐ 32.30％

 

有形固定資産項目の一部が異なる耐用年数をもつ場合、当該項目の取得原価は各部分へ合理的に配分され、各部

分は個別に減価償却される。

 

残存価額、耐用年数および減価償却方法は、少なくとも期末日ごとに見直され、必要に応じて修正される。

 

当初認識された重要な構成部分を含む有形固定資産項目は、処分時、または使用もしくは処分から将来の経済的

便益が期待されなくなった時点において認識を中止される。資産の認識を中止した事業年度の損益計算書に認識さ

れる処分または除却による損益は、正味売却収入と関連資産の帳簿価額の差額である。

 

建設仮勘定とは主に建設中の建物を指し、減価償却は行わずに減損損失を控除した取得価額で計上される。取得

価額には、建設期間中に発生した直接建設費および建設期間中の借入資金に関連する資産計上された借入コストが

含まれる。建設仮勘定は建設が完了し使用できる状態となった時に有形固定資産の適切な科目へ振り替えられる。

 

投資不動産

 

投資不動産とは、財またはサービスの生産または供給、あるいは経営管理目的のための使用、または通常の営業

過程における販売の目的ではなく、賃貸収益もしくは資本増価またはその両方を目的として保有する土地および建

物の賃借権(投資不動産の定義を満たす不動産のオペレーティング・リースに基づく賃借権を含む。)を指す。投資

不動産は、当初認識時に、取引コストを含む取得原価で測定される。当初認識後は、報告期間の末日における市場

状況を反映した公正価値によって測定される。

 

投資不動産の公正価値の変動による損益は、発生した事業年度の損益計算書に認識される。

 

投資不動産の除却または処分による損益は、除却または処分が行われた事業年度の損益計算書に認識される。

 

投資不動産から自己使用不動産への振替に関しては、振替後の会計処理における不動産のみなし原価は、用途変

更日の公正価値となる。当社グループが使用する自己使用不動産が投資不動産に転用された場合には、当社グルー

プは用途変更日までは「有形固定資産および減価償却費」に記載した会計方針に従って会計処理を行い、用途変更

日の不動産の帳簿価額と公正価値との差額を資産再評価差額金に計上する。投資不動産の処分に際しては、資本に

含まれる資産再評価差額金は、剰余金の変動として利益剰余金へ振り替えられる。

 

リース
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　リース条件により資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてが借手に移転されるリースは、ファイナ

ンス・リースとして分類される。その他のリースはすべてオペレーティング・リースとして分類される。

 

当社グループが貸手の場合

 

　オペレーティング・リースからの賃貸収益は、関連リースの期間にわたり定額法で純損益に認識される。オペ

レーティング・リースの交渉および締結の際に発生した初期直接コストは、リース資産の帳簿価額に加算し、リー

ス期間にわたり定額法で費用に認識される。

 

当社グループが借手の場合

 

　オペレーティング・リースの支払リース料は、リース期間にわたり定額法で費用に認識される。オペレーティン

グ・リースに基づく変動リース料は、発生した期間において費用に認識される。

　オペレーティング・リースを締結するためにリース・インセンティブを受領した場合は、当該インセンティブは

負債として認識される。インセンティブの便益の総額は賃借料からの控除項目として定額法で認識される。

 

借地および建物

 

　リースが土地および建物の両方の要素を含む場合には、当社グループは、各要素の所有に伴うリスクと経済価値

のほとんどすべてが当社グループに移転しているかどうかに関する評価に基づいて、各要素のファイナンス・リー

スまたはオペレーティング・リースへの分類を個別に検討している。ただし、両要素がオペレーティング・リース

であることが明らかである場合はこの限りではなく、その場合にはリース全体をオペレーティング・リースに分類

する。具体的には、最低リース料総額(一括前払金を含む。)を、リース開始日におけるリースの土地要素と建物要

素の賃借権の公正価値の比により、土地と建物の要素に配分する。

 

　支払リース料を信頼性をもって配分できる範囲で、オペレーティング・リースとして会計処理している借地権は

連結財政状態計算書上、前払土地プレミアムとして表示し、リース期間にわたって定額法で償却している。ただ

し、公正価値モデルに基づく投資不動産として分類され会計処理されている借地権は除く。支払リース料を信頼性

をもって当該土地および建物の要素に配分できない場合には、リース全体をファイナンス・リースとして分類し、

有形固定資産として会計処理している。
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投資およびその他の金融資産

 

当初認識および測定

 

HKAS第39号の適用対象となる金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、貸付金および債権、

満期保有投資および売却可能金融資産に分類されるか、または適切な場合には有効なヘッジにおけるヘッジ手段に

指定されたデリバティブに分類される。当社グループは、金融資産の当初認識時にその分類を決定する。当初認識

時の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される場合を除いて、公正価値に取引コストを加算して測定され

る。

 

通常の金融資産の売買は、取引日、すなわち当社グループが金融資産の売買を約定した日に認識される。通常の

売買とは、規制または市場の慣習により一般的に確立した一定期間内に資産の受渡しを必要とする金融資産の売買

を指す。

 

事後測定

 

金融資産の事後測定はその分類に基づき以下の通り行われる。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産には、売買目的保有の金融資産および当初認識時に純損益を通じ

て公正価値で測定するものとして指定された金融資産が含まれる。短期間で売却する目的で取得された金融資産

は、売買目的保有に分類される。また、デリバティブは、区分処理された組込デリバティブを含め、それらがHKAS

第39号に定義される有効なヘッジ手段に指定されない限り、常に純損益を通じて公正価値で測定される。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は、公正価値の変動につき実現および未実現投資純利益/(損失)

として損益計算書に計上されると同時に、公正価値で財政状態計算書に計上される。公正価値の純変動額には、後

述の「収益の認識」に記載されている会計方針に従って認識された金融資産からの配当や利息は含まれない。

 

当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定される金融資産は、当初認識時に、かつHKAS

第39号の条件を満たす場合にのみ指定される。

 

主契約に組み込まれたデリバティブは、その経済的特徴およびリスクが主契約のそれらと密接に関連しておら

ず、かつ主契約が売買目的保有でも純損益を通じて公正価値で測定されるものでもない場合には、別個のデリバ

ティブとして会計処理され、公正価値で計上される。これらの組込デリバティブは、公正価値で測定され、公正価

値の変動は損益計算書に認識される。再評価は、契約条件の変更があった場合で、当該変更がなければ契約上求め

られていたはずのキャッシュ・フローが大幅に変更されたときにのみ行われる。

 

貸付金および債権

 

貸付金および債権は、支払額が固定されているか決定可能である、デリバティブ以外の金融資産のうち、活発な

市場での公表価格がないものを指す。当初測定後、これらの金融資産は実効金利法により償却原価で事後測定さ

れ、貸倒引当金があれば控除する。償却原価の計算にあたっては、取得時のディスカウントまたはプレミアムを考

慮し、実効金利の不可分の一部である手数料および費用を含める。実効金利法による償却額は、損益計算書上、投

資収益に計上される。

 

満期保有投資

 

支払額が固定されているか決定可能であり、満期日が固定されているデリバティブ以外の金融資産のうち、当社

グループが満期日まで保有する明確な意図および能力を有するものであって、純損益を通じて公正価値で測定され

る金融資産として指定したもの、売却可能金融資産または貸付金および債権の定義に該当するもの以外のものは満
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期保有投資に分類される。満期保有投資は、実効金利法により償却原価で事後測定され、減損損失があれば控除す

る。償却原価の計算にあたっては、取得時のディスカウントまたはプレミアムを考慮し、実効金利の不可分な一部

である手数料および費用を含める。実効金利法による償却額および減損損失はともに損益計算書に含められ、認識

される。

 

売却可能金融資産

 

売却可能金融資産は、上場および非上場の持分投資または負債性証券などのデリバティブ以外の金融資産を指

す。売買目的保有にも純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定されるものにも分類されない持分投資

は、売却可能金融資産に分類される。負債性証券は、保有期限が確定しておらず資金需要や市況の変化に応じて売

却される可能性がある場合、当該区分に分類される。

 

当初認識後、売却可能金融資産は公正価値で事後測定される。未実現損益が発生する場合は、その他の包括利益

の売却可能投資再評価差額金として計上するが、認識が中止された場合、累積評価差額は損益計算書の実現および

未実現投資純利益/(損失)に認識される。減損していると判定された場合、累積評価差額は、売却可能投資再評価

差額金から損益計算書へ振り替えられる。売却可能金融資産の保有期間に生じた利息および配当は、後述の「収益

の認識」に記載されている会計方針に従って利息収益または配当収益として計上され、損益計算書上、投資収益に

認識される。

 

　(a)合理的な公正価値の見積範囲の変動がその投資に重要である、または(b)その見積範囲内の様々な見積の確率

が合理的に評価できず、公正価値の見積に使用できないために非上場持分投資の公正価値を信頼性をもって測定で

きない場合、これらの投資は減損損失控除後の取得原価で計上される。

 

金融資産の減損

 

当社グループは、報告期間の末日ごとに、金融資産または金融資産のグループが減損している客観的証拠がある

かどうかを評価している。金融資産または金融資産グループは、当該資産の当初認識後に発生した1つ以上の事象

(「損失事象」の発生)の結果として減損の客観的証拠があり、かつ、その損失事象が当該金融資産または金融資産

グループの見積将来キャッシュ・フローに対して、信頼性をもって見積もることができる影響を及ぼしている場合

にのみ、減損していると判断される。減損の証拠には、債務者または債務者グループの重大な財政的困難、利息ま

たは元本の支払不履行または遅滞、債務者が破産または他の財務的再編成に陥る可能性が高くなったこと、および

債務不履行と相関関係がある延滞、または経済情勢の変化のような見積将来キャッシュ・フローの測定可能な減少

があったことを示す観察可能なデータなどが含まれる。

 

償却原価で計上される金融資産

 

償却原価で計上される金融資産が減損している場合、その金融資産の帳簿価額は見積将来キャッシュ・フローの

現在価値(現時点で発生していない将来の信用損失を除く)まで減額され、その減額した金額は減損損失として損益

計算書に認識される。見積将来キャッシュ・フローの現在価値は金融資産の当初の実効金利で計算され、関連する

担保価額も考慮される。変動利付金融資産の見積将来キャッシュ・フローの現在価値は、契約上の実効金利で計算

される。

 

個別に重要な金融資産の場合、当社グループは資産の減損を個別に評価し、減損損失を純損益に認識している。

個別には重要でない金融資産の場合、当社グループは、資産の減損を個別に評価するか、または当該資産を同様の

信用リスクの特性を有する金融資産のグループに含めて、集合的に減損の評価を行っている。個別に検討された金

融資産について、当社グループが減損の客観的な証拠が存在しないと判定した場合、その金融資産が重要であるか

どうかにかかわらず、当該資産を同様の信用リスクの特性を有する金融資産のグループに含めて、集合的に減損の

評価を行う。なお、個別に減損を評価した結果、減損損失を認識したものまたは引き続き認識しているものは、減

損の集合的評価には含めない。
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当社グループが償却原価で計上される金融資産の減損損失を認識した後に、当該金融資産の価値が回復し、かつ

その回復額を減損認識後に発生した事象に客観的に関連付けることができる場合は、従前に認識された減損損失を

戻し入れて純損益に認識する。ただし、当該戻入れにより、当該金融資産の帳簿価額は、減損の戻入日現在におい

て減損の認識がなかったとした場合の償却原価を超過することはできない。

 

取得原価で計上されている金融資産

 

その公正価値が信頼性をもって測定できないために公正価値で計上されていない、公表価格のない資本性金融商

品に関して、減損損失が発生しているという客観的な証拠がある場合には、減損損失の金額は、当該金融資産の帳

簿価額と見積将来キャッシュ・フローを類似の金融資産の現在の市場利回りで割り引いた現在価値との差額として

測定される。これらの金融資産の減損損失は戻入れられない。

 

売却可能金融資産

 

当社グループは、売却可能金融資産または売却可能金融資産グループに減損の客観的な証拠があるかどうかを報

告期間の末日ごとに検討している。

 

売却可能金融資産が減損している場合、取得原価(元本返済額と償却額の控除後)と現在の公正価値の差額から、

以前に損益計算書で認識していた減損損失を控除した金額をその他の包括利益から控除し、損益計算書へ認識す

る。

 

売却可能に分類されている持分投資に関する減損の客観的な証拠には、公正価値の取得原価に対する著しい下落

または長期にわたる下落が含まれる。「著しい」または「長期にわたる」の判定には、判断が要求される。「著し

い」については当初の投資額と比較し、「長期にわたる」については公正価値が当初の取得原価を下回る期間に

よって判断する。減損の証拠がある場合には、累積損失(取得原価と現在の公正価値との差額から、以前に損益計

算書で認識された減損損失を控除した金額として測定される。)は、その他の包括利益から振り替えられ、損益計

算書に認識する。売却可能金融資産に分類される持分投資に生じた減損損失は、損益計算書を通じて戻し入れられ

ない。減損後の公正価値の増加はその他の包括利益に直接認識される。

 

売却可能金融資産に分類された負債性金融商品についての減損は、償却原価で計上される金融資産と同じ基準で

評価される。ただし、減損の認識額は、償却原価と現在の公正価値の差額から、以前に損益計算書で認識された当

該投資に係る減損損失を控除した金額として測定された累積損失である。減額後の帳簿価額に対して引き続き将来

の受取利息が認識され、減損損失を測定する際に将来キャッシュ・フローの割引に用いた利子率を使用して算定さ

れる。受取利息は投資収益として計上される。負債性金融商品の公正価値の増加が、損益計算書に減損損失を認識

した後に発生した事象と客観的に関連付けることができる場合には、当該減損損失を損益計算書を通して戻し入れ

る。

 

金融資産の認識の中止

 

金融資産(または適切な場合には、金融資産の一部分または類似した金融資産のグループの一部分)は、以下のい

ずれかの場合には認識が中止される。

 

－　当該資産からのキャッシュ・フローを受け取る権利が消滅した場合。

－　当社グループが当該資産からキャッシュ・フローを受け取る権利を譲渡したか、パス・スルー契約に基づき

受領したキャッシュ・フローのすべてを重大な遅滞なく第三者に対して引き渡す義務を負っており、かつ

(a)当社グループが当該資産のほとんどすべてのリスクと経済価値を移転したか、あるいは(b)当社グループ

は当該資産のほとんどすべてのリスクと経済価値を移転も保持もしていないが、当該資産に対する支配を移

転している場合。

 

当社グループが資産からキャッシュ・フローを受け取る権利を譲渡した場合、またはパス・スルー契約を締結し

た場合には、当社グループは当該資産の所有に係るリスクと経済価値を保持しているか、またはどの程度保持して
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いるかについて評価を行う。当該資産のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転も保持もしておらず、また当該

資産に対する支配も移転していない場合、当該資産に対して当社グループが継続的関与を有している範囲において

当該資産が認識される。その場合、当社グループは関連する負債を同時に認識する。譲渡資産および関連する負債

は、当社グループが保持する権利および義務の反映を基礎として測定される。

 

譲渡資産に対する保証の形をとる継続的関与は、当該資産の当初の帳簿価額と当社グループが払い戻すことを要

求される可能性のある対価の最大金額のいずれか低い方で測定される。

 

　金融資産全体の認識の中止に際しては、資産の帳簿価額と、受領済みおよび受領予定の対価ならびにその他の包

括利益に認識され資本に累積されていた累積評価差額の合計額との差額を純損益に認識する。

 

　金融資産全体が認識の中止とならない場合(例えば、当社グループが譲渡資産の一部を買い戻すオプションを保

持している場合)には、当社グループは、当該金融資産の従前の帳簿価額を、継続的関与により認識を継続する部

分ともはや認識しない部分とに、譲渡日におけるそれらの部分の公正価値の比率に基づいて配分する。もはや認識

しない部分に配分された帳簿価額と、もはや認識しない部分に対して受け取った対価およびその他の包括利益に認

識されていた部分に配分された累積評価差額の合計額との差額は、純損益に認識される。その他の包括利益に認識

されていた累積評価差額は、認識を継続する部分と、もはや認識しない部分とに、それらの部分の公正価値の比率

に基づいて配分する。

 

金融負債

 

当初認識および測定

 

HKAS第39号の適用範囲にある金融負債は、純損益を通じて公正価値で測定される金融負債、またはそれ以外の償

却原価で計上される金融負債として適宜分類される。当社グループは、当初認識時に金融負債の分類を決定してい

る。

 

金融負債は、公正価値で当初認識される。金融負債(純損益を通じて公正価値で測定される金融負債以外)の発行

に直接起因する取引コストは、当初認識時の金融負債の公正価値から控除される。純損益を通じて公正価値で計上

される金融負債の取得に直接起因する取引コストは、純損益に直ちに認識される。

 

事後測定

 

金融負債の事後測定はその分類に基づき以下の通りに行われる。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債には、売買目的保有の金融負債および当初認識時に純損益を通じ

て公正価値で測定するものとして指定された金融負債が含まれる。

 

金融負債は、短期間で売却する目的で取得された場合、売買目的保有に分類される。当区分には、当社グループ

が契約したHKAS第39号に定義されるヘッジ関係におけるヘッジ手段に指定されていないデリバティブ金融商品が含

まれる。区分処理された組込デリバティブについては、有効なヘッジ手段であると指定されない限り、常に純損益

を通じて公正価値で測定される。売買目的保有の負債に関連する利得および損失は、損益計算書で認識される。損

益計算書に計上される公正価値の変動による損益(純額)には、これらの金融負債にかかる利息費用を含まない。

 

純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定される金融負債は、当初認識時に、かつHKAS第39号の条件

を満たした場合にのみ指定されることとなる。

 

償却原価で計上される金融負債(有利子借入金を含む)
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買戻条件付売却有価証券を含む金融負債、その他の負債および未払費用、保険契約者預り金および劣後債は、公

正価値から直接起因する取引コストを控除した額で当初計上し、実効金利法を用いて償却原価で事後測定される。

ただし、割引の影響に重要性がない場合は取得原価で計上される。関連する支払利息は損益計算書に認識される。

再保険借は、その他の金融負債と同様の方法で会計処理される。

 

金融負債の認識を中止する場合には、償却の処理を行った後、利得および損失が損益計算書に認識される。

 

金融保証契約

 

当社グループが締結する金融保証契約は、負債性金融商品の条件に基づく支払期日が到来しても、特定の債務者

が支払いを履行しないために保証契約保有者に発生する損失を填補するための支払いが要求される契約である。当

社グループは、このような契約についてHKFRS第4号「保険契約」に基づく認識基準および測定基準を適用してい

る。

 

金融負債の認識の中止

 

金融負債は、債務が免責、取消または失効した場合に認識を中止される。

 

既存の金融負債が貸手との間で著しく異なる条件の負債に交換された場合、もしくはその条件が大幅に変更され

た場合には、そのような交換や変更により、既存の金融負債の認識を中止し、新たな負債を認識し、消滅した負債

と新たな負債の帳簿価額の差額を損益計算書で認識する。
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デリバティブ金融商品およびヘッジ会計

 

当初認識および事後測定

 

当社グループは、金利リスクをヘッジするために金利スワップなどのデリバティブ金融商品を利用している。こ

れらのデリバティブ金融商品は、契約が締結された時点の公正価値で当初認識され、公正価値で事後測定される。

デリバティブは、その公正価値が正の場合には資産として計上され、負の場合には負債として計上される。

 

デリバティブの公正価値変動から生じる損益は損益計算書に直接認識される。ただし、キャッシュ・フロー・

ヘッジの有効部分はその他の包括利益に認識する。

 

ヘッジ会計の目的上、認識された資産、負債、または可能性が非常に高い予定取引に関連する特定のリスクに起

因するキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーをヘッジする場合、ヘッジはキャッシュ・フロー・

ヘッジに分類される。

 

当社グループは、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係、ならびにリスク管理の目的およびヘッジの実施戦

略について、ヘッジ開始時に公式に指定および文書化を行う。当該文書には、ヘッジ手段の特定、ヘッジの対象と

なる項目または取引、およびヘッジされるリスクの性質、ならびにヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の公

正価値またはキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手段の公正価値の

変動にかかるヘッジ手段の有効性の評価方法が含まれる。これらのヘッジは、キャッシュ・フローの変動を相殺す

る上で非常に有効であることが見込まれるものであり、ヘッジ指定を受けたすべての財務報告期間にわたって実際

に非常に有効であったかについて継続的に評価される。

 

ヘッジ会計に関する厳格な条件を満たし、キャッシュ・フロー・ヘッジに分類されているヘッジは以下の通りに

会計処理される。

 

ヘッジ手段に係る利得または損失のうち、有効部分はその他の包括利益のキャッシュ・フロー・ヘッジ差額金の

項目に直接認識されるが、非有効部分は直ちに損益計算書に認識される。

 

その他の包括利益に計上された金額は、ヘッジ取引が純損益に影響を与える時点、例えば、ヘッジ対象からの金

融収益または金融費用が認識される場合、あるいは予定販売が実施される場合に、損益計算書に振り替えられる。

ヘッジ対象が非金融資産または非金融負債の取得原価である場合には、その他の包括利益として認識されている金

額は、非金融資産または非金融負債の当初の帳簿価額に振り替えられる。

 

予定取引または確定約定の発生がもはや見込まれない場合は、以前に資本に認識された累積評価差額は損益計算

書へ振り替えられる。ヘッジ手段が失効、売却、他のヘッジ手段への入れ替えやロール・オーバーが行われずに終

了または行使された場合、またはヘッジの指定を取り消した場合は、以前にその他の包括利益において認識されて

いた金額は、予定取引または確定約定が純損益に影響するまで、引き続きそのままその他の包括利益に計上され

る。

 

公正価値測定

 

公正価値は、測定日時点で、市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう価

格または負債を移転するために支払うであろう価格であり、当該価格が直接観察可能であるか、他の評価技法を用

いて見積もられたかを問わない。当社グループは、ある資産または負債の公正価値を見積る際に、市場参加者が測

定日において当該資産または負債の価格決定を行う場合に考慮に入れるであろう当該資産または負債の特性を考慮

に入れている。非金融資産の公正価値測定には、当該資産の最有効使用を行うことまたは当該資産を最有効使用す

るであろう他の市場参加者に売却することにより、市場参加者が経済的便益を生み出す能力を考慮に入れる。当連

結財務諸表における測定および/または開示を目的とする公正価値は、上記の基準に基づき算定される。ただし、

HKAS第17号「リース」の適用範囲にあるリース取引、およびHKAS第36号「資産の減損」における使用価値などの公

正価値と何らかの類似性はあるが公正価値ではない測定はこの限りではない。
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非金融資産の減損

 

減損の兆候が存在する場合、または資産の減損テストを毎年行う必要がある場合(金融資産およびのれんを除

く。)、資産の回収可能価額の見積を行う。資産の回収可能価額は、資産または資金生成単位の使用価値と処分費

用控除後の資産の公正価値のいずれか高い金額となり、個別資産について算定する。ただし、当該資産が他の資産

または資産グループからのキャッシュ・インフローとはおおむね独立したキャッシュ・インフローを発生させない

場合はこの限りではなく、その場合の回収可能価額は当該資産の属する資金生成単位について算定される。

 

資産の帳簿価額が回収可能価額を超過している場合にのみ、減損損失は認識される。使用価値の評価の際は、見

積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値と資産に固有のリスクに関する現在の市場評価を反映した税引前の割

引率を用いて現在価値に割り引く。減損損失は、状況に応じて、発生年度の損益計算書に計上されるか、または再

評価額の減少として処理される。

 

過年度に認識した減損損失がもはや存在しないか、または減少している可能性がある兆候の有無について、各報

告期間の末日に判定している。こうした兆候が見られる場合、回収可能価額が見積もられる。のれん以外の資産に

対して従前に認識した減損損失について、回収可能価額の算定に用いた仮定に変更があった場合にのみ、減損損失

を戻し入れる。ただし、過年度において当該資産について認識した減損損失がなかったとした場合の帳簿価額(減

価償却/償却控除後)を超えてはならない。当該減損損失の戻入れは、状況に応じて、発生した期間の損益計算書に

貸方計上するか、再評価額の増加として処理される。

 

現金および現金同等物

 

現金および現金同等物は、手許現金、要求払預金、および容易に一定の金額に換金可能であり、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わず、かつ取得時から通常3ヶ月以内に満期の到来する短期の流動性の高い投資からな

る。

 

保険契約

 

保険契約とは、特定の不確実な将来事象(保険事故)が保険契約者に不利益を与えた場合に保険契約者に補償を行

うことを同意することにより、当社グループが保険契約者の重要な保険リスクを引き受ける契約である。保険契約

は、元受保険契約および再保険契約に分類される。当社グループが評価した保険リスクの重要性は、保険事象の発

生時に当社グループが保険契約者に補償を行う必要性のある追加的な金額に基づいている。

 

一部の保険契約には、保険要素と預り金要素の両方が含まれている。当社グループは、保険要素と預り金要素を

分離して測定できる場合には、これら2つの要素を区分処理している。

 

分離された保険要素はHKFRS第4号に従って会計処理され、分離された預り金要素は金融負債として会計処理され

る。保険要素と預り金要素を分離して個別に測定できない場合は、契約全体を保険契約として会計処理する。

 

保険契約として分類された契約については、事後的な再分類を行うことはできない。

 

保険リスクの重要性テスト

 

当社グループは、自社が発行した保険契約に重要な保険リスクが包含されているかを判断するためのテストを実

施しており、この目的のために、特徴の類似する契約をグループ化している。保険リスクの重要性テストの実施時

に、当社グループは、当該契約が保険リスクを移転するか否か、当該契約に経済的実質があるか否か、かつ移転さ

れた保険リスクが重要か否かについて一連の判断を行っている。

 

未収保険料
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未収保険料は支払期日到来時に認識され、受領対価または債権の公正価値で当初認識時に測定される。当初認識

後は、実効金利法を用いた償却原価で測定される。未収保険料の帳簿価額が回収不能となる兆候を示す事象や状況

が見られる場合は減損の検討を行い、減損損失を損益計算書に計上する。

 

金融資産の認識の中止の条件を満たした場合、未収保険料の認識を中止する。

 

保険契約負債

 

保険契約負債の測定時、当社グループは保険リスクの性質が類似する保険契約のグループを測定単位として使用

している。当社グループの保険契約は、保険の種類別に特定の測定単位に分類される。

 

当社グループの保険契約負債は、主に未経過保険料および支払備金からなる。

 

未経過保険料は、収入保険料のうち危険負担責任が消滅していない部分を指す。保険契約の開始時における未経

過保険料は、収入保険料または未収保険料から関連する新契約費を控除した金額である。手数料、保険引受に関す

る人件費、事業税および課徴金、保険保護基金費用およびその他の増分費用などの新契約の販売に関する新契約費

は純損益に費用として計上され、一方でその同額の保険料が収益として認識される。当初認識後、未経過保険料は

主に365日の日割で保険期間にわたり配分される。貨幣の時間価値の影響に重要性がある場合は、未経過保険料

は、無リスクの利子率に、割り引かれるキャッシュ・フローの特徴をすべて反映するための適切なプレミアムを加

えた割引率を用いて、現在価値に割り引かれる。以下に記載する負債十分性テストの実施によって不足額が生じる

場合、未経過保険料はその不足額を反映するために調整されなければならない。

 

各報告期間の末日において、未経過保険料が十分であることを確かめるために負債十分性テストを行っている。

将来発生する予想保険金の現在価値に係る現時点の見積額および関連保険契約に関する支払備金に、将来正味

キャッシュ・フローに関連する固有の不確実性を反映した追加的なリスク・マージンを加えた合計額が未経過保険

料を超過する場合、未経過保険料は不足していると考えられる。結果として生じた不足額は、純損益に直ちに認識

される。上記のテストにおけるリスク・マージンは、資本コストによるアプローチおよび信頼区間によるアプロー

チを用いて決定され、当社グループの直近の経験に基づくとともに、保険業界のベンチマークを参照している。

 

支払備金には、既発生既報告支払備金、既発生未報告(以下「IBNR」という。)支払備金および損害調査費に係る

支払備金が含まれる。

 

支払備金は、既報告か未報告かにかかわらず、各報告期間の末日において既に発生しているが未払いのすべての

保険金の最終的な見積費用に、関連する損害調査費を加算し、予測される回収額を控除した額にリスク・マージン

を加算して算定される。保険金請求の中には、通知や支払いに時間がかかるものがあるため、こうした保険料の最

終的な費用を各報告期間の末日に正確に把握することはできない。よって、支払備金は、過去の経験値と現在の前

提に基づいた標準的な保険数理技法を幅広く使用して期末日に計算される。リスク・マージンは、資本コストによ

るアプローチおよび信頼区間によるアプローチを用いて決定され、当社グループの直近の経験に基づくとともに、

保険業界のベンチマークを参照している。貨幣の時間価値の影響に重要性がある場合は、支払備金は、無リスクの

利子率に、割り引かれるキャッシュ・フローの特徴をすべて反映するための適切なプレミアムも加えた割引率を用

いて、現在価値まで割り引かれる。支払備金の各報告期間の末日における調整は、純損益に計上される。

 

保険契約負債の認識の中止

 

保険契約負債が免責、取消または期間満了となった場合、保険契約負債の認識を中止する。

 

再保険

 

当社グループは、通常の業務過程において一部の保険商品の保険リスクを出再している。再保険貸は再保険会社

からの未収金を指す。再保険会社からの回収額は、保険契約負債または出再契約に関連する保険金支払額と整合す

る方法で、かつ関連する再保険契約に従って見積られる。
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出再保険契約に係る受取手数料は、損益計算書に収益として計上される。未経過保険料に対する再保険会社持分

は、契約開始時に再保険契約に係る受取手数料により減額され、減額後の残高は関連する未経過保険料と同じ方法

で契約期間にわたり配分される。支払備金に対する再保険会社持分には、支払備金総額に対するリスク・マージン

の再保険会社持分も含まれる。

 

再保険貸の減損は、期末日ごとに、または期中に減損の兆候がある場合にはより頻繁に検討される。再保険貸の

当初認識後に発生した事象の結果としての客観的な証拠が存在し、当社グループが契約通りすべての未収残高を回

収できず、かつ再保険会社から受領する金額への影響額を信頼性をもって測定できる場合に減損を認識する。減損

損失は損益計算書に計上される。

 

出再保険契約によって当社グループの保険契約者に対する義務は軽減されない。

 

当社グループは、場合によっては保険契約にかかわる通常の業務過程において再保険リスクの引受も行ってい

る。受再保険料および保険金は、再保険業務の商品分類を考慮した上で元受業務と同様に収益および費用として認

識される。再保険借は再保険会社への債務を指す。再保険会社に対する未払金額は、関連する再保険契約に基づい

て見積もられる。再保険契約から生じる再保険貸および再保険借は償却原価で測定され、表示上は相殺されない。

 

出再および受再保険ともに保険料と保険金を総額で表示する。

 

再保険貸または再保険借は、契約上の権利が消滅もしくは期間満了した際または契約が第三者に譲渡された際に

は認識が中止される。

 

重要な保険リスクを移転しない再保険契約は、金融商品として会計処理される。これらの契約は、明確に特定で

きる出再保険会社の受取保険料または手数料を控除した対価の支払額もしくは受取額に基づいて認識される預り資

産または金融負債である。これらの契約の投資収益または費用は、発生時に実効金利法に基づき会計処理される。

 

法人所得税

 

法人所得税は当期税金と繰延税金からなる。純損益の枠外で認識された項目に関連する法人所得税は、損益では

なく、その他の包括利益もしくは直接資本へ計上される。

 

当年度および過年度の当期税金資産および負債は、当社グループが事業を展開している国の解釈および慣行を踏

まえて、報告期間の末日までに施行または実質的に施行されている法定税率(および税法)に基づいて、税務当局か

らの還付または税務当局への納付が予定される金額で測定される。

 

繰延税金負債は、以下を除くすべての将来加算一時差異に対して認識される。

 

－　繰延税金負債がのれんの当初認識、または企業結合ではない取引で、かつ取引時に会計上の利益にも課税所

得にも影響しない取引における資産または負債の当初認識から生じる場合。

－　子会社および関連会社に対する投資に関連する将来加算一時差異については、当該一時差異の解消時期を支

配することが可能であり、かつ当該一時差異が予見可能な将来に解消しない可能性が高い場合。

 

繰延税金資産は、将来減算一時差異、税額控除の繰越しおよび税務上の繰越欠損金について、以下の場合を除

き、将来減算一時差異、税額控除の繰越しおよび税務上の繰越欠損金を利用できる課税所得が生じる可能性が高い

範囲内で、認識される。

 

－　将来減算一時差異に関連する繰延税金資産が、企業結合ではない取引で、かつ取引時に会計上の利益にも課

税所得にも影響しない取引における資産または負債の当初認識から生じる場合。
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－　子会社および関連会社に対する投資に関連する将来減算一時差異については、一時差異が予見可能な将来に

解消する可能性が高く、かつ当該一時差異が利用できる課税所得の生じる可能性が高い範囲内でのみ繰延税

金資産が認識される場合。

 

繰延税金資産の帳簿価額は各報告期間の末日において見直され、繰延税金資産の全額または一部の計上が可能に

なるだけの十分な課税所得が生じる可能性がもはや高いと言えなくなった範囲内で減額される。未認識の繰延税金

資産は各報告期間の末日に再評価され、繰延税金資産の全額もしくは一部の回収が可能になるだけの十分な課税所

得が生じる可能性が高くなった範囲内で認識される。

 

繰延税金資産および負債は、報告期間の末日までに施行もしくは実質的に施行されている税率(および税法)に基

づいて、当該資産が実現するか、または負債を決済する期における予想適用税率を用いて測定される。

 

当期税金資産を当期税金負債と相殺する法的強制力のある権利が存在し、かつ繰延税金が同一の納税企業体およ

び税務当局に関連する場合、繰延税金資産と繰延税金負債は相殺される。

 

　繰延税金負債および繰延税金資産の測定は、以下に記載するものを除き、当社グループが報告期間の末日におい

て、資産および負債の帳簿価額の回収または決済を見込んでいる方法から生じる税効果を反映している。

 

　公正価値モデルで測定される投資不動産に係る繰延税金負債または繰延税金資産を測定するに当たっては、反証

がない限り、当該不動産の帳簿価額の全額が売却を通じて回収されると推定している。この推定が反証されるの

は、当該投資不動産が減価償却可能で、それを保有するビジネスモデルの目的が、当該投資不動産に具現化された

経済的便益のほとんどすべてを、売却を通じてではなく時とともに消費していくことである場合である。

 

借入コスト

 

　適格資産(すなわち、意図した使用または販売が可能となるまでに相当の期間を要する資産)の取得、建設または

生産に直接起因する借入コストは、資産の取得原価の一部として資産化される。当該資産について意図した使用ま

たは販売に向けての準備がほとんど完了した時点で、借入コストの資産化は終了する。適格資産への支出を行うま

での間に特定の借入金を一時的に投資したことで得られた投資収益は、資産化された借入コストから控除する。そ

の他のすべての借入コストは発生した期間に費用化される。借入コストは、企業の資金の借入れに関連して発生す

る利息およびその他のコストからなる。

 

政府補助金

 

　政府補助金は、当該補助金が受け取られ、かつすべての付帯条件が遵守されることについて合理的な保証が得ら

れる場合に純損益に認識される。費用項目に関連する補助金については、補助金で補償することを意図しているコ

ストが費用化される期間にわたって規則的に収益に認識する。資産に関連する補助金の金額は繰延収益勘定に貸方

計上され、関連する資産の見積耐用年数にわたって毎期均等に損益計算書に戻し入れられる。

 

引当金

 

　企業結合から生じる条件付対価または引き受けた偶発負債を除き、偶発負債は以下の条件が満たされた場合に引

当金として認識される。

 

－　企業が過去の事象の結果として現在の債務を有している。

－　当該債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高い。

－　当該債務の金額について信頼性のある見積りができる。

 

　引当金として認識する額は、リスク、不確実性および現在価値を考慮に入れた、報告期間の末日における現在の

債務を決済するために必要となる支出の最善の見積りでなければならない。引当金については、報告期間の末日現

在で再検討し、新たな最善の見積りを反映するように修正しなければならない。
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その他の従業員給付

 

年金制度

 

当社グループの従業員は、中国の地方自治体運営の中央年金制度に加入することを求められている。当社グルー

プは、人件費の13.0％から39.5％を中央年金制度に拠出するよう義務付けられている。拠出金は中央年金制度の規

則に従って、支払債務が生じたときに損益計算書に費用計上する。
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株式報酬

 

当社グループに勤務する従業員は、現金でのみ決済される(以下「現金決済型取引」という。)株式増価受益権

(以下「SAR」という。)を付与されている。現金決済型の株式報酬の取得原価は、当初、当該受益権が付与された

際の諸条件を考慮した上で、ブラック・ショールズ・モデルを用いて付与日現在の公正価値で測定される。この公

正価値は対応する負債の認識とともに権利が確定するまでの期間にわたり費用化される。当該負債は決済日に至る

まで各報告期間の末日において再測定され、公正価値の変動は損益計算書に認識される。

 

収益の認識

 

収益は、経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、収益の額を信頼性をもって測定できる場合に以下

の基準に従って認識する。

 

(a）保険料収益：保険契約の開始により認識し、当該保険期間にわたり期間按分で計上。

(b）賃貸収益：リース期間にわたり定額法で計上。

(c）利息収益：見積将来キャッシュ・フローを金融商品の予想残存期間、または適切な場合はそれより短い期間

で、当該金融資産の正味帳簿価額まで正確に割り引く利率を適用した実効金利法を用いて発生主義により計

上。

(d）配当収益：配当を受け取る権利が確定した時点で計上。

 

保険金

 

保険金には、報告済みか否かにかかわらず、当年度に発生したすべての保険金損失を含む。また保険金には関連

する損害調査費、回収額の減額および過年度の支払備金残高への調整も含む。

 

損害調査費は、保険金の交渉および決済に関する内外の費用を含む。内部費用は、保険金の管轄部署に直接帰属

するすべての一般管理費を含む。

 

再保険金は、関連する契約条件に基づき保険金の総額が認識された時点で認識される。

 

利益処分

 

当社グループの各企業は、中国会社法および当社グループの各企業の定款に準拠して、各企業の年次法定財務諸

表において、中国で設立された企業に適用される関連する会計原則および金融規制に基づいて算定された各年度末

の利益（過年度の繰越欠損金を控除後）をもとに、法定準備金の積立を行う必要がある。　法定準備金の残高が資

本金の50％に達した場合、それ以上の積立については任意となる。また、当社グループの各企業は、当社の株主の

決議による承認を得れば、任意積立金の積立を行うこともできる。定時株主総会の決議を経た上で、法定準備金お

よび任意積立金を資本金に組み入れることができる。ただし、資本金への組入後の法定準備金残高は資本金の25％

を下回ってはならない。

 

中国の関連規制に準拠して、当社は中国GAAPに従って確定した純利益の10％を異常危険損害に備える一般リスク

準備金に留保しなければならない。一般リスク準備金は、配当の原資や資本への組入れに利用することはできな

い。

 

中国の関連規制に準拠して、当社は、農業保険が中国GAAPに準拠して算定した年間または累積の超過保険引受利

益を達成した場合に、利益準備金への積立を要求されている。この利益準備金は、配当の原資や資本への組入れに

利用することはできない。

 

配当
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取締役により提案された配当は、定時株主総会で株主に承認されるまで、財政状態計算書の資本の部における利

益剰余金内の別項目として分類される。これらの配当は、株主の承認を受けて配当宣言されたときに、負債として

認識される。

 

外貨

 

財務諸表は、当社の機能通貨および表示通貨である人民元で表示されている。当社グループの各企業の財務諸表

における機能通貨および表示通貨としても人民元が使用されている。当社グループの各企業で記録される外貨建取

引は、当初、取引日における為替レートを使用して各企業の機能通貨で記録される。外貨建の貨幣性資産および負

債については、報告期間の末日現在の為替レートで換算される。貨幣性項目の決済および貨幣性項目の換算替えに

より生じた為替差額は、発生した期間の純損益に認識する。ただし、(i)在外営業活動体に対する当社グループの

純投資の一部を構成する貨幣性項目について生じる為替差額(この場合、当該為替差額はその他の包括利益に認識

し、資本に累積され、当該在外営業活動体の処分時に資本から純損益に振り替えられる)、(ⅱ)売却可能金融資産

として分類された貨幣性資産の公正価値の変動(貨幣性資産の償却原価に関連する変動以外)から生じる為替差額

(その他の包括利益に認識され、資本に累積される)は除く。取得価額で測定される外貨建の非貨幣性項目は、当初

の取引日の為替レートで換算する。公正価値で測定される外貨建の非貨幣性項目は、公正価値決定日の為替レート

で換算する。公正価値で測定される非貨幣性項目の換算により発生した損益の会計処理は、その公正価値の変動に

より認識される損益と同様に処理する(すなわち、公正価値による評価損益がその他の包括利益または純損益に計

上されている項目に係る換算差額についても、それぞれその他の包括利益または純損益に計上する)。

 

3. 重要な会計上の判断と見積り

 

当社グループの連結財務諸表の作成にあたり、当社グループの経営者は、収益、費用、資産および負債の報告金

額、ならびに付随する開示および偶発負債の開示に影響を与える判断、見積および仮定の設定を行うことを求めら

れる。これらの仮定や見積は不確実であるため、将来において資産または負債の帳簿価額に重要な修正を行うこと

が必要となる結果になる可能性がある。

 

会計上の判断

 

当社グループの経営者は、当社グループの会計方針を適用する過程において、見積とは別に、連結財務諸表上の

認識金額に最も重要な影響を与える以下の判断を行った。

 

金融資産の分類

 

当社グループは金融資産をHKAS第39号に従って、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、貸付金および

債権、満期保有投資、および売却可能金融資産に適宜分類する。これらの分類の一部には会計上の判断が必要であ

る。これらの分類に係る会計上の判断は、当初認識時におけるこれらの金融資産の取得の性質および目的により左

右される。特定の金融資産の保有目的が変更された場合、事後に分類変更を行うことができ、当該分類変更は

HKFRSにより認められている。
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売却可能金融資産の減損

 

株式について、その公正価値に著しいまたは長期にわたる下落が生じていることは、減損の客観的な証拠とな

る。減損の分析を行う際、当社グループは定量的および定性的な証拠を考慮している。具体的には、当社グループ

は公正価値の取得原価に対する下落幅および公正価値が取得原価を下回っている期間の長さを考慮している。

 

また、当社グループは少なくとも以下の定性的な証拠を考慮している。

 

－　契約義務の不履行、財政再建および継続企業の前提に関する疑義を含む投資先の重要な財政的困難。

－　投資先の技術、市場、顧客基盤、マクロ経済指標および重要な法令または規制に関する不利益な変化。

 

減損損失を計上することで新しい取得原価の基礎が確立されるわけではない。したがって、上述した著しいまた

は長期にわたる下落によって以前に減損損失が認識された場合において、為替変動に起因する部分を含む当初認識

後の損失も当該資産の認識が中止されるまで純損益に計上される。

 

商品の分類

 

当社グループは、重要な保険リスクが存在するかどうかを評価することによって、保険契約の分類に関する重要

な判断を行う。重要な保険リスクを移転しない契約は投資契約に分類され、HKAS第39号に基づいて会計処理され

る。

 

投資不動産および自己使用不動産の分類

 

当社グループは、不動産が投資不動産として適格であるかどうかについて判定し、その判断を行う際の基準を定

めている。投資不動産は、賃貸収益もしくは資本増価またはその両方を目的として保有する不動産である。不動産

の一部は、賃貸収益または資本増価のために保有している部分と、財またはサービスの生産または供給のための使

用目的または管理目的で保有しているその他の部分からなる。これらの部分を個別に売却すること、またはファイ

ナンス・リースに基づいて個別にリースすることが可能である場合には、当社グループは当該部分を個別に会計処

理する。当該部分を個別に売却できない場合には、財またはサービスの生産または供給のための使用目的または管

理目的で保有している部分が重要でない場合にのみ、当該不動産は投資不動産となる。付随的なサービスの重要性

が高いために不動産が投資不動産として適格でないかどうかを判定するには、個別の不動産ごとに判断が行われ

る。

 

投資不動産に係る繰延税金

 

公正価値モデルで測定される投資不動産から生じる繰延税金負債を測定するために、取締役が当社グループの中

国における投資不動産ポートフォリオを査閲した結果、当社グループの投資不動産は、当該投資不動産に具現化さ

れた経済的便益のほとんどすべてを、売却を通じてではなく時とともに消費していくことを目的としているビジネ

スモデルに基づいて保有されていると判断した。したがって、当社グループの投資不動産に係る繰延税金を測定す

る際、取締役は公正価値モデルで測定される投資不動産の帳簿価額が売却を通じてすべて回収されるという推定は

反証されると判断した。
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議決権の20％未満を保有する場合の重要な影響力

 

以下の指標のうち、1つ以上が該当する場合は重要な影響力がある。

 

・　投資先の取締役会または同等の経営機関への参加

・　方針決定プロセスへの参加(配当その他の分配の意思決定への参加を含む)

・　企業と投資先との間の重要な取引

・　経営陣の人事交流

・　重要な技術情報の提供

 

見積りの不確実性

 

翌会計年度の資産および負債の帳簿価額に対して重要な修正を生じさせる重要なリスクを有する、報告期間の末

日における見積りの不確実性に係る将来に関する重要な仮定およびその他の主要な情報源は、以下の通りである。

 

保険契約負債の評価

 

報告期間末日に保険契約負債を測定する際に、当社グループは、報告期間末日現在に利用可能な情報に基づい

て、保険契約上の義務を履行するために必要な支払額の合理的な見積りを行う必要がある。

 

当該負債の測定に使用された主な仮定は以下の通りである。

 

・　 将来の保険給付が基礎となる資産のポートフォリオの投資収益に影響されない保険契約の割引率は、中国

国債登記結算有限責任公司が公表する中国国債のイールド・カーブの750日移動平均値を基に、税効果と非

流動性プレミアムを考慮して決定される。各取扱商品の異なるデュレーションを考慮に入れて、当社グルー

プは、2014年12月31日現在で103 － 112ベーシスポイント(2013年12月31日：100 － 107ベーシスポイント)

のプレミアムを用いた。2014年12月31日現在で用いた異なるデュレーションの割引率は、4.1％－ 4.5％

(2013年12月31日：4.0％－ 4.3％)であった。

 

・　当社グループは、未経過保険料に関するリスク・マージンの仮定を、報告期間末現在で利用可能である情報に

基づいて決定した。詳細は下記の通りである。

 

種類 2014年度 2013年度

    

農業保険 33.8％  39.5％  

自動車保険 3％  3％  

その他の保険 6％  3％  

 

・　当社グループは、支払備金に関するリスク・マージンの仮定を、報告期間末日現在で利用可能である情報に基

づいて決定した。詳細は下記の通りである。

 

種類 2014年度 2013年度

    

農業保険 33.3％  39.0％  

自動車保険 2.5％  2.5％  

その他の保険 5.5％  2.5％  

 

上記の仮定の変更の結果、2014年12月31日現在における保険契約負債の純額は342百万人民元増加し、2014年度

の税引前利益は342百万人民元減少した。
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支払備金の測定に必要とされる主な仮定には、最終的な保険金費用を見積るために将来の保険金の動向を予測す

ることに使用される保険金請求動向の要因と予測損害率が含まれる。様々な測定単位に係る保険金請求動向の要因

および予測損害率は、保険引受方針、保険料率および保険金請求調査などの会社の方針の改定、ならびに経済状況

や法令などの外部環境の変化の動向を考慮した上で、過去の保険金請求動向の経験および損害率に基づいている。

 

経営者は、報告期間末日における支払備金は同日までに発生したすべての事象をカバーするのに十分であると判

断しているが、最終損失の見積りである支払備金の過少繰入または超過繰入がないことを保証することはできな

い。

 

保険契約負債および保険金の見積りの条件および仮定については、注記40に記載されている。

 

未収保険料の減損損失

 

当社グループは、期末日ごとに引当金繰入額を損益計算書に計上すべきか否かの評価を行うために未収保険料の

検討を行う。

 

個別の重要な未収保険料に対する個別引当金に加えて、当社グループはまた、信用リスクの特徴が類似する未収

保険料をグループ化し、集合的に減損損失を計上する。減損の範囲は、将来キャッシュ・フローの金額および時期

の見積りに依存する。未収保険料の減損損失は注記22に開示されている。

 

繰延税金資産

 

当社グループは、税務上の繰越欠損金および将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲

内で、税務上の繰越欠損金および将来減算一時差異について繰延税金資産を認識する。将来課税所得の発生時期お

よび金額の見積り、適用される税率、ならびにタックス・プランニング戦略に基づいて認識することができる繰延

税金資産の金額を決定するには、重要な経営者の判断が要求される。繰延税金資産および繰延税金負債の変動につ

いては注記31に記載されている。

 

観察可能でないインプットに基づく金融資産の公正価値測定

 

財務報告目的上、一定の売却可能金融資産の公正価値測定は、これらの測定にとって重要な観察可能でないイン

プットに基づいている。これらのインプットおよび対応する評価方法の詳細については、当連結財務諸表に対する

注記43に記載されている。

 

投資不動産の公正価値

 

投資不動産の公正価値は、独立した専門鑑定士による定期的な評価に基づいている。投資不動産の評価には様々

な仮定および技法が使用される。投資不動産の主要な仮定および評価方法については当連結財務諸表に対する注記

28に記載されている。

 

再保険貸の減損処理

 

当社グループは、減損の兆候が見られた場合に、再保険貸について減損を検討する。再保険貸の減損の有無を決

定する際、当社グループは(i)再保険貸の当初認識後に生じた事象の結果、当社グループが既存の契約に基づくす

べての債権を回収できない可能性を示す客観的な証拠があるかどうか、(ii)当社グループが再保険会社から受け取

る金額に対するその事象による影響が信頼性をもって測定できるかどうかについて考慮する。再保険貸の帳簿価額

は注記23に開示されている。

 

4. セグメント情報
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当社グループの事業セグメントは、資源配分方法の決定および業績の評価を目的として社長室に提出される社内

管理報告と整合する方法で表示されている。

 

当社グループは、経営管理目的として商品およびサービスに基づく事業単位を編成し、以下の8つの事業セグメ

ントおよび報告セグメントを有している。

 

(a）自動車車両をカバーする保険商品を提供する自動車保険セグメント。

(b）企業財産をカバーする保険商品を提供する企業財産保険セグメント。

(c）船舶、航空機または運搬全般をカバーする保険商品を提供する貨物保険セグメント。

(d）保険契約者の負債をカバーする保険商品を提供する賠償責任保険セグメント。

(e）障害および医療費用をカバーする保険商品を提供する傷害および医療保険セグメント。

(f）農業に関する保険商品を提供する農業保険セグメント。

(g）主に住宅所有者、特殊リスク、船舶、建設工事および信用保証に関連する保険商品を提供するその他のセグメ

ント。

(h）投資活動からの収益および費用、関連会社持分損益、営業外収益および費用、当社グループの未配分の収益お

よび費用を含む全社セグメント。

 

経営者は、業績の評価を行うため、当社グループの事業セグメントの業績を個別に監視している。セグメントの

業績は、報告セグメントの業績に基づいて評価されている。報告セグメントにおいては、保険事業収益および費用

((a)から(g)のセグメントに関するもの)が保険引受利益/(損失)の測定値であり、主に投資関連収益および費用か

らなる全社事業の収益および費用((h)のセグメントに関するもの)が、保険引受利益/(損失)を除く当期純利益の測

定値である。法人所得税費用は追加配分せず、全社セグメントに賦課している。

 

保険事業の各事業セグメントに直接帰属する保険事業資産および負債は、各セグメントに配分される。グループ

全体で管理される投資資産および負債は、各セグメントに追加配分されない未収還付税、繰延税金資産、有形固定

資産、投資不動産、前払土地プレミアム、その他の資産、劣後債、未払税金、繰延税金負債およびその他の支払債

務とともに全社セグメントに賦課される。

 

当社グループのすべての顧客、業務、ならびに資産および負債は、その関連企業の業務に基づいて中国国内に所

在しているため、地域別情報は開示していない。2014年度および2013年度においてセグメント間取引は発生してい

ない。

 

2014年度および2013年度において、当社グループの元受保険料合計の10％以上を単独で占める外部顧客との取引

による元受保険料はない。
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2014年および2013年12月31日に終了した事業年度におけるセグメント別の損益状況は以下の通りである。

保険 全社 合計

 
 

自動車
保険

 
企業
財産保険

 
貨物
保険

 
賠償責任
保険

傷害
および
医療保険

 
農業
保険

 
 

その他
  

 
2014年度

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

セグメント総保険料 185,054 12,929 3,556 10,041 14,161 17,143 10,153 - 253,037

正味収入保険料 164,606 7,921 2,523 7,302 11,324 12,426 5,067 - 211,169

正味支払保険金 (106,587) (4,663) (1,261) (4,062) (9,063) (7,385) (2,926) - (135,947)

新契約費 (36,212) (1,714) (585) (1,886) (1,053) 112 (465) - (41,803)

その他の保険引受費用 (12,580) (1,061) (312) (626) (727) (2,250) (741) - (18,297)

管理費 (5,437) (311) (130) (261) (430) (827) (435) - (7,831)

保険引受利益 3,790 172 235 467 51 2,076 500 - 7,291

投資収益 - - - - - - - 12,141 12,141

実現および未実現投資
純利益

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
1,319

 
1,319

投資関連費用 - - - - - - - (243) (243)

為替差益、純額 - - - - - - - 9 9

財務費用 - - - - - - - (1,631) (1,631)

その他の収益および
費用、純額

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
248

 
248

関連会社持分損益 - - - - - - - 307 307

税引前利益 3,790 172 235 467 51 2,076 500 12,150 19,441

法人所得税 - - - - - - - (4,326) (4,326)

親会社の株主に帰属
する当期純利益

 
3,790

 
172

 
235

 
467

 
51

 
2,076

 
500

 
7,824

 
15,115
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保険 全社 合計

 
 

自動車
保険

 
企業
財産保険

 
貨物
保険

 
賠償責任
保険

傷害
および
医療保険

 
農業
保険

 
 

その他
  

 
2013年度

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

セグメント総保険料 163,276 12,581 3,664 8,446 9,934 16,566 9,058 - 223,525

正味収入保険料 141,810 7,818 2,474 6,189 7,520 12,313 4,422 - 182,546

正味支払保険金 (94,486) (5,734) (1,006) (3,343) (5,441) (8,293) (2,599) - (120,902)

新契約費 (28,598) (2,152) (627) (1,418) (1,443) (454) 255 - (34,437)

その他の保険引受費用 (10,585) (526) 11 (470) 29 (1,677) (1,150) - (14,368)

管理費 (5,072) (323) (39) (262) (357) (492) (334) - (6,879)

保険引受利益/(損失) 3,069 (917) 813 696 308 1,397 594 - 5,960

投資収益 - - - - - - - 9,939 9,939

実現および未実現投資
純損失

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
(342)

 
(342)

投資関連費用 - - - - - - - (208) (208)

保険契約者預り金
支払利息

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
(1)

 
-

 
(1)

為替差損、純額 - - - - - - - (142) (142)

財務費用 - - - - - - - (2,060) (2,060)

その他の収益および
費用、純額

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
-

 
216

 
216

関連会社持分損益 - - - - - - - 77 77

税引前利益/(損失) 3,069 (917) 813 696 308 1,397 593 7,480 13,439

法人所得税 - - - - - - - (2,881) (2,881)

親会社の株主に帰属す
る当期純利益/(損失)

 
3,069

 
(917)

 
813

 
696

 
308

 
1,397

 
593

 
4,599

 
10,558
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2014年および2013年12月31日現在の当社グループのセグメント資産、負債およびその他のセグメント情報は以下

の通りである。

保険 全社 合計

 
 

自動車
保険

 
企業
財産保険

 
貨物
保険

 
賠償責任
保険

傷害
および
医療保険

 
農業
保険

 
 

その他
  

 
2014年12月31日現在

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

セグメント資産 12,258 8,719 1,341 3,931 3,929 4,798 11,202 319,952 366,130

セグメント負債 157,665 14,452 3,037 11,756 9,548 10,128 16,918 56,851 280,355

その他のセグメント情
報：

         

減価償却費および
償却費

 
1,851

 
126

 
35

 
100

 
142

 
172

 
99

 
-

 
2,525

未収保険料に係る
減損損失

 
23

 
(14)

 
9

 
16

 
22

 
292

 
169

 
-

 
517

利息収益 - - - - - - - 10,823 10,823

資本的支出 - - - - - - - 1,860 1,860

 

保険 全社 合計

 
 

自動車
保険

 
企業
財産保険

 
貨物
保険

 
賠償責任
保険

傷害
および
医療保険

 
農業
保険

 
 

その他
  

 
2013年12月31日現在

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

セグメント資産 19,988 11,145 1,601 3,483 3,344 4,813 10,414 264,636 319,424

セグメント負債 145,475 16,229 3,142 10,452 7,349 10,106 16,651 52,516 261,920

その他のセグメント情
報：

         

減価償却費および
償却費

 
1,518

 
114

 
34

 
78

 
92

 
154

 
83

 
-

 
2,073

未収保険料に係る
減損損失

 
13

 
5

 
(81)

 
41

 
58

 
51

 
101

 
-

 
188

利息収益 - - - - - - - 8,755 8,755

資本的支出 - - - - - - - 1,847 1,847
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5．総保険料および正味収入保険料

 
総保険料は元受保険料と受再保険料を表している。

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

総保険料

元受保険料 252,419 223,005

受再保険料 618 520

 253,037  223,525

正味収入保険料

総保険料 253,037 223,525

控除：出再保険料 (31,279) (31,769)

正味保険料 221,758 191,756

未経過保険料の総変動額 (9,043) (10,961)

控除：未経過保険料の総変動額に対する再保険会社持分 (1,546) 1,751

未経過保険料の正味変動額 (10,589) (9,210)

正味収入保険料 211,169 182,546

 

6. 正味支払保険金

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

総支払保険金 144,685 133,197

控除：再保険会社より回収可能な支払保険金 (18,550) (18,248)

正味支払保険金 126,135  114,949

支払備金の総変動額 10,608 7,996

控除：支払備金の総変動額に対する再保険会社持分 (796) (2,043)

支払備金の正味変動額 9,812 5,953

正味保険金 135,947 120,902

 

7. 新契約費

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

手数料 23,368 19,139

控除：再保険手数料収入 (9,950) (9,366)

保険引受に関する人件費 12,837 10,835

諸税金および課徴金 12,468 11,066

保険保護基金(注記34) 2,021 1,784

その他 1,059 979

41,803 34,437
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8. 投資収益

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

投資不動産の賃貸収益 210 205

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産：

－売買目的保有

利息収益 62 23

配当収益 150 71

－当初認識時に指定されたもの

利息収益 8 18

売却可能金融資産：

利息収益 3,002 2,586

配当収益 958 908

満期保有投資：

利息収益 2,049 1,958

貸付金および債権：

利息収益 5,702 4,170

 12,141  9,939

上場投資からの投資収益：    

　利息収益 1,035  675

　配当収益 575  546

 1,610  1,221

非上場投資からの投資収益：    

　利息収益 9,788  8,080

　配当収益 533  433

 10,321  8,513

合計 11,931  9,734

 

9. 実現および未実現投資純利益/(損失)

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

売却可能金融資産：

－実現利益 1,422 802

－減損損失 (502) (1,344)

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産－売買目的保有：

－実現利益 36 32

－未実現利益/(損失) 299 (19)

売却目的保有に分類された金融資産：

－実現利益 - 37

投資不動産に係る公正価値変動益(注記28) 64 150

1,319 (342)
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10. 財務費用

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

劣後債に係る利息

　－5年以内に完済予定のもの 128 154

　－5年以内に完済予定でないもの 759 923

887 1,077

買戻条件付売却有価証券に係る利息 691 937

その他の財務費用 53 46

1,631 2,060

 

11. 税引前利益

 

当社グループの税引前利益は以下の減算/(加算)により算出される。

 当社グループ

 2014年度 2013年度

注記  百万人民元 百万人民元

有形固定資産減価償却費 29  2,219 1,744

前払土地プレミアム償却費 30  133 130

従業員費用(取締役および監査役の報酬を含む。)：  

賃金、給与および従業員福利厚生費  22,342 18,485

年金制度拠出金  2,002 1,718

未収保険料減損損失 22  517 188

土地および建物のオペレーティング・リース契約における
最低リース料総額

 701 636

有形固定資産項目の売却益、純額  (34) (21)

監査人報酬  14 15

 

12. 取締役、監査役および上級管理職の報酬

 

2014年度および2013年度の取締役、監査役および上級管理職への報酬は以下の通りである。

 

2014年度
2013年度
(再表示後)

千人民元 千人民元

報酬 1,178 1,218

その他の報酬金：

－給与および手当 10,839 9,327

－業績連動型賞与 - 6,109

－社会保険、財形住宅貯蓄およびその他の給付 3,168 4,026

15,185 20,680

 

一部の取締役および監査役は、当社グループの経営成績を含む多数の要因を用いて決定される賞与を受領する権

利を与えられている。
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a)独立非執行取締役

 

当年度において独立非執行取締役に支払われた報酬は以下の通りである。

2014年度 2013年度

千人民元 千人民元

リク・キン・ユー・ピーター氏(注) 223 224

ディン・ニンニン氏 223 224

リャオ・リー氏 223 224

リン・ハンチュアン氏 223 185

892 857

 

当年度において、上記以外に独立非執行取締役へ支払われた報酬はない(2013年度：なし)。

 

注：リク・キン・ユー・ピーター氏は2015年1月12日付で辞任した。
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b)取締役会会長、執行取締役、非執行取締役および監査役

 
 
 

報酬

 
 

給与および
手当

社会保険、
財形住宅貯蓄

および
その他の給付

 
 
 

報酬合計

2014年度 千人民元 千人民元 千人民元 千人民元

取締役会会長：

ウー・イェン氏 - - - -

執行取締役：

グオ・シェンチェン氏(代表取締役社長) - 936 236 1,172

ワン・ホー氏 - 815 222 1,037

非執行取締役：

ワン・インチェン氏(注1) - - - -

ジョウ・シュルイ氏(注1および2) - - - -

ユ・シャオピン氏(注1) - - - -

リー・タオ氏(注1) - - - -

チェ・セーウィン・エドモンド氏(注2) 63 - - 63

監査役：

ワン・ユエシュウ氏(監査役会会長) - 842 236 1,078

シェン・ヘタイ氏 - - - -

ツ・ヨンファン氏 - 594 186 780

シェン・ルイグオ氏 - 439 168 607

独立監査役：

ル・ジェンフェイ氏 223 - - 223

286 3,626 1,048 4,960

注：

(1) これらの非執行取締役は当社から報酬を受領しなかった。

(2) チェ・セーウィン・エドモンド氏は2014年7月10日付で辞任した。ジョウ・シュルイ氏は2015年3月20日付で辞

任した。

 

上級管理者に付与されたSARに関して、中国財政部およびCIRCが公布した関連法令および規則に従って、当社は

中国本土に在住しない者に付与されたSARを除き、2008年に当該スキームを暫時停止することを決定した(注記45を

参照のこと)。

 

中国の関連当局の方針に従って、当社は取締役会会長であるウー・イェン氏にいかなる報酬も支払わなかった。

2014年12月31日に終了した事業年度の当社の経営幹部の全体の報酬体系は、現在、中国の関連当局の方針に従って

審査および承認手続きが取られている。表示されていない当該報酬額は、当社グループの2014年度連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないと予想されている。
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報酬

 
 

給与および
手当

 
 

業績連動型
賞与

社会保険、
財形住宅貯蓄

および
その他の給付

 
 
 

報酬合計

2013年度(再表示後) 千人民元 千人民元 千人民元 千人民元 千人民元

取締役会会長：     

ウー・イェン氏 - - - - -

執行取締役：     

グオ・シェンチェン氏(代表取締役社長) - 842 505 337 1,684

ワン・ホー氏 - 815 489 309 1,613

非執行取締役：     

ワン・インチェン氏 - 603 522 323 1,448

ジョウ・シュルイ氏 - - - - -

ユ・シャオピン氏 - - - - -

リー・タオ氏 - - - - -

チェ・セーウィン・エドモンド氏 137 - - - 137

監査役：     

ワン・ユエシュウ氏(監査役会会長) - 824 495 318 1,637

ジョウ・リクン氏 - - - - -

シェン・ヘタイ氏 - - - - -

ツ・ヨンファン氏 - 491 333 237 1,061

シェン・ルイグオ氏 - 336 291 201 828

独立監査役：     

ル・ジェンフェイ氏 224 - - - 224

361 3,911 2,635 1,725 8,632

 

2013年12月31日に終了した事業年度において、これらの取締役および監査役に対する報酬の金額は、2014年度に

最終的に決定した金額に基づいて再表示された。

 

c)上級管理職

2014年度 2013年度

千人民元 千人民元

その他の報酬額：    

－給与および手当 7,213 5,416

－業績連動型賞与 - 3,474

－社会保険、財形住宅貯蓄およびその他の給付 2,120 2,301

9,333 11,191

 

 

下記の報酬分布に該当する上級管理職数は以下の通りである。

2014年度 2013年度

上級管理職者数 上級管理職者数

0人民元から1,000,000人民元 9  3

1,000,001人民元から2,000,000人民元 1 7

 10  10
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13. 最高報酬受給者5名

 

2014年および2013年12月31日に終了した事業年度における最高報酬受給者5名には、3名の取締役または監査役が

含まれる。個人に支払われたその他の報酬の最高報酬額は以下の通りである。

2014年度
2013年度
(再表示後)

千人民元 千人民元

その他の報酬額：    

－給与および手当 1,564 1,564

－業績連動型賞与 - 939

－社会保険、財形住宅貯蓄およびその他の給付 444 617

2,008 3,120

 

上記の最高報酬受給者2名は、以下の報酬分布に該当している。

2014年度 2013年度

千人民元 千人民元

1,000,001香港ドルから1,500,000香港ドル 2  -

1,500,001香港ドルから2,000,000香港ドル - 1

2,000,001香港ドルから2,500,000香港ドル - 1

2 2

 

2013年12月31日に終了した事業年度における取締役または監査役以外の個人に支払われたこれらの最高報酬額

は、2014年度中に確定した最終額に基づいて再表示された。
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14. 法人所得税

 

中国法人所得税は、関連する中国法人所得税の規則に従って、25％(2013年度：25％)の法定税率に基づいて計算

されている。

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

当期税金：

－当期法人所得税 5,412 2,822

－過年度法人所得税調整額 - 1

繰延税金(注記31) (1,086) 58

当期法人所得税合計 4,326 2,881

 

当社グループの所在地である中国の法定税率を適用した税引前利益に対する法人所得税と実効税率に基づく法人

所得税の差異分析は以下の通りである。

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

税引前利益 19,441 13,439

法定税率25％による法人所得税(2013年度：25％) 4,860 3,360

非課税所得 (646) (610)

損金不算入費用 112 130

過年度法人所得税調整額 - 1

当社グループの実効税率による法人所得税 4,326 2,881

 

15. 親会社の株主に帰属する基本的1株当たり利益

 

　基本的1株当たり利益の計算は、以下に基づいている。

2014年度 2013年度

(再表示後)

利益：

　親会社の株主に帰属する当期純利益(百万人民元) 15,115 10,558

株式数：

　加重平均発行済普通株式数(百万株) 14,249 13,830

基本的１株当たり利益(人民元) 1.061 0.763

 

基本的１株当たり利益は、親会社の株主に帰属する当期純利益を加重平均発行済普通株式数で除して計算され

た。

 

　当年度およびその比較期間の加重平均発行済普通株式数は、2014年度の株主割当増資の影響を反映して修正され

た。

 

2014年および2013年12月31日に終了した事業年度においては潜在普通株式の残高がなかったため、両年度の希薄

化後１株当たり利益は開示していない。
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16. 配当

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

当年度に分配として承認された配当：

2013年度中間配当－普通株式1株当たり0.243人民元 - 3,306

2013年度最終配当－普通株式1株当たり0.221人民元 3,007  -

 

取締役会は、当年度中に中間配当を宣言しなかった。2013年8月26日、当社の取締役会は2013年度中間配当を普

通株式1株当たり0.243人民元、合計3,306百万人民元とすることを承認した。

 

報告期間末日後の2015年3月27日に、2014年12月31日に終了した事業年度に関する普通株式1株当たり0.270人民

元(2013年度：普通株式1株当たり0.221人民元)の最終配当が当社の取締役によって提案された。当該配当について

は、次の株主総会において当社の株主の承認を得る必要がある。

 

17. 現金および現金同等物

当社グループ 当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

要求払預金 19,281 12,854 19,177 12,799

当初満期3ヶ月未満の売戻条件付買入有価証券 4,806 2,858 4,806 2,858

当初満期3ヶ月未満の銀行預金 70 560 70 560

24,157 16,272 24,053 16,217

現金および現金同等物の分類：

貸付金および債権 24,157 16,272 24,053 16,217

 

売戻条件付買入有価証券の取引相手は、一定の債券を担保として差し入れることが要求される。買入れた有価証

券は、連結財政状態計算書に認識されない。上表に開示した帳簿価額は、当年度末日現在におけるこれらの担保の

公正価値に合理的に近似している。

 

18. 定期預金

　定期預金の当初満期は、以下の通りである。

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

3ヶ月～1年 1,139 1,136

2～3年 1,631 2,181

3年超 85,466 61,056

合計 88,236 64,373

 

当社グループの定期預金は固定または変動利付であり、2014年12月31日現在のそれぞれの年利は3.25％から

7.50％および4.50％から5.20％ (2013年12月31日：年利3.10％から7.50％および4.75％から5.20％) である。
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19. デリバティブ金融資産および金融負債

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

金利スワップ 13 (2)

 

金利スワップは公正価値で計上されている。

 

当社は、変動金利付金融資産につき、キャッシュ・フローの変動リスクにさらされている。そのため、相手側か

ら固定金利を受け取り、変動金利を支払うことにより当該リスクを管理する目的で金利スワップを使用している。

これらのスワップの契約条件は以下の通りである。

 
変動金利

 
固定金利

 
満期日

想定元本
総額

百万人民元

2014年12月31日：

3ヶ月物上海銀行間出し手金利の5日間平均値または
中国人民銀行1年物預金金利

 
3.650％-5.200％

2016年1月7日-
2018年2月24日

 
1,050

2013年12月31日：

3ヶ月物上海銀行間出し手金利の5日間平均値または
中国人民銀行1年物預金金利

 
3.650％-5.200％

2014年5月18日-
2018年2月24日

 
1,630

 

キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段とヘッジ対象の期間は、ほぼ一致している。キャッシュ・フロー・

ヘッジのヘッジ関係は有効であると評価され、税引後利益11百万人民元(2013年：税引後損失23百万人民元)がその

他の包括利益として認識された。2014年に、その他の包括利益から純損益へ振り替えられた損益はなかった(2013

年：ゼロ)。
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20. 債券

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

上場債券(公正価値)

－公債 3,281 4,604

－社債 15,307 13,947

18,588 18,551

非上場債券(公正価値)

－公債 4,845 8,737

－金融債 15,833 19,041

－社債 28,217 19,447

48,895 47,225

上場債券(償却原価)

－社債 2,640 2,640

非上場債券(償却原価)

－公債 3,025 3,025

－金融債 27,467 27,666

－社債 7,174 6,575

37,666 37,266

107,789 105,682

債券の分類：

純損益を通じて公正価値で測定－売買目的保有 944 1,137

売却可能 66,539 64,639

満期保有 40,306 39,906

107,789 105,682

上場投資

香港 - 164

それ以外 21,228 20,862

非上場投資 86,561 84,656

107,789 105,682
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21. 株式

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

上場投資(公正価値)：

投資信託 1,773 242

株式 20,360 16,484

 22,133  16,726

非上場投資(公正価値)：

投資信託 16,856 11,036

株式 514  -

永久債 246  -

 17,616  11,036

非上場投資(取得価額)：

株式 1,202 1,202

 40,951  28,964

株式の分類：

純損益を通じて公正価値で測定－売買目的保有

－銀行およびその他金融機関発行 4,458  1,749

－その他民間企業発行 15  -

 4,473  1,749

売却可能(公正価値)

－銀行およびその他金融機関発行 30,022  19,890

－その他民間企業発行 5,164  5,965

－公共企業体発行 87  150

－その他発行 3  8

 35,276  26,013

売却可能(取得原価)    

－銀行およびその他金融機関発行 1,202  1,202

 40,951  28,964

上場投資

香港 798 417

それ以外 21,335 16,309

非上場投資 18,818 12,238

40,951 28,964

 

非上場投資の帳簿価額は、2014年12月31日現在1,202百万人民元(2013年12月31日現在1,202百万人民元)であり、

その公正価値は信頼性をもって測定することはできないため、取得原価から減損損失を控除した金額で計上されて

いる。

 

当年度において、一部の株式投資の市場価値が著しくまたは継続的に下落した。当社はこの下落が株式の減損を

表すものと考え、その他の包括利益から502百万人民元(2013年：1,344百万人民元)の振り替えとして、502百万人

民元(2013年：1,344百万人民元)の減損損失を当年度の損益計算書に認識した。
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22. 未収保険料、純額

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

未収保険料および代理店貸 7,490 6,752

再保険貸 12,600 20,431

20,090 27,183

控除：減損損失：

未収保険料および代理店貸 (2,450) (2,123)

再保険貸 (240) (190)

17,400 24,870

 

報告期間末現在の未収保険料の支払期日に基づく年齢別分析(引当金控除後)は、以下の通りである。

 

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

期日未到来 13,599 18,981

1ヶ月以内 691 1,284

1～3ヶ月 1,397 2,740

3ヶ月超 1,713 1,865

17,400 24,870

 

未収保険料の減損損失引当金の増減は以下の通りである。

 

当社グループおよび当社

2014年 2013年

百万人民元 百万人民元

1月1日現在 2,313 2,415

減損損失認識額(注記11) 517 188

回収不能としての貸倒償却額 (140) (290)

12月31日現在 2,690 2,313

 

当社グループの未収保険料には、兄弟会社に対する債権残高135百万人民元(2013年12月31日：272百万人民元)が

含まれる。詳細については、注記50(c)を参照のこと。

 

23. 再保険貸

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

再保険会社持分：

未経過保険料(注記37) 9,592 11,138

支払備金(注記37) 16,089 15,293

25,681 26,431
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24. 貸付金および債権

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

長期債券投資スキーム 18,742 11,850

資産運用商品 1,350 -

保有劣後債 800  960

資産担保証券 760  -

信託制度 100 100

21,752 12,910

 

長期債券投資スキームは、固定金利または変動金利のいずれかを提供している。2014年12月31日現在における

当該スキームの年利は、4.75％から7.20％(2013年12月31日：4.75％から6.31％)である。

 

すべての長期債券投資スキームは、第三者による保証が付されるか、または担保差入のいずれかによって保証

されている。当社グループは、当該長期債券投資スキームに対して保証も財政支援も提供しておらず、当該長期

債券投資スキームの帳簿価額が当社グループの最大のリスク・エクスポージャーを示す額であると考えている。

 

劣後債の当初の期間は10年であり、劣後債発行から5年目の末日に発行者が行使できる償還権が付されてい

る。2014年12月31日現在における当該劣後債の年利は、4.65％から5.60％(2013年12月31日：4.20％から7.29％)

である。

 

　　次へ
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25. 前払費用およびその他の資産

 

 当社グループおよび当社

 2014年12月31日 2013年12月31日

注記  百万人民元 百万人民元

 

資本保証金 (i)  2,721  2,721

未収利息  5,237  3,981

前払費用および保証金  420  387

その他の未収金  727  698

証券取引口座  161  551

PICCグループからの未収金(注記50(c))   60  ‒

兄弟会社からの未収金(注記50(c))  40  37

その他の資産  4,134  4,159

 13,500  12,534

注：

(i) 中国保険法に従って、当社は中国保険監督管理委員会(以下「CIRC」という。)が指定する銀行において、

保証金として登記資本金の20％相当額の預金を維持することが要求されている。当該保証金の使用はCIRC

の承認を条件とする。

 

2014年12月29日、登記資本金の変更がCIRCにより承認されたため、当社は資本保証金を増額し2015年1月初

めに銀行口座に預け入れた。

 
26. 関連会社に対する投資

当社グループ 当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

関連会社に対する投資の取得原
価(非上場)

4,273 4,273  4,273  4,273

取得後利益およびその他の包括
利益に対する持分(受取配当控
除後)

477 (300) -  -

4,750 3,973  4,273  4,273

 

当社グループの関連会社に対する債権債務残高は、当連結財務諸表に対する注記50 (c)に開示されている。

 

2014年および2013年12月31日現在の関連会社の概要は以下の通りである。

 

 
名称

登記および
活動拠点

 
登記資本金

12月31日現在の
所有者持分および議決権の割合

 
評価方法

 
主要事業

百万人民元 2014年 2013年

PICCライフ 北京 25,761 8.615％ 8.615％ 持分法 生命保険商品の販売

航天投資 北京 7,425 16.835％ 16.835％ 持分法 投資持分

 

当社は、PICCライフおよび航天投資に対する持分を関連会社として会計処理しているが、これは、PICCライフお

よび航天投資の取締役会に取締役を派遣する契約上の権利により、当社グループがPICCライフおよび航天投資に対

する重要な影響力を有しているためである。当社グループはまた、航天投資の監査役会に監査役を派遣することも

できる。
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当連結財務諸表の承認日時点で、航天投資の2014年12月31日に終了した事業年度の監査済財務諸表が入手可能で

はないため、当社グループは、未監査の管理勘定に基づき航天投資の2013年10月1日から2014年9月30日までの期間

における業績に対する当社持分を認識している。

 

航天投資は2013年10月に当社の関連会社となったものの、当社グループは、当関連会社に対する重要な影響力の

行使を開始した日から2013年12月31日までの期間における当該関連会社の純損益に対する持分を計上しなかった。

これは、当社グループの2013年度連結財務諸表の承認日時点で、航天投資の2013年12月31日に終了した事業年度の

監査済財務諸表が入手可能ではなかったためである。

 

これらの関連会社はすべて非公開会社であり、これらの株式に係る入手可能な取引相場価格はない。
 

当社グループの関連会社の要約連結財務情報は、それぞれ以下の通りである。以下の要約連結財務情報は、中国

で設立された企業に適用される会計方針および財務規制に準拠して作成され、HKFRSとの重要な差異について修正

された、関連会社それぞれの連結財務諸表に表示されている金額を示している。

 

PICCライフ

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

資産総額 354,187  366,913

負債総額 323,743  344,194

以下に帰属する資本    

　PICCライフの株主 30,427  22,719

　非支配持分 17  -

資本総額 30,444  22,719

 

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

収益 99,167  93,511

以下に帰属する利益    

　PICCライフの株主 2,037  826

　非支配持分 (8) ‒

当期純利益 2,029  826

PICCライフの株主に帰属するその他の包括利益/(損失) 5,837  (1,345)

当期その他の包括利益/(損失) 5,837  (1,345)

以下に帰属する包括利益/(損失)合計    

　PICCライフの株主 7,874  (519)

　非支配持分 (8) ‒

当期包括利益/(損失)合計 7,866  (519)

関連会社からの当期受取配当金 14  ‒
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上記の要約連結財務情報から、連結財務諸表に認識されているPICCライフに対する持分の帳簿価額への調整は以

下の通りである。

 

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

PICCライフの株主に帰属するPICCライフの純資産 30,427  22,719

当社グループのPICCライフに対する株主持分割合 8.615％  8.615％

PICCライフの純資産に対する当社グループの株主の持分 2,621  1,957

のれん 16  16

PICCライフに対する当社グループの持分の帳簿価額 2,637  1,973

 

航天投資

2014年9月30日

百万人民元

資産総額 11,345

負債総額 459

以下に帰属する持分  

　航天投資の株主 10,810

　非支配持分 76

資本総額 10,886

 

2013年10月1日から
2014年9月30日までの期間

百万人民元

収益 100

以下に帰属する利益  

　航天投資の株主 783

　非支配持分 19

当期純利益 802

航天投資の株主に帰属するその他の包括損失 (13)

当期その他の包括損失 (13)

以下に帰属する包括利益合計  

　航天投資の株主 770

　非支配持分 19

当期包括利益合計 789

関連会社からの当期受取配当金 17
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上記の要約連結財務情報から、連結財務諸表に認識されている航天投資に対する持分の帳簿価額への調整は以下

の通りである。

 

2014年9月30日 2013年9月30日

百万人民元 百万人民元

航天投資の株主に帰属する航天投資の純資産 10,810  10,285

当社グループの航天投資に対する株主持分割合 16.835％  16.835％

航天投資の純資産に対する当社グループの株主持分割合 1,820  1,731

取得時における公正価値調整の影響 269  269

その他 24  ‒

航天投資に対する当社グループの持分の帳簿価額 2,113  2,000

 

27. 子会社株式

 当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

非上場株式(取得原価) 96  48

 

2014年12月31日現在、当社が保有する子会社は以下の通りである。

 

 
 

子会社名称

 
 

設立拠点

12月31日現在の
当社グループ保有の
株式持分および議決権

株式資本/
登記資本金/
払込済資本金

 
 

主要事業

2014年 2013年 百万人民元

人保社会保険銷售服務有限公司（以下
「人保社会保険銷售服務」という。）*
(注記1)

中国 100％ ‒ 50 保険代理サービス

人保汽車保険銷售服務有限公司* 中国 90％ 90％ 50 保険代理サービス

海口人保財険トレーニングセンター有
限責任公司*

中国 100％ 100％ 0.1 研修サービス

鶴壁市人保財険専属保険代理有限責任
公司*（注記2）

中国 ‒ 100％ 0.5 保険代理サービス

河北省人保財険専属保険代理有限責任
公司*（注記2）

中国 ‒ 100％ 1 保険代理サービス

 
*中国会社法に基づき登記された有限責任会社である。

 

当該子会社のいずれも、当年度末現在において社債を発行していなかった。

 

取締役の見解では、当社グループ内に重要な非支配持分を有する子会社はない。したがって、完全所有子会社以

外の子会社に関する詳細な情報は表示していない。

 

注１:　人保社会保険銷售服務は2014年度に中国本土で設立された当社の完全子会社である。

 

注2:　2014年12月31日現在、当社は当該子会社2社の清算を完了し、工商行政管理局から登記を抹消する手続きを

完了している。
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28. 投資不動産

 
当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

1月1日現在 4,591 4,538

有形固定資産および前払土地プレミアムからの振替
（注記29および30）

233 173

有形固定資産および前払土地プレミアムから振り替えられた投資
不動産の公正価値再評価益

338 278

投資不動産の当期公正価値増加額（注記9） 64 150

有形固定資産および前払土地プレミアムへの振替
（注記29および30）

(542) (548)

12月31日現在 4,684 4,591

公正価値の階層：  

レベル3 4,684 4,591

 

当社

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

1月1日現在 4,753  4,720

有形固定資産および前払土地プレミアムからの振替
（注記29および30）

233  173

有形固定資産および前払土地プレミアムから振り替えられた投資
不動産の公正価値再評価益

338  278

投資不動産の当期公正価値増加額 53  130

有形固定資産および前払土地プレミアムへの振替
（注記29および30）

(542) (548)

12月31日現在 4,835  4,753

公正価値の階層：    

レベル3 4,835  4,753

 

　当社グループは、2014年12月31日現在の帳簿価額80百万人民元（2013年12月31日現在103百万人民元）の投資不

動産の権利証につき、引き続き申請手続を行っている。

 

2014年12月31日および2013年12月31日現在において、当社グループの投資不動産のうち、当社グループに付与さ

れた一般銀行借入枠の保証として担保に差し入れられているものはなかった。

 

投資不動産の公正価値は、外部の独立評価機関である北京戴德梁行物業管理有限公司が実施した評価に基づいて

決定されている。当該評価は、以下の２つの手法の組合せに基づき実施される。

 

(ⅰ)　関連市場において利用可能である比較可能売却取引を参照し、各不動産が現在の状態で売却されるという仮

定に基づく直接比較法

 

(ⅱ)　キャッシュ・フローの金額とタイミングの不確実性に係る現在の市場評価を反映する割引率を採用し、既存

リース契約の純リース収入からリース収入が悪化する可能性に対する引当金を控除した金額を資本化する方

法

 

当該独立評価機関は、通常、その専門的判断に基づき、これらの2つの手法により算出した評価額の加重平均に

より投資不動産の公正価値を算出する。したがって、これらの公正価値はレベル3に区分される。

 

前期に用いた評価技法から変更はない。不動産の公正価値の見積りは、当該不動産の現在の最有効使用に基づい

ている。

EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

127/305



 

これらの投資不動産の評価に用いられる重要なインプットの一つは、使用された資本化率であり、その範囲は

4％から8％である（2013年度：4％から8％）。使用された資本化率のわずかな上昇により投資不動産の公正価値測

定額が著しく減少する場合があり、また逆も同様である。

 

当期においてはレベル3への振替、またはレベル3からの振替はなかった。

 

公正価値で測定される投資不動産でレベル3に分類されたものについては、振替日に加えて、毎年6月30日および

12月31日に独立評価機関が評価を実施している。財務部は、これらの評価の全体的な合理性を検討し、評価結果を

経営者に報告している。

 

当社グループが所有する投資不動産は全て中国本土に所在し、中期リースにより保有されている。

 

これらの投資不動産の賃貸収益210百万人民元（2013年度：205百万人民元）は、当期の損益計算書に認識され

た。
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29. 有形固定資産

当社グループ

土地および
建物

 
自動車

器具
備品等

建設
仮勘定

 
合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

取得原価

2014年1月1日現在 13,400 1,560 5,805 898 21,663

取得 281 309 632 507 1,729

振替 197 ‒ 22 (219) ‒

投資不動産からの振替（注記28） 411 ‒ ‒ ‒ 411

投資不動産への振替（注記28） (204) ‒ ‒ ‒ (204)

処分 (34) (162) (258) (5) (459)

2014年12月31日現在 14,051 1,707 6,201 1,181 23,140

減価償却累計額

2014年1月1日現在 (3,670) (800) (3,170) ‒ (7,640)

当期減価償却費（注記11） (481) (284) (1,454) ‒ (2,219)

投資不動産への振替（注記28） 90 ‒ ‒ ‒ 90

処分 12 155 248 ‒ 415

2014年12月31日現在 (4,049) (929) (4,376) ‒ (9,354)

     

帳簿価額      

2014年12月31日現在 10,002 778 1,825 1,181 13,786

    

取得原価

2013年1月1日現在 12,460 1,534 5,805 825 20,624

取得 563 203 534 309 1,609

振替 227 ‒ ‒ (227) ‒

投資不動産からの振替（注記28） 358 ‒ ‒ ‒ 358

投資不動産への振替（注記28） (188) ‒ ‒ ‒ (188)

処分 (20) (177) (534) (9) (740)

2013年12月31日現在 13,400 1,560 5,805 898 21,663

    

減価償却累計額     

2013年1月1日現在 (3,270) (722) (2,651) ‒ (6,643)

当期減価償却費（注記11） (475) (247) (1,022) ‒ (1,744)

投資不動産への振替（注記28） 66 ‒ ‒ ‒ 66

処分 9 169 503 ‒ 681

2013年12月31日現在 (3,670) (800) (3,170) ‒ (7,640)

      

帳簿価額      

2013年12月31日現在 9,730 760 2,635 898 14,023
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当社

土地および
建物

 
自動車

器具
備品等

建設
仮勘定

 
合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

取得原価

2014年1月1日現在 13,338 1,560 5,805 898 21,601

取得 281 309 632 507 1,729

振替 197 ‒ 22 (219) ‒

投資不動産からの振替（注記28） 411 ‒ ‒ ‒ 411

投資不動産への振替（注記28） (204) ‒ ‒ ‒ (204)

処分 (34) (162) (258) (5) (459)

2014年12月31日現在 13,989 1,707 6,201 1,181 23,078

     

減価償却累計額      

2014年1月1日現在 (3,656) (800) (3,170) ‒ (7,626)

当期減価償却費 (479) (284) (1,454) ‒ (2,217)

投資不動産への振替（注記28） 90 ‒ ‒ ‒ 90

処分 12 155 248 ‒ 415

2014年12月31日現在 (4,033) (929) (4,376) ‒ (9,338)

     

帳簿価額      

2014年12月31日現在 9,956 778 1,825 1,181 13,740

    

取得原価     

2013年1月1日現在 12,398 1,534 5,805 825 20,562

取得 563 203 534 309 1,609

振替 227 ‒ ‒ (227) ‒

投資不動産からの振替（注記28） 358 ‒ ‒ ‒ 358

投資不動産への振替（注記28） (188) ‒ ‒ ‒ (188)

処分 (20) (177) (534) (9) (740)

2013年12月31日現在 13,338 1,560 5,805 898 21,601

     

減価償却累計額      

2013年1月1日現在 (3,257) (722) (2,651) ‒ (6,630)

当期減価償却費 (474) (247) (1,022) ‒ (1,743)

投資不動産への振替（注記28） 66 ‒ ‒ ‒ 66

処分 9 169 503 ‒ 681

2013年12月31日現在 (3,656) (800) (3,170) ‒ (7,626)

     

帳簿価額     

2013年12月31日現在 9,682 760 2,635 898 13,975

 

当社グループの土地および建物、建設仮勘定は中国本土に所在し、中期リースにより保有するものである。

 

2014年12月31日現在、当社グループが取得した帳簿価額514百万人民元（2013年12月31日：666百万人民元）の建

物については所有権登記の手続を行っている最中である。
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30. 前払土地プレミアム

当社グループ

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

1月1日現在 3,531 3,497

取得 48 48

投資不動産からの振替（注記28） 131 190

当期償却額（注記11） (133) (130)

投資不動産への振替（注記28） (119) (51)

処分 (27) (23)

12月31日現在 3,431 3,531

当社

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

1月1日現在 3,530 3,497

取得 48 48

投資不動産からの振替（注記28） 131 190

当期償却額 (133) (131)

投資不動産への振替（注記28） (119) (51)

処分 (27) (23)

12月31日現在 3,430 3,530

 

当社グループおよび当社の借地は中国本土に所在し、以下のリース条件で保有している。

 

当社グループ

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

長期リース 85  171

中期リース 3,346  3,360

3,431  3,531

  

当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

長期リース 85  171

中期リース 3,345  3,359

3,430  3,530
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31. 繰延税金

 

繰延税金資産および負債の増減は以下の通りである。

 

 当社グループ

 
 
 

金融資産の
減損損失

 
 

売却可能
投資再評
価差額金

キャッ
シュ・
フロー・
ヘッジ
差額金

 
 
 

保険契約
負債

 
 

未払給与
および福
利厚生費

 
 

投資不動
産再評価
差額金

 
 
 
 

その他

 
 
 
 

合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

繰延税金資産

2014年1月1日現在 806 958 1 ‒ 768 ‒ 261 2,794

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金（注記14）

(68) ‒ ‒ 576 520 ‒ 149 1,177

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ (958) (1) ‒ ‒ ‒ ‒ (959)

2014年12月31日現在の繰延税
金資産総額

738 ‒ ‒ 576 1,288 ‒ 410 3,012

繰延税金負債

2014年1月1日現在 ‒ ‒ ‒ (451) ‒ (1,020) (126) (1,597)

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金（注記14）

‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (16) (75) (91)

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ (1,768) (3) ‒ ‒ (84) ‒ (1,855)

2014年12月31日現在の繰延税
金負債総額

‒ (1,768) (3) (451) ‒ (1,120) (201) (3,543)

        

2014年12月31日現在の繰延税
金負債純額

       (531)
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 当社

 
 
 

金融資産の
減損損失

 
 

売却可能
投資再評
価差額金

キャッ
シュ・フ
ロー・
ヘッジ
差額金

 
 
 

保険契約
負債

 
 

未払給与
および福
利厚生費

 
 

投資不動
産再評価
差額金

 
 
 
 

その他

 
 
 
 

合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

繰延税金資産

2014年1月1日現在 806 958 1 ‒ 768 ‒ 261 2,794

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金

(68) ‒ ‒ 576 520 ‒ 149 1,177

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ (958) (1) ‒ ‒ ‒ ‒ (959)

2014年12月31日現在の繰延税
金資産総額

738 ‒ ‒ 576 1,288 ‒ 410 3,012

       

繰延税金負債

2014年1月1日現在 ‒ ‒ ‒ (451) ‒ (1,048) (126) (1,625)

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金

‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (13) (75) (88)

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ (1,768) (3) ‒ ‒ (84) ‒ (1,855)

2014年12月31日現在の繰延税
金負債総額

‒ (1,768) (3) (451) ‒ (1,145) (201) (3,568)

        

2014年12月31日現在の繰延税
金負債純額

       (556)
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 当社グループ

 
 
 

金融資産の
減損損失

 
 

売却可能
投資再評
価差額金

キャッ
シュ・フ
ロー・
ヘッジ
差額金

 
 
 

保険契約
負債

 
 

未払給与
および福
利厚生費

 
 

投資不動
産再評価
差額金

 
 
 
 

その他

 
 
 
 

合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

繰延税金資産

2013年1月1日現在 938 614 ‒ ‒ 682 ‒ 240 2,474

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金（注記14）

(132) ‒ ‒ ‒ 86 ‒ 21 (25)

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ 344 1 ‒ ‒ ‒ ‒ 345

2013年12月31日現在の繰延税
金資産総額

806 958 1 ‒ 768 ‒ 261 2,794

       

繰延税金負債

2013年1月1日現在 ‒ ‒ (6) (451) ‒ (914) (130) (1,501)

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金（注記14）

‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (37) 4 (33)

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ ‒ 6 ‒ ‒ (69) ‒ (63)

2013年12月31日現在の繰延税
金負債総額

‒ ‒ ‒ (451) ‒ (1,020) (126) (1,597)

        

2013年12月31日現在の繰延税
金資産純額

       1,197
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 当社

金融資産の
減損損失

売却可能
投資再評
価差額金

キャッ
シュ・フ
ロー・
ヘッジ差
額金

保険契約
負債

未払給与
および福
利厚生費

投資不動
産再評価
差額金 その他 合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

繰延税金資産

2013年1月1日現在 938 614 ‒ ‒ 682 ‒ 240 2,474

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金

(132) ‒ ‒ ‒ 86 ‒ 21 (25)

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ 344 1 ‒ ‒ ‒ ‒ 345

2013年12月31日現在の繰延税
金資産総額

806 958 1 ‒ 768 ‒ 261 2,794

        

繰延税金負債        

2013年1月1日現在 ‒ ‒ (6) (451) ‒ (947) (130) (1,534)

当期の損益計算書へ計上され
た繰延税金

‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (32) 4 (28)

当期のその他の包括利益へ直
接計上された繰延税金

‒ ‒ 6 ‒ ‒ (69) ‒ (63)

2013年12月31日現在の繰延税
金負債総額

‒ ‒ ‒ (451) ‒ (1,048) (126) (1,625)

        

2013年12月31日現在の繰延税
金資産純額

       1,169

 

当社から株主へ支払われる配当に対して法人所得税は課税されない。

 

当期税金資産と負債が同一の税務当局の管轄下にあることから相殺について法的強制力のある権利が存在する場

合には、これらの繰延税金資産と負債は相殺される。
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32. 制限権付預金

 

2014年12月31日現在の定期預金のうち955百万人民元（2013年12月31日：888百万人民元）には制限権が付されて

いる。これらの預金は、関連する地方政府の要求に従い特定の銀行口座で管理され、異常災害時の対処のみを目的

として使用いることができる。

 

33. 再保険借

 

　再保険借の内訳は以下の通りである。

当社グループおよび当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

再保険借 10,403  17,455

 

再保険借は無利子で、支払期日は決済日から3ヶ月以内または要求払いである。

 

当社グループの再保険借は、兄弟会社に対する債務残高150百万人民元（2013年12月31日：262百万人民元）を含

む。詳細については注記50(c)を参照のこと。

 

34. 未払保険保護基金費用

当社グループおよび当社

2014年度 2013年度

百万人民元 百万人民元

１月１日現在 698 575

当期未払計上額（注記7） 2,021 1,784

当期支払額 (1,964) (1,661)

12月31日現在 755 698

 

中国保険法令により、当社グループは年間保険料の0.8％（2013年度：0.8％）に基づく金額を保険保護基金へ支

払う義務を負っている。累積残高が中国会計基準で算定した当社グループの総資産の6％（2013年度：6％）に達し

た場合は、基金への追加拠出は必要ない。

 

全ての保険会社は、CIRCの指定した銀行口座に保険保護基金への預入れを四半期ごとに行うことが求められる。

 

35. 買戻条件付売却有価証券

当社グループおよび当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

市場での取引：   

証券取引所 10,386 11,699

　銀行間取引市場 3,855 6,316

合計 14,241 18,015

 

2014年12月31日現在、帳簿価額および公正価値がそれぞれ3,913百万人民元および4,005百万人民元（2013年12月

31日：6,689百万人民元および6,367百万人民元）である債券は、銀行間取引市場で当社グループが行った買戻取引

により生じた買戻条件付売却金融資産に係る担保として差し入れられていた。買戻取引期間中に当該担保を取引に

供することは制限されている。

 

証券取引所を通じた債券の買戻取引においては、当社グループは、証券取引所で取引される特定の債券を担保の

プールに預け入れ、当該証券取引所の規則に定める標準レートで転換したその公正価値が関連する買戻取引の残高

以上となることを要求されている。2014年12月31日現在、担保プールに預け入れている有価証券の帳簿価額および
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公正価値は、それぞれ15,859百万人民元および15,875百万人民元（2013年12月31日：13,547百万人民元および

13,451百万人民元）である。買戻取引期間中に当該担保を取引に供することは制限されている。当社グループは、

担保プール内の証券取引所で取引される債券の価額が関連する買戻取引の残高以上である場合にのみ、当該債券を

担保プールから引き出すことができる。

 

36. その他の負債および未払費用

当社グループおよび当社

2014年
12月31日

2013年
12月31日

百万人民元 百万人民元

前納保険料 8,236 7,250

未払給与および福利厚生費 7,095  4,802

未払手数料 3,623  3,079

未払保険料 2,676  2,532

資本的支出に係る未払金 321  299

兄弟会社への未払金（注記50(c)） 55  56

PICCグループへの未払金（注記50 (c)） ‒  60

その他 9,229 7,671

31,235 25,749

 

前納保険料は、2014年および2013年12月31日現在でいまだ発効していない契約からの受取金額であり、当該契約

の発効時に対応する未経過保険料とともに収入保険料として認識される。
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37. 保険契約負債

当社グループおよび当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

未経過保険料 95,638  86,595

支払備金 102,499  91,891

198,137  178,486

 

保険契約負債および対応する再保険貸の増減は以下の通りである。

 

 当社グループおよび当社

 2014年度  2013年度

総額
再保険
会社持分

純額 総額
再保険
会社持分

純額

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

（注記23）  （注記23）

未経過保険料  

１月１日現在 86,595 (11,138) 75,457  75,634 (9,387) 66,247

当期増加額 201,535 (21,540) 179,995  179,019 (22,404) 156,615

当期減少額 (192,492) 23,086 (169,406) (168,058) 20,653 (147,405)

12月31日現在 95,638 (9,592) 86,046  86,595 (11,138) 75,457

      

支払備金       

１月１日現在 91,891 (15,293) 76,598  83,895 (13,250) 70,645

当期増加額 155,293 (19,346) 135,947  141,193 (20,291) 120,902

当期減少額 (144,685) 18,550 (126,135) (133,197) 18,248 (114,949)

12月31日現在 102,499 (16,089) 86,410  91,891 (15,293) 76,598

       

保険契約負債 198,137 (25,681) 172,456  178,486 (26,431) 152,055

 

38. 保険契約者預り金

2014年および2013年12月31日現在、保険契約者預り金は、無利子および要求払であった。
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39. 当社発行の劣後債

 

当社グループおよび当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

帳簿価額    

　1年超2年以下 3,062  ‒

　2年超5年以下 ‒  3,091

　5年超 19,387  16,471

合計 22,449  19,562

 

これらの劣後債の満期は10年である。取引相手に適切な通知を行うことにより、当社グループは、発行日から5

年が経過した時点で額面で劣後債を償還することができる。当社グループの劣後債の年率は、最初の5年間が

4.60％-5.75％、次の5年間が6.30％-7.75％である。

 

2014年9月28日に、当社は、2009年9月28日に発行された5,000百万人民元の劣後債の償還権を行使し、当該劣後

債を全額償還した。2014年10月23日に、当社は8,000百万人民元の劣後債を発行した。

 

40. 保険契約負債および再保険貸 ‒ 諸条件、計算基礎、感応度

 

(a）保険契約負債

 

諸条件

 

保険金の支払が伸び、保険金請求が決済され、またさらなる保険金請求が報告されるにつれ、通常業務の一部と

して月次で支払備金は調整される。影響が大きい場合、支払備金は貨幣の時間的価値に対する割引計算が行われ

る。

 

測定過程は、主に保険数理および統計予測技法を組み合わせ将来の保険金費用を予測することが含まれる。

 

全ての保険種目に係る総支払備金の見積額は以下の方法に基づいている。

 

・　既支払および発生保険金のロス・ディベロップメント法

・　既支払および発生保険金のボーンヒュッター・ファーガソン法

・　予測損害率法

 

未払保険金の再保険による回収額は、比例再保険契約、任意再保険契約、および貨物、賠償、海上ならびにノン

マリン保険に適用されるその他の特約再保険契約それぞれ個別に見積もられる。

 

再保険  評価方法

比例再保険  保険金債務総額の一定の割合に基づく。

任意再保険  個々の大型保険金請求の見積額に、IBNRの割合を乗じる。

その他の特約  発生保険金のロス・ディベロップメント法およびボーンヒュッター・ファーガソ

ン法を用いる。
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計算仮定と感応度

 

見積の基礎となる主要な仮定は、当社が経験した過去の保険金動向である。裁判所の判決や法律などの外部要因

が見積に影響を及ぼす程度の評価をする際には判断が必要とされる。2014年度および2013年度のロングテールの負

債に用いられた割引率はそれぞれ4.1％-4.5％および4.0％-4.3％である。

 

支払備金の合理的な見積の範囲は、異なる統計的技法と様々な主要な仮定を用いて推定され、決済のスピード、

保険料率の改定、および、最終損失に対する引受管理に関する異なった視点をあらわす。

 

法令の改正や見積過程の不確実性などの一部変数要素の感応度は、信頼性をもって定量化することができない。

さらに、保険事由の発生、その届出および最終的な決済との間に発生する遅延のため、期末日に支払備金残高を確

実に定量化することはできない。

 

以下の表は時の経過に伴う保険金総額の動向分析である。

 

保険事由発生年度（総額）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

累計支払保険金見積：

当期末 86,255 98,733 113,488 138,282 150,767 587,525

1年後 84,962 97,641 113,351 138,263  434,217

2年後 84,535 96,665 113,468   294,668

3年後 83,082 95,619    178,701

4年後 82,155     82,155

      

累計支払保険金見積 82,155 95,619 113,468 138,263 150,767 580,272

支払保険金累計額 (76,296) (86,579) (108,525) (124,349) (92,291) (488,040)

小計 92,232

過年度調整額、未割当分の支払備金、
割引およびリスク・マージン

10,267

未払保険金 102,499
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以下の表は時の経過に伴う保険金純額の動向分析である。

 

保険事由発生年度（純額）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

累計支払保険金見積：

当期末 77,498 83,793 94,925 120,084 131,379 507,679

1年後 76,778 82,935 94,929 119,921  374,563

2年後 76,250 82,237 94,882   253,369

3年後 74,865 81,343    156,208

4年後 74,127     74,127

      

累計支払保険金見積 74,127 81,343 94,882 119,921 131,379 501,652

支払保険金累計額 (68,821) (73,852) (91,067) (110,407) (80,511) (424,658)

小計 76,994

過年度調整額、未割当分の支払備金、
割引およびリスク・マージン

9,416

未払保険金 86,410

 

 

最終的な負債額は事後の状況により変動する。最終的な負債の再評価から発生する差額は、次年度以降の財務諸

表に反映される。

 

(b)　再保険貸 ‒ 諸条件、計算基礎および方法

 

当社グループは、保険業務にかかる損失のエクスポージャーを再保険契約によって低減している。出再業務の大

部分は、比例ベース、あるいは商品ごとに異なる自己保有限度額が設定されている超過額ベースで出再されてい

る。様々な比例再保険契約では、利益戻し、段階手数料および損失引受限度に関する条項が含まれる。また、異常

災害超過損害額再保険は、当社グループの特定の大災害に対するエクスポージャーを制限する目的で設定されてい

る。

 

ただし、当社グループが再保険契約を行っている場合でも、保険契約者への直接的な責任が免除されるわけでは

ない。当年度に当社グループが再保険会社上位3社に出再した保険料は18,342百万人民元（2013年：19,520百万人

民元）である。このため、再保険会社が再保険契約で引き受けた義務を果たせない限度において、出再保険に関し

ても信用リスクが存在する。
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41. 発行済資本金

当社グループおよび当社

 2014年12月31日  2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

発行済および全額払込済：

国内株式　額面1.00人民元 10,229  9,384

H株式　額面1.00人民元 4,599  4,220

14,828  13,604

 

発行済株式の増減は以下の通りである。

発行済株式数 資本金

百万株 百万人民元

2013年1月1日現在 12,256 12,256

株主割当増資に基づき発行した新株式 1,348  1,348

2013年12月31日現在 13,604 13,604

株主割当増資に基づき発行した新株式 1,224 1,224

2014年12月31日現在 14,828 14,828

 

当社は、2014年12月4日に、2014年11月17日現在の登録株主が保有する既存のH株式10株および国内株式10株当た

りそれぞれ0.9株の引受権の割合で、H株式引受権380百万株(1株当たり発行価格：7.46香港ドル)および国内株式

845百万株（1株当たり発行価格：5.92人民元）を発行する株主割当増資を完了した。当社は、総額で7,244百万人

民元の資金を調達し、そのうち1,224百万人民元を資本金に計上した。

 

当社は、2013年6月18日に、2013年5月30日現在の登録株主が保有する既存のH株式10株および国内株式10株当た

りそれぞれ1.1株の引受権の割合で、H株式引受権418百万株(1株当たり発行価格：5.38香港ドル)および国内株式

930百万株（1株当たり発行価格：4.30人民元）を発行する株主割当増資を完了した。当社は、総額で5,787百万人

民元の資金を調達し、そのうち1,348百万人民元を資本金に計上した。

 

2014年12月に完了した株主割当増資について、国家工商行政管理総局への新たな営業許可証の登録および提出手

続きは2015年2月28日に完了した。
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42. 準備金

 

当期および前期における当社グループの準備金の額およびその増減は、連結財務諸表の連結資本変動計算書に表

示されている。

 

当社の準備金の増減は以下の通りである。

 

 
資本

剰余金

資産
再評価
差額金

売却可能
投資再評価
差額金

キャッシュ・
フロー・

ヘッジ差額金

 
法定
準備金

一般
リスク
準備金

 
利益
準備金

 
利益
剰余金

 
 

合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

2014年
１月１日残高

12,990 2,320 (2,878) (1) 22,887 3,940 ‒ 5,020 44,278

当期包括利益
合計

‒ 254 8,178 11 ‒ ‒ ‒ 14,831 23,274

準備金積立 ‒ ‒ ‒ ‒ 5,787 1,457 721 (7,965) ‒

株主割当増資 5,996 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 5,996

2013年
最終配当

‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (3,007) (3,007)

2014年
12月31日残高

18,986 2,574 5,300 10 28,674 5,397 721 8,879 70,541

 

 

 
 
 

資本
剰余金

 
 

資産
再評価
差額金

 
売却可能
投資
再評価
差額金

キャッ
シュ・
フロー・
ヘッジ
差額金

 
 
 

法定
準備金

 
 

一般
リスク
準備金

 
 
 

利益
剰余金

 
 
 
 

合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

2013年1月1日残高 8,584 2,111 (1,845) 22 12,285 2,886 9,464 33,507

当期包括利益/(損失)合計 ‒ 209 (1,033) (23) ‒ ‒ 10,534 9,687

準備金積立 ‒ ‒ ‒ ‒ 10,602 1,054 (11,656) ‒

株主割当増資 4,406 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 4,406

2013年中間配当 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (3,306) (3,306)

その他 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (16) (16)

2013年12月31日残高 12,990 2,320 (2,878) (1) 22,887 3,940 5,020 44,278
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43. 公正価値および公正価値の階層

 

　本注記では、当社グループにおける様々な金融資産および金融負債の公正価値を決定する方法について記載して

いる。投資不動産の公正価値測定の詳細は、本連結財務諸表に対する注記28に開示している。

 

　財務報告上の公正価値測定は、公正価値測定へのインプットの観察可能性の程度および公正価値測定全体に対す

る当該インプットの重要性に基づき、下記のレベル1、2または3に区分されている。

 

・レベル1のインプットは、測定日現在で企業がアクセスできる同一の資産または負債に関する活発な市場におけ

る相場価格(無修正)である。

 

・レベル2のインプットは、レベル1に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産または負債について直接ま

たは間接に観察可能なものである。

 

・レベル3のインプットは、資産または負債に関する観察可能でないインプットである。

 

金融商品の公正価値

 
(a)　公正価値で測定していない金融資産および負債の公正価値

 

　公正価値で測定していない当社グループの金融資産および負債の帳簿価額は、2014年および2013年12月31日現在

の公正価値に近似している。ただし、以下に帳簿価額、公正価値および公正価値の階層を開示した金融商品を除

く。

2014年12月31日現在

(百万人民元) 帳簿価額 公正価値

金融資産

満期保有目的投資 40,306  40,992

貸付金および債権 21,752  23,198

金融負債    

劣後債 22,449  24,438

 

2013年12月31日現在

(百万人民元) 帳簿価額 公正価値

金融資産    

満期保有目的投資 39,906  36,004

貸付金および債権 12,910  12,786

金融負債    

劣後債 19,562  19,294

 

2014年12月31日現在の公正価値の階層

(百万人民元) レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産

満期保有目的投資 2,607 38,385 - 40,992

貸付金および債権 - 23,198 - 23,198

金融負債   

劣後債 - 24,438 - 24,438
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2013年12月31日現在の公正価値の階層

(百万人民元) レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産

満期保有目的投資 2,535 33,469 - 36,004

貸付金および債権 - 12,786 - 12,786

金融負債   

劣後債 - 19,294 - 19,294

 

　レベル2に分類した金融資産および金融負債の公正価値は、割引キャッシュ・フロー分析に基づいた一般に受け

入れられている価格算定モデルを用いて決定している。最も重要なインプットは、取引相手の信用リスクを反映し

た割引率である。

 

(b)　経常的に公正価値で測定する金融資産および金融負債の公正価値

 

当社グループの金融資産および金融負債の一部は、報告期間の末日に公正価値で測定している。以下の表は、こ

れらの金融資産および金融負債の公正価値の決定方法（具体的には、公正価値の階層、評価技法および使用したイ

ンプット）を示している。
 
 
 
 

金融資産/金融負債

12月31日現在の
公正価値

 
 
 

公正価値
の階層

 
 
 
 

評価技法および重要なインプット

2014年
百万人民元

2013年
百万人民元

売買目的保有債券 944 1,137 レベル2 契約上の金額および表面利率に基づく見積将来

キャッシュ・フローを、取引相手の信用リスク

を反映した割引率で割り引いた割引キャッ

シュ・フロー

売買目的保有株式 4,473 1,749 レベル1 活発な市場の公表された買呼値

売却可能債券 8,571 18,551 レベル1 活発な市場の公表された買呼値

売却可能債券 57,968 46,088 レベル2 契約上の金額および表面利率に基づく見積将来

キャッシュ・フローを、取引相手の信用リスク

を反映した割引率で割り引いた割引キャッ

シュ・フロー

売却可能株式 20,665 17,461 レベル1 活発な市場の公表された買呼値

売却可能株式 760 ‒ レベル2 契約上の金額および表面利率に基づく見積将来

キャッシュ・フローを、取引相手の信用リスク

を反映した割引率で割り引いた割引キャッ

シュ・フロー

売却可能株式 13,851 8,552 レベル3 公表された市場価格を参照し流動性ディスカウ

ントを調整して公正価値を算定

デリバティブ金融資産：

‐金利スワップ 13 - レベル2 先物金利（報告期間の末日現在の観察可能な

イールド・カーブより入手）および契約上の金

利に基づく見積将来キャッシュ・フローを、当

社グループの信用リスクを反映した割引率で割

り引いた割引キャッシュ・フロー

デリバティブ金融負債：     

‐金利スワップ - (2) レベル2 先物金利（報告期間の末日現在の観察可能な

イールド・カーブより入手）および契約上の金

利に基づく見積将来キャッシュ・フローを、当

社グループの信用リスクを反映した割引率で割

り引いた割引キャッシュ・フロー
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当社グループおよび当社

2014年12月31日現在 レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

デリバティブ金融資産：

-金利スワップ ‒ 13 ‒ 13

売買目的金融資産：     

-株式 4,473 ‒ ‒ 4,473

-債券 ‒ 944 ‒ 944

売却可能投資：     

-株式 20,665 760 13,851 35,276

-債券 8,571 57,968 ‒ 66,539

33,709 59,685 13,851 107,245

 

グループおよび当社

2013年12月31日現在 レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

売買目的金融資産：     

-株式 1,749 ‒ ‒ 1,749

-債券 ‒ 1,137 ‒ 1,137

売却可能投資：     

-株式 17,461 ‒ 8,552 26,013

-債券 18,551 46,088 ‒ 64,639

 37,761 47,225 8,552 93,538

デリバティブ金融負債：     

-金利スワップ ‒ 2 ‒ 2

 

　2014年度に、活発な市場の公表された相場価格を入手できなかったため、当社グループは帳簿価額8,583百万人

民元の一定の債券をレベル1からレベル2に振り替えた。2014年度および2013年度において、レベル2からレベル1へ

の振替はなく、また、レベル3に振り替えたもの、またはレベル3から振り替えたものはなかった。

 

　興業銀行股份有限公司（「興業銀行」）株式に対する投資は、売却可能投資に分類されており、36ヶ月の譲渡制

限期間が付されている。興業銀行株式の公正価値を算定するにあたり、当社はブラック・ショールズ・モデルを用

いて見積った流動性ディスカウントを考慮した上で、当該株式の市場価格を使用した。当社は、流動性ディスカウ

ントの公正価値測定において、過去の興業銀行の株価の変動率を重要な観測不可能なインプットとして扱ってい

る。過去の興業銀行の株価の変動率の増減は、流動性ディスカウントの公正価値測定および株式の公正価値に重要

な影響を与えるため、当該興業銀行に対する売却可能投資を公正価値の階層のレベル3に分類した。

　2014年12月31日現在の興業銀行株式の公正価値を測定するために使用した過去の変動率は34.61％（2013年12月

31日：30.02％）であった。このインプットが5％上昇/下落し、かつ、他の全ての変数が一定であると仮定した場

合、2014年12月31日現在の当該株式の帳簿価額は約104百万人民元（2013年12月31日：73百万人民元）減少/増加す

ることになる。
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(c)　レベル3の公正価値測定の調整

売却可能上場株式

2014年度
百万人民元

2013年度
百万人民元

1月1日 8,552 8,312

評価益合計：   

‐その他の包括利益に計上（注） 5,299 240

12月31日 13,851 8,552

 

注：2014年12月31日現在で保有していた売却可能投資に関連した5,299百万人民元（2013年：240百万人民元）の評

価益

 

44. 資本管理

 

　当社の資本管理の主たる目的は、当社が、事業発展と株主価値の最大化を図るために、保険契約および適用され

る中国の保険法令から生じる全ての義務を履行することを確実にすることである。

 

　当社は、保有する規制自己資本と要求される最低規制自己資本の差額であるソルベンシー・マージンを定期的に

監視することによって、資本管理を行っている。また、当社は、株式資本の拡大と劣後債の発行により資力を改善

した。以下の表は、最低規制自己資本と当社が保有する規制自己資本の要約である。

 

 2014年12月31日  2013年12月31日

 
 

保有する
規制自己資本

 
 

最低規制
自己資本

ソルベン
シー・
マージン
比率

 

 
 

保有する
規制自己資本

 
 

最低規制
自己資本

ソルベン
シー・
マージン
比率

百万人民元 百万人民元 ％  百万人民元 百万人民元 ％

ソルベンシー・マージン 79,440 33,290 239  52,026 28,867 180

 

「保険会社に対するソルベンシー規制」に従い、ソルベンシー・マージン比率は、保有する規制自己資本を最低

規制自己資本で除して計算されている。CIRCはソルベンシー・マージン比率が100％未満の保険会社を厳しく監視

しており、個別の状況に応じて、配当金の支払制限等の一定の規制措置を取る可能性がある。ソルベンシー・マー

ジン比率が100％から150％の間にある保険会社は、資本不足となることを予防するための計画書の提出および計画

の実施が要求される。ソルベンシー・マージン比率が100％超だが重要なソルベンシー・リスクが検出された保険

会社は、必要な改善措置を講じることが要求される。

 

45. 株式増価受益権

2003年7月30日の株主総会において、上級管理職に対して株式増価受益権（SAR）のスキームを採用することが承

認された。このスキームは、上級管理職の利益と当社グループの業績および当社の株価（H株の市場価格）を連動

させることを意図している。当社の取締役会は、このスキームに基づく決定とスキームの運営に対する責任を有す

る。当スキームによる株式の発行はないため、SARの発行により株主の株式保有が希薄化することはない。

 

SARスキームでは、SARは、取締役会メンバー（独立非執行取締役は除く）、上級管理者会メンバー（独立上級管

理者は除く）、代表取締役社長、副社長、最高財務責任者、当社の事業部長、省レベルの支社長、当社の指名、報

酬および監査委員会が承認する際立った貢献のある従業員、ならびに同等のその他の上級管理職を対象として付与

される。
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SARは、1単位につきH株1株分となるように付与される。SARの付与総数は、どの時点でも発行済株式の10％を超

えてはならず、また個人に付与されるSARは、どの12ヶ月間においても発行済株式の1％を超えることはできない。

個人に付与されるSARの数は、個人の人事考課に従って調整される。

 

SARスキームで付与されるSARは5年間有効だが、付与日から1年間は行使できない。付与日から起算して2、3、

4、5年目の日付において行使されたSARの権利数の合計は、その個人に付与されたSARの付与数合計の25％、50％、

75％、100％をそれぞれ超えてはならず、以降は未行使のSARは失効する。もし付与された個人が5年の有効期間内

に死亡または重度の障害を負った場合は、全てのSARは直ちに権利確定する。

 

当初付与されたSARの行使価格は、当社の株式の新規公募時の発行価格と同じとし、その後付与されたSARの行使

価格は、（i）付与日のH株の終値、または、（ii）付与日前の連続する5取引日のH株の終値平均値のいずれか高い

方とする。SARを行使すると、その個人は、行使済SARの権利数に、行使時点における権利行使価格とH株の市場価

格との差額を乗じた額から源泉徴収税を控除した額を、現金として受領する。

 

中国財政省およびCIRCが公布した法令に従って、当社は中国本土に在住しない従業員向けに発行されるものを除

き、2008年にSARスキームを暫時停止することを決定した。

 

 

46. リスク管理目的と方針

当社グループは他の保険会社同様、経営上不可欠なものとして債券、株式、銀行預金を含む多くの金融資産を保

有している。当社グループは未収保険料（純額）や再保険基金預り金など、業務から直接生じる様々な他の金融資

産および負債を保有している。当社グループの金融商品の主なリスクは信用リスク、流動性または資金調達リス

ク、市場リスクである。保険リスクとともに、これらのリスクの詳細と、当社グループの管理方針は以下の通りで

ある。

 

(a)　金融リスク

 

(1)　信用リスク

 

信用リスクとは金融商品に関わる一方の当事者が義務を果たせず、他の当事者に損失を発生させるリスクを指

す。

 

当社グループは、主に商業銀行に対する預金、債券投資、未収保険料および再保険契約に係る再保険金に関連し

た信用リスクにさらされている。当社グループの金融資産の大半は、国債、金融債、信用格付の高い社債および国

有商業銀行の定期預金を含む債券投資である。そのため、当社グループがこれらの金融資産に関してさらされる信

用リスクは比較的低い。

 

当社グループは、関連業界、企業経営、財務要因および企業の展望に関する研究、ならびに社内信用モデルの使

用を含む定性的分析と定量的分析の両方を通じて、投資に対する信用リスクを評価している。当社グループは、取

引相手に対する合計エクスポージャーを制限し、債券投資ポートフォリオの分散を高めるなど様々な方法により信

用リスクを低減している。

 

当社グループは、法人顧客または保険代理店を通じて保険を購入する個人に対してのみ信用取引にて保険証券を

発行する。保険契約者には通常で最大3ヶ月の与信期間があるが、場合によって更に長い期間を付与することもで

きる。大規模の法人顧客および一部の複数年契約に対しては、通常、分割払決済がなされる。当社グループの主要

業績指標には、未収保険料を適時に回収する能力が含まれる。当社グループの未収保険料は数多くの様々な顧客に

関係するため、信用リスクが著しく集中することはない。

 

当社グループの再保険は、国有再保険会社を除き、スタンダード・アンド・プアーズの信用評価でA-（または

A.M.ベスト、フィッチ、ムーディーズ等のその他の国際的な格付機関による同レベルの信用評価）およびそれ以上

の再保険会社に主に出再している。当社グループの経営者は、再保険方針を見直し、適切な再保険貸の減損処理を
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行うために、定期的に再保険会社の信用を評価している。2014年12月31日現在、再保険会社上位3社の当社グルー

プに対する支払債務総額は5,675百万人民元（2013年12月31日：13,810百万人民元）である。

 

以下の表は、担保を加味しない状況で、連結財政状態計算書の構成要素に対する信用リスクの最大エクスポー

ジャー額である。

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

現金および現金同等物 24,157  16,272

定期預金 88,236  64,373

デリバティブ金融資産 13  -

債券 107,789  105,682

未収保険料、純額 17,400  24,870

貸付金および債権 21,752  12,910

その他の金融資産 12,122  10,765

信用リスクのエクスポージャー合計 271,469  234,872

 

公正価値で測定する金融商品について、上述の金額は現在のリスク・エクスポージャーを表示しているが、価値

変動により将来発生する可能性がある最大のリスク・エクスポージャーを表示しているわけではない。

 

期限を超過しているが減損していない金融資産または減損した金融資産の年齢分析は以下の通りである。

 

期限
未到来

期限超過未減損 期限超過
減損

合計

2014年12月31日 30日未満 31-90 日 90日超 小計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

現金および現金同等物 24,157 - - - - - 24,157

定期預金 88,236 - - - - - 88,236

デリバティブ金融資産 13 - - - - - 13

債券 107,789 - - - - - 107,789

未収保険料 13,831 380 1,140 863 2,383 3,876 20,090

貸付金および債権 21,752 - - - - - 21,752

その他の金融資産 9,310 457 373 1,982 2,812 157 12,279

合計 265,088 837 1,513 2,845 5,195 4,033 274,316

控除：減損損失 - - - - - (2,847) (2,847)

純額 265,088 837 1,513 2,845 5,195 1,186 271,469

EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

149/305



期限
未到来

期限超過未減損 期限超過
減損

合計

2013年12月31日 30日未満 31-90 日 90日超 小計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

現金および現金同等物 16,272 - - - - - 16,272

定期預金 64,373 - - - - - 64,373

債券 105,682 - - - - - 105,682

未収保険料 19,354 978 2,491 949 4,418 3,411 27,183

貸付金および債権 12,910 - - - - - 12,910

その他の金融資産 8,193 1,485 251 836 2,572 171 10,936

合計 226,784 2,463 2,742 1,785 6,990 3,582 237,356

控除：減損損失 - - - - - (2,484) (2,484)

純額 226,784 2,463 2,742 1,785 6,990 1,098 234,872

 

信用度

 

当社グループの債券投資には、主に国債、金融債および社債が含まれ、ほとんどの債券は中国政府または中国政

府が支配する金融機関により保証されている。2014年12月31日現在、当社グループが保有する社債の99.67％

（2013年12月31日：99.89％）はAA/A-2以上の信用格付けを付与されている。当該債券の信用格付けは、発行時に

中国の適格評価機関が行い、報告日ごとに更新される。

 

2014年12月31日現在、当社グループの銀行預金の99.81％（2013年12月31日現在：99.34％）の預入先は中国の国

有大手4大商業銀行、その他国営商業銀行および中国証券登記決算有限責任公司(China Securities Depository

and Clearing Corporation Limited)（以下「CSDCC」という。）である。当社グループは、これらの商業銀行およ

びCSDCCの信用度は高いと考えている。当社グループの貸付金および債権に含まれる長期債券投資スキーム、資産

運用商品ならびに資産担保証券は、第三者の保証または担保により裏付けされている。その結果、当社グループ

は、定期預金、取引証拠金、未収利息ならびに現金および現金同等物に関連する信用リスクは、当社グループの

2014年および2013年12月31日現在の連結財務諸表に重要な影響を与えることはないと判断している。

 

売戻条件付買入有価証券に係る信用リスクは、2014年および2013年12月31日現在における保有担保および１年を

超えない満期条件に鑑み、当社グループの連結財務諸表に重要な影響を与えることはないと見込まれる。

 

担保およびその他の信用補完

 

要求する担保の金額および種類は、取引相手の信用リスクの評価に応じて決定する。受入可能な担保の種類およ

び評価のパラメーターについてはガイドラインが適用される。

 

売戻条件付買入有価証券は、取引相手の債券により担保され、担保所有者の債務不履行の際には当社グループが

当該担保債券を所有することができる。この長期債券投資スキームはすべて、第三者により保証されている。

 

売戻条件付買入有価証券に係る信用リスクは、2014年12月31日現在における保有担保および1年以内の満期に鑑

み、連結財政状態計算書に重要な影響を与えることはないと見込まれる。

 

経営者は担保の市場価額を監視しており、必要に応じて追加担保を要求し、該当する場合には減損評価を実施し

ている。
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(2)　流動性または資金調達リスク

 

流動性または資金調達リスクは、事業体が金融商品に関わる義務履行のための資金を調達するに際して困難に遭

遇するリスクを指す。流動性リスクが生じる原因は、金融資産を公正価値で即座に売却できないこと、取引相手が

契約上の義務に基づく債務を履行できないこと、保険債務の支払日が予想より早まること、あるいは、予想通りに

キャッシュ・フローを生み出せないことなどが挙げられる。

　

当社グループが直面する主な流動性リスクは、保険契約および保険契約者預り金の満期による支払請求に対し

て、日常的に利用可能な現金資金を必要とすることである。

　

あるべき引当金や保険債務の決済時期を確定するために確率論が用いられるように、保険業に主に携わる企業が

資金需要を確実性をもって予想することはまれである。したがって、保険債務に関する金額と満期は、統計的技法

と過去の経験をもとにした経営者の最善の見積りに基づいている。

 

2014年12月31日現在、当社グループは、支払債務を履行するために十分な流動資産を利用可能にするため、要求

払預金および当初満期日が3ヶ月以内の定期預金の総資産に対する比率を５％（2013年：５％）に維持している。

経営者は、特に非流動資産の増加を厳しく監視している。

 

割引前の契約キャッシュ・フローを基にした当社グループの金融資産および金融負債ならびに保険契約負債およ

び再保険貸の予測期間の残存期間別の要約は、以下の通りである。

 

2014年12月31日
要求払/
期限超過

3ヶ月以内 3-12ヶ月 1-5年 5年超 無期限 合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

資産        

現金および現金同等物 19,282 4,883 ‒ ‒ ‒ ‒ 24,165

定期預金 - 290 1,540 87,672 10,663 ‒ 100,165

デリバティブ金融資産 - 1 7 5 ‒ ‒ 13

債券        

-売却可能 - 751 10,957 38,556 31,192 ‒ 81,456

-純損益を通じて公正価値で
測定

- 174 5 405 520 ‒ 1,104

-満期保有 - 76 1,222 8,420 61,975 ‒ 71,693

株式 - - ‒ ‒ ‒ 40,951 40,951

未収保険料、純額 3,801 9,809 2,693 1,028 69 ‒ 17,400

再保険貸 - 5,767 12,172 4,939 3,066 ‒ 25,944

貸付金および債権 - 177 1,718 12,726 15,976 ‒ 30,597

その他の金融資産 2,598 2,474 3,144 3,945 12 ‒ 12,173

        

負債        

買戻条件付売却有価証券 - 14,254 ‒ ‒ ‒ ‒ 14,254

再保険借 2,025 7,551 552 254 21 ‒ 10,403

保険契約負債 - 35,747 121,727 12,827 28,638 ‒ 198,939

保険契約者預り金 1,786 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 1,786

劣後債 - ‒ 795 7,982 23,234 ‒ 32,011

その他の金融負債 1,037 15,501 5,500 1,663 53 ‒ 23,754
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2013年12月31日
要求払/
期限超過

3ヶ月以内 3-12ヶ月 1-5年 5年超 無期限 合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

資産        

現金および現金同等物 12,854 3,424 ‒ ‒ ‒ ‒ 16,278

定期預金 - 782 4,150 66,173 4,011 ‒ 75,116

債券        

-売却可能 - 492 5,824 39,530 36,825 ‒ 82,671

-純損益を通じて公正価値で
測定

- 434 320 381 70 ‒ 1,205

-満期保有 - 75 1,209 8,368 63,417 ‒ 73,069

株式 - ‒ ‒ ‒ ‒ 28,964 28,964

未収保険料、純額 5,740 13,970 2,457 2,683 20 ‒ 24,870

再保険貸 - 5,984 12,436 7,409 833 ‒ 26,662

貸付金および債権 - 132 1,775 5,832 9,460 ‒ 17,199

その他の金融資産 2,487 2,342 2,376 4,067 2 ‒ 11,274

        

負債        

デリバティブ金融負債 ‒ 2 (1) (4) ‒ ‒ (3)

買戻条件付売却有価証券 ‒ 18,028 ‒ ‒ ‒ ‒ 18,028

再保険借 4,968 11,858 427 190 12 ‒ 17,455

保険契約負債 ‒ 42,062 88,870 39,660 8,596 ‒ 179,188

保険契約者預り金 1,953 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 1,953

劣後債 ‒ ‒ 582 7,365 18,214 ‒ 26,161

その他の金融負債 1,055 13,478 3,664 935 65 ‒ 19,197

 

当社グループには、重大な流動性または資金調達リスクの集中はない。
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各資産および負債の使用および決済に係る予測は以下の通りである。

 

2014年12月31日  2013年12月31日

流動* 非流動 合計  流動* 非流動 合計

百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

 
百万
人民元

百万
人民元

百万
人民元

現金および現金同等物 24,157 ‒ 24,157  16,272 ‒ 16,272

定期預金 1,814 86,422 88,236  1,419 62,954 64,373

デリバティブ金融資産 ‒ 13 13  ‒ ‒ ‒

債券 11,198 96,591 107,789  5,868 99,814 105,682

株式 4,473 36,478 40,951  1,749 27,215 28,964

未収保険料、純額 16,834 566 17,400  22,882 1,988 24,870

未収還付税 ‒ ‒ ‒  73 ‒ 73

再保険貸 17,772 7,909 25,681  18,293 8,138 26,431

貸付金および債権 600 21,152 21,752  1,240 11,670 12,910

前払費用およびその他の資産 12,515 985 13,500  8,758 3,776 12,534

関連会社に対する投資 ‒ 4,750 4,750  ‒ 3,973 3,973

投資不動産 ‒ 4,684 4,684  ‒ 4,591 4,591

有形固定資産 ‒ 13,786 13,786  ‒ 14,023 14,023

前払土地プレミアム ‒ 3,431 3,431  ‒ 3,531 3,531

繰延税金資産 ‒ ‒ ‒  ‒ 1,197 1,197

資産合計 89,363 276,767 366,130  76,554 242,870 319,424

        

デリバティブ金融負債 ‒ ‒ ‒  (1) 3 2

再保険借 10,129 274 10,403  17,254 201 17,455

未払保険保護基金費用 755 ‒ 755  698 ‒ 698

買戻条件付売却有価証券 14,241 ‒ 14,241  18,015 ‒ 18,015

未払税金 818 ‒ 818  ‒ ‒ ‒

その他の負債および未払費用 29,314 1,921 31,235  24,414 1,335 25,749

保険契約負債 156,951 41,186 198,137  130,524 47,962 178,486

保険契約者預り金 1,786 ‒ 1,786  1,953 ‒ 1,953

劣後債 ‒ 22,449 22,449  ‒ 19,562 19,562

繰延税金負債 ‒ 531 531  ‒ ‒ ‒

負債合計 213,994 66,361 280,355  192,857 69,063 261,920

 

* 各報告期間の末日から12ヶ月以内での回収もしくは決済が予定されている。
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(3)　市場リスク

 

市場リスクは、為替レート（通貨リスク）、市場金利（金利リスク）および市場価格（価格リスク）の変動に

よって、金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが変動するリスクを指す。

 

当社グループは、感応度分析、バリュー・アット・リスク（VaR）、ストレス・テスト、シナリオ分析およびそ

の他定量モデルを使用した市場リスクの分析、投資ポートフォリオの分散投資を通じた市場リスクの軽減、投資に

対するリスク予算管理の実施、投資目的に応じたリスク許容水準の設定、投資に対するリスク予算の策定、ならび

に市場リスクに対するエクスポージャーを許容レベルに維持するために行うリスク管理実績の動的なトラッキング

を含む複数の手法により市場リスクを管理している。

 

当社グループは、投資ポートフォリオを適切に分散することにより市場リスクを低減している。また、直接投資

の意思決定にかかる投資の指示は、投資委員会により承認されている。

 

(ⅰ)通貨リスク

 

通貨リスクとは、外国為替レートの変動により、金融商品に係る将来キャッシュ・フローが変動するリスクであ

る。当社グループの主要取引は人民元で行われている。ただし、特に貨物、商業不動産および航空保険などの当社

グループが発行する一部の保険契約は米ドル建て（USD）であり、これらの契約に関連する受取保険料、再保険

料、支払保険金および再保険金も米ドルで取引される。

 

以下の表は、当社グループにおける主要な通貨ごとの資産および負債を人民元で表示したものの要約である。

 

2014年12月31日 人民元 米ドル 香港ドル その他 合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

現金および現金同等物 20,368 1,367 2,395 27 24,157

定期預金 86,832 1,404 ‒ ‒ 88,236

デリバティブ金融資産 13 ‒ ‒ ‒ 13

債券 106,998 143 648 ‒ 107,789

株式 40,615 186 150 ‒ 40,951

未収保険料、純額 13,683 3,641 23 53 17,400

再保険貸 24,597 1,051 11 22 25,681

貸付金および債権 21,752 ‒ ‒ ‒ 21,752

その他の金融資産 11,977 139 1 6 12,123

資産合計 326,835 7,931 3,228 108 338,102

      

再保険借 8,738 1,643 9 13 10,403

買戻条件付売却有価証券 14,241 ‒ ‒ ‒ 14,241

保険契約負債 196,349 1,704 26 58 198,137

保険契約者預り金 1,786 ‒ ‒ ‒ 1,786

劣後債 22,449 ‒ ‒ ‒ 22,449

その他の金融負債 21,209 810 1,676 58 23,753

負債合計 264,772 4,157 1,711 129 270,769
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2013年12月31日 人民元 米ドル 香港ドル その他 合計

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

現金および現金同等物 12,807 2,787 655 23 16,272

定期預金 64,373 ‒ ‒ ‒ 64,373

債券 104,503 908 271 ‒ 105,682

株式 28,818 ‒ 146 ‒ 28,964

未収保険料、純額 19,202 5,618 15 35 24,870

再保険貸 25,536 880 9 6 26,431

貸付金および債権 12,910 ‒ ‒ ‒ 12,910

その他の金融資産 10,521 235 4 5 10,765

資産合計 278,670 10,428 1,100 69 290,267

      

デリバティブ金融負債 2 ‒ ‒ ‒ 2

再保険借 13,826 3,621 5 3 17,455

買戻条件付売却有価証券 18,015 ‒ ‒ ‒ 18,015

保険契約負債 176,817 1,606 23 40 178,486

保険契約者預り金 1,953 ‒ ‒ ‒ 1,953

劣後債 19,562 ‒ ‒ ‒ 19,562

その他の金融負債 18,423 754 6 13 19,196

負債合計 248,598 5,981 34 56 254,669

 

感応度分析

 

その他の全ての変数要素が一定である前提で、合理的に可能性のある為替レートの増減による利益（通貨の影響

を受けやすい貨幣性資産および負債の公正価値の変動による）および資本に与える税引前の影響を示す分析は、以

下の通りである。変数要素の相関関係は、通貨リスクに対する最終影響額の算定に重大な影響を与える可能性があ

るが、米ドル為替レートの変動による影響を説明するためには、これらの変数要素の相関関係は無視する。

2014年12月31日 2013年12月31日

対人民元 利益への影響 資本への影響 利益への影響 資本への影響

上昇/（下落） 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

米ドル 5％ 172 189 214 222

米ドル (5％) (172) (189) (214) (222)

 

(ⅱ) 金利リスク

 

金利リスクは、市場金利の変動にともない金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが変動するリスク

を指す。

 

当社グループの金利リスク方針は、固定金利と変動金利の商品を適度にあわせ持つことで金利リスクを管理する

ことを要求する。この方針では、利子付金融資産や金融負債の満期状況を管理する必要があり、1年未満の期間で

変動利付商品の利息を再計算し、金利スワップを通じて変動金利リスクを管理しなければならない。固定利付商品

の利息は、金融商品の当初認識時に決定し、満期到来まで固定される。
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(ⅲ) 価格リスク

 

価格リスクとは、個々の金融商品に特有の要因によるか、その発行体に特有の要因によるか、または、市場で取

引されている全ての類似金融商品に影響する要因によるかにかかわらず、市場価格の変動（金利リスクや通貨リス

クによる変動を除く）により金融商品の将来キャッシュ・フローの公正価値が変動するリスクを指す。

 

当社グループの価格リスクは、市場価格の変動の結果で価値が左右される投資信託および株式に関連する。

 

当社グループの価格リスク方針は、投資目的および投資制限の設定と監視、分散投資計画、国、分野、および市

場毎の投資制限、ならびに慎重かつ計画的なデリバティブ金融商品の使用により、価格リスクを管理することを要

求している。

 

当社グループは、10取引日の保有期間（2013年度：10取引日）において金利リスクおよび株式価格リスクに関す

る予想最大損失額を、99％の信頼水準（2013年度：99％）で測定するために、VaR手法を利用している。

 

VaR手法は、通常の市場条件下のみにおける潜在的損失を定量化する手法であり、市場に異常な事象が生じた場

合には、潜在的損失は過小評価される可能性がある。また、VaRは、将来の価格変動を予測するために、過去の

データを使用するため、将来の価格変動が過去のそれと著しく異なる可能性がある。さらに、10取引日という保有

期間の採用は、ポートフォリオの全てのポジションが10日で清算され、または、ヘッジされることを前提としてい

る。当該仮定は、特に流動性が欠如した市場においては、現実に当てはまらない場合がある。

 

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

金利リスク VaR 781 557

株価リスク VaR 1,310 2,312

 

(b)　保険リスク

 

保険リスクは、保険事故の発生可能性と、それに伴う保険金の金額や時期の不確実性から生じる。当社グループ

が直面する保険契約の主なリスクは、実際の保険金額と保険金決済費用が、保険債務の帳簿価額を上回ることであ

る。これは以下のような要因によって起こり得る。

 

発生リスク ‒ 保険事故数が予想と異なる可能性。

重大性リスク ‒ 事故に関する費用が予想と異なる可能性。

発展リスク ‒ 保険期間の終了時、保険会社の債務額が変動する可能性。

 

当社グループは保険リスクを管理および最小化し、営業利益の変動率を減少することを目的としている。当社グ

ループは、以下の仕組みを通じて保険リスクを管理している。

 

－　全ての新商品販売は、適切な権限者の承認を得る。

－　異なるレベルの保険引受および保険金請求処理の権限を適切に定める。

－　特約再保険契約および大部分の任意再保険契約は、本社で一元管理する。

－　異常災害再保険は、洪水、地震、および台風に対して当社グループが有するエクスポージャーを制限するため

に使用する。

 

中国の一部の省の保険金は、洪水、地震、および台風などの自然災害による影響をしばしば受けるため、リスク

単位がこれらの地域に過度に集中した場合、ポートフォリオ・ベースの保険金支払額の重大性に影響を与える可能

性がある。当社グループは、中国の異なる省でリスクを引き受けることで、地理的分散を実現している。

地域別総保険料および正味収入保険料によって測定された再保険考慮前および考慮後の当社の保険リスクの集中

は以下の通りである。
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2014年度 2013年度

総保険料 正味収入保険料 総保険料 正味収入保険料

百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

沿岸部および都市部 114,011 98,867  99,389 79,704

中国西部 55,334 49,016  48,530 43,644

中国北部 33,937 30,822  32,388 29,861

中国中央部 32,304 28,545  27,895 25,161

中国北東部 16,833 14,508  15,323 13,386

総額 252,419 221,758  223,525 191,756

 
47. 偶発債務

 

2014年12月31日現在、当社グループに対する未解決の訴訟がいくつかある。しかしながら、当社の経営者は、そ

れらの訴訟は当社グループに重大な損失を与えるものではないと考えている。

 

保険事業の性格上、当社グループは通常の業務過程の中で、訴訟および調停において原告または被告になるなど

の法的手続きに関わることがある。こうした法的手続きの多くが、当社グループの保険契約にかかる保険金請求に

関するものであるが、当該要因による損失のいくらかは、再保険金、または残存物代位および請求権代位といった

その他の回収により補填される見込みである。こうした偶発事象および訴訟手続きその他の手続きの結果について

は現時点で判断することはできないが、当社グループは、結果として発生する債務が当社グループの財政状態また

は経営成績に重大な悪影響を与えるとは考えていない。
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48. オペレーティング・リース契約

 

(a)貸手側

 

当社グループは投資不動産（注記28）について、リース期間が2年から20年（2013年：2年から20年）のオペレー

ティング・リースを行っている。

 

解約不能オペレーティング・リース契約に基づく将来の最低受取リース料は以下の通りである。

 

当社グループおよび当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

1年以内 176 161

1年超5年以内 204 249

5年超 98 100

478 510

 

(b)借手側

 

当社グループは、複数のオペレーティング・リース契約に基づき、事務所設備および自動車を賃借している。

 

解約不能オペレーティング・リース契約に基づく将来の最低支払リース料は以下の通りである。

 

当社グループおよび当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

1年以内 153  253

1年超5年以内 644  574

5年超 220  187

1,017  1,014

 

49. 資本コミットメント

 

上記の注記48で詳述したオペレーティング・リース契約に加え、当社グループは、期末日現在以下の資本コミッ

トメントを有している。

 

当社グループおよび当社

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

契約締結済、未引当：

　有形固定資産 617 366

　投資  2,790  ‒

承認済、未契約：  

　有形固定資産 1,264 525

4,671 891
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50. 関連当事者取引

 
(a) 関連当事者との主要取引

2014年度 2013年度

注記 百万人民元 百万人民元

持株会社との取引：

2013年最終配当 (i) 2,074  ‒

2013年中間配当 (i) ‒  2,280

株主割当増資 (ii) 5,000  3,999

関連会社処分益 (iii) ‒  37

支払リース料 (iv) 74  74

WANサービス料 (v) 13  8

兄弟会社との取引：    

不動産支払リース料 (vi) 108  104

不動産受取リース料 (vi) 2  2

管理報酬 (vii) 134  136

出再保険料 (viii) 556  449

再保険手数料収入 (viii) 222  160

再保険者より回収可能な支払保険金 (viii) 281  280

受再保険料 (viii) 6  3

手数料-再保険 (viii) 1  1

支払保険金総額-再保険 (viii) 1  ‒

仲介手数料 (ix) 147  96

受取仲介サービス手数料 (x) 4  3

支払仲介サービス手数料 (x) 5  9

劣後債の引受費用 (xi) 23  ‒

関連会社との取引：    

受取仲介サービス手数料 (xii) 30  23

支払仲介サービス手数料 (xii) 85  69

支払保険料 (xiii) 215  159

増資引受 (xiv) ‒  485

PICCグループの関連会社との取引：

受取利息 (xv) 137 146

受取配当金 (xv) 436 360

支払利息 (xv) 32 46

受取保険料 (xv) 232 106

支払保険金 (xv) 205 74

手数料 (xv) 5 2

注：

 

(ⅰ)　2014年6月27日開催の株主総会において、当社の株主は、2013年12月31日に終了した事業年度に係る普通株

式1株当たり0.221人民元、総額3,007百万人民元の最終配当を承認した。当社の株式に対するPICCグループ

の持株比率は68.98％であり、当社はPICCグループに対して約2,074百万人民元の配当を支払った。

 

2013年8月26日、当社の取締役会は、2013年の中間配当を普通株式1株当たり0.243人民元、総額3,306百万人

民元とすることを承認した。当社の株式に対するPICCグループの持株比率は68.98％であり、当社はPICCグ

ループに対して約2,280百万人民元の配当を支払った。

 

(ⅱ)　2014年12月2日、当社は国内株式10株毎に0.9株の割合で、国内株式1株当たり5.92人民元とする国内株式合

計845百万株の株主割当増資を完了した。PICCグループは約5,000百万人民元の株式の引受を行った。当社の
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増資完了後、PICCグループの持株比率は以前と変わらず、当社の増資後の発行済株式の68.98％を占めてい

る。

 

(ⅲ)　2013年12月9日に、当社は、当社が保有する八十八号発展公司に対する持分の30.41％を約1,115百万人民元

の対価でPICCグループに譲渡する契約をPICCグループと締結した。この譲渡益は約37百万人民元であった。

 

(ⅳ)　当社は、南部情報センター内の一部のエリアを執務スペース、会議室および業務用機器設置場所として賃借

しており、また、2011年以降、南部情報センターにおいてPICCグループが提供するWANサービスを利用して

いる。2011年および2012年に、両当事者は南部情報センターに関連するリース契約を締結し、当社はこれに

関するリース料を支払った。2013年12月5日、当社およびPICCグループは、当社が南部情報センター内のオ

フィスビル内の約27,000平方メートルの執務スペース、会議室(実際の賃借時間による)、およびサーバー用

建物内の約900箇所のサーバー設置スペースを賃借するリース契約を締結した。当社は、単位当たり賃料な

らびに賃借する執務スペースの面積、会議室の賃借時間、当社が賃借しているサーバー設置場所数に基づい

て算定されたリース料をPICCグループに支払った。単位当たり賃料は、通常の取引条件に基づき当社とPICC

グループで協議された。当該契約は2013年1月1日から2013年12月31日までの期間について開始された。当期

中に、当社とPICCグループは当該契約を2015年12月31日を満了日として2年間更新することに合意した。

 

(ⅴ)　2013年12月23日、当社およびPICCグループはWANサービス契約を締結した。当該契約に従って、当社は、南

部情報センターにおいてPICCグループが提供するWANサービスを利用しており、当該サービスにはWAN設備の

外部への貸出、照合および保守サービスならびに両当事者が定めたWAN技術支援サービスが含まれている。

当該契約の期間は2013年１月１日から2014年12月31日までの２年間である。当社は、当社とPICCのグループ

の協議により決定した、設備の外部への貸出およびサービスの提供に係るPICCグループの関連費用ならびに

当社の帯域利用率を参考にしたWANサービス手数料をPICCグループに対して支払った。

 

(ⅵ)　2008年9月19日、当社は人保投資持株有限公司（以下「PICC Investment」という。）と不動産リース契約お

よび自動車リース契約を締結した。この契約により、当社はPICC Investmentから特定の不動産と自動車を

リースし、PICC Investmentは当社から特定の不動産をリースした。当該不動産および自動車のリース料

は、通常の取引条件に基づいて協議される。2014年7月、当社はPICC Investmentと不動産リース契約のみ3

年間更新した。更新後の契約期間は、2014年7月7日から2017年7月6日まである。PICC Investmentは当社の

兄弟会社である。

 

(ⅶ)　2007年12月28日、当社は中国管理株式有限公司（以下「人保資産」という。）と資産管理契約を締結した。

この資産管理契約により、人保資産は当社の一部の金融資産に関する資産運用管理サービスを提供してい

る。当社は人保資産に対し、人保資産へ委託した資産の日次の純資産額と適用利率に基づいて算定した管理

報酬を支払った。管理報酬以外に、投資の運用実績が一定条件を満たした場合には、当社は人保資産へ業績

ボーナスを支払う。2013年6月20日、当社は人保資産と資産管理契約を3年間更新した。更新後の契約期間

は、2013年1月1日から2015年12月31日までである。人保資産は当社の兄弟会社である。

 

(ⅷ)　2010年5月６日、当社は中国人民保険（香港）有限公司（以下「PICC香港」という。）と再保険業務提携に

関する包括契約を締結し、これにより、当社は保険料を出再し、手数料をPICC香港から受け取ること、PICC

香港は保険料を出再し、手数料を当社から受け取ることに同意した。2014年3月28日、当社はPICC香港との

当該協定を2014年1月1日から2014年12月31日までに更新した。PICC香港は当社の兄弟会社である。

 

(ⅸ)　2013年6月17日に、当社と中盛国際保険経紀有限責任公司（Zhongsheng International Insurance Brokers

Company Limited ）(以下「ZSIB」という。)は、保険仲介事業およびその他の事業における提携契約を締結

した。当社は、ZSIBおよびその子会社が当社の保険商品に関して提供する仲介サービスの対価としてZSIBに

仲介手数料を支払う。仲介手数料は、実際の受取保険料に合意した手数料率を乗じて算定された。手数料率

は、通常の取引条件に基づき当社とZSIBの間で協議された。当該契約の期間は、2013年6月17日から2016年6

月16日までの3年間であった。ZSIBは当社の兄弟会社である。
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(ⅹ)　2006年8月30日、当社は中国人民健康保険股份有限公司(PICC Health Insurance Company Limited)（以下

「PICC Health」という。）と相互保険代理契約を締結した。当該契約により、当社とPICC Healthは相互に

保険商品の販売代理業務を行い、代理手数料の受取りを行うことになる。当社は、当社の保険商品に関して

PICC Healthが提供する代理サービスの対価として、PICC Healthに代理手数料を支払う。当社は、PICC

Healthの保険商品に関して当社が提供する代理サービスの対価として、PICC Healthから代理手数料を受け

取る。代理手数料は、実際の受取代理保険料に合意された手数料率を乗じて算定する。手数料率は、通常の

取引条件に基づき、当社とPICC Healthの間で協議された。2013年8月30日、当社は当該契約を2013年8月31

日から2016年8月30日までの3年間に更新した。PICC Healthは当社の兄弟会社である。

 

(xi)　2014年12月16日、当社は人保資本投資管理有限公司 (PICC Capital Investment Management Company

Limited、以下「PICC Capital」という。）と劣後債発行の引受契約を締結した。当該引受契約に基づき、

PICC Capitalは主引受会社として当社に引受サービスを提供し、発行した劣後債金額に合意済みの引受手数

料レートを乗じて計算された引受手数料を受領した。引受手数料レートは、通常の取引条件に基づき、当社

とPICC Capitalの間で協議された。PICC Capitalは当社の兄弟会社である。

 

(xⅱ) 2006年10月19日、当社はPICCライフと相互保険代理契約を締結した。当該契約により、当社とPICCライフは

相互に保険商品販売の代理業務を行い、代理手数料の受取りを行うことになる。当社は、当社の保険商品に

関してPICCライフが提供する代理サービスの対価として、PICCライフに代理手数料を支払う。当社は、PICC

ライフの保険商品に関して当社が提供する代理サービスの対価として、PICCライフから代理手数料を受け取

る。代理手数料は、実際の受取代理保険料に合意された手数料率を乗じて算定する。手数料率は、通常の取

引条件に基づき、当社とPICCライフの間で協議された。2013年8月30日、当社は当該契約を2013年8月31日か

ら2016年8月30日までの3年間に更新した。PICCライフは当社の兄弟会社および関連会社である。

 

(xⅲ）2013年12月5日、当社およびPICCライフは、当社の従業員向けにPICCライフから生命保険商品を購入するこ

とに合意する包括契約を締結した。当該契約の期間は2013年１月１日から2015年12月31日までの3年間であ

る。

 

(xⅳ) 2013年１月28日、当社およびPICCライフは、PICCライフの増資を目的として当社が約485百万人民元の株式

の引受に合意する契約を締結した。当社の持株比率は、PICC ライフの増資完了後も変わらず、PICC ライフ

の増資後の発行済株式の8.615％であった。
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(xv)　2012年12月31日、当社、PICCグループおよびPICCライフは、私募発行を通じて興業銀行の株式を合計で約

13.8億株引き受けた。引受完了後、当社、PICCグループおよびPICCライフは、興業銀行に対してそれぞれ

4.98％、0.91％および4.98％の議決権を有し、PICCグループは、グループ全体として興業銀行の第2筆頭株

主となった。2013年4月19日、PICCライフは取締役1名を指名し興業銀行の取締役会に派遣した。これ以降、

PICCグループは、その連結財務諸表において興業銀行に対する資本持分を関連会社として持分法を適用して

会計処理した。

 

香港証券取引所の上場規則によれば、上述の(ⅲ)、(xi)、(xⅳ)の取引は関連取引であり、注記(ⅳ)、(v)、

(ⅵ)、(ⅶ)、(ⅷ)、(ⅸ)、(x)、(xⅱ)、(xⅲ)は継続的関連取引である。

 

(b) 中国国内におけるその他の政府関連企業との取引

 

当社は、中国の国務院に間接的に支配される国有企業である。当社グループは、関係当局、支部、またはその他

の組織を通じて、政府が直接的または間接的に支配、共同支配または重要な影響を及ぼしている企業（以下総称し

て「政府関連企業」という。）が圧倒的に多い経済状況下で事業を行っている。

 

その他の政府関連企業との取引には、保険契約の販売、再保険の購入、銀行への預金の預入、債券への投資、販

売された保険契約に関する銀行への手数料の支払が含まれる。

 

取締役は、政府関連企業との取引は通常の業務過程で行われた活動であり、当社グループおよびそれらの政府関

連企業が最終的に中国政府によって支配または所有されているという事実によって当社グループの取引が著しいま

たは不当な影響を受けてはいないと考えている。また、当社グループは、製品およびサービスの価格決定方針を設

定しているが、当該価格決定方針は、顧客が政府関連企業であるかどうかに左右されない。

 

複雑な所有構造のため、中国政府は多くの会社に対して間接的な持分を保持している場合がある。これらの持分

の一部は、それ自体でまたはその他の間接的な持分と結合した場合に、当社グループの関知しえない支配持分と

なっている可能性がある。
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(c) 関連当事者との取引残高

2014年12月31日 2013年12月31日

百万人民元 百万人民元

現金および現金同等物：

　PICCグループの関連会社 5,363 100

定期預金：  

　PICCグループの関連会社 500 600

債券：  

　PICCグループの関連会社 2,070  2,138

株式：    

　PICCグループの関連会社 14,354  8,552

再保険貸：    

　兄弟会社(注記22) 135  272

貸付金および債権：    

　PICCグループの関連会社 98  ‒

関連当事者への債権：

　PICCグループ(注記25) 60  ‒

　兄弟会社(注記25) 40  37

　PICCグループの関連会社 76  50

再保険借：    

　兄弟会社(注記33) 150  262

関連当事者への債務：

　PICCグループ（注記36） ‒  60

　兄弟会社(注記36) 55  56

　PICCグループの関連会社 5  9

劣後債の発行：    

　対PICCグループの関連会社 449  882

 

PICCグループ、兄弟会社、関連会社およびPICCグループの関連会社との取引残高は、当社と各関連当事者間で協

議した方法で決済される。

 

(d) 主要経営陣の報酬（取締役会会長および執行取締役を含む）

 

2014年度 2013年度

千人民元 千人民元

（再表示後）

短期従業員給付 1,751 1,657

その他の長期給付 ‒ 994

退職後給付 458 646

主要経営陣への支払報酬総額 2,209 3,297

 

取締役の報酬の詳細については、連結財務諸表に対する注記12に記載している。
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51.後発事象

 

　2015年3月27日、当社の取締役会は、普通株式1株当たり0.270人民元の最終配当を提案した。当該提案は当社の

株主総会の承認を条件とする。

 

52.連結財務諸表の承認

 

当連結財務諸表は2015年3月27日の取締役会にて承認され、その発行の権限が付与された。

 

 

 

　　次へ
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２【主な資産・負債及び収支の内容】

「第３－１．業績等の概要」を参照。

 

３【その他】

(イ）後発事象

　「第一部　第6 経理の状況」に含まれる財務諸表の注記「51．後発事象」を参照。

(ロ）訴訟等

　「第一部　第6 経理の状況」に含まれる財務諸表の注記「47．偶発債務」を参照。

 

４【香港と日本における会計原則および会計慣行の主要な相違】

財務諸表は、香港において一般に公正妥当と認められる会計原則（以下「香港の会計原則」という。）に従っ

て作成されている。当社が採用している香港の会計原則と日本において一般に公正妥当と認められる会計原則

（以下「日本の会計原則」という。）との重要な相違は以下のとおりである。

 

(1) 企業結合会計

香港の会計原則では、香港財務報告基準（「HKFRS」）第３号「企業結合」に基づき、共通支配下の企業また

は事業同士の企業結合を除くすべての企業結合は、取得法を適用して会計処理される。

日本の会計原則では、原則として、企業結合に係る会計処理についてはパーチェス法のみを採用するが、共同

支配企業の形成および共通支配下の取引に係る企業結合については企業結合前の適切な帳簿価額による処理（従

前の持分プーリング法に準じた処理方法）が適用される。

 

(2) のれんの償却

香港の会計原則では、企業結合において認識されたのれんについては償却せず、毎年、もしくは減損の兆候を

示す事象や環境の変化がある場合にはより頻繁に、減損の検討を行う。

日本の会計原則では、のれんについては定額法その他の合理的な方法によって20年以内に償却を行うと同時

に、のれんに減損の兆候がある場合に減損の検討を行う。ただし、負ののれんについては、識別可能資産・負債

および取得原価配分の見直しを行い、なお負ののれんが生じる場合には、発生時の利益として計上する。

 

(3) 連結の範囲

香港の会計原則では、支配の概念に基づき連結の範囲を決定する。1) 投資先に対してパワーを有し、2) 投資

先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有し、かつ、3) リターンに影響

を及ぼすようにパワーを用いる能力を有する場合には支配は達成されている。

日本の会計原則では、他の企業の財務および営業または事業の方針を決定する機関を支配している場合、当該

他の企業に対する支配が存在すると判定される。
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(4) 投資企業

香港の会計原則では、投資企業を定義するとともに、投資企業の定義を満たす報告企業に対して、その子会社

を連結するのではなく、連結および個別財務諸表上において純損益を通じて公正価値で測定することを要求して

いる。

投資企業として適格となるには、報告企業は以下の条件を満たす必要がある。

・　投資者から、当該投資者に投資管理サービスを提供する目的で資金を得ている。

・　投資者に対して、自らの目的は資本増価、投資収益、またはその両方からのリターンのためだけに資金を

投資することであると確約している。

・　投資のほとんどすべての測定および業績評価を公正価値ベースで行っている。

日本の会計原則では、親会社が、財務上または営業上もしくは事業上の関係からみて他の企業の意思決定機関

を支配していないことが明らかであると認められる場合には、当該他の企業を子会社に該当しないものとして取

り扱うことができる。

 

(5) 持分法の適用に係る会計方針の統一

香港の会計原則では、持分法による会計処理を行うために使用された関連会社の財務諸表は、類似の状況にお

ける同様の取引および事象に関し、投資者（当社グループ）の会計方針と統一された会計方針を用いて作成され

る。

日本の会計原則では、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、投資会社および持分法を適用する

被投資会社が採用する会計処理の原則および手続は、原則として統一することとされるが、在外関連会社の財務

諸表がIFRSまたは米国会計基準に準拠して作成されている場合には、一定の項目（のれんの償却、退職給付会計

における数理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理など）の修正を条件に、当面の間はこれを

持分法適用上利用することができる。

 

(6) その他の包括利益の分類

香港の会計原則では、包括利益計算書において、将来のある時点において損益へ再分類（または「リサイクリ

ング」）される可能性のある項目と永久に再分類（または「リサイクリング」）されない項目を区分して表示す

る。

日本の会計原則では、包括利益計算書において、将来のある時点において損益へ再分類されるか否かにより項

目を分類しない。

 

(7) 固定資産

ａ．固定資産および投資不動産の再評価

香港の会計原則では、固定資産は原価モデルまたは再評価モデルにて評価される。原価モデルでは取得原

価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除して計上する。再評価モデルでは再評価額（すなわち再

評価日の公正価値）から直近の再評価日以降の減価償却累計額および減損損失累計額を控除して計上する。

評価差益が生じた場合は準備金として資本に計上する。評価差損が生じた場合には、再評価準備金の減少も

しくは損益計算書の費用として計上される。

投資不動産とは財またはサービスの生産または供給、あるいは経営管理目的のための使用、または通常の

営業過程における販売の目的ではなく、賃貸収益もしくは資本増価またはその両方を目的として保有する土

地および建物の賃借権(投資不動産の定義を満たす不動産のオペレーティング・リースに基づく賃借権を含

む。)を指す。投資不動産は原価モデルまたは公正価値モデルにて評価される。原価モデルでは取得原価から
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減価償却累計額および減損損失累計額を控除して計上する。公正価値モデルではすべての投資不動産を公正

価値で毎期評価し、公正価値の変動は発生した期の損益に含める。

日本の会計原則では、固定資産および投資不動産は取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を

控除して計上する。固定資産および投資不動産の評価益の計上は認められていない。

ｂ．減損会計

香港の会計原則では、減損の兆候がある場合には、帳簿価額が回収可能価額を上回っている金額を減損損

失として認識する（１段階アプローチ）。のれんを除き、減損損失の戻入れが認められている。

日本の会計原則では、減損の兆候がある場合に、割引前将来キャッシュ・フローを利用した回収可能性テ

ストを行う。その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ったら、帳簿価額が回収可

能価額を上回っている金額が回収不能と判断され、減損損失を認識する（２段階アプローチ）。減損損失の

戻入れは認められていない。

 

(8) 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産および金融負債

香港の会計原則では、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産および金融負債には、当初認識時に損益

を通じて公正価値で測定されることを当社グループが指定した金融資産および金融負債を含む。

日本の会計原則においては、このような公正価値オプションについて定める会計基準はない。

 

(9) 金融資産の消滅の認識

香港の会計原則では、企業が金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転した場合、当該

金融資産の認識を中止する。また、企業が譲渡資産に対する支配を保持していない場合には、当該譲渡資産につ

き認識を中止する。金融資産の認識を中止するための条件として法的保全は特に求められていない。

日本の会計原則では、譲渡金融資産の財務構成要素ごとに、支配が第三者に移転しているかどうかの判断に基

づいて、当該金融資産の認識の中止がなされる。金融資産の消滅を認識するために、譲受人の契約上の権利が譲

渡人およびその債権者から法的に保全されていることが求められている。

 

(10) 公正価値測定

香港の会計原則では、公正価値は、測定日時点で、市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するた

めに受け取るであろう価格または負債を移転するために支払うであろう価格であり、当該価格が直接観察可能で

あるか、他の評価技法を用いて見積もられたかを問わないとされる。非金融資産の公正価値測定には、当該資産

の最有効使用を行うことまたは当該資産を最有効使用するであろう他の市場参加者に売却することにより、市場

参加者が経済的便益を生み出す能力が考慮される。さらに、公正価値の測定に用いたインプットの性質に基づき

3つの階層に分類し、公正価値測定を当該階層別に開示することが求められている。

日本では、すべての金融資産・負債並びに非金融資産・負債を対象とする公正価値測定を包括的に規定する会

計基準はなく、各会計基準において時価の算定方法が個別に定められている。金融商品の時価については、時価

とは公正な評価額をいい、市場価格に基づく価額、市場価格がない場合には合理的に算定された価額と定義され

ている。また、公正価値の階層に関する会計基準は、現時点では基準化されていない。

 

(11) 保険会社の会計処理

ａ．収入保険料

香港の会計原則では、収入保険料は保険期間にわたって期間按分で計算し、即ち正味収入保険料から正味

未経過保険料の変動額を減額して計算する。
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日本の会計原則では、正味収入保険料は原則として現金主義で損益計算書に認識される。なお、正味未経

過保険料の変動額は、責任準備金繰入ないし戻入として計上される。

ｂ．商品分類

香港の会計原則では、保険契約とは、特定の将来の不確実な事象（保険事故）が発生し、かつ保険契約者

に悪影響を及ぼすとき、保険契約者に賠償することを約定することにより、保険者が保険契約者の重大な保

険リスクを引き受ける契約である。保険契約者に発行したがHKFRS第４号の下で保険契約と認識されない契約

は、投資契約に分類される。契約が保険要素と預り金要素の両方を有し、その2つの要素を分離できる場合、

基礎となる数値は分離される。保険要素に関わる保険料は全て損益計算書を通して計上され、その他の要素

は財政状態計算書を通して預り金として計上される。

日本の会計原則では、保険契約と投資契約に分類する規定はない。

c．支払保険金

香港の会計原則では、損益計算書における正味支払保険金は、支払保険金の実額と未払保険金、損害調査

費用、支払備金繰入ないし戻入、不足保険料引当金繰入の合計額から回収再保険金を減額した残高を指す。

日本の会計原則では、正味支払保険金は損益計算書において現金主義で認識する。支払備金の変動は、支

払備金繰入ないし戻入として計上される。

d．支払備金

香港の会計原則では、支払備金は、報告済みか否かにかかわらず、期末日現在において既に発生している

が未解決の全ての損害の最終的な見積保険金費用および関連する損害調査費から、予測される回収額を控除

し、リスクに基づく調整を行って計上される。貨幣の時間的価値の影響が大きい場合、支払備金は割引計算

される。支払備金の変動は、損益計算書において正味支払保険金として計上される。

日本の会計原則では、保険業法および関連法令に基づき、支払備金は貸借対照表日における既発生既報告

損害と既発生未報告損害に対する支払に備えるために設定される。損害調査費用に係る支払備金を計上する

ことは求められておらず、当該費用は発生時に損益計算書において費用処理される。また、通常支払備金の

割引計算は行わない。支払備金の変動は、損益計算書において支払備金繰入ないし戻入として計上される。

e．不足保険料引当金

香港の会計原則では、各報告期間末現在に、未経過保険料が十分であることを確かめるために負債十分性

テストが行われ、将来発生する予想保険金の現在価値に係る現時点の見積額および関連保険契約に関する支

払備金に、将来正味キャッシュ・フローに関連する固有の不確実性を反映した追加的なリスク・マージンを

加えた合計額が未経過保険料を超過する場合には、未経過保険料は不足していると考えられる。結果として

生じた不足額は、純損益に直ちに認識される。上記のテストにおけるリスク・マージンは、資本コストによ

るアプローチおよび信頼区間によるアプローチを用いて決定され、当社グループの直近の経験に基づくとと

もに、保険業界のベンチマークを参照している。

日本の会計原則では、不足保険料引当金繰入に関連する会計慣行はないが、不足保険料は、負債十分性テ

ストを通じて、必然的に責任準備金の一部を構成する。

f．未経過保険料および保険契約者預り金

香港の会計原則では、未経過保険料は、未経過期間に係る収入保険料の一部を負債として認識する。損害

保険事業からの保険料は、関連する保険契約の期間にわたって収益を認識する。保険契約者預り金は、満期

返戻タイプの損害保険契約における積立部分として、保険契約者から受領している預り金である。これらの

預り金への利息は、損益計算書において費用として認識される。

日本の会計原則では、保険業法および関連法令に基づき、保険会社は責任準備金の計上が求められてお

り、未経過保険料および積立型保険の将来の返戻金に対応する払戻積立金が含まれる。

g．価格変動準備金および異常危険準備金
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香港の会計原則では価格変動準備金および異常危険準備金を計上しない。

日本の会計原則では、保険業法および関連法令に基づき、保険会社は、株式等の価格の変動により生じる

損失に対し価格変動準備金の計上を行う。また、異常危険準備金は、異常災害の結果生じる保険損害に係る

将来の支払義務に備え計上が行われる。

h．有価証券投資

香港の会計原則では、金融資産は売却可能金融資産、損益を通じて公正価値で測定する金融資産、満期保

有目的投資および貸付金または債権に分類される。特に、保険負債のために指定された金融資産を分類する

区分はない。当該金融資産は、公正価値もしくは減損後の償却原価で計上される。活発な市場がない金融資

産は、一定の条件を満たす場合には、取得原価で測定される。

日本の会計原則では、その他有価証券、売買目的有価証券、満期保有目的の債券ならびに子会社株式およ

び関連会社株式に分類され、取得原価で評価される子会社株式および関連会社株式を除き、公正価値もしく

は減損後の償却原価で計上される。これらの保有目的区分に加えて、保険会社には、責任準備金とのデュ

レーション・マッチングに用いられる責任準備金対応債券の計上が許容され、償却原価で計上される。時価

を把握することが極めて困難と認められる有価証券は、取得原価または償却原価で計上される。

 

(12) 借入コスト

香港の会計原則では、適格資産の取得、建設または製造に直接起因する借入コストについては、取得原価の一

部として資産化する。意図した使用または販売に向けて適格資産を整えるのに必要な活動が実質的にすべて完了

した時点で、借入コストの資産化は終了する。その他の借入コストについては発生時に費用処理する。

日本の会計原則では、全ての借入コストは、原則として発生した期間の費用として認識されるが、固定資産を

自家建設した場合に建設に要する借入資本の利子で稼動前の期間に属するものは、資産計上をすることができ

る。

 

(13) 政府補助金

香港の会計原則では、政府補助金は、当該補助金が受け取られ、かつすべての付帯条件が遵守されることにつ

いて合理的な保証が得られる場合に純損益に認識される。費用項目に関連する補助金については、補助金で補償

することを意図しているコストが費用化される期間にわたって規則的に収益に認識する。資産に関連する補助金

の金額は繰延収益勘定に貸方計上され、関連する資産の見積耐用年数にわたって毎期均等に損益計算書に戻し入

れられる。

日本の会計原則では、政府補助金は受取時に一括して利益に認識される。資産に関連する補助金の金額につい

ては関連する資産の帳簿価額から直接減額する方法または剰余金の処分により積立金を積み立てる方法が認めら

れている。

 

(14) 株式報酬

香港の会計原則では、株式報酬取引は、従業員ないしその他の当事者との取引で、現金、自社の持分金融商

品、または、その他の資産で決済されるものを含めて、財務諸表に認識するように要求されている。

日本の会計原則では、株式報酬取引のうち持分決済型株式報酬取引のみを財務諸表に認識するように要求され

ている。

 

(15) 従業員給付

香港の会計原則では、確定給付制度に関して、数理計算上の差異はその他の包括利益に認識され、純損益から

は恒久的に除かれる。制度資産に係る期待運用収益の純損益への認識に代えて、確定給付負債(資産)の純額に係
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る利息を確定給付債務の測定に使用された割引率を用いて算定し純損益に認識することが求められている。ま

た、権利未確定の過去勤務費用は、制度の改定時または関連するリストラクチャリングもしくは解雇の費用認識

時のいずれか早い時点で純損益に認識される。

日本の会計原則では、数理計算上の差異および過去勤務費用は、原則として平均残存勤務期間以内の一定の年

数で按分した額を毎期費用処理する。期待運用収益は、期首の年金資産の額に合理的に予測される収益率を乗じ

て算定する。1)数理計算上の差異の当期発生額のうち費用処理されない部分（未認識数理計算上の差異）および

2)過去勤務費用の当期発生額のうち費用処理されない部分（未認識過去勤務費用）はいずれも、その他の包括利

益に計上する。その他の包括利益累計額に計上された未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用のう

ち、当期に費用処理された部分については、その他の包括利益の調整（組替調整）を行う。
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第７【外国為替相場の推移】
 

１【最近５年間の事業年度別為替相場の推移】

決算年月 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高（円） 13.90 13.05 13.77 17.31 19.78

最低（円） 12.05 11.94 12.07 13.89 16.39

平均（円） 12.94 12.34 12.65 15.80 17.24

期末（円） 12.31 12.33 13.69 17.31 19.47

 

２【最近６箇月間の月別為替相場の推移】

月別 2014年11月 2014年12月 2015年１月 2015年２月 2015年３月 2015年４月

最高（円） 19.25 19.78 19.55 19.52 19.64 19.58

最低（円） 18.36 19.06 18.95 19.03 19.35 19.35

平均（円） 18.91 19.44 19.24 19.22 19.50 19.44

 

３【最近日の為替相場】

　１人民元＝19.41円（2015年４月30日）

出典：中国の国家外国為替管理局（State Administration of Foreign Exchange）が公表している人民元／100円のデータを基

に、円／人民元ベースに換算したものである。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】
 

１．日本における株式事務等の概要

(1）名義書換代理人および名義書換取扱場所

日本には本株式に関する当社の株式保有の名義書換代理人または名義書換取扱場所はない。各窓口証券会社は、取引口

座を有するすべての実質株主の明細表（以下「実質株主明細表」という。）を維持し、かかる明細表には各実質株主の

名前およびそれら実質株主の各人の代わりに保有される本株式の株数が記載される。

(2）株主に対する特典

なし

(3）株式の譲渡制限

なし

(4）その他株式事務に関する事項

(イ）実質株主明細表の基準日

当社は配当の支払または新株引受権の付与のための基準日を定めることができる。かかる配当または新株引受権を受

領する資格を有する実質株主を決定するための実質株主明細表の基準日は、通常当該基準日と同一の暦日となる。

(ロ）事業年度の終了

当社の事業年度は毎年12月31日に終了する。

(ハ）公告

日本において公告を行わない。

(ニ）株価の発表

日本証券業協会は、原則として、東京での毎営業日に、香港証券取引所での本株式の終値を発表する。

(ホ）実質株主に対する株式事務に関する手数料

実質株主は、取引口座を開設するときに窓口証券会社の定めるところにより年間口座管理料を支払う他、必要に応じ

て実費を支払う。

 

２．日本における実質株主の権利行使に関する手続

　本株式を取得する者（本２．において以下「実質株主」という。）と、その取得窓口となった証券会社（以下「窓口証券

会社」という。）との間の外国証券取引口座に関する規則（以下「外国証券取引口座約款」という。）により、実質株主の

名義で外国証券取引口座（以下「取引口座」という。）が開設される。売買の執行、売買代金の決済、証券の保管およびそ

の他本株式の取引に関する事項はすべてこの取引口座を通じて処理される。

以下は、外国証券取引口座約款に従った、本株式に関する事務手続きの概要である。

(1）証券の保管

本株式は、窓口証券会社のために香港における保管機関（以下「香港保管機関」という。）またはその名義人の名義で

登録され、香港保管機関により保管される。

(2）実質株主の議決権の行使に関する手続き

議決権の行使は、実質株主が窓口証券会社を通じて行う指示に基づき、香港保管機関またはその名義人が行う。実質株

主が指示をしない場合、香港保管機関またはその名義人は議決権を行使しない。

(3）配当請求等に関する手続

(イ）現金配当の交付手続き

外国証券取引口座約款に従い、現金配当は、窓口証券会社が香港保管機関またはその名義人からかかる配当金を一括

受領し、取引口座を通じて実質株主に交付される。

(ロ）株式配当の交付手続き

株式配当により割り当てられた本株式は、実質株主が特に要請した場合を除き、窓口証券会社を代理する香港保管機

関により香港で売却され、その純手取金は、窓口証券会社が香港保管機関またはその名義人からかかる手取金を一括

受領し、取引口座を通じて実質株主に支払われる。

株式分割の方法により発行される本株式は、一般に、香港保管機関またはその名義人に対して交付される。

(ハ）新株引受権

本株式について新株引受権が与えられた場合は、新株引受権は、原則として、窓口証券会社を代理する香港保管機関

により香港で売却され、その純手取金は、窓口証券会社が香港保管機関またはその名義人からかかる手取金を一括受

領し、その取引口座を通じて実質株主に支払われる。

(4）本株式の譲渡に関する手続き

実質株主は、その持株の保管替えまたは売却注文をなすことができる。実質株主と窓口証券会社との間の決済は、円貨

または窓口証券会社が応じ得る範囲内で実質株主が指定した外貨による。
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(5)　本邦における配当等に関する課税上の取扱い

本邦における課税上の取扱いの概要は以下のとおりである。

(イ)配当

ⅰ　実質株主に対して支払われる配当金は、個人については課税配当所得となり、法人については益金となる。

ⅱ　個人の配当控除及び法人の益金不算入の適用は認められない。かかる優遇措置は、内国法人の配当にのみ認めら

れる。

ⅲ　本株式について日本の居住者たる個人又は日本の法人が日本における支払の取扱者を通じて交付を受ける配当金

については、外国において当該配当の支払の際に徴収された源泉徴収税がある場合にはこの額を外国における当

該配当の支払額から控除した後の金額に対して、平成26年１月１日からは、軽減税率の延長措置の終了と復興特

別所得税（平成25年１月１日から平成49年12月31日まで所得税額に対する2.1％付加税率）の適用により、個人の

場合は15.315％（他に地方税５％）、法人の場合は15.315％の税率が課される。上場株式等の配当を受ける日本

の居住者たる個人（ただし、一定の大口株主を除く）については、当社株式が上場株式等である限り、原則とし

て、一銘柄につき一回の配当支払金額の多寡にかかわらず、源泉徴収により配当に係る課税を完了させ、確定申

告をしないことを選択することができるため、かかる選択をした場合には、別途確定申告を要しない。確定申告

を行わない場合には、総合課税の場合に認められる二重課税を調整するための外国税額控除制度の適用は原則と

して認められない。内国法人である株主の場合には、普通株式について支払いを受けた配当は法人税法上益金と

して課税されるが、日本における支払の取扱者による支払いの際に源泉徴収された税額については適用ある法令

にしたがって所得税額の控除を受けることができる。

ⅳ　日本の居住者たる個人が平成21年１月以降支払を受けるべき上場株式等の配当所得については、総合課税か申告

分離課税を選択できる（ただし、その年において申告する上場株式等の配当等の全額について、申告分離課税ま

たは総合課税のいずれかを選択する必要がある。）。

(ロ)売買損益

ⅰ　本株式の売買に基づく損益の取扱いは、原則として、内国会社の上場株式の売買損益課税と同様である。

ⅱ　日本の居住者たる個人納税者が有する特定口座内保管上場株式等以外の上場株式等の売却益については、確定申

告により、他の所得と分離して所得税が課税（申告分離課税）されることになっており、その際の税率は、平成

26年１月１日からは、15.315％（他に地方税５％）（かかる増加は上述した復興特別所得税によるものであ

る。）となっている。また、本株式を、証券会社に開設した特定口座（源泉徴収口座）を通して源泉徴収の適用

があることを選択した上で売却した場合には、上記の税率で所得税を源泉徴収され、原則として、確定申告を要

しない。

(ハ）相続税

ⅰ　日本国の居住者が相続した本株式は日本国の相続税の対象となる。

ⅱ　日本国の居住者が相続した本株式が同時に香港の遺産税の対象となることがあるが、香港で徴収された当該遺産

税については、日本国の相続税法の下で外国税額控除が受けられる。

中国および香港における課税上の取扱いについては、「第１－３．課税上の取扱い」を参照。

(ニ）国外財産調書制度

ⅰ　日本の居住者、または外国人であるが日本の永住者である場合、12月31日現在で保有する国外財産（株式を含

む。）について、その時価の総額が5,000万円超である場合、国外財産調書を提出しなければならない。当社株式

は一般的に国外財産に該当し、かかる調書の提出期限は翌年3月15日である。

ⅱ　なお、国外財産調書に虚偽を記載した場合は1年以下の懲役または50万円以下の罰金に処される。

 

(6）その他株主の権利行使について必要な手続

実質株主に対する諸通知

当社が株主に対して行い、窓口証券会社が受領したすべての通知および通信は、窓口証券会社が保管し、窓口証券会社

の店頭において実質株主の閲覧に供される。実質株主がかかる通知および通信を希望する場合は、窓口証券会社はかか

る実質株主にそれらを送付し、実費は当該実質株主に請求される。
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第９【提出会社の参考情報】
 

１【提出会社の親会社等の情報】

　

　　該当事項なし

 

２【その他の参考情報】

 

１　有価証券報告書及びその添付書類

 

平成26年6月27日関東財務局長に提出

 

２　半期報告書

 

平成26年9月30日関東財務局長に提出

 

３　臨時報告書

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第１号の規定に基づき平成26年11月17日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

第１【保証会社情報】
 

　該当事項なし

 

 

第２【保証会社以外の会社の情報】
 

　該当事項なし

 

 

第３【指数等の情報】
 

　該当事項なし
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独立監査人の監査報告書

 

中国人民財産保険株式会社　株主各位

（中華人民共和国で設立された株式会社）

 

私たちは69ページから173ページ（訳注：原文のページ）に記載されている中国人民財産保険株式会社（「会

社」）および子会社（総称して「会社グループ」）の連結財務諸表、すなわち、2013年12月31日現在における連

結および個別の財政状態計算書、ならびに同日をもって終了する事業年度の連結損益計算書、連結包括利益計算

書、連結持分変動計算書および連結キャッシュ・フロー計算書、ならびに重要な会計方針の要約およびその他の

説明的注記について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する取締役の責任

 

香港公認会計士協会が公表する香港財務報告基準および香港会社条例の開示規則に準拠した真実かつ公正な概

観を与える連結財務諸表を作成する責任は取締役にある。また、不正または誤謬を問わず重要な虚偽表示のない

連結財務諸表の作成を可能にするために取締役が必要と判断した内部統制に係る責任は取締役にある。

 

監査人の責任

 

私たちの責任は、自らの監査に基づいて、これらの連結財務諸表に対する意見を表明し、合意した契約条件に

従って、総体としての株主に対し私たちの意見を報告することにある。私たちの報告書はそれ以外の目的に使用

されることはない。当報告書の内容につき、私たちは他のいかなる者に対しても責任または債務を負うものでは

ない。私たちは、香港公認会計士協会によって公表された香港監査基準に準拠して監査を実施した。これらの基

準は、私たちが職業倫理規定に準拠し、また連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保

証を得るために、監査を計画し実施することを求めている。

 

監査においては、連結財務諸表の金額および開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。選択

された手続は監査人の判断に基づいており、これには不正または誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリ

スクの評価が含まれている。会社の内部統制の有効性に対する意見を表明するためではないが、監査人はこれら

のリスク評価に当たり、状況に応じ適切な監査手続を立案するために、真実かつ公正な概観を与える連結財務諸

表の作成に関連する内部統制を検討する。また、監査には、取締役が採用した会計方針の適正性および取締役に

よって行われた会計上の見積りの合理性の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれ

る。

 

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

 

私たちは、当該連結財務諸表が、香港財務報告基準に準拠して会社および会社グループの2013年12月31日現在

の財政状態ならびに会社グループの同日をもって終了する事業年度の経営成績およびキャッシュ・フローの状況

について真実かつ公正な概観を与えており、香港会社条例の開示規則に準拠して適切に作成されているものと認

める。

 

デロイト・トウシュ・トーマツ

公認会計士

 

香港

2014年3月28日

　　次へ
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INDEPENDENT AUDITOR'S REPORT

 

TO THE SHAREHOLDERS OF

PICC PROPERTY AND CASUALTY COMPANY LIMITED

(Incorporated in the People's Republic of China with limited liability)

 

We have audited the consolidated financial statements of PICC Property and Casualty Company Limited (the

"Company") and its subsidiaries (collectively referred to as the "Group") set out on pages 69 to 173, which comprise the

consolidated and company statements of financial position as at 31 December 2013 and the consolidated income

statement, the consolidated statement of comprehensive income, the consolidated statement of changes in equity and the

consolidated statement of cash flows for the year then ended, and a summary of significant accounting policies and other

explanatory information.

 

DIRECTORS' RESPONSIBILITY FOR THE CONSOLIDATED FINANCIAL STATEMENTS

The directors of the Company are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give a true and

fair view in accordance with Hong Kong Financial Reporting Standards issued by the Hong Kong Institute of Certified

Public Accountants and the disclosure requirements of the Hong Kong Companies Ordinance, and for such internal

control as the directors determine is necessary to enable the preparation of consolidated financial statements that are free

from material misstatement, whether due to fraud or error.

 

AUDITOR'S RESPONSIBILITY

Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our audit and to report our

opinion solely to you, as a body, in accordance with our agreed terms of engagement, and for no other purpose. We do

not assume responsibility towards or accept liability to any other person for the contents of this report. We conducted our

audit in accordance with Hong Kong Standards on Auditing issued by the Hong Kong Institute of Certified Public

Accountants. Those standards require that we comply with ethical requirements and plan and perform the audit to obtain

reasonable assurance about whether the consolidated financial statements are free from material misstatement.

 

An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in the consolidated

financial statements. The procedures selected depend on the auditor's judgement, including the assessment of the risks of

material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud or error. In making those risk

assessments, the auditor considers internal control relevant to the entity's preparation of consolidated financial statements

that give a true and fair view in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the

purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the entity's internal control. An audit also includes evaluating

the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates made by the directors, as

well as evaluating the overall presentation of the consolidated financial statements.

 

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit

opinion.

 

OPINION

In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the state of affairs of the Company and

of the Group as at 31 December 2013, and of the Group's profit and cash flows for the year then ended in accordance

with Hong Kong Financial Reporting Standards and have been properly prepared in accordance with the disclosure

requirements of the Hong Kong Companies Ordinance.
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Deloitte Touche Tohmatsu

Certified Public Accountants

Hong Kong

28 March 2014
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2015年６月19日

 

中国人民財産保険株式会社

取締役会　御中

中国100022　北京市朝阳区建国門 外大街2号院2号楼

 

 

各位

 

中国人民財産保険株式会社

監査人の同意書

 

私たちは、2014年12月31日に終了する年度に関し、中国人民財産保険株式会社によって日本国の関東財務

局長に提出される予定の有価証券報告書（以下「本有価証券報告書」という。）について言及する。

私たちは、2014年12月31日に終了する年度の中国人民財産保険株式会社の連結財務諸表に関する2015年３

月27日付の私たちの監査報告書が本有価証券報告書に含められることに同意する。また、私たちは、前述の

報告書の「第６　経理の状況」においてデロイト・トウシュ・トーマツについて言及することに同意する。

上述した監査報告書の意見は、無限定適正意見である。

敬具

 

デロイト・トウシュ・トーマツ

公認会計士

香港

 

　　次へ
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19 June 2015

 

The Board of Directors
PICC Property and Casualty Company Limited
Tower 2, No.2 Jianguomenwai Avenue,
Chaoyang District,
Beijing 100022,
The PRC
 

Dear Sirs,

 

PICC Property and Casualty Company Limited
AUDITORS' CONSENT
 

We refer to the Securities Report to be filed at the Kanto Local Finance Bureau in Japan by PICC
Property and Casualty Company Limited, relating to the year ended 31 December 2014 ("the Annual
Securities Report").

We hereby consent to the use in the Annual Securities Report of our auditors' report dated 27 March
2015 relating to the consolidated financial statements of PICC Property and Casualty Company Limited
for the year ended 31 December 2014. We also consent to the reference to Deloitte Touche Tohmatsu
under "VI Financial Condition" in the above document.

The opinion of the auditors' report noted above is that of an unqualified report.

 

Yours faithfully

 

Deloitte Touche Tohmatsu
Certified Public Accountants
Hong Kong
 

　　次へ
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独立監査人の監査報告書

 
中国人民財産保険株式会社　株主各位

（中華人民共和国で設立された株式会社）

 

私たちは71ページから190ページ（訳注：原文のページ）に記載されている中国人民財産保険株式会社（「会

社」）および子会社（総称して「会社グループ」）の連結財務諸表、すなわち、2014年12月31日現在における連結

および個別の財政状態計算書、ならびに同日をもって終了する事業年度の連結損益計算書、連結包括利益計算書、

連結資本変動計算書および連結キャッシュ・フロー計算書、ならびに重要な会計方針の要約およびその他の説明的

注記について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する取締役の責任

香港公認会計士協会が公表する香港財務報告基準および香港会社条例の開示規則に準拠した真実かつ公正な概

観を与える連結財務諸表を作成する責任は会社の取締役にある。また、不正または誤謬を問わず重要な虚偽表示

のない連結財務諸表の作成を可能にするために取締役が必要と判断した内部統制に係る責任は取締役にある。

 

監査人の責任

私たちの責任は、自らの監査に基づいて、これらの連結財務諸表に対する意見を表明し、合意した契約条件に

従って、総体としての株主に対し私たちの意見を報告することにある。私たちの報告書はそれ以外の目的に使用

されることはない。当報告書の内容につき、私たちは他のいかなる者に対しても責任または債務を負うものでは

ない。私たちは、香港公認会計士協会によって公表された香港監査基準に準拠して監査を実施した。これらの基

準は、私たちが職業倫理規定に準拠し、また連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保

証を得るために、監査を計画し実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額および開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。選択

された手続は監査人の判断に基づいており、これには不正または誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリ

スクの評価が含まれている。会社の内部統制の有効性について意見表明するためではないが、監査人はこれらの

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、真実かつ公正な概観を与える連結

財務諸表の作成に関連する内部統制を検討する。また、監査には、取締役が採用した会計方針の適正性および取

締役によって行われた会計上の見積りの合理性の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが

含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

EDINET提出書類

中国人民財産保険株式会社(E05937)

有価証券報告書

302/305



監査意見

私たちは、当該連結財務諸表が、香港財務報告基準に準拠して会社および会社グループの2014年12月31日現在の

財政状態ならびに会社グループの同日をもって終了する事業年度の経営成績およびキャッシュ・フローの状況につ

いての真実かつ公正な概観を与えており、香港会社条例の開示規則に準拠して適切に作成されているものと認め

る。

 

デロイト・トウシュ・トーマツ

公認会計士

香港

2015年3月27日
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INDEPENDENT AUDITOR'S REPORT

 

TO THE SHAREHOLDERS OF

PICC PROPERTY AND CASUALTY COMPANY LIMITED

(Incorporated in the People's Republic of China with limited liability)

 

We have audited the consolidated financial statements of PICC Property and Casualty Company Limited (the

“Company”) and its subsidiaries (collectively referred to as the “Group”) set out on pages 71 to 190, which comprise the

consolidated and company statements of financial position as at 31 December 2014 and the consolidated income

statement, consolidated statement of comprehensive income, consolidated statement of changes in equity and

consolidated statement of cash flows for the year then ended, and a summary of significant accounting policies and other

explanatory information.

 

DIRECTOR'S RESPONSIBILITY FOR THE CONSOLIDATED FINANCIAL STATEMENTS

The directors of the Company are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give a true

and fair view in accordance with Hong Kong Financial Reporting Standards issued by the Hong Kong Institute of

Certified Public Accountants and the disclosure requirements of the Hong Kong Companies Ordinance, and for such

internal control as the directors determine is necessary to enable the preparation of consolidated financial statements that

are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

 

AUDITOR'S RESPONSIBILITY

Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our audit and to report

our opinion solely to you, as a body, in accordance with our agreed terms of engagement, and for no other purpose. We

do not assume responsibility towards or accept liability to any other person for the contents of this report. We conducted

our audit in accordance with Hong Kong Standards on Auditing issued by the Hong Kong Institute of Certified Public

Accountants. Those standards require that we comply with ethical requirements and plan and perform the audit to obtain

reasonable assurance about whether the consolidated financial statements are free from material misstatement.

 

An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in the consolidated

financial statements. The procedures selected depend on the auditor's judgement, including the assessment of the risks of

material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud or error. In making those risk

assessments, the auditor considers internal control relevant to the entity's preparation of consolidated financial

statements that give a true and fair view in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but

not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the entity's internal control. An audit also includes

evaluating the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates made by the

directors, as well as evaluating the overall presentation of the consolidated financial statements.

 

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit

opinion.

 

OPINION

In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the state of affairs of the Company and

of the Group as at 31 December 2014, and of the Group's profit and cash flows for the year then ended in accordance

with Hong Kong Financial Reporting Standards and have been properly prepared in accordance with the disclosure

requirements of the Hong Kong Companies Ordinance.
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Deloitte Touche Tohmatsu

Certified Public Accountants

Hong Kong

27 March 2015
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